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木質バイオマス利用の拡大 

 

森のものの活用 

 

健全な森づくり 

 

 

 

地球温暖化対策に取り組む

低炭素社会づくり 

 

 

 

 

環境への負荷の尐ない循環 

型社会づくり 

 

社会の基盤となる自然環境

の保全に取り組む自然共生

社会づくり 

漁業生産の足腰を強化する 

 

 

1.5次産業の推進 

 

「高知の食」を活用した取組の

拡大 

グリーン･ツーリズムの推進 

高知競馬の健全な運営に対する

支援 

原木の生産の集約化･効率化 

 

 

 

 

大型工場の整備や中小加工事業

体の共同・協業化 

流通の統合・効率化 

販売力の強化 

 

未利用資源の有効活用 

 

森の恵みを余すことなく活用す

る 

荒廃森林の解消 

鳥獣被害防止の推進 

 

 

地球温暖化対策の推進 

 

環境ビジネスの振興（分野横断

的な取組） 

環境学習の推進とネットワーク

づくり 

廃棄物の適正処理の推進 

生活環境の保全 

３Ｒの推進 

自然環境の保全 
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漁業資源の確保 

 

 

生産流通基盤の整備 

 

漁業経営の構造改善の促進 

環境農業推進課 

畜 産 振 興 課 

産地づくり課 

流 通 支 援 課 

産地づくり課 

競 馬 対 策 課 

 

林業環境政策課 

森づくり推進課 

林 業 改 革 課 

木 材 産 業 課 

治 山 林 道 課 

木 材 産 業 課 
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林業環境政策課 

木 材 産 業 課 

林 業 改 革 課 

木 材 産 業 課 

林業環境政策課 

木 材 産 業 課 

林業環境政策課 

森づくり推進課 

林 業 改 革 課 

治 山 林 道 課 

林業環境政策課 

環 境 共 生 課 

〃 

環 境 対 策 課 

環 境 共 生 課 

 

環 境 対 策 課 

〃 
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環 境 共 生 課 
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漁 業 管 理 課 

漁 業 振 興 課 
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漁 港 漁 場 課 

水 産 政 策 課 
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土木建築 

 

 

 

 

 

新たな流通･販売に挑戦す
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地域の資源を所得に結びつ

ける 

 

  

 

 

 

重要プロジェクトへの対応 

 

 

 

 

 

 

 

地域の経済活動を支える社

会基盤の整備等 

 

 

  

 

 

安全で安心できる県土づく

り 

 

 

 

 

 

 

尐子高齢化社会に対応した

施設の整備等 

 

 

 

担い手の育成確保 

 

県１漁協構想の推進 

 

 

鮮魚の商品力の向上 

 

 

有利販売の展開 

消費者ニーズの変化への対応 

地域水産物を活用した高付加価

値化 

 

海洋資源を活用した滞在型･体

験型観光の推進 

河川を活用した中山間地域の活

性化 

四国８の字を構成する高速道路

の整備促進 

高知駅周辺都市整備の概成 

国直轄事業の整備促進 

 

 

 

 

地域振興を支援する道路整備の

推進 

地域振興を支援する港湾整備の

推進等 

都市機能の充実 

主要プロジェクトを支援する事

業 

河川の治水対策 

 

土砂災害防止対策 

道路防災対策 

ダムの整備 

海岸の整備 

県土の有効利用を促進する土地

情報の整備・充実 

高齢者に優しい住宅の供給整

備・支援 

安全で利用しやすい道路空間づ

くり 

水 産 政 策 課 

漁 業 振 興 課 

水 産 政 策 課 

合 併 ・ 流 通 

支 援 課 

漁 業 振 興 課 

合 併 ・ 流 通 

支 援 課 
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漁 業 振 興 課 
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部 門 別 大     項     目 小      項      目 主 管 課 名 ページ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教 育 

 

 

 

 

既存施設の有効活用と延命

化のための適正な維持管理 

 

 

 

 

 

 

南海地震への備え 

 

 

 

 

 

緊急雇用創出事業 

 

 

 

 

 

 

市町村や民間との連携 

 

 

公共事業の効率的・効果的

な実施に向けた取組 

 

「緊急プラン」五つの改革

の強力な推進 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

快適な生活の基盤となる公園・

下水道・住宅の整備促進 

海辺の環境整備 

 

既存ストックの適正な維持管理

の充実 

 

 

 

  

都市公園の管理運営 

県営住宅の適正な管理 

南海地震への備え 

 

 

 

 

 

緊急雇用創出事業 

 

 

 

 

 

 

市町村や民間との連携 

 

 

高知キャルス事業の推進 

公共工事の円滑な執行を図る用

地先行取得 

学校･学級改革 

 

 

教員指導力改革 

 

 

 

 

 

幼児教育改革 

 

 

 

公園下水道課 

建 築 指 導 課 

港 湾 課 

海 岸 課 

土 木 企 画 課 

用 地 対 策 課 

河 川 課 

道 路 課 

港 湾 課 

海 岸 課 

公園下水道課 

住 宅 課 

河 川 課 

防 災 砂 防 課 

道 路 課 

住 宅 課 

港 湾 課 

海 岸 課 

用 地 対 策 課 

河 川 課 

防 災 砂 防 課 

道 路 課 

公園下水道課 

港 湾 課 

海 岸 課 

河 川 課 

道 路 課 

海 岸 課 

建 設 管 理 課 

用 地 対 策 課 

 

小 中 学 校 課 

スポーツ健康 

教 育 課 

教 育 政 策 課 

小 中 学 校 課 

高 等 学 校 課 

特別支援教育課 

スポーツ健康 

教 育 課 

幼 保 支 援 課 

スポーツ健康 

教 育 課 

 

193 

193 

194 

194 

195 

195 

195 

195 

195 

195 

196 

197 

198 

198 

198 

198 

198 

198 

200 

200 

200 

200 

200 

200 

200 

201 

201 

201 

202 

203 

 

205 

205 

 

207 

207 

207 

207 

207 

 

212 

212 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

目標達成のための新たな

「しかけ」 

  

 

 

 

 

 

 

 

将来を見据えた教育環境の

整備 

 

 

 

 

 

県勢浮揚に向けた施策の実

施 

 

 

 

各分野に対応した教育施策

の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

文化財の保護と活用 

 

私学の振興・大学への支援 

 

心の教育改革 

 

 

 

放課後改革 

 

 

高知市教育委員会との連携強化 

本県を先導する学校をさらに支

援する制度の創設 

五つの改革を推進した学校、教

職員への奨励 

教育先進県を目指した人材育成 

高等学校入学者選抜制度及び通

学制度の見直し 

高校生の進路希望を達成させる

ための支援 

学校施設等耐震化と施設環境の

改善 

土佐海援丸の代船建造 

県立学校の教育環境の整備 

学校内外の安全確保 

 

社会教育施設の整備 

産業振興計画への対応 

 

龍馬伝への対応 

生涯学習の推進等による教育的

風土づくり 

教育政策の強化 

就学前の保育･教育環境の充実 

義務教育の推進 

 

高校教育の推進 

特別支援教育の充実 

人権教育の推進 

体育･スポーツの推進 

 

健康教育の充実 

文化財の保護と活用 

埋蔵文化財の保護と調査 

私立学校の振興 

 

県立大学の運営・改革 

 

小 中 学 校 課 

高 等 学 校 課 

生 涯 学 習 課 

人 権 教 育 課 

生 涯 学 習 課 

スポーツ健康 

教 育 課 

小 中 学 校 課 

〃 

 

教 育 政 策 課 

 

〃 

高 等 学 校 課 

 

〃 

 

総 務 福 利 課 

幼 保 支 援 課 

高 等 学 校 課 

〃 

スポーツ健康 

教 育 課 

生 涯 学 習 課 

スポーツ健康 

教 育 課 

生 涯 学 習 課 

〃 

 

教 育 政 策 課 

幼 保 支 援 課 

小 中 学 校 課 

高 等 学 校 課 

〃 

特別支援教育課 

人 権 教 育 課 

スポーツ健康 

教 育 課 

〃 

文 化 財 課 

〃 

私 学 ・ 大 学 

支 援 課 

〃 

 

214 

214 

214 

214 

217 

217 

 

218 

218 

 

219 

 

220 

220 

 

221 

 

221 

221 

223 

224 

224 

 

225 

226 

 

227 

227 

 

228 

229 

230 

230 

232 

235 

237 

238 

 

240 

241 

242 

243 

 

243 
 



部 門 別 大     項     目 小      項      目 主 管 課 名 ページ  部 門 別 大     項     目 小      項      目 主 管 課 名 ページ  

治  安 治安の確立 高齢者・女性・子どもの安全を

守る対策の推進 

犯罪のない社会を作る対策の推

進 

重要犯罪等に対する捜査の強化 

南海地震等から県民を守る対策

の推進 

交通事故から県民を守る対策の

推進 

治安を守る態勢の強化 

公 安 委 員 会 

 

〃 

 

〃 

〃 

 

〃 

 

〃 

245 

 

246 

 

247 

250 

 

250 

 

253 

 

       



 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総     務     部     門 



 

 

－1－  

大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

県民との対 

話に基づく 

県 政 運 営 

の 推 進 

県政に関す 

る 情 報 発 

信 の 強 化 

(広報活動 

の 推 進 ) 

 

1  事業執行の目的 

開かれた県政や「対話と実行」の県政を推進するため、県政情報をタイムリーにわかりやすく提供する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                                                                                (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

広 報 活 動 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

164,772,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

156,558,466 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

8,213,534 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

県政だより「さん SUN高知」 

 月1回発行 

 発行部数 約337,000部 

 配布先  県民・県人会ほか 

 配布方法 市町村委託       23市町村 

      新聞折込             9市町村 

      市町村委託と新聞折込の併用 1町 

      自治会等への委託           1市 

      郵送(県人会等)       約5,000件 

 

新聞紙面による広報 

 テーマ広告・お知らせ 103.5段 

 (うち政策広報 50段) 

 

テレビ・ラジオによる広報 

 定時番組の放送 テレビ 3局  3番組 

         ラジオ 2局 4番組 

 特別番組の放送 テレビ 30分×6番組 

 

県のポータルサイトの運営 

 県のホームページのトップページの管理 

 トップページのアクセス件数 184,871件/月 

 

県インターネット動画配信システムの構築 

「こうちインターネット放送局」の運営(H21.10～) 

 配信動画の制作 

  知事記者会見、県内ニュース映像、 

県の広報番組(おはようこうち) 

 
 

県 政 

情 報 費 

広 報 

広 聴 課 

39 

    



－2－  

大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 県民の声を 

取り入れた 

県政の運営 

(広聴活動 

の 推 進 ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報公開や 

個人情報保 

護制度の適 

正 な 運 用 

 

1  事業執行の目的 

知事が地域に伺い県民と対話を行う「対話と実行」座談会や「知事への手紙」、県民世論調査等を実施することにより、地域の実情や課題、 

県民の意見等を把握するとともに、庁内で共有して県政に反映させる。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                                                                                 (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

広 聴 活 動 費 31,113,000 31,111,500 1,500 「対話と実行」座談会 

開催実績：11回(団体 7回、高校 4回) 

参加者数：1,220人(団体 544人、高校 676人) 

県民の声データベースシステム 

インターネット公開   122件 

全庁公開        399件 

県民の声の受理件数 

  「知事への手紙」    471件 

  「県へのご意見・ご提案」 132件 

  その他の電話等     298件 

県民世論調査 

  調査対象者       3,000人 

(層化 2段無作為抽出法) 

 回答数         1,569人 

(回収率 52.3%) 

 調査期間        H21.9 

 調査テーマ       7テーマ 

報告書         100部 

 

 

 

1  事業執行の目的 

県民参加による公正で開かれた県政の実現のため、高知県情報公開条例に基づき、積極的な情報公開の推進に努めるとともに、高知県個人 

情報保護条例に基づき、個人情報の適正な取扱いの確保など個人情報の保護に努める。また、高知県公文書開示審査会及び高知県個人情報保 

護制度委員会等を設置し、制度の適正な運営を図る。 

 さらに、職務に関する働きかけや各種行政情報について、公表の徹底を図る。 

県 政 

情 報 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県 政 

情 報 費 

 

広 報 

広 聴 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広 報 

広 聴 課 

39 
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－3－  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政 策 の 

総 合 調 整 

機能の強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県 行 政 の 

総 合 調 整 

 

 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                                (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

情 報 公 開 推 進 費 964,000 648,000 316,000 公文書開示審査会（委員 10人）     11回 

個人情報保護制度委員会（委員7人）  3回 

個人情報保護審査会（委員 5人）    2回 

 

公文書の開示 

  延べ請求者数  789人 

  決定件数    964件 

   開示     471件 

  部分開示   286件 

   非開示      2件 

   不存在ほか  205件 

  不服申立        1件 

 

個人情報の開示 

  延べ請求者数   174人 

  決定件数     266件 

   開示      110件 

部分開示    142件 

   非開示       0件 

   不存在ほか     14件 

  不服申立        1件 

 

 

 

 

1  事業執行の目的 

県行政において全庁的に調整が必要な政策について、庁内の総合調整及び関係機関との連絡調整を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                                                                                (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

政 策 推 進 総 務 費 1,365,000 385,484 979,516 庁議、政策調整会議等を通じた県の重要政策の推進・

調整 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政 策 

推 進 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政 策 

企 画 課 
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－4－  

大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県 民 サ ー 

ビ ス の 向 

上 と 財 政 

健 全 化 の 

両 立 

中央におけ 

る情報の収 

集 ・ 発 信 

の 強 化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳入確保に 

向 け た 

取 組 

1  事業執行の目的 

国の省庁などとの連絡調整や、県政上の必要な事項についての調査及び情報の収集を行うとともに、政府等に対し、県の政策課題に関わる 

政策提言活動を行う。また、全国知事会及び四国 4県との協調・連携や中四国等の地方公共団体との広域的な連携を促進する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 

  (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

東 京 事 務 所 活 動 費 

 

政 策 推 進 費 

 

地 方 分 権 推 進 費 

10,330,000 

 

1,186,000 

 

14,060,000 

8,018,245 

 

604,588 

 

12,589,673 

2,311,755 

 

581,412 

 

1,470,327 

国等との連絡調整、情報収集・発信 

 

政府等への政策提言活動 

 

四国 4県の連携など広域連携の推進 

計 25,576,000 21,212,506 4,363,494  

 

 

 

1  事業執行の目的 

24時間土日祝日も利用可能なコンビニエンスストアでの自動車税の収納(コンビニ収納)に取り組むことにより、納税者の利便性の向上を図 

る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                                                                             (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

自動車税収納業務委託料 2,036,000 2,035,108 892 自動車税の収納(コンビニ収納)業務委託 

 

納期内納付率 

件数 74.4％(H20年度比 ＋0.9ポイント) 

金額 72.3％(H20年度比 ＋1.1ポイント) 
 

企 画 

調 整 費 

 

政 策 

推 進 費 

 

地方分権 

推 進 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

税 務 費 

 

政 策 

企 画 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

税 務 課 
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－5－  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県 業 務 の 

ア ウ ト ソ 

ー シ ン グ 

の 推 進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県 勢 指 標 

の 調 査 ･ 

分析･提供 

1  事業執行の目的 

民間のノウハウを県庁の業務に取り入れることで県庁の仕事の仕方を変えていくアウトソーシングを進め、民間との協働による新たな仕事 

の仕組みによって県民サービスの質の向上や雇用の創出、地域の活性化、県庁のスリム化につなげる。 

 

2  事業執行の状況及び成果 

  (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

業 務 改 革 推 進 事 業 費 

 

雇 用 促 進 対 策 費 

6,824,000 

 

1,588,000 

6,414,301 

 

819,000 

409,699 

 

769,000 

民間のノウハウを活用した業務改善につなげるため

のアウトソーシングを推進するとともに、テレワーク

技術を活用した「地域版アウトソーシング」等の担い

手となる人材の育成を行った。 

 

計 8,412,000 7,233,301 1,178,699  

 

 

 

1  事業執行の目的 

総務省をはじめ 5省からの受託調査及び産業連関表作成などの県単独事業等を実施するとともに、統計情報を広く県民に提供し、統計情報 

の利活用の促進を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

基 幹 統 計 調 査 費 

 

 

 

 

 

 

 

241,671,000 

  

 

 

 

 

 

 

199,000,487 

 

 

 

 

 

 

 

 42,670,513 

 

 

 

 

 

     

 

統計法に基づく基幹統計調査等の実施 

周期調査：全国消費実態調査、経済センサス-基礎 

調査、農林業センサス等(4調査) 

経常調査：労働力調査、家計調査、学校基本調査、 

毎月勤労統計調査、工業統計調査等 

(13調査) 

 

 
 

行 政 

管 理 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

統 計 費 

行 政 

管 理 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

統 計 課 

41 
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－6－  

大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ス リ ム で 

元気な体制 

づ く り 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職員の意欲 

と能力を引 

き出す仕組 

み づ く り 

 

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

県民経済等分析事業費 

 

 

 

 

統 計 整 備 普 及 費 

1,156,000 

 

 

 

  

   6,566,000 

754,212 

 

 

 

 

   5,500,106 

401,788 

 

 

 

 

1,065,894 

鉱工業生産統計調査の実施 

平成 19年度県民経済計算の作成 

平成 19年度市町村経済統計の作成 

平成 17年産業連関表の作成 

 

各種統計刊行物の発行 

インターネット等による統計情報の提供 

統計調査員確保対策事業の委託 

委託先：高知市、南国市 

計 249,393,000 205,254,805  44,138,195  

 

 

 

1  事業執行の目的 

人事考課制度について、職員の意欲と能力を引き出すため、制度の定着と公平性の確保に努めるとともに、総合人事マネジメントシステム 

の人事制度に対する職員への理解を深めていく取り組みを行う。 

  職員能力開発センターで実施している職員研修について、民間の人材育成機関の持つ専門性とノウハウを有効に活用し、より質の高い職員 

研修を効率的に行うというアウトソーシングの目的に沿った研修や、施設管理が行われるよう受託者への適切な指導と調整を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                         (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

人 事 企 画 費 

(内  総合人事マネジ 

メ ン ト 推 進 費 ) 

 

人 材 育 成 費 

 

 

20,354,000 

(4,034,000) 

 

 

61,349,000 

 

 

16,113,073 

(2,991,405) 

 

 

60,755,266 

 

 

4,240,927 

(1,042,595) 

 

 

593,734 

 

 

研修の実施 

人事考課考課者研修 83名 

 

 

研修の実施 2,708名 

職場研修支援研修  

指名研修  

一般能力開発研修 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人 事 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人 事 課 
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職員の健康 

管理と安全 

快適な職場 

環境づくり 

の 推 進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 (内 職員研修等委託料 

( 平 成 2 1 年 度 分 ) ) 

(52,420,000) (52,386,063) (33,937) 平成 21年度の職員研修実施及び施設管理等 

計 81,703,000 76,868,339 4,834,661  

 

 

 

1  事業執行の目的 

「職員の心とからだの健康づくり計画」に基づき、職員が心身ともに健康で働くことのできる職場づくりを進める。そのために、管理監督 

者等の職場のマネジメント能力を高める研修や、職員自身のストレスの対処法及び傾聴法を習得するための研修の実施、また、管理監督者、 

産業保健スタッフ等による職員への健康管理支援を行い、快適で働きやすい職場環境の整備を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                                                                             (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

健 康 づ く り 事 業 費 2,670,000 2,608,708 61,292 研修の実施 

トップセミナー      26 名 

管理監督者研修    234 名 

中間管理職研修    293 名 

基礎研修       1,098 名 

セルフケア研修     53 名 

ピアリスナー養成研修    9 名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職員福利 

厚 生 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

職 員 

厚 生 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

市 町 村 や 

地 域 の 

自 立 支 援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村行財 

政 の 支 援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1  事業執行の目的 

社会経済情勢の変化に伴って、複雑・多様化する行財政需要や地方分権に対応できるよう、中長期的な展望に立った市町村行財政運営の確 

立とその効率化及び健全化を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                         (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

行 財 政 運 営 支 援 費 

 

 

住 民 基 本 台 帳 

ネットワークシステム 

整 備 事 業 費 

 

市 町 村 振 興 整 備 

促 進 事 業 費 

20,739,000 

 

  

91,915,000 

 

 

 

1,141,112,000 

17,682,749 

 

  

91,567,457 

 

 

 

1,011,310,527 

3,056,251 

  

 

347,543 

 

 

 

129,801,473 

市町村行財政への支援・助言に要する経費 

 

 

住民基本台帳ネットワークシステムの運用に要する経

費 

 

 

市町村振興宝くじ交付金 

  交付先：(財)高知県市町村振興協会 

  交付額：615,610,527 

 

自治福祉振興資金貸付金 

  地域づくり資金 

  貸 付 先：2市 

  貸付金額：127,500,000 

財政健全化資金 

   貸 付 先：6市 

   貸付金額：168,200,000 

  合併支援資金 

   貸 付 先：1市 

   貸付金額：100,000,000 

計 1,253,766,000 1,120,560,733 133,205,267  

 

 

 

 

 

市 町 村 

振 興 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 町 村 

振 興 課 
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将来にわた 

り地域社会 

を維持する 

ための広域 

行政の仕組 

み づ く り 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1  事業執行の目的 

地方分権改革の推進に向け、全国知事会等と連携し、地方の実情を踏まえた政策提言などを行うとともに、分権型社会の実現を目指した県 

と市町村の役割分担のあり方の見直しなどについて議論を深めていく。 

 また、将来の新しい県と市町村の姿を見据えながら、基本的なサービスを守っていく広域行政の仕組みづくり等の取り組みを進めていくと 

ともに、定住自立圏構想の推進に向けた地域の主体的な取り組みを支援する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                    (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
繰 越 額 不 用 額 

地 方 分 権 推 進 費 

 

 

 

行財政運営支援費 

 

 

市 町 村 合 併 支 援 

事 業 費 

 

 

定住自立圏構想推進 

事 業 費 

2,117,000 

 

 

 

34,547,000 

 

 

3,382,000 

 

 

 

642,424,000 

1,435,953 

 

 

 

34,547,000 

 

 

2,682,115 

 

 

 

230,123,593 

681,047 

 

 

 

 

 

 

699,885 

 

 

 

412,300,407 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

411,800,000 

681,047 

 

 

 

 

 

 

699,885 

 

 

 

500,407 

市町村への権限移譲の実施 

など地方分権推進の取り組み 

 

 

市町村等事務処理交付金 

 

 

広域連携による新しい仕組み

づくり 

 

 

定住自立圏の推進に必要な都

市機能の確保等を目的とする

交付金 

 

計 682,470,000 268,788,661 413,681,339 411,800,000 1,881,339  

 

 

 

地方分権 

推 進 費 

 

市町村合

併支援費 

 

地域づく 

り支援費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分権広域 

行 政 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

県有建築物 

の 耐 震 化 

の 推 進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

危機管理の 

推 進 

 

 

 

本庁舎等の 

耐 震 改 修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

危機管理の 

推 進 

 

 

 

1  事業執行の目的 

南海地震発生時に来庁者と職員の安全確保を図るとともに、災害復旧拠点となる本庁舎・議会棟・正庁ホールの耐震改修工事等を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                    (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
繰 越 額 不 用 額 

庁 舎 管 理 費 

(内  本庁舎等 

耐 震 改 修 設 計 

委 託 料 ) 

 

本庁舎等耐震改修 

事 業 費 

(内  耐震改修 

工 事 監 理 等 

委 託 料 ) 

(内  耐震改修 

工 事 請 負 費 ) 

408,937,000 

(41,638,000) 

 

 

 

498,529,000 

 

(11,836,000) 

 

 

(484,423,000) 

 

357,787,981 

(41,637,750) 

 

 

 

247,547,342 

 

(367,500) 

 

 

(245,454,393) 

 

51,149,019 

(250) 

 

 

 

250,981,658 

 

(11,468,500) 

 

 

(238,968,607) 

 

17,424,000 

(0) 

 

 

 

245,534,000 

 

(9,870,000) 

 

 

(235,664,000) 

 

33,725,019 

(250) 

 

 

 

5,447,658 

 

(1,598,500) 

 

 

(3,304,607) 

 

本庁舎等耐震改修工事の

設計 

 

 

 

 

 

本庁舎等耐震改修工事 

監理業務等の委託 

 

本庁舎等耐震改修工事 

請負費 

計 907,466,000 605,335,323 302,130,677 262,958,000 39,172,677  

 

 

 

1  事業執行の目的 

高知県防災行政無線システム等の保守管理を行うとともに、防災行政無線の更新工事を実施し、災害時における県と市町村、消防本部、 

防災・医療関係機関等との非常時の連絡体制を確保し、着実な対応を推進する。 

  震度情報ネットワークシステムの更新により、震度情報の的確な把握を行い、迅速な防災活動を推進する。 

  全国瞬時警報システムの整備により、緊急情報を国民に素早く伝達し、緊急時の迅速な対応を推進する。 

 

 

管 財 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

危 機 

管 理 費 

 

 

管 財 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

危 機 

管 理 課 
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産 業 保 安 

対策の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                    (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
繰 越 額 不 用 額 

防 災 情 報 ・ 

通 信 シ ス テ ム 

管 理 運 営 費 

 

2,334,025,000 

 

1,711,225,000 

 

622,800,000 

 

600,781,000 22,019,000 高知県防災行政無線シス

テム等の管理・運営      

高知県防災行政無線シス

テム更新工事完了      

震度情報ネットワークシ

ステム更新着手      

全国瞬時警報システム整

備着手 

 

 

 

1  事業執行の目的 

銃砲、火薬、高圧ガス、電気関係の指導取締等により、公共の安全の確保を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                         (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

産 業 保 安 指 導 費 4,219,000 

 

3,455,611 

 

763,389 

 

火薬類取締法、高圧ガス保安法、電気工事士法、電気 

工事業法等に基づく許認可、免状の交付、保安検査、 

立入検査、指導取締等 

許認可・登録等  764件 

 免状交付等      731件 

 保安検査等      181件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

危 機 

管 理 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

危 機 

管 理 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

南海地震対 

策 の 推 進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

南海地震対 

策 の 推 進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1  事業執行の目的 

条例に基づき南海地震対策を推進するため、関係都府県と連携した広域的な課題の検討を行うとともに、南海地震に備えるための県民への 

情報提供や、それぞれの地域で自主的な防災の仕組みづくりを推進する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                    (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
繰 越 額 不 用 額 

地 震 防 災 総 合 

対 策 事 業 費 

 

 

 

 

 

 

地 域 地 震 防 災 

対 策 事 業 費 

7,027,000 

 

 

 

 

 

 

 

282,068,000 

6,514,669 

 

 

 

 

 

 

 

201,153,944 

512,331 

 

 

 

 

 

 

 

80,914,056 

   

 

 

 

 

 

 

 

47,314,000 

512,331 

 

 

 

 

 

 

 

33,600,056 

4県東南海・南海地震防災

連携協議会 

防災講演会・セミナーの開

催 

啓発用パンフレット作成

等    

 

 

自主防災組織の育成支援

の実施 

301組織、高知市外 29市

町村 

地域防災施設(避難路・避

難場所、緊急用ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ離

着陸場、津波避難ﾋﾞﾙ等)の

整備への支援 

南国市外 13市町村 

起震車の利用 

 112団体 18,752人 

自主防災組織ﾘｰﾀﾞｰ研修会 

参加  98人 

計 289,095,000 207,668,613 81,426,387 47,314,000 34,112,387  

 

 

 

地 震 ・ 

防 災 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地 震 ・ 

防 災 課 
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消防・救急 

対策の推進 

防災対策の 

推 進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防指導・ 

教育の充実 

1  事業執行の目的 

災害対策基本法に基づき、災害の未然防止と被害の軽減のため、総合的な防災行政を推進し、県土の保全と県民生活の安全確保に努める。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                    (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
繰 越 額 不 用 額 

総合防災対策費 26,867,000 

 

18,828,151 

 

8,038,849 

 

7,717,000 321,849 総合防災訓練の実施（奈半

利町奈半利港） 

 平成 21年 6月 7日 

参加機関：市町村及び各消

防機関、防災関係機関 

参加人員：約 3,500人 

 

 

1  事業執行の目的 

消防法に基づく消防設備士や危険物取扱者に対する法定講習を実施し、建物火災の予防や危険物の適正管理の推進を図った。また、消防団 

員の確保のための支援や女性防火クラブの活動に対する助成、救急救命講習の促進により、自助、共助による地域の防災力の向上を図るとと 

もに、将来にわたり消防サービスの維持ができる消防体制とするための消防の広域化への取り組みを進めた。 

消防学校では、初任・基礎教育や専科教育などを行い、消防職員、消防団員の育成、資質の向上を図った。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                         (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

消 防 指 導 費 

 

 

予 防 指 導 費 

 

 

救 急 救 命 推 進 事 業 費 

 

 

8,909,000 

 

 

8,844,000 

 

 

11,066,000 

 

 

8,138,812 

 

 

8,610,950 

 

 

10,847,037 

 

 

770,188 

 

 

233,050 

 

 

218,963 

 

 

消防体制充実強化のための指導及び表彰事務、消防協

会への補助、消防広域化の協議 等 

 

消防設備士講習        受講者：  222人 

危険物取扱者保安講習  受講者：1,060人 

 

救急救命講習(3時間講習)      受講者： 9,310人 

救急救命講習(3時間未満講習)  受講者：21,215人 

救急振興財団施設運営費負担金 
 

地 震 ・ 

防 災 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消 防 

政 策 費 

 

地 震 ・ 

防 災 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消 防 

政 策 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防防災ヘ 

リコプター 

の運航管理 

 

 

 

 

 

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

地域防災力向上事業費 

 

 

消 防 学 校 運 営 費 

5,353,000 

 

 

81,010,000 

 

5,275,874 

 

 

77,605,755 

 

77,126 

 

 

3,404,245 

 

消防団員定数確保対策事業委託料 

女性による地域防災活動支援事業費補助金 

 

消防学校における教育訓練 

消防職員 227人、消防団員 630人、住民等 153人 

計 115,182,000 110,478,428 4,703,572  

 

 

 

1  事業執行の目的 

消防防災ヘリコプター「りょうま」を活用した市町村消防活動への支援や災害時などの情報収集活動を行った。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                         (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

消防防災ヘリコプター 

運 航 管 理 費 

 

114,902,000 

 

111,983,313 

 

2,918,687 

 

緊急運航出動件数 

救急活動       239回 

救助活動       38回 

 火災防御活動     10回 

 災害応急・その他    6回 

市町村等防災訓練   15回 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消 防 

政 策 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消 防 

政 策 課 
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健   康   福   祉   部   門 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

誰もが安心 

して医療を 

受けられる 

体制づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域を支え 

る 医 療 の 

確 保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 医療提供体制の確立 

1  事業執行の目的 

平成 19年度に策定した第５期保健医療計画に沿った本県の保健医療提供体制の整備を進めていくため、がんや脳卒中などの４つの疾病と 

救急医療や小児救急医療といった５つの事業ごとに、協議会等で議論をしながらその進行管理や医療連携体制の整備を図るとともに、各福祉 

保健所単位で地域ごとの保健医療福祉推進会議を設置し、保健・医療・福祉の連携体制を構築するための取り組みを進める。 

   また、大災害時の医療の拠点施設となる高知市総合あんしんセンター内への「高知県医師会館」及び「高知県歯科医師会館」の移転に要す 

る経費に対して補助を行う。 

    さらに、医療機関を適正な医療を行う場にふさわしいものとするため、医療法に基づく検査、指導を行うとともに、患者等からの苦情や相 

談などに対応し、医療の安全と信頼を高める。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

保健医療計画推進事業費 

 

 

 

 

医 事 指 導 費 

 

180,796,000 

 

 

 

 

52,871,000 

164,848,528 

 

 

 

 

51,063,132 

15,947,472 

 

 

 

 

1,807,868 

 

各種医療体制検討会                          5 回 

救急医療シンポジウムの開催            1 回 

地域医療連携ネットワーク整備事業費補助 

幡多医師会、公営企業局  

 

高知県医療審議会の開催                 本会 1 回 

部会 5回 

高知県医師会会館整備事業費補助   高知県医師会 

高知県歯科医師会会館整備事業費補助 

高知県歯科医師会 

計 233,667,000 215,911,660 17,755,340  
 

医  療 

薬 務 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医  療 

薬 務 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

  
イ 救急医療体制の確保 

1  事業執行の目的 

    救命救急センターの運営に対する助成、休日歯科診療所の運営や救急医療情報システムの運営委託等により、救急医療体制のより効率的な 

運用を図る。 

  また、ドクターヘリの導入を検討するための委員会の運営を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
救 急 医 療 対 策 費 

 

373,616,000  

 

329,894,393 

 

43,721,607 

 

救急医療情報システム運営委託 

応需件数   57,087件 

救急医療情報システム改修委託         国際航業（株） 

休日等歯科診療所運営委託             県歯科医師会 

眼科在宅当番医制事業補助                   高知市 

救命救急センター運営費補助         高知赤十字病院 

救命救急センター設備整備事業費補助 

高知赤十字病院 

ドクターヘリ導入検討委員会の開催             6 回 

 

 

 

ウ へき地保健医療の確保 

1  事業執行の目的 

   へき地医療確保のため、へき地診療所等運営費の助成、自治医科大学の運営費の負担、へき地の医師の研修体制の確立などの充実を図る 

とともに、へき地、無医、離島地区の医療を確保するため、県医師会、県歯科医師会及びへき地医療拠点病院等の協力を得て巡回診療等を 

実施する。 

医 療 

薬 務 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医師確保 

推 進 費 

 

健 康 

づくり費 

 

 

 

 

医 療 

薬 務 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医師確保 

推 進 課 

 

健 康 

づくり課 

 

 

 

 

66 

67 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

68 

 

 

72 
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2  事業執行の状況及び成果 
                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
へき地保健医療対策事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

歯 科 保 健 事 業 費 

181,977,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

830,000 

167,301,733 

 

 

 

 

 

 

 

 

595,357 

14,675,267 

 

 

 

 

 

 

 

 

234,643 

自治医科大学運営費負担              自治医科大学 

へき地診療所運営費補助                     5 施設 

へき地医療拠点病院群運営費補助             3 施設 

へき地診療所設備整備費補助                3 施設 

へき地診療所等医師確保支援事業費補助       4 施設 

へき地勤務医師研修費補助 高知県へき地医療協議会 

無医地区巡回診療（4市町 7地区） 

84回 受診者数 756人 

 

離島歯科診療班派遣事業     2回 受診者数  46人 

 

 計 182,807,000 167,897,090 14,909,910   

 

 

 

エ 医療確保対策 

1  事業執行の目的 

    地域での医療環境を守るため、医学生や研修医への奨学資金貸付や、高知大学医学部に対して家庭医療学講座の開設のための寄附を行うと 

ともに、臨床研修医の確保のための事業に対する支援、及び県外在住医師の県内就業のための取り組みなどを行い、必要な医師を確保するよ 

う努める。  

  また、地域における医療課題の解決に向けて策定した高知県地域医療再生計画に基づく事業を行うために、高知県地域医療再生基金を設置 

する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                              (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

医 師 確 保 対 策 事 業 費 

 

 

 

 

  99,199,000 

 

 

 

 

92,802,474 

 

 

 

 

6,396,526 

 

 

 

 

こうち医師ウェルカムネットシステム保守委託 

こうちの医療見学ツアー                利用者7人 

臨床研修医確保支援事業費補助 

高知県臨床研修連絡協議会 

  県外臨床研修合同セミナー参加          5 回 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医師確保 

推 進 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医師確保 

推 進 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

 

 

 

 

 

 

地 域 医 療 再 生 臨 時 

特 例 基 金 積 立 金 

 

 

 

 

 

 

5,906,519,000 

 

 

 

 

 

 

5,905,178,471 

 

 

 

 

 

 

1,340,529 

  県内臨床研修合同説明会開催                3 回 

 指導医養成ワークショップ開催           1 回 

医師養成奨学貸付                 31 人 

初期臨床研修特別貸付                 1 人 

家庭医療学講座開設寄附           高知大学 

 

高知県地域医療再生計画に基づく事業を推進し、地域 

医療の確保を図るための基金を設置 

計 6,005,718,000 5,997,980,945 7,737,055  

 

 

オ 看護師、助産師等確保対策 

1  事業執行の目的 

高度化・多様化してきた保健・医療・福祉の各種サービスへのニーズに対応するため、看護師等養成施設の運営整備、民間の養成施設等へ 

の助成、各種修学資金の貸与などにより看護師をはじめとする人材の確保を図るとともに、臨床実践能力の高い看護職の育成や資質の向上を 

図る。  

 

2  事業執行の状況及び成果 
  (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
予 算 額 執 行 額 差 引 額 内       訳 説     明 

繰 越 額 不 用 額 

看 護 の 人 づ く り 

事 業 費 

 

258,762,000 

 

 

227,010,325 

 

 

31,751,675 

 

 

15,052,000 

 

 

16,699,675 

 

 

専門分野（がん）における質の 

高い看護師育成研修委託 

高知大学 

専門分野（糖尿病）における質 

の高い看護師育成研修委託 

高知県看護協会 

准看護師試験の実施 

受験者 223名 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医 療 

薬 務 費 

 

医師確保 

推 進 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医 療 

薬 務 課 

 

医師確保 

推 進 課 
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68 

69 
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看護職員確保対策事業委託   

高知県看護協会 

看護師等養成所通信制課程 

負担金 

県内在学生  135名 

看護師等養成所運営費補助 

      6養成施設 

助産師、看護師等養成奨学貸付        

68人 

助産師緊急確保対策奨学貸付 

           9人 

県立看護師等養成施設の運営 

1施設  在学生徒数 74人 

幡多看護専門学校施設整備工

事費 

     増築   143.91㎡ 

 

 

 

カ 献血の推進と臓器移植対策 

1  事業執行の目的 

安全性の高い輸血用血液の安定的な確保と血液製剤の有効利用を図るため、献血の一層の普及啓発と血液製剤使用の適正化に努める。 

また、高知県腎バンク協会の移植コーディネーターの設置などに助成し、臓器移植推進体制の整備、促進を図るとともに、臓器移植等につ 

いて、県民の理解を得るための普及啓発に努める。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                              (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

臓器移植・献血推進事業費 16,633,000 15,438,200 1,194,800 高知県献血推進協議会の開催 

高知県献血推進計画の策定 

月間行事 

 愛の血液助け合い運動（7月） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医 療 

薬 務 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医  療 

薬 務 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

    はたちの献血キャンペーン（1月～2月） 

街頭キャンペーン                  2 回 

献血啓発事業 

 テレビスポット広告制作・放送委託  

放送実績 146本 

 新聞広告制作・掲載               

21 年度献血状況            献血者数 39,138 人 

高知県腎バンク協会運営費補助 

 

 

 

キ 高知医療センターの運営支援 

1  事業執行の目的 

高知県・高知市病院企業団立高知医療センターの運営に対して支援を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
高 知 医 療 セ ン タ ー 

運 営 支 援 事 業 費 

（ 人 件 費 除 く ） 

2,484,538,000 2,483,936,978 

 

601,022 

 

高知県・高知市病院企業団負担金 

 高知医療センターの整備運営主体である高知県・高知

市病院企業団の所要経費を負担 

 

 

 

 

ク 精神科医療体制の整備 

1  事業執行の目的 

  高知県・高知市病院企業団立高知医療センターの精神科病棟の整備に対して支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高知医療 

センター費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害保健 

福 祉 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療セン 

ター経営 

対 策 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療セン 

ター経営 

対 策 課 
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医療保険制 

度の安定的 

な 運 営 

 

 

 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
高知医療センター精神科 

病 棟 整 備 事 業 費 

13,847,000 13,765,300 81,700 高知医療センター精神科病棟整備事業費補助 

  高知医療センターが設置する精神科病棟の基本設計

の実施 

 

 

 

 

 

 

ア 国民健康保険の安定的な運営 

1  事業執行の目的 

国民健康保険法の規定に基づき、国民健康保険事業に要する経費の一部を負担することにより、国民健康保険事業の適切な運営と健全な財 

政の確保を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
国 民 健 康 保 険 事 業 費 

（特定健康診査・保健指導 

負 担 金 を 除 く ） 

 

 

 

6,394,779,000 

 

 

 

6,394,054,988 

 

 

 

724,012 

 

 

 

国民健康保険保険基盤安定負担金 

 低所得者の保険料（税）の負担軽減に対する負担 

国民健康保険安定化対策事業費負担金 

 高医療費指定市町村の安定化対策実施後における 

一定基準以上の医療費に対する負担 

高額医療費共同事業負担金 

 高額な医療費に対応するための共同事業に要する 

経費に対する負担 

国民健康保険調整交付金 

 市町村間の財政力の不均衡を調整するための交付金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国 保 

指 導 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国 保 

指 導 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生涯健やか 

に暮らせる 

健康づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県民の健康 

づ く り の 

推 進 

イ  長寿医療制度の安定的な運営 

1  事業執行の目的 

国民の高齢期における適切な医療の確保を図るため、高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、高知県後期高齢者医療広域連合が事業主 

体として実施する事業について、医療の給付の費用負担や制度運営の財政リスク緩和のための支援、低所得者の保険料軽減分に対する支援な 

どを行うことにより、後期高齢者医療財政の安定化を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
   (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
後期高齢者医療対策費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

後期高齢者医療財政安定化 

基 金 積 立 金 

11,354,644,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

307,115,000 

 

11,354,110,945 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

307,114,838 

 

533,055 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

162 

 

後期高齢者医療給付費負担金 

  広域連合が事業主体として実施する医療の給付の 

費用負担 

高額医療費負担金 

  一定額以上の高額な医療費に対する負担 

保険基盤安定負担金 

 低所得者等に対する保険料の負担軽減に対する負担 

保険料不均一賦課負担金 

  不均一保険料と均一保険料の差額に対する負担 

 

後期高齢者医療財政安定化基金積立金 

 国、広域連合（保険料）、県が 1/3ずつ拠出 

 

 計 11,661,759,000 11,661,225,783 533,217  
 

 

 

ア 生活習慣病対策の推進 

1  事業執行の目的 

    県民が生涯健やかで心豊かに暮らすことのできる「日本一の健康長寿県」を目指し、運動、栄養・食生活、たばこ、歯科対策、こころなど 

「よさこい健康プラン２１」に基づく取り組みを進める。 

 また、医療保険者に実施が義務付けられた特定健康診査・特定保健指導が円滑に実施されるよう、体制充実のための支援を行い、生活習慣 

病予防を推進する。 

老 人 

医 療 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国 保 

指 導 費 

 

健 康 

づくり費 

 

国 保 

指 導 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国 保 

指 導 課 

 

健 康 

づくり課 
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70 

 

 

71 

72 
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2  事業執行の状況及び成果 
                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
健康づくり推進事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歯 科 保 健 事 業 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国 民 健 康 保 険 事 業 費 

39,398,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14,503,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

76,486,000 

 

35,709,373 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14,314,957 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

76,486,000 

 

3,688,627 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

188,043 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

メタボリックシンドローム対策事業 

 健康づくり情報誌の発行          年 4回 

生活習慣病予防シンポジウム     1回       61人 

普及啓発・健康教育           320回 延べ 7,646人 

 特定保健指導従事者研修会       3 回  延べ 174 人 

 保健指導事例等検討会      9回    162人 

 保健指導等評価検討会      1回    13人 

防煙・分煙推進事業 

 防煙・分煙推進研修会         1 回       30 人 

 受動喫煙防止対策施設の認定              46 施設 

食育推進事業 

 地域食育推進事業  34 市町村 100 回    8,782 人 

 市町村栄養業務担当者研修会    15 回 延べ 157 人 

 健康づくり団体研修会等        60回 延べ2,384人 

食育応援店店舗数             58 店 

 

8020運動推進対策事業 

8020運動推進協議会                         2回 

市町村等に対する支援                      65回 

いい歯の表彰（親と子）                     18組 

       （熟年者）                     57人 

地域歯科保健指導者育成事業       58回     677人 

要介護者歯の健康づくり推進事業 

 訪問指導                        14回     147人 

 口腔機能向上講座                52回   1,009人 

 

特定健康診査・保健指導負担金 

 

 

 計 130,387,000 126,510,330 3,876,670   
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

疾病対策の 

推 進 

 

 

 

ア 難病対策の推進 

1  事業執行の目的 

原子爆弾の放尃能に起因する特殊な健康被害を受け、高齢化している被害者に対し、健康相談、医療、各種手当の支給等の措置を講ずるこ 

とにより、健康保持及び福祉の向上を図る。 

  また、いわゆる難病のうち、厚生労働省が指定した 56の特定疾患について、医療費を公費負担することで患者負担の軽減を図るとともに、 

福祉保健所を中心に、訪問指導や相談、交流会等を行い、患者の在宅生活支援を図る。 

  さらに、Ｂ型及びＣ型肝炎の感染者に対し、インターフェロンによる医療費を公費負担する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
原 爆 被 爆 者 対 策 費 

 

 

 

 

難病患者等支援事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定疾患等治療対策事業費 

 

 

123,744,000 

 

 

 

 

9,346,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,009,195,000 

 

122,600,255 

 

 

 

 

7,839,963 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

933,225,826 

 

 

1,143,745 

 

 

 

 

1,506,037 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

75,969,174 

 

 

原爆被爆者手帳交付者数                     254 人 

（平成 22年 3月 31日現在） 

健康診断受診件数                           170 件 

各種手当の支給人数                         232 人 

 

難病患者地域相談支援事業 

  難病患者訪問診療               11回  延べ 20人 

  交流会等                       32回 延べ615人 

難病患者等居宅生活支援事業 

  日常生活用具給付                           2 件 

 ホームヘルプサービス事業          1 件 

カネミ油症関係研究事業 

カネミ油症検診受診件数                    13 件 

ハンセン病関係者支援事業 

 療養所入所者数                  8 療養所  42 人 

 

パーキンソン病等受給者証交付件数         5,182 件 

（平成 22年 3月 31日現在） 

支払件数         61,341件 

スモンに対するはり、きゅう及びマッサージ治療研究事

業                                     5人  35件 

 

 

 

健 康 

づくり費 

 

 

 

 

 

 

健 康 

づくり課 
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74 
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先天性血液凝固因子障害等医療受給者証交付件数 

30件 

肝炎インターフェロン治療受給者証交付件数 

227件（平成 22年 3月 31日現在） 

 

 計 1,142,285,000 1,063,666,044 78,618,956   

 

 

イ 感染症対策の推進 

1  事業執行の目的 

結核対策、エイズ等感染症対策を推進するため、定期健康診断及び予防接種の実施体制を整備するとともに、患者指導や発病予防、県民に 

対する正しい知識の普及啓発、医療体制の充実を図る。 

   また、緊急肝炎対策として、保健所及び医療機関において肝炎ウイルス検査を行うとともに、陽性者に対して事後指導を実施し、患者の早 

期発見・早期治療につなげる。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
結 核 対 策 事 業 費 

 

 

 

 

 

 

 

感 染 症 対 策 事 業 費 

（新型インフルエンザ 

対策事業費を除く） 

 

 

29,489,000 

 

 

 

 

 

 

 

60,193,000 

 

 

25,178,816 

 

 

 

 

 

 

 

54,557,823 

 

 

4,310,184 

 

 

 

 

 

 

 

5,635,177 

 

 

結核予防のリーフレット配布 

低肺機能呼吸器教室（委託） 

結核患者数（第 37条公費負担患者数） 

（平成 22年 2月末日現在）                5人 

医療費公費負担総額                  18,155,050 円 

健康診断受診者数                        54,987 人 

ＢＣＧ接種者数                           2,515 人 

 

感染症発生数（平成 21年、全数把握の対象と 

なっている 75疾患、高知市を含む。） 

16疾患 128件 

肝炎対策事業 

 ウイルス肝炎スクリーニング検査 

  （保健所実施）                   Ｂ型    31件 

                                   Ｃ型     31件 

  （医療機関委託)                  Ｂ型 1,781件 

                                   Ｃ型  1,886 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健 康 

づくり費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健 康 

づくり課 
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73 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エイズ対策促進事業 

  相談件数                                  46件 

  検査件数                                  99件 

   ＨＩＶ即日検査及び夜間検査を実施し利便性を 

図った。 

 

 計 89,682,000 79,736,639 9,945,361   

 

 

ウ がん対策の推進 

1  事業執行の目的 

高知県がん対策推進計画に基づき、がん診療連携拠点病院が行う、がんに関する各種情報の収集・提供事業やがん相談支援事業等の一部を 

補助し、また、「がん相談センターこうち」を運営することなどにより、地域のがん医療の向上とがん患者や家族の生活の質の向上に努める。 

また、マンモグラフィ検診及び子宮頸がん検診の未受診者を対象とした無料がん検診を実施し、検診の普及・啓発を行う。 

さらに、市町村が実施する胃がん検診の受診率を向上させ、胃がんの早期発見・早期治療を促進するため、財団法人高知県総合保健協会が 

行う胃がん検診車の整備に要する経費に対して補助を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
が ん 対 策 事 業 費 

 

105,368,000 

 

104,689,902 

 

678,098 

 

がん患者相談事業 

 相談件数                761 件 

 サロン利用者               411 人 

がん診療連携拠点病院機能強化事業費補助 

 高知医療センター、高知赤十字病院 

女性のがん検診普及啓発事業委託 

 受診者：乳がん検診 381 人、子宮がん検診 472 人 

在宅医療推進事業 

 在宅緩和ケア推進連絡協議会の設置 

胃がん検診車整備費補助 

（財）高知県総合保健協会         1 台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健 康 

づくり費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健 康 

づくり課 
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72 
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健やか親子 

を育む環境 

づ く り 

こどもを安 

全・安心に 

産み育てら

れ る 環 境 

づ く り 

ア 母子保健医療の充実 

1  事業執行の目的 

妊産婦の適切な健康管理や乳幼児の健やかな成長と子育てに関する支援及び不妊治療や未熟児・乳幼児の医療給付を行い、母子保健の向上 

に努める。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
母 子 保 健 事 業 費 

 

521,181,000 

 

 

456,972,732 

 

 

64,208,268 

 

 

未熟児防止対策事業 

  ハイリスク妊婦指導                       20 件 

未熟児訪問指導事業                         49 件 

乳幼児フォローアップ事業 

  フォローアップ健診（相談）        49 回   127 人 

  訪問                                     156 件 

乳幼児医療費助成事業                  569,832 件 

未熟児養育医療給付事業                     118 件 

不妊治療費助成事業                         134 件 

不妊専門相談センター事業     相談件数    73 件 

 

 

 

 

イ 周産期医療体制の整備 

1  事業執行の目的 

周産期死亡や乳児死亡を防止するため、周産期医療の体制整備を図るとともに、産科医療機関への運営費助成や産科医等に分娩手当などを 

支給する分娩取扱施設に対して財政的支援を実施し、産科医療機関や産科医等の確保を図る。 

  また、妊婦の健康管理の充実及び経済的負担の軽減を図り、安心して妊娠・出産ができる体制を確保するため、市町村が行う妊婦健康診査 

9回分に必要な経費を補助する。 

 

 

健 康 

づくり費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健 康 

づくり費 

 

 

 

健 康 

づくり課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健 康 

づくり課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
母 子 保 健 事 業 費 

 

 

 

 

 

妊婦健康診査支援基金 

事 業 費 

78,319,000 

 

 

 

 

 

158,479,000 

 

75,953,498 

 

 

 

 

 

101,000,249 

 

2,365,502 

 

 

 

 

 

57,478,751 

 

総合周産期母子医療センター運営費補助 

産科医療機関確保事業費補助             1 医療機関 

産科医等確保支援事業費補助        20 施設 

未熟児等在宅ケア体制整備事業 

周産期医療関係者研修             9回  258人 

 

妊婦健康診査支援事業費補助          5,621 人 

 

 計 236,798,000 176,953,747 59,844,253   

 

 

 

ウ 小児保健医療の充実 

1  事業執行の目的 

平日夜間小児急患センターや病院群輪番制などの運営に対する助成及び休日夜間に急病になった子どもの保護者の電話相談の実施により、 

小児の救急医療体制の充実を図るとともに、子どもの急病時の対応ガイドブックの配布や講演会の開催により、保護者に対して小児医療に 

関する啓発を行う。 

  また、治療（手術）によって回復可能な、身体に障害のある児童への医療の給付を行うとともに、小児慢性特定疾患児の医療費を公費負担 

することで、保護者の経済的負担の軽減を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
救 急 医 療 対 策 費 

(小児救急医療支援事業費) 

 

 

 

20,971,000 

 

 

17,966,956 

 

 

3,004,044 

 

 

小児救急医療支援事業費補助                 高知市 

小児救急電話相談事業委託           高知県看護協会 

小児医療啓発講演会              19 回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医 療 

薬 務 費 

 

健 康 

づくり費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医 療 

薬 務 課 

 

健 康 

づくり課 
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母 子 保 健 事 業 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者自立支援事業費 

（ 育 成 医 療 ） 

 

71,055,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

10,135,000 

 

70,302,603 

 

 

 

 

 

 

 

 

10,134,690 

 

752,397 

 

 

 

 

 

 

 

 

310 

 

小児慢性特定疾患治療研究事業 

内分泌疾患等受給者証交付件数             363件 

（平成 22年 3月 31日現在） 

支払件数           3,264件 

先天性代謝異常等検査事業 

  先天性代謝異常症検査                   6,061件 

クレチン症検査                         6,061件 

先天性副腎過形成症検査                 6,061件 

 

育成医療事業  

  医療券交付件数                     新規   66件 

 継続   31件 

  支払件数                                299件 

 

 計 102,161,000 98,404,249 3,756,751   

 

 

 

エ 思春期の保健対策の推進 

1  事業執行の目的 

思春期の性の悩みについて相談したり、学ぶことができる思春期相談センターを設置し、思春期の性を取り巻く様々な課題に対応する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
母 子 保 健 事 業 費 

 

 

5,291,000 

 

 

 

5,107,886 

 

 

 

183,114 

 

 

 

思春期相談センター事業 

  出張プリンク                     6回     677人 

  ピアカウンセリング              2回       46人 

 中学生への授業          5回   270人 

  高校生への授業                 1回      165人 

  啓発イベント               3回    1,350人 

  思春期相談センター          利用件数   1,889 件 

                              相談件数    476件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健 康 

づくり費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健 康 

づくり課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

73 



－30－  

大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

県民の安全 

と安心の確 

保のための 

体制づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健 康 危 機 

管 理 対 策 

の 推 進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 新型インフルエンザ対策の推進 

1  事業執行の目的 

  新型インフルエンザ対策として、感染防止のための啓発や初動体制の構築などを行い、まん延防止に努める。 

また、新型インフルエンザ発生時の医療の確保のため、患者入院協力医療機関に対し、個人防護具及び人工呼吸器の整備に対する補助を行 

うとともに、発生時に設置する発熱外来において、院内感染防止に必要な医療資器材の整備に対して補助を行う。 

さらに、国の備蓄方針に基づき平成 21年度からの 3年計画で備蓄予定であった抗インフルエンザウイルス薬について、計画を前倒しして 

備蓄目標量を確保するとともに、希望者すべてがワクチン接種を受けられるようにするため、市町村が低所得者に対して費用を助成するのに 

要する経費に対して補助を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
  (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
予 算 額 執 行 額 差 引 額 内       訳 説     明 

繰 越 額 不 用 額 

感染症対策事業費 

（新型インフルエ 

ンザ対策事業費） 

 

 

 

870,302,000 

 

 

 

410,141,079 

 

 

 

460,160,921 

 

 

 

254,275,000 

 

 

 

205,885,921 

 

 

 

新型インフルエンザ対策事業 

  入院医療機関設備整備事業

費補助 

    人工呼吸器   3病院  

計 5台 

    個人防護具   1病院  

計 330セット  

外来協力医療機関設備整備 

事業費補助 

  ｸﾘｰﾝﾊﾟｰﾃｰｼｮﾝ 5病院      

計 22台 

  HEPA ﾕﾆｯﾄ      6病院 

     計 7台 

ワクチン接種助成事業費 

補助          21,425人 

 抗インフルエンザウイルス 

薬購入（備蓄用） 

          86,400人分 
 

健 康 

づくり費 

 

 

 

 

 

 

 

 

健 康 

づくり課 

 

 

 

 

 

 

 

 

72 

73 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

－31－  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 医薬品等の安全対策の推進 

1  事業執行の目的 

  覚せい剤等の薬物乱用を防止するため、薬物乱用防止指導者を養成する講座の実施や、学校での薬物乱用等防止教室の開催などの各種啓発 

活動を実施する。 

  また、後発医薬品に対する理解の向上と適正使用についての普及啓発を図るため、協議会を設置し、薬局における使用状況調査など実施す 

る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
薬 事 指 導 取 締 事 業 費 

 

 

13,927,000 

 

 

11,988,670 

 

 

1,938,330 

 

 

薬物乱用防止指導者養成講座                  94 人 

シンナー等薬物乱用防止ポスター標語コンテスト 

 参加校 中学校 34校 

 応募数 ポスター 646点、標語 460点 

薬物乱用等防止教室の開催 

 小学校・中学校・高等学校 41校に対し開催 

広告媒体を利用した啓発 

 「ダメ。ゼッタイ。」普及運動 

 6.26 ヤング街頭キャンペーン               613 人 

薬物に悩む家族等からの相談受付              31件 

薬物乱用防止啓発事業費補助          1,527 千円 

後発医薬品安心使用促進協議会の開催 

後発医薬品使用量調査委託 

 

 

 

 

医 療 

薬 務 費 

 

医 療 

薬 務 課 

67 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 水や食品の安全・安心の確保 

1  事業執行の目的 

  衛生研究所において、保健衛生の確保と向上を図るため、各種の調査・研究や試験・検査を行うとともに、試験検査機器の更新を進める。 

食品による危害を未然に防止し安全な食生活を確保するために、食品営業に関する許可及び関連施設の監視、指導を行い、食品衛生の向上 

に努めるとともに、飲食店等における栄養成分表示や健康に配慮した食品の提供に関する指導・支援を実施する。 

また、食用の目的でと殺解体される家畜のＢＳＥ検査などを行い、安全で衛生的な食肉の流通に努める。 

  さらに、安全な水道水を供給するため、水道施設の整備促進を図るとともに、施設の監視及び水道事業体の指導を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
衛 生 研 究 所 費 

（試験検査研究費、試験検 

査機器購入費、環境 

放尃能水準調査費） 

 

 

食 品 保 健 衛 生 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

食 肉 衛 生 検 査 事 業 費 

 

水 道 対 策 事 業 費 

 

165,970,000 

 

 

 

 

 

42,442,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19,367,000 

 

12,498,000 

 

164,348,884 

 

 

 

 

 

40,814,155 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16,214,681 

 

10,624,359 

 

1,621,116 

 

 

 

 

 

1,627,845 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3,152,319 

 

1,873,641 

 

県民の保健衛生に密接なテーマについての調査、研究 

県民等からの依頼による試験検査           220件 

試験検査機器購入費 

 透過型電子顕微鏡一式 外 12 件    154,045,920 円 

国からの委託による環境放尃能の調査 

 

栄養表示普及説明会 

食品衛生関係者          85 回  2,814 人 

一般県民              11 回   500 人 

給食施設指導 

巡回施設数                              260施設 

施設の監視指導                          6,658件 

食品営業の許可                          2,668件 

食中毒の調査及び処理                         1件 

食中毒患者数                             42人 

食品衛生教育                     273 回   8,202 人 

 

と畜頭数                            94,593頭 

 

水道施設整備事業費 

簡易水道等施設整備事業        12市町村    23件 

 

 計 240,277,000 232,002,079 8,274,921  
 

 

衛 生 

研究所費 

 

食 品 ・ 

衛 生 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康長寿 

政 策 課 

 

食 品 ・ 

衛 生 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

65 

 

 

75 

76 
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エ 生活衛生対策の推進 

1  事業執行の目的 

  多様化するニーズに対応した生活衛生対策の実施や、公衆浴場施設整備に対する助成等を行い、公衆衛生の向上を図る。 

    また、人と動物が共存する社会づくりを推進するため、「動物の愛護及び管理に関する条例」に基づき、愛玩動物全体の愛護と適正な飼養 

の指導、動物愛護精神の普及・啓発等を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
生 活 衛 生 対 策 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

生 活 衛 生 指 導 育 成 費 

 

 

 

動 物 愛 護 推 進 事 業 費 

（小動物管理センター 

運 営 費 を 除 く ） 

 

3,732,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

24,247,000 

 

 

 

2,046,000 

 

 

3,389,605 

 

 

 

 

 

 

 

 

23,032,878 

 

 

 

1,638,300 

 

 

342,395 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,214,122 

 

 

 

407,700 

 

 

生活衛生関係営業施設の監視・指導            509件 

生活衛生関係営業施設の営業許可               95件 

公衆衛生対策事業 

 建築物の環境衛生指導                       19件 

 衛生害虫等相談指導                         88件 

 遊泳用プール等指導                         72件 

 家庭用品の有害物質検査                     80件 

 墓地等に関する許可指導                    176件 

 

生活衛生営業指導事業費補助 

生活衛生営業振興事業費補助 

公衆浴場施設整備費等補助              1 市   1 件 

 

動物愛護及び適正飼育の普及啓発 

野犬等の保護                                614頭 

飼えなくなった犬の引き取り                  705頭 

       猫の引き取り                3,391頭 

動物愛護教室             25回 延べ 939人 

 

 計 30,025,000 28,060,783 1,964,217   
 

食 品 ・ 

衛 生 費 

 

食 品 ・ 

衛 生 課 

75 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 
災害時医療 

対策の推進 

 

ア 災害医療体制の整備 

1  事業執行の目的 

  災害時の医療確保を図るため、医療従事者に対して、災害時救急医療の研修を行うとともに、災害医療対策支部及び広域災害支援病院、災 

害支援病院に衛星携帯電話を設置する。また、大規模災害発生時の広域搬送に必要な資機材や、災害派遣医療チームの活動に必要な資機材を 

整備することにより、災害時等の医療救護活動に備える。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
救 急 医 療 対 策 費 

 

 

災 害 医 療 救 護 体 制 

整 備 事 業 費 

104,347,000 

 

 

4,410,000 

89,427,537 

 

 

2,760,728 

14,919,463 

 

 

1,649,272 

広域医療搬送拠点用資機材整備            3 施設 

災害派遣医療チーム体制設備整備事業補助     5 施設 

 

医療従事者等災害救急研修委託     高知医療センター 

災害救急医療専門研修委託             高知県医師会 

 

 計 108,757,000 92,188,265 16,568,735   

 

 

イ 災害時要援護者対策の推進 

1  事業執行の目的 

 在宅要医療者災害支援マニュアルの定義にある人工透析患者について、専門家及び患者会等による情報共有や取り組みの検討を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
難病患者等支援事業費 470,000 372,973 97,027 人工透析患者災害時支援検討会               1 回 

在宅酸素療法患者災害時支援についての情報交換会 

                       1 回 

 

 

医  療 

薬 務 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健 康 

づくり費 

 

医  療 

薬 務 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健 康 

づくり課 

67 
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ともに支え 

合 う 地 域 

づ く り 

南 海 地 震 

対策の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誰もが暮ら 

しやすい社 

会 環 境 

づ く り 

ア 南海地震対策 

1  事業執行の目的 

    南海地震発生時の利用者の安全確保と、災害復旧対策の拠点として使用できるよう、安芸総合庁舎の建替工事の設計を委託する。 

また、大規模地震等の災害時に重要な役割を果たす災害拠点病院等の医療機関の耐震整備を行い、地震発生時における適切な医療提供体制 

の維持を図るため、高知県医療施設耐震化臨時特例基金を設置する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
保 健 福 祉 総 務 費 

 

 

 

医療施設耐震化臨時特例 

基 金 積 立 金 

 

65,821,000 

 

 

 

5,667,312,000 

 

57,477,000 

 

 

 

5,665,419,368 

8,344,000 

 

 

 

1,892,632 

庁舎施設整備費 

安芸総合庁舎基本設計委託 

安芸総合庁舎実施設計委託 

 

災害拠点病院等の医療機関の耐震整備を行い、地震発生

時における適切な医療提供体制の維持を図るための基

金を設置 

 

 計 5,733,133,000 5,722,896,368 10,236,632   

 

 

 

ア 地域で支え合う仕組みづくり 

1  事業執行の目的 

市町村、社会福祉協議会、民生委員・児童委員等と協働して、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らすことのできる住民力を活用した支え 

合いの地域づくりを推進する。 

そのための手段の一つとして、高齢者や子ども、障害者等誰もが気軽に集い、子育てや生活支援等を受けることができる拠点となるあった 

かふれあいセンターを設置する市町村に対し補助をする。 

また、中山間地域等の条件不利地域では、主に市町村社会福祉協議会が介護サービスを提供しているが、その多くは赤字であり事業の継続 

が危ぶまれているところもある。こうした実態を踏まえ、中山間地域における介護サービスのあり方や社会福祉協議会を中心としたサービス 

の仕組みづくりの検討を行い、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らしていける地域づくりを進める。 

保 健 

福 祉 費 

 

医 療 

薬 務 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保 健 

福 祉 費 

 

 

健康長寿 

政 策 課 

 

医 療 

薬 務 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域福祉 

政 策 課 

 

高 齢 者 

福 祉 課 

 

 

 

64 

 

 

67 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

78 

 

 

81 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

  
2  事業執行の状況及び成果 

                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
支え合いの地域づくり 

事 業 費 

（ふるさと雇用再生あっ 

たかふれあいセンター 

事 業 費 補 助 金 ） 

 

支え合いの地域づくり 

事 業 費 

（中山間地域介護サービ 

ス等あり方研究事業費） 

 

201,886,000 

 

 

 

 

 

6,097,000 

 

 

179,076,308 

 

 

 

 

 

4,557,751  

 

22,809,692 

 

 

 

 

 

1,539,249 

 

あったかふれあいセンター事業費補助 

補助先：市町村（22市町村 28か所） 

補助率：10/10 

 新規雇用 76人 

 

 

介護サービス等分析委託 

 委託先：日本福祉大学 

 

 

 計 207,983,000 183,634,059 24,348,941   

 

 

 

イ 地域保健福祉の基盤づくり 

1  事業執行の目的 

誰もが安全に、安心して暮らせる地域社会を実現するために、地域福祉活動の中核となる社会福祉協議会及び民生委員・児童委員の活動等 

に対して助成を行い、地域福祉の基盤づくりに努めるとともに、市町村等と連携して住民主体の支え合いの仕組みづくりを推進する。 

また、地域の特性に応じたきめ細やかな福祉サービスが効果的に提供できる体制づくりを支援するとともに、認知症高齢者など判断能力が 

十分でない方々のために福祉サービスの利用を援助するほか、利用者の福祉サービスに関する苦情を解決するために県社会福祉協議会に「運 

営適正化委員会」を設け、福祉サービス利用者を支援する。 
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2  事業執行の状況及び成果 

          (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
支え合いの地域づくり 

事 業 費 

（高知県社会福祉協議会 

活 動 助 成 費 ） 

 

支え合いの地域づくり 

事 業 費 

（民生委員・児童委員 

活 動 事 業 費 ） 

 

 

保 健 福 祉 推 進 費 

（生活福祉資金貸付事業費） 

 

 

 

 

保 健 福 祉 推 進 費 

（福祉サービス利用 

支 援 事 業 費 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

高知県福祉基金出えん金 

 

 

 

 

 

 

 

 

40,589,000 

 

 

 

 

102,600,000 

 

 

 

 

  

681,046,000 

 

 

 

 

 

64,472,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11,116,000 

 

 

 

 

 

 

 

 39,978,549 

 

 

 

 

101,386,008 

 

 

 

 

 

680,455,000 

 

 

 

 

 

60,258,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11,115,500 

 

 

 

 

 

 

 

    610,451 

 

 

 

 

1,213,992 

 

 

 

 

 

591,000 

 

 

 

 

 

4,214,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

500 

 

 

 

 

 

 

 

県社協職員人件費補助                     9 人 

福祉施設経営指導事業費補助  

                 相談件数    91件 

高知県社会福祉大会 

 

民生委員・児童委員活動費補助 

 民生委員・児童委員          1,585 人 

 主任児童委員              114 人 

高知県民生児童委員協議会連合会補助 

民生委員研修委託 

 

生活福祉資金貸付事業費補助 

 補助先：（社福） 高知県社会福祉協議会 

 （事業実績） 

   貸付決定                          479 件 

   貸付金額                  266,735,148 円 

 

運営適正化委員会設置運営事業費補助 

 補助先：（社福）高知県社会福祉協議会 

（事業実績） 

   苦情等受付                           68 件 

   研修実施回数                          5 回 

   巡回指導回数                          7 回 

福祉サービス利用支援事業費補助 

 補助先：（社福）高知県社会福祉協議会 

（事業実績） 

  契約件数                           132 件 

 

設立 Ｓ49.6.11 

 基本財産                    798,544,189 円 

 （事業実績） 

・貸付事業                   30,100,000円 

   （福利厚生資金） 

・助成事業                   10,066,302円 

   （入所児・者処遇改善費等） 

・事務費                      1,470,157円 
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決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

            

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
住宅手当緊急特別措置 

事 業 費 

1,056,000 

 

186,000 870,000 

 

事務費                186,000円 

 

 

 計 900,879,000 893,379,057 7,499,943   

 

 

 

ウ 福祉人材・ボランティアの育成 

1  事業執行の目的 

地域ボランティア活動への支援事業として、ボランティア活動支援情報システム「ピッピネット」などによる気運づくり、福祉教育・ボラ 

ンティア学習地域推進事業の指定などによる人づくり、ボランティアコーディネーターの設置などによる組織づくりを行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
支え合いの地域づくり 

事 業 費 

（ボランティアセンター 

事     業     費） 

 

 

 

 

 

 

3,753,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 3,753,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域のボランティアコーディネーション機能強化モデ

ル事業 

 助成先：四万十市社会福祉協議会 

福祉教育・ボランティア学習実践講座 

                 1地域 18人 

ボランティア受入れのための実践講座 

   1講座 32人 

「福祉・ボランティア」学びと実践推進委員会 

  4回 

福祉教育・ボランティア学習ステップアップ事業 

2団体 

ボランティア・NPO通信「てをつなごう」発行 

                4,000部×4回 

ボランティア募集情報サービスの運用  

                月 1回発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保 健 

福 祉 費 
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支え合いの地域づくり 

事 業 費 

（バーチャルボランティ 

アセンター事業費） 

3,481,000 

 

2,941,000 540,000 

 

ボランティア活動支援情報システム「ピッピネット」の

管理、運用業務 

 

 計 7,234,000 6,694,000 540,000  
 

 

 

 

エ こころの健康対策 

1  事業執行の目的 

 全国的にも高い水準にある自殺死亡率を減尐させるため総合的な自殺対策の推進により自殺の防止を図り、併せて自死遺族に対する支援の 

充実を図る。 

  さらに、自殺予防の普及啓発、相談体制の整備、人材養成研修等を行い、地域における自殺対策を緊急に強化する。 

また、ひきこもり地域支援センターを中心とした関係機関のネットワークの連携を強化するとともに、人材養成、居場所づくり等を行い、 

相談支援体制の充実を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
自 殺 対 策 費 

 

 

 

 

 

 

 

自殺対策緊急強化事業費 

 

 

 

6,042,000 

 

 

 

 

 

 

 

29,579,000 

 

 

 

 

 5,283,076 

 

 

 

 

 

 

 

28,597,033 

 

 

 

 

 

  758,924 

 

 

 

 

 

 

 

981,967 

 

 

 

 

自殺予防情報センター 

 電話相談 484件 来所相談 29件 

関係機関連絡調整会議の開催           3 回 

かかりつけ医うつ病対応力向上研修委託 

                受講者 75名 

高知いのちの電話支援事業費補助 

研修参加者 19名 

 

自殺対策啓発事業委託 

高知いのちの電話活動強化支援事業費補助 

自殺対策強化事業費補助       交付団体数 1 件 

人材養成研修              延べ 172 名 
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社会福祉の 

充 実 

 

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
ひきこもり自立支援対策費 

 

7,770,000 

 

5,990,543  

 

1,779,457 

 

ひきこもり地域支援センター 

 電話相談 149件 来所相談 101件 

関係機関連絡会議の開催                3回 

人材養成研修               延べ 152名 

 

 計 43,391,000 39,870,652 3,520,348   

 

 

 

ア 施設福祉の向上 

1  事業執行の目的 

社会福祉法人及び社会福祉施設の指導監査並びに措置実施機関の措置事務指導を実施し、適正な法人・施設運営、措置の執行を確保し、施 

設利用者等の福祉の増進を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
社会福祉施設等指導監査費 

（ 介 護 保 険 事 業 者 

指導監査費を除く） 

 

5,147,000 

 

 

 

 4,923,679 

 

 

 223,321 

 

 

 

実地指導監査実績 

 社会福祉法人(特例財団法人を含む)  53法人 

  社会福祉施設                      184施設 

  措置実施機関            12機関    

 

 

 

イ 生活保護対策 

1  事業執行の目的 

憲法第 25条の理念に基づき、生活に困窮するすべての国民に対して、その困窮の程度に応じて必要な保護を行い、健康で文化的な最低限 

度の生活を保障するとともにその自立助長を図る。 
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福 祉 

指 導 費 
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指 導 課 
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2  事業執行の状況及び成果 

（1） 予算執行の状況        
(単位 円) 

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
生 活 保 護 費 4,135,752,000 4,101,264,995  34,487,005 扶助費                 3,958,744,350円 

生活保護費負担金          139,582,533円 

室戸市外 9市への 73条県費負担金   

 

 

 

（2）実施状況及び成果 

 ア  事業実績 

区    分 保 護 世 帯 保 護 人 員 

年 間 延 数 
    世帯 

      21,632 

    人 

       28,787 

月 平 均 
世帯 

        1,803 

人 

        2,399 

1 人 （ 世 帯 ） 月 

当 た り 保 護 費 

円 

      183,004 

円 

      137,518 
 

区 分 
扶        助        費 施  設 

事 務 費 
計 

生活扶助 住宅扶助 教育扶助 介護扶助 医療扶助 出産扶助 生業扶助 葬祭扶助 

年 

間 

延 数 
人 

24,350 
人 

13,047 
人 

1,291 
人 

4,992 
人 

25,427 
人 

2 
人 

668 
人 

58 
人 

192 
人 

70,027 

支 出 額 
円 

972,440,121 
円 

154,851,846 
円 

13,657,456 
円 

106,704,906 
円 

2,652,136,869 
円 

435,050 
円 

 14,392,922 
円 

12,359,005 
円 

31,766,175 
円 

3,958,744,350 

扶 助 費 別 

構成比(%) 
％ 

  24.6 
％ 

   3.9 
％ 

  0.3 
％ 

  2.7 
％ 

   67.0 
％ 

   0.7 
％ 

   0.8 
％ 

 100.0 
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イ 保護の開始・廃止の状況    

区  分 世帯数(世帯) 人 員(人) 

21年度開始     （ア） 282 387 

21年度廃止     （イ） 238 318 

差引（ア）－（イ） （ウ） 44  69 

2 1 年 度 申 請 件 数 494  

 

ウ 医療扶助人員の内訳       （単位 人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分 
扶        助        費 施  設 

事 務 費 
計 

生活扶助 住宅扶助 教育扶助 介護扶助 医療扶助 出産扶助 生業扶助 葬祭扶助 

月

平

均 

人 員 
人 

2,029 
人 

1,087 
人 

108 
人 

416 
人 

2,119 
人 

0 

人 

56 
人 

5 
人 

16 
人 

5,836 

支 出 額 
円 

81,036,677 
円 

12,904,321 
円 

1,138,121 
円 

8,892,076 
円 

221,011,406 
円 

36,254 
円 

1,199,410 
円 

1,029,917 
円 

2,647,181 
円 

329,895,363 

1 人月当たり 

扶 助 費 
円 

39,936 
円 

11,869 
円 

10,579 
円 

21,375 
円 

104,304 
円 

 217,524 
円 

  21,546 
円 

213,630 
円 

165,449 
円 

56,532 

区  分 延 人 員 月 平 均 

入 

 

院 

精  神   1,524 128 

そ の 他 1,867 155 

小  計 3,391 283 

外 

 

来 

精  神 434 36 

そ の 他   21,602 1,801 

小  計 22,036 1,837 

計 25,427 2,120 
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ウ 遺家族等の援護対策 

1  事業執行の目的 

恩給法、戦傷病者戦没者遺族等援護法に基づいた恩給等の進達や相談員の設置、県戦没者追悼式の実施等により、旧軍人軍属、戦傷病者及 

び戦没者遺族に対する福祉の増進を図る。 

    また、高知県に永住帰国した中国残留邦人の本県での定着・自立を促進するため、日本語教室等を実施するとともに、帰国者の老後の生活 

の安定を図るため生活支援給付等を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
帰国者等援護対策事業費  

    

 

                       

戦傷病者、戦没者遺族等 

援 護 費 

 

                     

 

12,552,000 

 

 

 

19,008,000 

 

 

11,985,095 

 

 

 

18,365,524  

 

566,905 

 

 

 

642,476 

 

生活支援給付等            4 世帯 5 名 

日本語教室           延べ 197 回実施 

就労生活相談室相談実績                596 件 

 

療養費・補装具の給付         給付人数 16 人 

遺族年金等の進達                        3 件 

戦没者遺族相談員等相談実績              180 件 

戦没者遺族等に対する特別弔慰金等の裁定 

                                        664件 

高知県戦没者追悼式の実施    参加者  約 800 人 

全国戦没者追悼式への参加 

          高知県からの参加遺族       65 人 

軍歴証明事務                           10 件 

恩給進達                             14 件 

 

 計 31,560,000 30,350,619 1,209,381   

 

 

 

遺 家 族 

等 援 護 

事 務 費 

地域福祉 

政 策 課 
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災 害 援 護 

対策の推進 

 

 

 

ア 災害救助対策 

1  事業執行の目的 

災害発生時における適切な応急救助の実施とともに、市町村に対する災害救助法の事務説明会、災害ボランティアと行政がお互いの役割や 

活動について理解を深めるための研修会を実施する。 

また、平成 10年 9月豪雤災害、平成 13年の県西南部豪雤災害及び平成 17年台風 14号による被災世帯の自立支援のため､災害援護資金貸 

付金の利子補給を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
災 害 救 助 対 策 費 

 

 

5,805,000 

 

 

 

 

4,665,561 

 

 

 

1,139,439 

 

 

 

 

災害救助法担当者事務説明会      参加者  62 人 

地域住民を守る災害救護救援研修会開催 

  （日赤高知県支部と協力）      参加者 218 人 

平成 10年 9月豪雤、平成 13年の県西南部豪雤災害及び

平成 17年台風 14号による災害援護資金利子補給補助 

6市町 

 

 

 

イ 災害救助対策（特別会計） 

1  事業執行の目的 

災害救助法適用時の救助の実施に要する経費をあらかじめ計上するとともに、備蓄物資の購入等を行い大規模災害に備える。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
災 害 救 助 費 65,216,000 962,879 64,253,121     

 

 

災 害 

救 助 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（特別会計） 

災 害 

救 助 費 

 

 

 

 

 

地域福祉 

政 策 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域福祉 

政 策 課 
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高齢者が安 

心して暮ら 

せ る 地 域 

づ く り 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域ケア体 

制づくりの 

推 進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 災害ボランティアセンター等の体制づくり 

1  事業執行の目的 

南海地震時には、全県的に被災することが想定され、県社協や外部からの支援が入れない状況となることが予想される。 

そうしたなか、被災市町村が自力で災害ボランティアセンターを立ち上げることができるように、平成 19年度から平成 24年度の6年間で、 

すべての市町村でセンター設立・運営に関するノウハウの習得・蓄積を進め、体制づくりを行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
支え合いの地域づくり 

事 業 費 

（災害ボランティアセン 

ター等体制づくり事業費） 

 

2,846,000 2,846,000 
 
災害ボランティアセンター立ち上げのための実践講座                   

2回 113人 

災害ボランティアセンター中核スタッフ実践講座 

                1回（2日間）47人 

災害ボランティアセンター等体制づくり検討委員会                       

3回 

市町村体制づくり支援 

 助成先：土佐市、土佐清水市、東洋町、大豊町、    

四万十町、大月町、三原村 

各社会福祉協議会 

 

 

 

 

ア 地域ケア体制の整備 

1  事業執行の目的 

「高知県地域ケア体制整備構想」に基づき、療養病床が再編成される期間中に重点的に在宅支援体制整備を進めていくために、市町村や各 

 種団体が行う地域ケア体制づくりに向けた具体的取り組みを支援するとともに、県民や事業者への普及啓発や意識改革など、在宅支援体制の 

土台づくりに取り組む。 

 

保 健 

福 祉 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高 齢 者 

福 祉 費 

 

 

 

地域福祉 

政 策 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高 齢 者 

福 祉 課 
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2  事業執行の状況及び成果 

   (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
地域ケア体制整備推進費 21,926,000  14,538,035   7,387,965 地域ケア体制整備推進費補助 

 補助先：15団体    

 

 

 

イ 生きがいづくりと在宅生活の支援 

1  事業執行の目的 

高知県立ふくし交流プラザにおいて、高齢者の介護の実習等を通じて地域住民への介護知識・技術の普及を図るとともに、「高齢社会は県 

民全体で支える」という認識を広く啓発する事業を実施する。 

  また、高知県高齢者保健福祉計画・第４期介護保険事業支援計画の進捗を管理するため、高知県高齢者保健福祉推進委員会を開催する。 

高齢者の社会参加を促進するため、生きがいと健康づくり事業の推進や老人クラブ活動の活性化を図るとともに、高齢者及びその家族等の 

抱える保健・福祉・医療等にかかる各種の心配ごと、悩みごとに対する相談に応じ、高齢者やその家族の福祉の増進に努める。 

さらに、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活するために、市町村が実施する住宅等改造支援事業を支援する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
   (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
ふくし交流プラザ管理 

運 営 費                     

（ 管 理 運 営 委 託 ） 

 

高齢者福祉推進事業費 

 

 

 

高齢者生きがい対策費 

 

    

62,516,000 

 

 

 

13,477,000 

 

 

 

56,181,000 

 

 

 

 62,516,000 

 

 

 

12,236,889 

 

 

 

53,645,343 

 

  

 

 

 

 

1,240,111 

 

 

 

2,535,657 

 

 

高知県立ふくし交流プラザ管理運営委託 

 委託先：（社福）高知県社会福祉協議会 

 

 

高齢者保健福祉計画推進事業 

 高知県高齢者保健福祉推進委員会 

開催回数 1回 

 

高齢者総合相談事業      相談件数 1,050 件 

高齢者の生きがいと健康づくり推進事業費補助 

 補助先：(社福)高知県社会福祉協議会             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高 齢 者 

福 祉 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域福祉 

政 策 課 

 

高 齢 者 

福 祉 課 
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老人クラブ活動育成事業費              

 

 

 

 

55,236,000 

 

 

 

 

51,801,366  

  

 

 

 

3,434,634 

 

住宅等改造支援事業費補助 

 補助先：20団体  65件 

 

地域老人クラブ活動費補助 

 補助先：32市町村（822クラブ） 

高知県老人クラブ連合会活動促進事業費補助               

 

 計 187,410,000 180,199,598 7,210,402   

 

 

ウ 施設サービスの充実 

1  事業執行の目的 

ケアハウスの運営事務費等の助成により、施設福祉サービスの推進を図るとともに、老人福祉施設等の施設整備に対して助成を行い、福祉 

サービスの基盤整備を図る。 

また、介護基盤緊急整備等臨時特例交付金による基金を設置し、老朽化した施設の改築やスプリンクラー設置による防火対策を推進し、利 

用者の住環境、安全性の向上を図るとともに、介護施設や地域介護拠点の整備を早急に進める。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
  (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
予 算 額 執 行 額 差 引 額 内       訳 説     明 

繰 越 額 不 用 額 

老人福祉施設対策費 

 

 

老人福祉施設等整備 

事 業 費 

 

 

 

介護基盤緊急整備等 

対 策 事 業 費 

 

 

 

 

232,763,000 

 

 

340,504,000 

 

 

 

 

174,273,000 

 

 

228,320,998 

 

 

12,105,000  

 

 

 

 

88,357,000 

 

4,442,002 

 

 

328,399,000 

 

 

 

 

85,916,000 

 

 

 

 

328,398,000 

 

 

 

 

84,728,000 

 

 

4,442,002 

 

 

1,000 

 

 

 

 

1,188,000 

 

 

 

軽費老人ホーム事務費補助 

 対象延人員：9,120人 

 

老人福祉施設等整備事業費補

助 

・特別養護老人ホーム「土佐中

村ふるさとホーム」の改築 

 

介護基盤緊急整備事業費補助 

           8施設 

介護保険施設等スプリンクラ

ー整備事業費補助 

           3施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高 齢 者 

福 祉 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高 齢 者 

福 祉 課 
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区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
予 算 額 執 行 額 差 引 額 内       訳 説     明 

繰 越 額 不 用 額 

介護基盤緊急整備等 

臨時特例基金積立金 

1,803,542,000 1,802,776,760 

 

765,240 

 

 
765,240 介護基盤緊急整備等臨時特例 

交付金 

計 2,551,082,000 2,131,559,758 419,522,242 413,126,000 6,396,242  

 

 

エ 認知症高齢者対策の推進 

1  事業執行の目的 

認知症高齢者に関する知識等の普及啓発を行うとともに、家族への支援や相談活動、また、介護サービスを提供する従事者に研修を行うこ 

 とにより、認知症高齢者やその家族が安心して暮らしていける社会づくりを目指す。 

 

2  事業執行の状況及び成果 

   (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
認知症高齢者支援事業費 28,003,000  24,816,646  3,186,354 在宅介護支援事業委託 

委託先：(社)認知症の人と家族の会高知県支部 

 講演会の開催                      1回 640人 

 介護家族の交流・研修会等        10回 189人 

認知症介護実践研修事業委託 

委託先：(社福)高知県社会福祉協議会 

修了者数 実践者等：340人  リーダー：23人 

認知症対策普及・相談・支援事業委託 

 委託先：(社)認知症の人と家族の会高知県支部 

 電話相談（ｺｰﾙｾﾝﾀｰ）  相談件数  325 件 

認知症介護指導者養成研修事業委託 

 委託先：(社福)東北福祉会 

修了者  2人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高 齢 者 

福 祉 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高 齢 者 

福 祉 課 
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介護保険制 

度の安定的 

な 運 営 

 

 

 

 

 

 

 

 
    認知症サポート医養成研修事業委託 

委託先：国立長寿医療センター 

修了者  2人 

かかりつけ医認知症対応力向上研修事業委託 

委託先：(社)高知県医師会 

修了者 131人 

認知症地域支援体制構築等推進モデル事業委託  

  委託先：土佐町、四万十町 

認知症介護指導者養成支援事業費補助 

 補助先：(医)みずき会 

 

 

 

 

ア 介護予防の推進 

1  事業執行の目的 

市町村における介護予防事業を推進していくため、専門知識や技術を有する人材を育成する。 

 介護予防の観点から、より効果的なサービスの実施が図られるよう、介護予防事業評価のための調査や分析、評価及び支援を行う。 

 また、市町村が地域支援事業を行うことにより、被保険者が要介護状態又は要支援状態となることを予防するとともに、要介護支援等に 

なった場合においても、可能な限り地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 

   (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
介護保険対策推進事業費 

（介護予防従事者等研修   

事業費、介護予防事業 

評価・市町村支援事業） 

 

 

 

 

 

 

4,657,000 

 

 

 

 

 

 

 2,254,603 

 

 

 

 

 

 

 2,402,397 

 

 

 

 

 

介護予防従事者等研修事業 

地域包括支援センター職員等研修事業委託 

初任者研修 11人 

現任者研修 15人 

   委託先：(財)長寿社会開発センター 

介護予防支援指導者研修              11 人 

介護予防支援従事者研修            95 人 

介護予防事業評価・市町村支援事業 

介護予防事業評価・市町村支援委員会 

開催回数 1回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高 齢 者 

福 祉 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高 齢 者 

福 祉 課 
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 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
介 護 保 険 給 付 事 業 費 

（地域支援事業交付金） 

237,119,000 

 

237,118,871 

 

 129 地域支援事業交付金 

 負担先：29市町村、1広域連合 

 （県負担 12.5%、20%） 

 

 計 241,776,000 239,373,474 2,402,526   

 

 

イ 介護保険制度の円滑な運営 

1  事業執行の目的 

介護保険制度を適正かつ円滑に運営するため、介護給付費の負担や介護保険財政の安定化を図るために基金の積立や貸付を行うほか、市町 

村や事業者に対する支援や指導、低所得者の利用料の負担軽減に係る助成等を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
   (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
介護保険対策推進事業費 

（介護保険事業費、介護保 

険特別対策事業費） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介 護 保 険 給 付 事 業 費 

（介護給付費負担金） 

 

18,025,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8,993,740,000 

 

 16,039,946 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8,992,813,252 

 

 

 1,985,054 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

926,748 

 

 

介護保険事業 

事業所指定等事業 

保険者指導事業 

介護保険特別対策事業費補助 

社会福祉法人等による生計困難者に対する介護保険 

サービスに係る利用者負担額軽減制度事業 

  補助先：13市町村 

障害者ホームヘルプサービス利用者に対する支援措 

置事業 

  補助先：1市 

離島等地域における特別地域加算に係る利用者負担 

額軽減措置事業 

  補助先：5町村 

 

介護給付費負担金 

 負担先：29市町村、1広域連合 

 （県負担 12.5%、17.5%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高 齢 者 

福 祉 費 

 

福 祉 

指 導 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高 齢 者 

福 祉 課 

 

福 祉 

指 導 課 
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社会福祉施設等指導監査費 

（ 介 護 保 険 事 業 者 

指 導 監 査 費 ） 

 

951,000  895,660 

  

 

55,340 

 

集団指導                  2 回 

実地指導               161 事業所 

監査                 217 事業所 

 

 計 9,012,716,000 9,009,748,858 2,967,142   

 

 

ウ 介護サービスの充実と質の向上 

1  事業執行の目的 

福祉・介護分野での人材の育成･確保を推進するため、介護職員が外部研修を受講する場合等における代替職員の派遣や、離職失業者が、 

雇用された介護施設で働きながら介護福祉士の資格を取得すること等に対して支援を行う。 

介護保険制度の要である介護支援専門員、要介護認定に従事する調査員及び認定審査会委員に対する研修等の実施や介護サービスに対する 

苦情相談機関に対する補助等により利用者本位のサービス提供等を確保する仕組みづくりを図る。 

また、介護職員の賃金の確実な引き上げなど介護職員の処遇を改善するため、基金を設置し、介護職員の処遇改善に取り組む事業者等に対 

して助成する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
   (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
福 祉 ・ 介 護 人 材 確 保 

緊 急 支 援 事 業 費 

 

 

119,893,000 

 

 

 

 

 83,619,472 

 

 

 

 

  

 

 36,273,528 

 

 

 

 

 

 

複数事業所連携事業費委託  

 委託先：（社福）高知県社会福祉協議会 

参加事業所数  5事業所 

 

福祉・介護マッチング支援事業委託 

委託先：（社福）高知県社会福祉協議会 

県内 6つのハローワークでの福祉セミナーの開催や 

事業所を対象とした研修会の開催等  

セミナー受講者 208名 研修参加者 229名 

 

緊急雇用創出介護職員養成委託 

委託先：株式会社ツクイ 

 新規雇用失業者 29名 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高 齢 者 

福 祉 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高 齢 者 

福 祉 課 
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 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

職場体験事業委託 

 委託先：（社福）高知県社会福祉協議会 

登録事業所 114か所  体験者 4人 

  

キャリア形成訪問指導委託 

委託先：平成福祉専門学校 

 研修参加者 331人 

  

緊急雇用創出介護資格取得事業委託 

 委託先：51介護事業所 

新規雇用失業者 51人 

  

潜在的有資格者再就業支援事業 

 補助先：2養成施設 

研修参加者 81人 

 

障害者就労支援研修事業 

 補助先：1団体 

研修参加者 10人 

 

キャリアアップ支援研修事業 

 補助先：2養成施設 

研修参加者 306人 

  

複数事業所連携事業 

 委託先：(社福)高知県社会福祉協議会 

研修参加者 56人 

 参加事業所 5事業所 

 

進路選択学生支援事業 

 補助先：3養成施設 

訪問校  延べ 944校 
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障害者が生 

き生きと暮 

らせる地域 

づ く り 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障 害 福 祉 

サービスの 

確 保 

 

 
要 介 護 認 定 体 制 

整 備 推 進 事 業 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介 護 職 員 処 遇 改 善 等 

対 策 事 業 費 

 

 

介 護 職 員 処 遇 改 善 等 

臨 時 特 例 基 金 積 立 金 

10,472,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

370,245,000 

 

 

 

4,013,660,000 

9,275,003 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

334,319,475 

 

 

 

4,013,569,213 

1,196,997 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

35,925,525 

 

 

 

90,787 

 

要介護認定や保険料の賦課等の市町村の処分に対する

審査請求案件の審理・裁決を行う審査会運営費 

認定調査員等研修事業 

認定調査員新規研修             11回  255人 

認定調査員現任研修             10回 747人 

介護認定審査会委員新規研修      4回  72人 

介護認定審査会委員現任研修      7回 299人 

介護認定審査会運営適正化研修     1回  44人 

主任介護支援専門員研修事業委託 

 委託先：(社福)高知県社会福祉協議会 

                      修了者  44人 

 

介護支援専門員実務従事者基礎研修事業委託 

 委託先：(社福)高知県社会福祉協議会 

              修了者  73人 

 

介護サービス相談体制整備事業費補助 

 補助先：高知県国民健康保険団体連合会 

 

介護職員処遇改善事業費交付金        546事業所 

介護保険施設等開設準備支援事業費補助 

                      2施設 

 

介護職員処遇改善等臨時特例交付金 

 

 

 計 4,514,270,000 4,440,783,163 73,486,837  
 

 

 

 

 

ア 地域での自立生活の支援 

1  事業執行の目的 

障害のある人が必要なときに適切なサービスが受けられるように、地域で相談支援の事業を行うとともに、居宅介護、短期入所、グループ 

ホームなどの居宅支援サービスや補装具、日常生活用具の給付など地域生活支援の充実を図る。 

また、事業所が障害者自立支援法の新体系に移行するために必要となる経費への助成を行うことで障害のある人の自立と地域移行を支援 

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害保健 

福 祉 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害保健 

福 祉 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

  
2  事業執行の状況及び成果 

   (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
障害者自立支援事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地 域 生 活 支 援 事 業 費 

 

 

 

 

 

相 談 支 援 事 業 費 

 

2,757,064,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

201,352,000 

 

 

 

 

 

21,292,000 

 

2,727,183,352 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

192,395,536 

 

 

 

 

 

19,726,677 

 

 

29,880,648 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8,956,464 

 

 

 

 

 

1,565,323 

 

居宅介護等利用者                  延べ 8,715 人 

短期入所の利用者                  延べ 1,554 人 

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ・ｹｱﾎｰﾑ利用者             延べ 7,421 人 

生活介護の利用者                  延べ 2,863 人 

就労支援の利用者          延べ 11,276 人 

補装具費の支給    購入 1,108 件    修理  874 件 

更生医療給付                           29,450 件 

障害者就労訓練設備等整備事業費補助        1 施設 

身体・知的障害者施設運営費補助 

 （施設利用者延べ人数） 

身 体 知  的 

入所 通所 入所 通所 通勤寮 

6,088 2,668 9,769 6,620 137 

精神障害者社会復帰施設運営費補助 

  （施設利用者延べ人数） 

援護寮                  3施設       640人 

福祉ホームＢ型              3施設      560人 

通所授産施設                1施設      290人 

障害者通所援護事業費補助            2 市 

小規模作業所開設支援事業費補助        2 市村 

中山間地域小規模拠点事業所支援事業費補助 

                          1 施設 

 

地域生活支援事業委託                1 市 14 団体 

ホームヘルパー現任研修受講者          64 名 

在宅障害者支援事業費補助        3 施設 12 市町村 

重症心身障害児（者）通園事業  

年間利用者 延べ 4,137 人 

 

電話相談事業委託        相談件数  延べ 976 件 

療育相談等委託施設              14 施設 

 訪問相談  1,897 件        訪問健康診査 8 件 

 外来療育    562 件         施設支援   59 件 
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障 害 者 自 立 支 援 対 策 

臨 時 特 例 基 金 事 業 費 

（就労支援に関する 

事 業 を 除 く ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医 療 対 策 費 

（ 精 神 通 院 医 療 ） 

 

障害児・者施設整備事業費 

（グループホーム分） 

 

 

 

 

 

 

 

496,329,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,537,550,000 

 

 

299,080,000 

 

 

 

 

 

 

 

459,104,610 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,486,910,894 

 

 

299,080,000 

 

 

 

 

 

 

 

37,224,390 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

50,639,106 

 

 

 

障害者ケアマネジメント従事者養成研修受講者 

 初任者研修  85 名         現任研修    17 名 

サービス管理責任者研修受講者             80 名 

相談支援体制共同整備事業費補助          4 町村 

特別アドバイザー派遣               60 件 

 

障害者自立支援対策事業費補助   

33市町村、中芸広域連合 

新体系移行支援事業費補助          5 団体 

障害者自立支援基盤整備事業費補助 

 延べ 18施設 

地域生活支援基盤強化事業費補助  

           1団体、3法人、2施設、19市町村 

地域移行支度経費支援事業費補助 

              2法人 20市町村 

体育館等バリアフリー緊急整備事業費補助 

                 3市 

障害者自立支援法移行支援交付金          17 施設 

福祉・介護人材の処遇改善事業費交付金 

              承認事業所数 151 

 

精神障害者通院公費負担の状況 3に別掲 

 

 

障害者ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ等施設整備事業費補助      2 施設 

民間移管施設整備特別支援事業費補助     1 施設 

 

 

 計 5,312,667,000 5,184,401,069 128,265,931   

 

 

3  事業執行の成果（別掲分） 

（1）精神障害者通院公費負担の状況 

前 年 度 末 

公費負担件数 

本 年 度 中 

承 認 件 数 

本 年 度 中 

打 切 件 数 

本 年 度 末 

公費負担件数 
支 払 件 数 医 療 費 

8,134件 9,084件 8,785件 8,433件 146,745件 1,471,928,052円 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

  
イ 社会参加の支援 

1  事業執行の目的 

「障害者週間の集い」などの普及啓発事業を通じて県民の障害・障害者に対する理解を深めるとともに、県立障害者スポーツセンターの体 

 育館等を改築、改修することにより、障害のある人のスポーツ振興と社会参加の促進を図る拠点施設としての機能を高める。 

 

2  事業執行の状況及び成果 

 (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
障 害 者 福 祉 思 想 普 及 

啓 発 事 業 費                        

 

 

 

 

 

 

障害者スポーツセンター 

緊 急 整 備 費 

26,055,000 

 

 

 

 

 

 

 

385,753,000 

 

 21,320,875 

 

 

 

 

 

 

 

370,116,548 

  

  4,734,125 

 

 

 

 

 

 

 

15,636,452 

 

バリアフリーマップ等作成委託 

「障害者週間の集い」(12月 5日開催） 

               参加者      約 350人 

「障害者美術展」(10月 9日～10月 18日開催） 

                       入場者    約 5,000人 

「障害者作品展」(11月 14･15日開催） 

               出展団体     29団体 

 

障害者スポーツセンター体育館等改築工事 

 

 計 411,808,000 391,437,423 20,370,577  
 

 

 

ウ 施設サービスの充実 

1  事業執行の目的 

南海学園や身体障害者リハビリテーションセンター移管後の利用者に対する適切な支援を確保するため、施設の整備に対して補助し、利用 

者へのサービスの向上を図る。 

    また、地震や火災発生時に自力で避難することが困難な方が多く入所する社会福祉施設等の安全を確保するために、耐震化等の整備を図る 

事業に助成する。 

 

障害保健 

福 祉 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害保健 

福 祉 費 

 

 

 

 

 

障害保健 

福 祉 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害保健 

福 祉 課 
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2  事業執行の状況及び成果 

   (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
障害児･者施設整備事業費 

(グループホームを除く) 

 

社会福祉施設等耐震化等 

臨 時 特 例 基 金 事 業 費 

 

355,158,000 

 

 

20,691,000 

 

355,158,000 

 

 

17,983,000  

 

  

 

 

2,708,000 

 

民間移管施設整備特別支援事業費補助     1 施設 

障害児・者施設整備事業費補助        1 施設 

 

社会福祉施設等スプリンクラー整備事業費補助 

                   1施設 

 

 計 375,849,000 373,141,000 2,708,000  
 

 

 

エ 障害者の就労支援 

1  事業執行の目的 

障害がある人の就労を促進するため、民間企業に対する啓発活動等による働く場の確保や就職に向けた技能の習得・職場訓練を推進する。 

  また、障害者施設利用者の工賃水準を改善するため、施設を対象とした経営コンサルタントの派遣や研修会、施設の製品などの周知や受 

注の仲介などを行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
   (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
障 害 者 自 立 支 援 対 策 

臨 時 特 例 基 金 事 業 費 

（就労支援に関する事業分） 

 

 

障害者就労支援対策事業費 

 

 

 

 

 

 

30,300,000 

 

 

 

 

30,947,000 

 

 

 

 

 

 

 13,002,981 

 

 

 

 

27,388,999 

 

 

 

 

 

 17,297,019 

 

 

 

 

3,558,001 

 

 

 

 

 

施設外就労等支援事業費補助        7 施設 

一般就労移行等促進事業費補助        6 施設 

（うち職場実習受入企業に対する補助 2件） 

 

 

障害者就業・生活支援センター事業委託    4センター 

一般就労促進等実務担当者会の開催         4 回 

障害者雇用促進セミナーの実施               2 回 

企業訪問活動による障害者雇用の理解促進 

                              360社程度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害保健 

福 祉 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害保健 

福 祉 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保健・医療 

の 充 実 

   

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
障害者生産活動支援事業費 

 

 

 

 

 

障 害 者 職 業 訓 練 費 

24,459,000 

 

 

 

 

 

29,222,000 

 

21,036,949 

 

 

 

 

 

23,648,080 

 

3,422,051 

 

 

 

 

 

5,573,920 

 

施設に対する研修会の実施                  3 回 

施設に対する経営コンサルタントの派遣 

                                    14施設 

福祉版アウトソーシング            18 件 

（会議資料等印刷・封入等業務を施設へ発注） 

 

障害者委託訓練生       修了者  就業者 

 知識・技能習得コース        24    10 

 実践能力習得コース          24        22 

特別支援学校早期訓練コース  12         9 

 

 

 計 114,928,000 85,077,009 29,850,991   

 

 

ア 療育機能の充実 

1  事業執行の目的 

医療機能、相談・判定機能、施設機能を併せ持った県立療育福祉センターを運営し、障害の早期発見と早期療育を行うとともに、専門的な 

相談に応じ、障害児とその家族を総合的に支援する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
   (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
療 育 福 祉 セ ン タ ー 費 

 

                         

障 害 者 更 生 相 談 費 

                         

                         

                         

                         

 

710,328,000 

 

 

11,612,000 

 

 

 

 

707,093,592 

 

 

11,006,107 

 

 

 

  

 

  3,234,408 

 

 

605,893 

 

 

 

言語障害児相談、唇裂・口蓋裂の療育相談、知的障害児

療育評価、障害児療育ｷｬﾝﾌﾟ支援  ほか                        

 

相談件数                                  

身体障害者 2,241件     知的障害者 467件 

判定件数                                  

  身体障害者 2,236件   知的障害者  260件  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害保健 

福 祉 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害保健

福 祉 課 
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肢 体 不 自 由 児 療 育 費 

                         

 

 

難 聴 幼 児 通 園 費 

 

 

173,515,000 

 

 

 

5,474,000 

 

163,909,452 

 

 

 

4,370,048 

 

9,605,548 

 

 

 

1,103,952 

 

診療所                                 19 床 

入院実績（平均月初在籍児童数）     10 人／月 

外来患者数                         10,678 人 

           

通園定員                   30 人 

通園実績（平均月初在籍児童数）     16 人／月 

相談・検査実施件数            757 件 

 

 計 900,929,000 886,379,199 14,549,801   

 

 

イ 発達障害者支援の推進 

1  事業執行の目的 

発達障害児（者）に対する支援手法の開発に取り組むとともに、発達障害者支援センターを運営し、発達障害児（者）及びその家族等の 

相談に応じ、発達支援や就労支援を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
   (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
発達障害者支援事業費 

 

 

 

 

発達障害者支援センター費 

 

6,630,000 

 

 

 

 

6,239,000 

 

 

 4,816,224 

 

 

 

 

5,307,107  

 

 1,813,776 

 

 

 

 

931,893 

 

発達障害者支援開発事業企画・推進委員会     2 回 

発達障害者支援開発事業ワーキング         4 回 

発達障害児を早期に発見するための教材（冊子・DVD）

を製作 

 

相談支援  651 件             発達支援  1,050 件 

就労支援  190 件    発達障害啓発セミナー 2 回 

児童デイサービス（自閉症児通園）  延べ 1,495 人 

研修・セミナー（発達支援部主催） 

延べ 11回  364人 

研修生の受け入れ            延べ 148 人 

 

 計 12,869,000 10,123,331 2,745,669   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害保健 

福 祉 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害保健 

福 祉 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

  

ウ 重度心身障害児・者の医療の充実 

1  事業執行の目的 

重度心身障害児・者の医療費の助成を行い、健康と福祉の増進を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
   (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
重 度 心 身 障 害 児 ・ 者 

保 健 医 療 対 策 費 

1,165,507,000 1,099,643,000  65,864,000 助成対象者人数              18,078 人     
 

 

 

エ 精神保健医療福祉の充実 

1  事業執行の目的 

精神保健福祉に関する知識の普及啓発及び調査研究、相談指導等を行い、精神障害者の福祉の向上と県民の精神的健康の保持・増進に努め 

る。 

 また、精神障害者に対する適正な医療を確保するとともに、休日等における精神疾患の急激な悪化等に速やかに対応し、精神障害者の地域 

ケアの充実に努める。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
   (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
医 療 対 策 費 

（精神科救急医療対策費、 

精神医療適正化対策費） 

                           

74,092,000 

 

 

 

 

 

73,491,640  

 

 

 

  

 

  600,360 

 

 

 

精神科救急医療事業 

診察件数                                 389件 

成果及び施設の状況に関しては､3に別掲 

 

 

 

障害保健 

福 祉 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害保健 

福 祉 費 

 

障害保健 

福 祉 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害保健 

福 祉 課 
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精神保健福祉センター費                                                                               

 

 

79,055,000 

 

 

77,159,303  

 

1,895,697 

 

所内相談                         602 件 

電話相談                             1,155 件 

技術援助指導                            306 件 

回復グループ育成指導                     31 件 

 

 

 計 153,147,000 150,650,943 2,496,057   

 

 

3  事業執行の成果（別掲分） 

（1）精神保健福祉法に基づく措置診断の状況 

区  分 件 数 措置診察 
結   果 

要措置 措置不要 

申  請 

通  報 

届  出 

そ の 他 

   3 

    111 

      0  

      0 

  2 

     71 

      0 

      0 

2 

    52 

     0   

     0 

  0 

     19 

      0 

      0 

計 114 73 54 19 

 

（2）精神障害者措置入院の状況 

前 年 度 末 

措 置 患 者 数 

本 年 度 中 

新規措置患者数 

本 年 度 中 

措置解除患者数 

本 年 度 末 

措 置 患 者 数 
支 払 件 数 医 療 費 

12人 54人 53人 13人 228件 53,897,398円 

 

（3）施設の状況 

区  分 施 設 数 病 床 数 

国立大学法人 

県    立 

医 療 法 人 

個      人 

   1 

     1 

    20 

     1 

35 

    153 

  3,489 

    150 

計 23 3,827 

＜平成 22年 3月 31日現在＞ 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

次代を担う 

こども達を 

守り育てる 

環境づくり 

こどもの健 

やかな育ち 

を支える環

境 づ く り 

ア 保護を要するこどもを守る環境づくり 

1  事業執行の目的 

児童虐待を未然に防止するための県民への広報啓発や市町村での要保護児童対策地域協議会の取り組みの促進など、子ども達が心身ともに 

健やかに育つ環境づくりを推進する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
   (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
入 所 施 設 振 興 事 業 費 

 

 

 

 

民 間 入 所 施 設 

緊 急 整 備 事 業 費 

 

 

 

社会福祉施設等耐震化等臨

時 特 例 基 金 事 業 費 

 

児童虐待防止対策事業費 

2,146,000 

 

 

 

 

59,071,000 

 

 

 

 

10,473,000 

 

 

1,575,000 

 952,900 

 

 

 

 

55,885,000 

 

 

 

 

9,451,000 

 

 

1,575,000 

  1,193,100 

 

 

 

 

3,186,000 

 

 

 

 

1,022,000 

 

 

 

民間入所施設設備等改善事業費補助 

 補助先：2か所 

民間入所児童指導事業費補助 

 補助先：1か所 

 

民間入所施設緊急整備事業費補助 

補助先：12か所 

民間入所施設職員研修事業費補助 

 補助先：8か所 

 

社会福祉施設等スプリンクラー整備事業費補助 

補助先：1か所 

 

児童虐待防止の啓発広報を実施 

 

 計 73,265,000 67,863,900 5,401,100   

 

 

イ 母子家庭等の自立支援 

1  事業執行の目的 

母子寡婦福祉資金の貸付や児童扶養手当の支給などの経済的支援及び就業を促進するための相談事業等の自立支援を行う。   

    また、ひとり親家庭の負担軽減のため、医療費の助成を行う。 

 

こども費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こども費 

 

 

（特別会計） 

母子寡婦 

福祉資金 

貸 付 

事 業 費 

児 童 

家 庭 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児 童 

家 庭 課 

90 
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268 
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2  事業執行の状況及び成果 
   (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
母 子 福 祉 推 進 事 業 費 

 

 

ひ と り 親 家 庭 医 療 費 

助 成 事 業 費 

 

児 童 扶 養 手 当 費 

 

 

母子家庭等自立支援事業費 

 

 

 

 

 

母 子 寡 婦 福 祉 資 金 

貸 付 事 業 費 

 

4,214,000 

 

 

265,325,000 

 

 

534,344,000 

 

 

70,656,000 

 

 

 

 

 

78,555,000    

4,199,575  

 

 

259,543,000  

 

 

  533,701,046 

 

 

   33,681,855 

 

 

 

 

 

   73,577,549 

              

 

 

  14,425 

 

 

5,782,000 

 

 

      642,954 

              

 

36,974,145 

 

 

 

 

 

4,977,451    

非常勤母子自立支援員（2人) 

          相談件数         896件 

 

実施件数               延べ 186,887 人 

                 (34市町村) 

 

受給資格者数                  1,150 人 

(市を除く 23町村) 

 

母子家庭等就業・自立支援センター事業 

委託先：特定非営利活動法人「大地の会」 

        相談件数     延べ 1,661件 

        就業決定者数          98人 

母子家庭自立支援給付事業             11 人 

 

3 (1) 貸付実績のとおり 

 

 

 計 953,094,000 904,703,025 48,390,975   

 

 

3  事業執行の成果（別掲分） 

（1）母子寡婦福祉資金貸付実績                                       (単位 円) 

 
継 続 分 新 規 分 計 

人員 金  額 人員 金  額 人員Ａ 金  額 Ｂ 平均貸付額(B/A) 

事 業 開 始 

事 業 継 続 

修 学 

技 能 習 得 

修   業 

就 職 支 度 

生  活 

住 宅 

転 宅 

 

 

41 

    

 

 

   4 

 

 

20,953,744 

 

 

 

  1,534,500 

 

 

34 

   7 

   6 

   1 

   7 

 

5 

 

 

18,022,000 

    4,005,000 

  2,369,500 

    100,000 

4,277,000 

 

520,100 

 

 

75 

     7 

     6 

     1 

    11 

 

5 

 

 

38,975,744 

  4,005,000 

  2,369,500 

    100,000 

  5,811,500 

 

520,100 

 

 

519,676 

572,142 

394,916 

100,000 

528,318 

 

104,020 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

尐子化対策 

の 推 進 

 

 

 

 
継 続 分 新 規 分 計 

人員 金  額 人員 金  額 人員 A 金  額 B 平均貸付額(B/A) 

就 学 支 度 

結 婚 

  
44 

1 

18,466,100 

300,000 

44 

1 

18,466,100 

300,000 

419,684 

300,000 

計 45 22,488,244 105 48,059,700 150 70,547,944 470,319 

 

 

ウ 健全育成への環境づくり 

1  事業執行の目的 

「こども条例」の理念を広め、こどもたちが健やかに育つ環境づくりを推進する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
   (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
こどもの環境づくり事業費 3,093,000  2,312,735   780,265 高知県こどもの環境づくり推進委員会         3回 

こども条例記念日フォーラム             1回    

 

 

 

 

ア 出会い・子育て応援の雰囲気の醸成 

1  事業執行の目的 

社会全体で尐子化対策に取り組んでいくため、県民や企業、地域などと連携して、子育てを応援する雰囲気の醸成や、未婚化・晩婚化対策 

など、広がりのある県民運動を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こども費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こども費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児 童 

家 庭 課 

 

尐 子 

対 策 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

尐 子 

対 策 課 
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93 
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2  事業執行の状況及び成果 
   (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
尐 子 化 対 策 推 進 費 67,415,000  51,569,750  15,845,250 高知県尐子化対策推進県民会議の運営     

 構成団体                              33 団体 

 総会の開催                  3 回 

 部会の開催                  12 回 

尐子化対策県民運動推進事業委託 

こうち子育て応援フォーラム 2009の実施 

来場者                     延べ約 1,060 人 

子育て応援広報紙作成等委託 

「大きくなあれ」年 4 回発行    36,000 部／回 

フリーペーパー「K+」での子育て応援の店紹介 

               10月～3月  6回 

応援の店紹介ガイドブックの作成     20,000 部 

子育て応援の店の推進 

 協賛事業所数               400店舗 

広告制作等委託 

テレビ CMの制作・放送     9月～3月 252回 

出会いのきっかけ応援事業費補助                    

 補助先：11団体 

出会いのきっかけ交流会実施委託 

 開催回数                       2回（高知市） 

 参加人数      1回目 102名 2回目 96名 

地域子育て創生事業費補助 

 補助先：6市町村 

 

 

 

 

イ 子育て家庭への支援 

1  事業執行の目的 

子育て家庭の負担軽減のため、児童手当の支給を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こども費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児 童 

家 庭 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

  

2  事業執行の状況及び成果 
   (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
児 童 手 当 費 1,411,420,000 1,409,370,292 2,049,708   支給対象児童数      

児童手当                   13,679 人 

 特例給付                              103 人 

小学校修了前特例給付          51,944 人 

 

 

  

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文   化   生   活   部   門 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

資源・エネ 

ルギー対策 

の 推 進 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県民の文化 

的、国際的 

な感性を育

む 社 会 

づ く り 

水資源対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エネルギー 

対 策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

芸 術 文 化 

の 振 興 

1  事業執行の目的 

水資源を安定的に活用するため、水資源対策に関する総合調整や啓発などを行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

水 資 源 対 策 費 33,446,000 31,427,733 2,018,267 水資源対策の総合調整と相互理解の促進 

水資源の重要性などの啓発 

 

 

1  事業執行の目的 

エネルギー資源に関する情報収集を行うとともに、水力発電施設の所在する市町村が行う公共施設の整備などに対し、交付金を交付する。 

また、太陽光発電の好適地である本県の特性を活かした新エネルギーの導入を促進する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

エ ネ ル ギ ー 対 策 費 

 

250,007,000 248,586,306 1,420,694 エネルギー資源に関する情報収集 

電源立地地域対策交付金の交付 

太陽光発電設備の整備支援 

 

 

1  事業執行の目的 

全国の文化行政主管課との連携のもと文化行政を総合的に推進するとともに、広く県民に優れた芸術文化に親しむ機会を提供することに 

より、県民一人ひとりが主体的に参加する芸術文化活動を促進し、芸術文化の振興を図る。 

また、高知らしい個性を持った文化や地域に埋もれた文化を育て全国に発信することにより、地域の活性化や交流の場を拡げ、アートあふ 

れる高知の実現を目指す。 

企 画 

調 整 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企 画 

調 整 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文 化 ・ 

国 際 費 

 

文化環境 

企 画 費 

資 源 ・ 

エ ネ ル 

ギ ー 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 源 ・ 

エ ネ ル 

ギ ー 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文 化 ・ 

国 際 課 

 

資 源 ・ 

エ ネ ル 

ギ ー 課 

 

95 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

95 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

96 

 

 

95 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文化施設の 

管理・運営 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

文 化 推 進 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エンジン 0 1 オープン 

カ レ ッ ジ 開 催 事 業 費 

45,225,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4,505,000 

44,194,595 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4,000,000 

1,030,405 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

505,000 

高知県文化賞の授与                  3 名 1 団体 

地域創造負担金           3,868,000 円  

高知県芸術祭の開催         6,010,000 円 

 芸術祭 参加文化団体数         91 団体 

  〃  総参加者数          223,679 人 

  文芸賞 応募総数            1,474 点 

    〃  応募人数             496 人 

文化広報誌「とさのかぜ」の発行   

4回／各 7,000部 

あったか高知まんがフェア・第 18回全国高等学校漫画

選手権大会の開催         参加校数 332校 

四国４県共同舞台芸術公演の開催   3,498,733 円 

 

エンジン 01オープンカレッジ開催事業費負担金 

                4,000,000円 

計 49,730,000 48,194,595 1,535,405  

 

 

1  事業執行の目的 

美術館、歴史民俗資料館、坂本龍馬記念館、文学館、県民文化ホールの管理運営を指定管理者である（財）高知県文化財団に委託し、資料 

の収集保存、調査研究、展示公開、教育普及、ホール企画等の事業を実施する。併せて、山内家資料を（財）土佐山内家宝物資料館に寄託し、 

県民共有の文化遺産として適切に保存するとともに、企画展示等を通じて広く公開する。もって本県の文化の振興に寄与する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
  (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
予 算 額 執 行 額 差 引 額 内       訳 説     明 

繰 越 額 不 用 額 

山 内 家 資 料 

保 存 事 業 費 

 

217,896,000 201,518,261 16,377,739  16,377,739 山内家宝物資料館の管理運営 

費補助      

129,720,086円 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文 化 ・ 

国 際 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文 化 ・ 

国 際 課 
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－69－  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文 化 施 設 

管 理 運 営 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

805,915,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

762,743,735 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

43,171,265 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

43,171,265 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総入館者数       9,814人 

「山内家の兜展」外 4展 

土曜講座、出前講座など教育 

普及事業の開催 

古文書資料のデジタル撮影、 

資料（能面等）の修復 

 

ふるさと雇用再生山内家資料

等活用業務委託 

 58,538,402円 

 未整理資料の調査、御侍帖の

データベース化 

龍馬伝関連特別展示の実施 

山内家墓所調査 

 

緊急雇用創出データ作成等委

託 

10,653,506円 

 収蔵品データベースの編集 

 歴代藩主に関する資料のテ

キストデータ化 

 

美術館の管理運営委託 

 295,729,124円  

総入館者数     228,847人 

企画展「福岡アジア美術館コ 

レクション」外 

3展 43,341人 

コレクション展（常設展） 

 7,545人 

ホール企画事業、貸館事業、 

教育普及事業等の開催 

 

歴史民俗資料館の管理運営委

託 

  161,648,470円 

総入館者数      23,175人 

企画展「兜―もののふの美意 

識―」外 

3展  19,892人 

教育普及事業等の開催 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
予 算 額 執 行 額 差 引 額 内       訳 説     明 

繰 越 額 不 用 額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
坂本龍馬記念館の管理運営委

託  

40,988,000円 

総入館者数     246,994人 

企画展「近世土佐の焼き物 

展」外 3展    246,994人 

教育普及事業等の開催                   

 

文学館の管理運営委託 

 119,715,931円 

総入館者数      34,580人 

企画展「土佐のお話めぐり」 

外 7展           20,245人 

常設展           1,262人 

貸館事業､教育普及事業等の 

開催 

 

県民文化ホールの管理運営委

託  

106,366,551円 

利用件数   ｵﾚﾝｼﾞﾎｰﾙ 220件 

 ｸﾞﾘｰﾝﾎｰﾙ 223件 

ホール入場者数 241,601人 

多目的室            973件 

自主文化事業（13回共催含 

む）、技術研修事業の開催 

 

緊急雇用創出データ作成等委

託 

12,129,771円 

 歴史民俗資料館の収蔵資料

（民俗文化財、歴史・考古）、

文学館の未整理資料データ

のデータベース化 

 

   

 
 

 

 

 

 

 

 



 

－71－  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国 際 交 流 

の 推 進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文 化 施 設 

改 修 事 業 費 

 

 

 

 

文 化 施 設 等 

緊 急 整 備 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29,871,000 

 

 

 

 

 

263,969,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18,214,780 

 

 

 

 

 

228,200,889 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11,656,220 

 

 

 

 

 

35,768,111 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7,046,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4,610,220 

 

 

 

 

 

35,768,111 

 

 

緊急雇用創出地域文化活用 

業務委託 

        2,179,493円 

 佐川町、土佐清水市、美術館

での出前ワークショップ 

 休校中小学校でのアートイ

ベント 

 

山内家宝物資料館の管理運営 

費補助 

20,926,929円 

 山内家宝物資料の保存管理

（資料修復等） 

 収蔵品データベース機能の 

追加 

 

県民文化ホール改修工事 

 5,637,000円 

 

県民文化ホール改修設計 

 12,128,000円 

 

京都土佐藩邸資料 

   16,500,000円 

 

歴史民俗資料館展示室改修 

設計・施工委託業務外 18件   

計 1,317,651,000 1,210,677,665 106,973,335 7,046,000 99,927,335  

 

 

 

1  事業執行の目的 

地域における県民参加の草の根交流や、海外自治体との友好交流などの国際交流を進めるとともに、海外技術研修員の受入れ等を通じた 

 国際協力を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文 化 ・ 

国 際 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文 化 ・ 

国 際 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男女がとも 

に支え、安全 

で安心して 

暮 ら せ る 

社会づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消費生活の 

安定と向上 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

地 域 国 際 化 

推 進 事 業 費 

 

 

 

国 際 友 好 交 流 

推 進 事 業 費 

 

 

 

国 際 協 力 

推 進 事 業 費 

 

 

 

渡 航 事 務 費 

66,799,000 

 

 

 

 

6,728,000 

 

 

 

 

10,135,000 

 

 

 

 

14,945,000 

63,998,593 

 

 

 

 

5,412,014 

 

 

 

 

8,556,070 

 

 

 

 

14,102,497 

2,800,407 

 

 

 

 

1,315,986 

 

 

 

 

1,578,930 

 

 

 

 

842,503 

(財)高知県国際交流協会の運営及び事業に対する助成 

国際交流員（英語圏、中国、韓国各 1人）を文化・国

際課へ配置 

(財)自治体国際化協会への負担金 

 

高知県と中国安徽省との友好提携 15 周年記念訪問団

派遣及び北京・上海訪問 

南加高知県人会創立 100周年記念訪問団の派遣及びフ

ェアヘブンの視察 

 

海外技術研修員、海外自治体職員協力交流研修員及び

ＪＩＣＡ日系研修員の受入れ（海外技術研修員 3人、

海外自治体職員協力交流研修員 1人、ＪＩＣＡ日系研

修員 1人） 

 

一般旅券の発給事務 

旅券窓口業務等をアウトソーシング 

（H20.4.1～H23.3.31） 

計 98,607,000 92,069,174 6,537,826  

 

 

 

1  事業執行の目的 

県立消費生活センターにおいて、県民からの消費生活に関する相談等を受付け、助言やあっせんを行う。また、様々な形態の悪質商法や 

架空請求などによる被害を未然に防止するため、県民への情報提供や広報・啓発に努めるとともに、県内各地で高齢者等を対象とした消費生 

活講座を開催する。 

さらに、国の地方消費者行政活性化交付金等を財源として造成した高知県消費者行政活性化基金を活用し、県立消費生活センターや地域住 

民に身近な市町村の消費生活相談窓口の機能強化、相談員等のレベルアップ、啓発の強化等を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県民生活 

・男女共 

同参画費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県民生活 

･男女共 

同参画課 
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安全で安心 

なまちづく 

り の 推 進 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

消 費 者 行 政 

推 進 事 業 費 

 

 

 

消 費 生 活 セ ン タ ー 費 

 

 

 

消 費 者 行 政 

活 性 化 基 金 事 業 費 

 

 

 

消 費 者 行 政 

活 性 化 基 金 積 立 金 

5,681,000 

 

 

 

     

22,070,000 

 

 

 

33,823,000 

 

 

 

 

1,516,000 

 5,120,723 

 

 

 

 

21,055,225 

 

 

 

31,959,810 

 

 

 

 

1,443,542 

560,277 

 

 

 

 

1,014,775 

 

 

 

1,863,190 

 

 

 

 

72,458 

情報紙「くらしネット Kochi」の発行 

 年 4回      各 128,000部 

悪質商法啓発パンフレットの発行    3,800 部 

出前講座の開催 48回      参加者3,706名 

 

消費生活相談             5,183 件 

個人情報相談               18 件 

消費生活講座               48 回 

 

県立消費生活センターの改修（相談ブース増設等） 

消費生活相談員等研修の開催 9回    延べ 215名 

市町村消費者行政活性化事業費補助金 11 市町村 

 13,566,997円 

 

高知県消費者行政活性化基金運用益の積立 

計 63,090,000 59,579,300 3,510,700  

 

 

 

1  事業執行の目的 

交通安全対策の総合調整、県民総ぐるみの交通安全運動や交通安全教育の推進、交通安全推進団体の育成・強化等を通じて、交通事故の防 

止に努める。加えて、交通事故相談所を運営し、交通事故に関する相談に対応するとともに、交通安全こどもセンターの運営を指定管理者で 

ある特定非営利活動法人「たびびと」に委託し、幼児・児童等に対する交通安全教育を実施する。 

また、県民及び本県を訪れる人すべてが犯罪の被害に遭わずに安全で安心して暮らし、滞在することができる地域社会の実現に向け、「高 

知県犯罪のない安全安心まちづくり条例」に基づき、県民一人ひとりの防犯意識を高めるための啓発や、防犯に関する情報提供を行うととも 

に、犯罪のない安全安心まちづくりの機運を高める取り組みを推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県民生活 

・男女共 

同参画費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県民生活 

・男女共

同参画課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)   

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
予 算 額 執 行 額 差 引 額 内       訳 説     明 

繰 越 額 不 用 額 

交通安全対策推進費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交 通 事 故 被 害 者 

救 済 対 策 費 

 

 

交 通 安 全 こ ど も 

セ ン タ ー 運 営 費 

 

 

 

 

 

 

交通安全こどもセン 

タ ー 整 備 事 業 費 

 

 

安全安心まちづくり

推 進 事 業 費 

 

10,435,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4,588,000 

 

 

 

37,219,000 

 

 

 

 

 

 

 

109,490,000 

 

 

 

2,822,000 

9,928,853 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4,497,898 

 

 

 

36,911,485 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,557,828 

506,147 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

90,102 

 

 

 

307,515 

 

 

 

 

 

 

 

109,490,000 

 

 

 

264,172 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

109,490,000 

 

 

 

 

506,147 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

90,102 

 

 

 

   307,515 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

264,172 

交通安全実施計画（21年度）の

策定 

交通安全運動の実施：年間 3期 

交通安全指導員協議会、交通安

全母の会連合会への補助 

幼児、小中高生及び高齢者等に

対する交通安全意識の普及啓

発並びに地域における指導者

の育成等 

 

高知県交通事故相談所の運営 

相談員：2人相談件数：712件 

 

 

交通安全こどもセンターの管

理運営委託、園路舗装工事、Ｓ

Ｌ車庫建て替え等の園内補

修・整備工事 

利用者数：129,189人 

交通安全教室の開催 69 回 

2,744人 

 

管理棟建替工事については、平

成 22 年 2 月補正予算対応、全

額繰越 

 

高知県安全安心まちづくりホ

ームページの作成 

高知県犯罪のない安全安心ま

ちづくり条例リーフレット作

成 

防犯活動団体の活動内容等の

公表 35団体（累計） 

高知県安全安心まちづくりニ

ュースの発行 4回 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

－75－  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      安全安心まちづくり八策・安全

安心まちづくりハンドブック

作成 

推進会議構成員の拡大 

H20 38団体 7社 3個人 

H21 34市町村 38団体 

7社 3個人 

犯罪の防止に配慮した生活環

境活動の促進（人の目を確保

するための資材を提供→5 地

区を支援） 

計 164,554,000 53,896,064 110,657,936 109,490,000 1,167,936  

 

 

 

3  交通情勢の現状 

（1）交通事故の発生状況 

区   分 件   数 死 者 数 
死者のうち高齢

者数(65歳以上) 
傷 者 数 

人 口 1 0 万 人       

あたりの死者数 

自動車 1 万台       

あたりの死者数 

平 成 21 年 3,814件 45人 15人 4,450人 5.8人 0.7人 

平 成 20 年 4,005件 57人 35人 4,579人 7.3人 0.8人 

増   減   数 △191件 △ 12人 △20人 △129人 △1.5人 △0.1人 

 

 

 

（2）運転免許所有者数及び自動車保有台数の状況 

区   分 運転免許所有者数 自動車保有台数 備    考 

平 成 21 年 500,162人 557,162台 免許所有  県民 1.5人に 1人 

自動車所有 県民 1.4人に 1台 (平成 21年) 平 成 20 年 501,625人 558,225台 

増   減   数 △1,463人 △1,063台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 



－76－  

大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男 女 共 同 

参画の推進 

 

 

1  事業執行の目的 

「高知県男女共同参画社会づくり条例」や「こうち男女共同参画プラン」に基づき、市町村の男女共同参画に関する取り組みへの支援や、 

県職員への研修を行うとともに、男女共同参画の拠点施設である「こうち男女共同参画センター（ソーレ）」との連携による普及啓発や各種事 

業の実施により、男女がともに参画し、個性や能力を発揮できる社会づくりを総合的に推進する。 

また、生活、家庭、暴力などの問題に悩む女性からの相談に応じるとともに、配偶者暴力相談支援センターでは、関係機関等と連携しなが 

ら、支援が必要な女性等に対して、一時保護や自立に向けた支援を一体的に行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

男 女 共 同 参 画 

推 進 事 業 費 

 

 

 

 

こ う ち 男 女 共 同 参 画 

セ ン タ ー 管 理 運 営 費 

 

 

 

 

 

 

 

女 性 相 談 

支 援 セ ン タ ー 費 

 

 

 

 

 4,247,000 

 

 

 

 

 

80,125,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

32,706,000 

 

 

 

 

 

3,114,168 

 

 

 

 

 

74,872,105 

 

 

 

 

 

 

 

 

29,644,014 

 

 

 

 

 

1,132,832 

 

 

 

 

 

5,252,895 

 

 

 

 

 

 

 

 

3,061,986 

 

 

 

 

 

こうち男女共同参画会議の開催 2回 

男女共同参画職員研修 受講者 64人 

地域サポート業務委託 対象市町村：3市 

（香南市、土佐市、四万十市） 

県民意識調査委託 対象：2,000人 回収率 57.1% 

 

こうち男女共同参画センターの管理運営委託 

施設利用件数 3,786件、利用者数 66,831人 

相談件数 934件、図書等貸出件数 9,545件 

講座・講習等参加者数 6,986人 

団体等の自主活動支援 5団体 

情報紙「ソーレ・スコープ」発行 4回 

メールマガジン 12回発行 

啓発誌の更新・増刷 6,000部 

 

相談受付件数 1,601件 

一時保護（同伴児者含む） 91世帯 164人（延べ 1,868

人） 

自立支援促進事業委託（同伴児者含む） 8世帯 11人

（延べ 782人） 

 

 

 
 

県民生活 

・男女共 

同参画費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県民生活 

・男女共 

同参画課 
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－77－  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鳥獣対策の 

推 進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＮＰＯ活動 

の 促 進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

野 生 鳥 獣 

被 害 対 策 

  

Ｄ Ｖ 被 害 者 

支 援 事 業 費 

 

 

 

 

 

7,107,000 

 

5,507,169 

 

1,599,831 一時保護委託 2世帯 3人（延べ 26人） 

一時保護同伴乳幼児の保育 ３件 

一時保護同伴児童の学習支援 43件 

ＤＶ被害者支援ネットワーク会議及び研修会の開催 

参加者 43団体、65人 

ＤＶ被害者支援関係職員実務研修会の開催（4か所） 

参加者 75人 

計 124,185,000 113,137,456 11,047,544  

 

 

 

1  事業執行の目的 

特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）によるＮＰＯ法人の認証事務等を行うとともに、「第 2次高知県社会貢献活動支援推進計画（H21年度 

～H25年度）に基づき、これからの地域社会づくりに重要な役割を担うＮＰＯの活動を支援し、住民が主体となった地域づくりを進める。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

社 会 貢 献 活 動 

推 進 事 業 費 

 

 

27,124,000 

 

 

26,622,886 

 

 

501,114 

 

 

特定非営利活動法人設立認証 23法人（H21） 

高知県社会貢献活動拠点センター運営費補助金 

18,341,000円  

ＮＰＯと行政とのパートナーシップづくり事業 

ＮＰＯとの意見交換会の開催 10回 

 

 

 

1  事業執行の目的 

野生鳥獣による農業・林業被害及び自然植生被害を防止する。特に、大きな被害をもたらしているニホンジカの個体数調整を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県民生活 

・男女共 

同参画費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鳥 獣 

対 策 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県民生活 

・男女共 

同参画課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鳥 獣 

対 策 課 
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－78－  

大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

野生鳥獣の 

保護及び狩 

猟の適正化 

の 推 進 

 

2  事業執行の状況及び成果 

                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
鳥 獣 被 害 緊 急 

対 策 事 業 費 

122,183,000 97,548,607 

 

24,634,393 

 

シカの個体数調整を行うとともに、有害鳥獣に対する被

害防除及び捕獲を実施するため市町村が行う有害鳥獣

被害対策を支援する。 

 

・鳥獣被害緊急対策事業費補助金 

  補 助 先：高知市外 27件 

  補助金額：18,077,000円 

 ・シカ被害特別対策事業費補助金 

  補 助 先：室戸市外 18件 

  補助金額：16,661,000円 

 ・シカ個体数調整事業委託料 

  委 託 先：高知市外 35件 

  委託金額：59,411,245円 

 

 

 

 

1  事業執行の目的 

野生鳥獣を保護するための事業を実施するとともに、狩猟の適正化を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 

                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
鳥 獣 対 策 費 46,640,000 45,138,135 1,501,865 ・鳥獣生息調査、鳥獣保護施設整備等の実施 

・適正な狩猟の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鳥  獣 

対 策 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鳥  獣 

対 策 課 
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人権尊重の 

社会づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情 報 化 の 

推 進 

人権啓発の 

推 進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人権のまち 

づ く り の 

推 進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政情報化 

の 推 進 

1  事業執行の目的 

 あらゆる人権問題について県民の理解と認識を深め、その解決を図るための研修、啓発等の事業を行い、人権尊重の社会づくりに努める。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
    (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
総 合 調 整 費 

 

人 権 啓 発 事 業 費 

 

1,330,000 

 

149,357,000 

 

865,516 

 

144,076,052 

 

464,484 

 

5,280,948 

 

人権施策の総合調整 

 

市町村が実施する人権啓発事業に対する委託等 

高知県立人権啓発センターの管理運営及び人権問題に

関する研修啓発事業の委託 

  委託先：（財）高知県人権啓発センター 

 

 計 150,687,000 144,941,568 5,745,432   

 

 

 

1  事業執行の目的 

 隣保館の運営に対する助成や職員研修等を行うことにより、人権が尊重されるまちづくりを進める。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
    (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
隣 保 館 運 営 

支 援 等 事 業 費 

279,494,000 276,434,561 3,059,439 隣保館の運営に対する補助等 
 

 

 

 

1  事業執行の目的 

 県全体の情報化の総合的な推進を図るとともに、行政事務の効率化、高度化を進めるため、県庁ネットワークの拡充・整備、電算処理業務 

の改善等を行う。 

人 権 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人 権 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情 報 

政 策 費 

 

人 権 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人 権 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情 報 

政 策 課 
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106 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域情報化 

の 推 進 

2  事業執行の状況及び成果 
    (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
電 子 県 庁 推 進 費 529,734,000 519,803,411 9,930,589 ・県庁ネットワークの拡充･整備 

・情報資産のセキュリティ確保 

・電算処理業務の改善と円滑な運用 

・電子県庁推進のための機器の整備・機能の充実 

・職員の情報活用能力の向上を図るための研修 

・効率的なサーバ配置によるシステム運用 

 

 

 

 

1  事業執行の目的 

 情報システムに係る経費の削減と行政事務の高度化を図るため、県・市町村による情報システムの共同アウトソーシングを推進するととも 

に、産学官の連携により、地域のニーズにあった国費事業等の導入に取り組む。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
    (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
地 域 情 報 化 推 進 費 24,251,000 21,354,390 2,896,610 県と市町村が一体となった電子自治体の推進 

・県市町村情報化推進連絡協議会の運営 

・県と市町村による共同アウトソーシングの推進 

・産学官が連携した「地域情報化事業導入検討会」によ 

る国費事業等の導入の推進 

・電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律 

に基づく高知県の認証業務の実施 

県の所有するコンピュータプログラムに関する特許権・ 

著作権の他都道府県への展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情 報 

政 策 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情 報 

政 策 課 
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情 報 通 信 

格差の是正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1  事業執行の目的 

 情報通信基盤に関して、県内の地域格差の解消と県全体のレベルアップを実現するため、新情報ハイウェイや総合行政ネットワークなどの 

公共的な基幹ネットワークの運用及び地理的な情報通信格差の解消に向け、市町村への支援を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)   

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
予 算 額 執 行 額 差 引 額 内       訳 説     明 

繰 越 額 不 用 額 

情 報 基 盤 

整 備 費 

1,786,302,000 897,384,396 888,917,604 834,788,000 54,129,604 条件不利地域における情報基

盤整備の促進 

・共聴施設デジタル化支援事業

費補助金 

  高知市外 10市町村 

・移動通信用施設整備事業費補

助金 

  宿毛市外 6市町村 

・情報通信基盤整備事業費補助 

 金 

土佐清水市外 6市町 

新情報ハイウェイの管理運営 

・新情報ハイウェイ運用費 

新情報ハイウェイ利用料 

及びインターネット接続料 

等 

総合行政ネットワークの管理

運営 

・総合行政ネットワーク運営協

議会負担金 

  負担先 

（財）地方自治情報センター 
 

情 報 

政 策 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情 報 

政 策 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

産 業 振 興 

計画全体の 

総 合 調 整 

 

産 業 振 興 

計画の実行 

支援と進行 

管 理 

1  事業執行の目的 

産業振興計画を効果的に実行するため、補助金を創設し、計画（地域アクションプラン等）に位置付けられた取り組み等を対象に、商品の 

企画・開発、加工、販路拡大等、生産段階から販売段階までの取り組み等を総合的に支援する。 

また、産業振興計画全体の着実な推進のために、計画の普及啓発や、ＰＤＣＡサイクルを通じて、計画の見直しも含めたフォローアップを 

行う。 

さらに、地域の資源や地場産品に関する情報を共有し、商品化につなげるために、地域で実践的な活動をされている民間事業者を中心にし 

た地域資源活用共有会議を県内７ブロックに設置する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
  (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
予 算 額 執 行 額 差 引 額 内       訳 説     明 

繰 越 額 不 用 額 

産業振興推進事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業振興計画推進費 

720,000,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

74,536,000 

 

585,011,840 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

68,444,714 

 

134,988,160 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6,091,286 

 

84,000,000 

 

50,988,160 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6,091,286 

 

産業振興計画に位置付けられ

た取り組み等を対象に、商品の

企画・開発、加工、販路拡大等、

生産段階から販売段階までの

取り組み等の総合的な支援 

 

産業振興推進総合支援事業 

費補助金 

   事業採択 43件 

 

庁内の産業振興推進本部会議

をはじめ、各産業団体の代表者

や学識経験者等による各種会

議を開催し、各取り組みの進捗

状況の確認や平成 22 年度に向

けた計画改定等について協議 
 

 

 

 

 

 
 

企 画 

調 整 費 

 

政 策 

推 進 費 

 

経 営 

支 援 費 

 

 

 

 

 

 

計 画 

推 進 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地産地消の 

徹 底 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

直 販 所 

ス テ ッ プ 

アップ事業 

   

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
予 算 額 執 行 額 差 引 額 内       訳 説     明 

繰 越 額 不 用 額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業経営支援 

事 業 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,692,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

863,099 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,828,901 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,828,901 

フォローアップ委員会開催    

3回 

専門部会・連携テーマ部会 

開催      13回 

地域アクションプランフォ 

ローアップ会議(7ブロック) 

開催   14回 

 

産業振興推進地域本部による地

域アクションプラン等の取り組

み支援 

 

インターネットホームページ 

修正委託  199,290 

県民運動推進事業委託

4,335,450 

ふるさと雇用再生地域産業支 

援事業委託 23,684,798 

 

地域の資源や地場産品を情報共

有し、商品化につなげるため、

地域の商工業者や生産者等を中

心とする会議を開催 

 

地域資源活用共有会議運営事 

業費補助金     7件 

計 797,228,000 654,319,653 142,908,347 84,000,000 58,908,347  

 

 

 

1  事業執行の目的 

地域で生産された農産物等を地域で消費する地産地消を徹底し、県内産業の力を強化するため、地産地消の拠点となる施設のひとつである 

農産物直販所の来店型販売形態の充実・強化等の支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地 産 

地 消 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地産地消 

・外商課 
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地産外商の 

推 進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

販 路 拡 大 

へ の 取 組 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

地 産 地 消 推 進 事 業 費 

（農産物直販所ステップ 

ア ッ プ 事 業 費 ） 

9,237,000 6,235,139 3,001,861 安心係養成講習を開催し、農産物直販所における食

の安全・安心の確保に努めた。また、店舗の在庫情報

の発信等の機能を備えた情報管理システムを構築する

とともに、品揃え情報等の発信手法の講習会や店舗の

魅力づくりについてのアドバイスを行い、来店型販売

形態の充実・強化等を支援した。 

 

（安心係養成講習会） 

  2回開催、115名参加 

  140直販所中 103直販所に安心係配置 

（情報管理システムの構築） 

  3直販所に整備 

（魅せる店づくり実践研修） 

  5直販所、延べ 7回 

 

 

 

1  事業執行の目的 

県産品の販路開拓、販売拡大を図るため、「2010スーパーマーケット・トレードショー」（東京）や「'09食博覧会」（大阪）などの展示・ 

商談会に出展する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

見本市等出展支援事業費 9,737,000 9,056,359 680,641 展示・商談会への出展 

（2010スーパーマーケット・トレードショー） 

  出展事業者：10社 

（'09食博覧会） 

  出展事業者：8社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県 産 品 

振 興 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地産地消 

・外商課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

食品加工の 

推 進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア ド バ イ 

ザー制度の 

活 用 

1  事業執行の目的 

県産品の販路開拓、販売拡大を図るため、商品の磨き上げのために加工食品のパッケージデザインやパッケージ製作等に対する支援を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
  (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

県産品魅力向上事業費 

（加工食品パッケージデ

ザイン製作支援事業費） 

20,000,000 16,210,028 3,789,972 加工食品パッケージデザイン支援事業費補助 

  申請 80件、交付決定 49件、中止 5件、 

交付 44件 

 

 

 

1  事業執行の目的 

地域アクションプランなど産業振興計画に位置付けられた事業等を対象に、専門的な知識を有する県内外の専門家から商品企画、生産、 

流通、販売に至るまでの指導、助言を受けるとともに、全国的な情報発信力を持つ人材を「スーパーバイザー」として委嘱し、県産品を使っ 

た商品開発や情報発信等を推進する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
  (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

産 業 振 興 推 進 事 業 費 

（ 産 業 振 興 推 進 

アドバイザー事業費） 

30,783,000 27,399,506 3,383,494 （産業振興アドバイザー） 

62名、58テーマ、アドバイス回数 261回 

（事業審査アドバイザー） 

10名、審査回数 15回 

（スーパーバイザー） 

4名 
 

県 産 品 

振 興 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企 画 

調 整 費 

地産地消 

・外商課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地産地消 

・外商課 
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海外販路開 

拓への挑戦 

新アンテナ 

ショップの 

設置・運営 

 

地 産 外 商 

組織の設立 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海外販路開 

拓への挑戦 

1  事業執行の目的 

首都圏新アンテナショップの設置に向け、物件の選定や基本計画の策定、内外装工事の実施設計を行う。 

また、地産外商戦略推進の中核を担う一般財団法人高知県地産外商公社を設立するための基本財産の出えんや、外商活動等を展開するため 

の運営に対する支援を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
  (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

ア ン テ ナ シ ョ ッ プ 

推 進 事 業 費 

（アンテナショップ 

基本計画策定事業費） 

 

（地産外商推進法人 

整備・運営事業費） 

 

 

 

99,317,000 

 

 

81,611,000 

 

 

96,177,677 

 

 

62,138,498 

 

 

3,139,323 

 

 

19,472,502 

 

 

アンテナショップ基本計画策定等 

アンテナショップ実施設計 

 

地産外商推進法人運営事業費補助 

高知県地産外商公社  

地産外商推進法人出えん金       3,000,000 

計 180,928,000 158,316,175 22,611,825  

 

 

 
 

1  事業執行の目的 

海外事務所や貿易促進コーディネーターが、東南アジア諸国及び中国の調査活動や県内企業の活動支援を行うとともに、国内外での様々な 

県産品を売り込む事業を展開することで、ビジネスチャンスを拡大し、取引の成立を目指す。 

また、海外への輸出入の際に、高知新港等の積極的な利活用を図るための検討などを行う。 

さらに、INAP会議及びそれに付随した経済ミッションを実施し、相互の訪問や経済交流を通じ、情報交換、貿易量の拡大など、高知県の経 

済の活性化につなげる。 

 

 

県 産 品 

振 興 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商 工 

政 策 費 

 

港 湾 

振 興 費 

 

 

地産地消 

・外商課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地産地消 

・外商課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情 報 発 信 

機能の充実 

・ 強 化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サポーター 

ネットワー 

ク づ く り 

 

県産品情報 

の 発 信 

2  事業執行の状況及び成果 
  (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

海外経済活動拠点事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポートセールス推進事業費 

 

 

姉妹港交流促進事業費 

139,653,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

473,000 

 

 

605,000 

132,148,967 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

356,212 

 

 

515,473 

7,504,033 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

116,788 

 

 

89,527 

海外経済活動支援事業委託 

（セミナー等）7回開催（延べ約 400名参加） 

（商談会） 

・国内〔商社 4社に県内事業者 16社参加 

 商談数 50件〕 

・香港〔商社 13社に県内事業者6社参加 

 商談数 36件〕 

・韓国〔商社 7社に県内事業者3社参加 

 商談数 13件〕 

（見本市、フェア） 

・シンガポール：県内事業者 6社参加、6品目 

が 1年間の定番化 

・上海：四国常設売場 11社参加、四国アンテナ 

1社参加 

 

ふるさと雇用再生輸出促進企業支援事業委託 

（貿易促進コーディネーターの配置） 

・県内事業者を延べ 200社以上訪問するととも 

に、国内外で県内事業者の海外展開のサポー 

トを実施した。 

 

高知新港等の積極的な利活用を図るためのポートセー

ルス活動などを実施した。 

 

INAP 会議等を通じて、相互の訪問や経済交流を行い、

情報交換、貿易量の拡大などを図った。 

計 140,731,000 133,020,652 7,710,348  

 

1  事業執行の目的 

県産品等の情報を掲載した広報紙「ちゃお高知」の作成・配布、首都圏等の百貨店や量販店、ホテルや飲食店での高知フェア等の開催、県 

産品や観光などの情報を満載した新しいポータルサイト「高知まるごとネット」の構築・運営等により、県産品等の情報発信を充実・強化す 

ることで、高知県サポーターの確保、県産品の販路開拓や販売拡大を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企 画 

調 整 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地産地消 

・外商課 
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地域づくり 

支 援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域の元気 

応 援 

 

2  事業執行の状況及び成果 
  (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

産 業 振 興 推 進 事 業 費 

（高知サポーターネット 

ワーク化推進事業費） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 県 産 品 情 報 発 信 

強 化 事 業 費 ） 

 

16,450,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16,117,000 

 

14,380,185 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15,931,500 

 

2,069,815 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

185,500 

 

広報紙作成配布 

（発行 年 4回） 

9月：16,000部、11月：18,000部、 

1月：20,000部、 3月：20,000部 

 

県産品試食会等開催 

（試食会） 

・主要メディア対象 

・ホテル料理人、量販店バイヤー対象 

・その他外食産業対象（（社）日本フードサービス協

会会員） 

（県産品 PR資材） 

・高知県食材ＰＲパンフレット作成等 

 

県産品等ポータルサイトの構築 

・平成 21年 10月 15日「高知まるごとネット」の開

設 

計 32,567,000 30,311,685 2,255,315  

 

1  事業執行の目的 

市町村等が、それぞれの地域の課題を主体的に捉え、その解決のために実施する事業を支援することによって、地域の主体的な活動を助長 

し、人材を育成することにより、自立したまちづくりの促進を図る。また、県内 6ブロックの 44か所に 54名の職員を常駐させ、地域と市町 

村及び県とのパイプ役や住民活動をサポートしながら、地域の資源を生かした地域の元気づくりや支え合いの仕組みづくりに取り組む。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
  (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

地域の元気応援事業費 161,765,000 145,262,250 16,502,750 地域の元気づくりに向けた主体的な取り組みを応援す

るなどして、地域の自立を支援 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域づく 

り支援費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域づく 

り支援課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

中山間地域 

対 策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

移 住 促 進 

中山間総合 

対 策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

移 住 促 進 

事 業 

1  事業執行の目的 

中山間地域で、一定の収入を得ながら、安心して住み続けることができる仕組みづくりを目指し、「産業づくり」と「生活を守る」を柱に 

総合的な戦略づくりと地域の実態に即した実行のある取り組みを進める。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
  (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

中山間総合対策事業費 

 

337,994,000 330,180,037 7,813,963 

 

中山間地域で一定の収入を得ながら、安心して住み続 

けることができる仕組みづくりを目指した取り組みへ

の支援 

 

 

1  事業執行の目的 

県外の方々に移住や長期滞在の地として本県を選んでいただくための取り組みを進めることで、人口の増加や地域の活性化を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
  (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

移 住 促 進 事 業 費 158,397,000 145,182,527 13,214,473 移住促進の取り組み 

 

 

 

地域づく 

り支援費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域づく 

り支援費 

地域づく 

り支援課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域づく 

り支援課 
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113 



 

－91－  

 

総合的な交 

通体系の仕 

組みづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本県にふさ

わしい物流

の 仕 組 み 

づ く り 

 

総合的な交 

通体系の仕 

組みづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本県にふさ

わしい物流

の 仕 組 み 

づ く り 

1  事業執行の目的 

県民が将来にわたって公共交通を安心して利用できるよう、公共交通のネットワークの確保を図るとともに、二次交通へのスムーズな誘導 

を図るなど、観光客等が利用しやすい公共交通の実現を目指す。 

また、県民や利用者を対象に公共交通に対する意識・意向等の調査を行い、今後の運輸交通政策の基礎資料とする。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
  (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

運 輸 政 策 推 進 費 

 

 

 

二 次 交 通 総 合 推 進 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

9,135,000 

 

 

 

49,531,000 

 

 

9,135,000 

 

 

 

48,194,341 

 

 

 

 

 

 

1,336,659 

 

 

公共交通利用実態調査委託 

公共交通に対する県民ニーズの把握と、今後の運

輸交通政策の基礎資料とするための調査 

  

1 二次交通案内システム調査研究委託 

交通案内用ツール作成 

・交通案内早見表 

・龍馬博４会場周辺詳細地図 等 

2 緊急雇用創出案内人配置委託 

高知駅への案内人配置（6名） 

3 公共交通案内板等設置委託 

・二次交通の案内板設置（高知駅外 4か所）等 

・空港連絡バス、路面電車の車内での歓迎・案内

メッセージの作製 

4 公共交通乗換検索システム開発委託 

公共交通利用者の利便性向上のため、地理情報シ

ステムを活用した乗換検索システムの構築及び

保守 

計 58,666,000 57,329,341 1,336,659  

 

 

1  事業執行の目的 

物流に関する施策等について、見識を有する者等から幅広い視点での提言や助言をいただくことによって、より実効性の高い施策検討を行 

うことを目指す。 

 

交 通 

政 策 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交 通 

政 策 費 

運 輸 

政 策 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運 輸 

政 策 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

将来にわた 

って地域で 

安心して暮 

らせるため 

の公共交通 

の 基 盤 

づ く り 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

将来にわた 

って地域で 

安心して暮 

らせるため 

の公共交通 

の 基 盤 

づ く り 

2  事業執行の状況及び成果 
  (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

運 輸 政 策 推 進 費 1,690,000 619,703 1,070,297 高知県物流懇話会開催経費 

委員 9名委嘱、2回開催 

 

 

1  事業執行の目的 

土佐くろしお鉄道㈱などの経営や利用促進に対する支援、鉄軌道の施設整備に対する支援、航空機の運航に要する経費や利用促進に対する 

支援などにより、基幹的な交通機関の維持、確保を図る。 

また、地域の生活を支える路線バスに対する助成や利用促進を行いその維持に努めるとともに、トラックなどの輸送サービスの改善充実、 

安全運行の確保を図るほか、高知龍馬空港と空港周辺地域の生活環境の整備を行う。 

西南地域における公共交通活性化・再生総合事業や、中山間地域の移動手段を確保するために行う実証運行に必要な設備投資や経費などに 

対して補助を行い、公共交通の利用拡大と維持確保を図る。 

  一方、厳しい経営環境が続いている宿毛・佐伯間のフェリー航路の運航事業者の経営安定や航路利用促進を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
  (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

公 共 交 通 対 策 推 進 費 765,160,000 758,549,165 6,610,835 1 土佐くろしお鉄道の経営、利用促進支援 

（基金造成等） 

2 阿佐東線の経営安定化対策 

3 鉄道軌道輸送高度化事業費補助金 

  事業内容：運転状況記録装置外 

  補助先： 土佐くろしお鉄道（株）外 

4 住宅騒音防止対策費補助金 

   高知龍馬空港の航空機騒音の軽減を図るため、

地域住民が行う機能回復工事（エアコンの更新

等）に対する補助 

5 運輸事業振興費補助金 

高知県バス協会、高知県トラック協会 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交 通 

政 策 費 

 

港 湾 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公 共 

交 通 課 

 

運 輸 

政 策 課 
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国 直 轄 空 港 整 備 

事 業 費 負 担 金 

 

運 輸 政 策 推 進 費 

 

 

 

フ ェ リ ー 利 用 促 進 

特 別 対 策 事 業 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13,325,000 

 

 

30,000,000 

 

 

 

9,382,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12,906,933 

 

 

25,648,519 

 

 

 

5,757,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

418,067 

 

 

4,351,481 

 

 

 

3,625,000 

6 バス運行対策費補助金 

路線維持：30系統（7業者）、 

車両購入：1両（1事業者） 

7 公共交通再編整備資金利子補給金 

バス事業の再編に際して要した交通事業者の

会社設立資金借入金に係る利子補給 

8 航空路線維持特別対策事業費補助金 

   利用の低迷する航空路線維持確保のため、高知

龍馬空港着陸料相当額を航空会社に補助 

9 安全安心の施設整備事業費補助金 

   鉄軌道事業者が実施する施設整備に対する支

援（3事業者） 

10 低公害型車両導入促進事業費補助金 

  13両（13事業者） 

11 広報推進事業委託料 

   低公害型車両導入促進事業費補助金で導入し

た車両に龍馬博ラッピング実施 

12 中山間地域交通の仕組みづくり事業費補助金 

中山間地域の生活を支える移動手段の確保の 

ための車両購入・実証実験に対する支援 

(4市町村) 

13 中央地域交通の仕組みづくり事業費補助金 

中央地域のバス路線効率化による路線維持の 

ための実証実験に対する支援（1事業者） 

14 公共交通実証実験事業費補助金 

土佐くろしお鉄道中村・宿毛線で実施した運賃 

値下げによる利用促進実証実験に対する支援 

15 路線図付時刻表作成委託料 

バス・電車利用促進のための路線図付き時刻表 

作成 

 

国直轄空港整備事業費負担金 

国直轄空港整備に伴う工事諸経費等に係る負担金 

 

「高知西南地域公共交通総合連携計画」に基づく、鉄

道やバスの実証運行や、利用環境の向上等に要する経

費の補助 

 

フェリー利用促進特別対策事業費補助 

トラック運送事業者が宿毛・佐伯間のフェリー航路 

を利用する際に要する経費の一部を支援 （36事業者） 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点的・継 

続的な交通 

運輸に関す 

る広報活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点的・継 

続的な交通 

運輸に関す 

る広報活動 

 

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

フ ェ リ ー 航 路 

維 持 対 策 事 業 費 

7,802,000 7,802,000  フェリー航路維持対策事業費補助 

宿毛・佐伯間のフェリー航路の運航事業者が行う法

定検査費用等に対する市町村の補助について、その経

費の一部を支援（1市） 

計 825,669,000 810,663,617 15,005,383  

 

 

1  事業執行の目的 

公共交通の必要性や、地域で支えていくという意識を高めるため、県民に対し広報を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
  (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

運 輸 政 策 推 進 費 14,922,000 14,921,550 450 新聞広告制作委託及び掲載 

公共交通の必要性や、地域で支えていくという意識

を高めるための新聞広告制作を委託し掲載 

（毎月 1回計 12回＋全面広告 1回） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交 通 

政 策 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運 輸 

政 策 課 
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商   工   労   働   部   門 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

産 業 振 興 

計画の推進   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工 業 の 

活 性 化 

(地場企業 

の 振 興 ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1  事業執行の目的 

食品、天然素材といった今後成長が見込まれる分野での事業化に向けた取り組みを支援するほか、県の専任チームによる定期訪問や、産業 

支援機関が連携して企業支援を行うことにより、地域経済の牽引役となる中核企業等の育成と、小規模事業者の連携に取り組む。 

さらに、地場企業におけるものづくりの振興を目指して、販路拡大を図るためのインターネットを活用した本県製造業の情報発信、国内の 

主要展示会での高知県ブースの設置や商談会を開催するとともに、企業の試作品開発を支援する。 

また、室戸海洋深層水のブランド化を推進し、他地域との区別化や市場信頼性を高め、全国に向けて販路開拓を進める。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

成長分野育成支援事業費 

（ 食 品 ・ 天 然 素 材 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中核企業等育成支援事業費 

 

 

14,295,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14,268,000 

 

 

11,120,539 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9,665,741 

 

 

3,174,461 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4,602,259 

 

 

食品と天然素材の 2 つの分野ごとに企業や専門家等

で構成する研究会を設置して、事業化への取り組みを支

援した。 

【研究会開催】 

食品：7回（出席者数：延べ 234社、延べ 315名） 

 天然素材：6回（出席者数：延べ 112社、延べ 153名） 

【個別支援】 

（専門家派遣等による事業化支援） 

 支援企業数：食品 35社、天然素材 14社 

【事業化プラン認定】 

食品：1件 

天然素材：1件 

 

研究会活動により、22年度に 12件の事業化が見込め

るようになるなど、芽出しができた。 

 

企業信用調査委託 1件（32社） 

市場調査委託 1件 

ビジネスマッチング委託 1件（30社） 

生産性向上対策補助 3件（3社） 

 

 

 

 

 
 

商  工 

政 策 費 

 

 

 

工 業 

振 興 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

ふるさと雇用再生中核企業 

等 育 成 支 援 事 業 費 

 

 

インターネット活用販路 

開 拓 事 業 費 

 

ものづくり商談会開催 

事     業     費 

 

ふるさと雇用再生中小企業 

受 注 拡 大 支 援 事 業 費 

 

 

 

ものづくり中小企業製品 

開 発 等 支 援 事 業 費 

 

室戸海洋深層水ブランド化 

事     業     費 

 

11,582,000 

 

 

 

21,012,000 

 

 

13,422,000 

 

 

4,248,000 

 

 

 

 

68,236,000 

 

 

8,061,000 

 

8,558,195 

 

 

 

20,117,362 

 

 

13,273,084 

 

 

3,360,535 

 

 

 

 

62,140,059 

 

 

7,434,335 

3,023,805 

 

 

 

894,638 

 

 

148,916 

 

 

887,465 

 

 

 

 

6,095,941 

 

 

626,665 

ふるさと雇用再生中核企業等育成支援事業委託 2件 

 中核企業等育成アドバイザーを設置し、企業訪問と

相談対応を行った。 

 

緊急雇用創出県内企業データベース作成委託 1件 

緊急雇用創出製造業ポータルサイト構築等委託 1件 

 

見本市出展業務委託 1件（出展 3か所） 

商談会開催等補助 1件（開催 4か所） 

 

ふるさと雇用再生中小企業受注拡大支援事業委託 

 1件 

 受注拡大検討委員会の運営、展示会や商談会への出

展支援等を行った。 

 

ものづくり中小企業製品開発等支援事業費補助 

 13件 

 

室戸海洋深層水ブランド化推進事業委託 1件 

 室戸海洋深層水のフリーペーパーを作成し、全国の

バイヤーに発送し、PRを図った。 

計 155,124,000 135,669,850 19,454,150  
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(企業立地 

の推進 ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(新たな産 

業の創出) 

1  事業執行の目的 

企業誘致を推進するため、製造業、情報関連産業など立地企業の設備投資等に対する支援や、市町村と連携した既立地企業へのアフターケ 

アなどに取り組む。 

また、新たな産業集積拠点を整備するため、南国市と香南市にそれぞれの市と共同による工業団地を整備し、県経済の活性化を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
  (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
予 算 額 執 行 額 差 引 額 内       訳 説     明 

繰 越 額 不 用 額 

企 業 立 地 促 進 

事 業 費 補 助 金 

 

コ ー ル セ ン タ 

ー 等 立 地 促 進 

事 業 費 補 助 金 

 

工 業 団 地 開 発 

関 連 河 川 改 修 

事 業 費 

 

工 業 団 地 

造 成 事 業 費 

（ 特 別 会 計 ） 

1,277,468,000 

 

 

151,664,000 

 

 

 

98,490,000 

 

 

 

389,964,000 

1,274,228,000 

 

 

146,907,000 

 

 

 

31,516,300 

 

 

 

294,230,511 

3,240,000 

 

 

4,757,000 

 

 

 

66,973,700 

 

 

 

95,733,489 

 

 

 

 

 

 

 

66,973,000 

 

 

 

92,782,000 

3,240,000 

 

 

4,757,000 

 

 

 

700 

 

 

 

2,951,489 

企業立地促進事業費補助（4件） 

 

 

コールセンター等立地促進事

業費補助（6件） 

 

 

 

 

 

 

(仮称)南国工業団地 

H21.12造成工事発注 

H22.9完成予定 

 

(仮称)香南工業団地 

設計、測量、調査業務を実施し、

計画範囲が決定 

計 1,917,586,000 1,746,881,811 170,704,189 159,755,000 10,949,189  

 

 

 

1  事業執行の目的 

環境、健康福祉、コンテンツといった今後成長が見込まれる分野での事業化に向けた取り組みを支援するほか、これまでの研究成果を活用 

した県内での新事業創出を推進する。 

企  業 

立 地 費 

 

(特別会計) 

工業団地 

造 成 

事 業 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新 産 業 

推 進 費 

 

 

企  業 

立 地 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新 産 業 

推 進 課 

 

126 

 

 

273 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

成長分野育成支援事業費 

（ 環 境 ・ 健 康 福 祉 ） 

 

 

 

 

 

 

新事業創出支援事業費 

 

 

 

 

 

 

 

コンテンツ産業創出事業費 

 

 

 

 

 

研究成果事業化推進事業費 

 

 

 

環 境 共 生 型 住 宅 

普 及 促 進 事 業 費 

 

 

3,180,000 

 

 

 

 

 

 

 

5,498,000 

 

 

 

 

 

 

 

3,985,000 

 

 

 

 

 

40,105,000 

 

 

 

100,000,000 

2,157,321 

 

 

 

 

 

 

 

3,099,000 

 

 

 

 

 

 

 

3,896,400 

 

 

 

 

 

39,165,031 

 

 

 

95,973,587 

1,022,679 

 

 

 

 

 

 

 

2,399,000 

 

 

 

 

 

 

 

88,600 

 

 

 

 

 

939,969 

 

 

 

4,026,413 

環境と健康福祉の2つの分野ごとに企業や専門家等

で構成する研究会を設置した。 

【研究会開催】 

 環境：4回（出席者数：延べ73社、延べ86名） 

 健康福祉：3回（出席者数：延べ24社、延べ35名） 

【事業化プラン認定】 

 健康福祉：2社 

 

成長分野育成支援事業で設置する研究会などから出

てきた取り組みを速やかに事業化に結びつけていくた

め、県に新事業創出支援チームを設置し、商品開発や

販路開拓などの支援を行った。 

【支援企業】 

 研究会関連：31社 

 その他：9社 

 

県内のコンテンツ産業関係者・クリエイター・行政

関係者で構成する高知県コンテンツ産業推進会議を設

置し、6回開催(研究会を含む)したほか、県内のクリエ

イターの具体的な活動状況等についての実態調査等を

行った。 

 

地域結集型共同研究事業の成果等を活かした研究開

発の推進及び事業化に向けた支援を行うことにより、

付加価値の高い新しい産業の創出を図った。 

 

以下の目的のために環境共生型住宅のモデルハウス

を整備した。 

・地域の工務店等に緊急の需要を創出する。 

・地域における環境共生型住宅の普及体制を強化する。 

・住民に環境共生型住宅のメリットを直接体験しても

らうことにより、その需要の創出を図る。 
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商 業 の 

活 性 化 

 

 

 

 

 

 

ウェブサイト活用ビジネス 

モ デ ル 構 築 事 業 費 

16,825,000 9,156,155 7,668,845 県内で新たにe-コマースに取り組む事業者を増やす

ことによって地産外商を推進するため、民間の発想を

活かした本県独自のビジネスモデル構築のための指針

のとりまとめを行った。 

計 169,593,000 153,447,494 16,145,506  

 

 

 

1  事業執行の目的 

ｅ－コマースサイト運営者等と協力してｅ－コマースポータルサイトへの商業者の出店を促すためのセミナーを実施する。 

商店街における空き店舗への出店、空き店舗を活用したコミュニティ・ビジネスなど商工団体等が商店街に人を呼び込むための施設整備 

や、商工団体と住民団体が協働して取り組む商業の活性化など、「商店街は観光資源」といった発想に基づく事業に対して支援を行う。 

また、平成 21 年 8 月に施行された「地域商店街活性化法」を活用し、県内最大の消費地である高知市中心商店街の活性化を図ろうとする 

事業者の取り組みを支援することにより、産業振興計画で進めようとしている「地産・地消」、「地産・外商」の推進と魅力ある商店街づくり 

を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

ｅ－コマースセミナー 

開 催 事 業 費 

 

商店街にぎわい再生推進 

事 業 費 補 助 金 

 

こ う ち 商 業 振 興 支 援 

事 業 費 補 助 金 

 

中心商店街活性化モデル 

事 業 費 補 助 金 

798,000 

 

 

8,227,000 

 

 

9,484,000 

 

 

9,499,000 

349,060 

 

 

5,712,321 

 

 

9,058,269 

 

 

8,021,686 

448,940 

 

 

2,514,679 

 

 

425,731 

 

 

1,477,314 

セミナー開催 5回・参加者 292名 

 

 

商店街にぎわい再生推進事業費補助  5件 

 

 

こうち商業振興支援事業費補助    12件 

 

 

中心商店街活性化モデル事業費補助  1件 

計 28,008,000 23,141,336 4,866,664  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経  営 

支 援 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経  営 

支 援 課 
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－100－  

大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業人材の 

育成と確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1  事業執行の目的 

  厳しい雇用状況に対応するため、関係機関と連携して、雇用のマッチング・人材育成を支援する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

地 域 産 業 担 い 手 人 材 

育   成   事   業   費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就職支援相談センター 

事       業       費 

 

 

 

 

 

 

 

職  業  訓  練  費 

 

17,418,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

100,551,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

164,910,000 

 

11,920,842 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

99,313,617 

 

 

 

 

 

 

 

 

154,569,650 

5,497,158 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,237,383 

 

 

 

 

 

 

 

 

10,340,350 

 

将来の地域産業を支える担い手の育成と若年労働力

の確保を目的に、高等学校と産業界、行政による連携

体制のもとで、生徒の企業実習や教員の企業研修等を

実施した。また、「ふるさと雇用再生特別基金事業」

を活用し、実践事例集や協力企業紹介ホームページの

作成等により実施校の拡大や事業の充実に取り組ん

だ。 

 実施校    15校（対象校23校） 

 連携企業数  96社（実企業数） 

実施生徒数 546名 

実施教員数  3名 

 

高知県就職支援相談センター（ジョブカフェこうち）

において、若年者に対する就職に関する相談やコンサ

ルティング業務を実施した。H21.4.4にはジョブカフェ

こうち・幡多サテライトを四万十市に設置した。また、

ジョブカフェこうちの認知度を高めるため、本部及び

幡多サテライトに広報員を各１名配置した。 

 来所者数 16,318人（うち相談者数8,283人） 

 就職者数   785人 

 

専修学校等に委託して、離職者等に対し職業訓練を

実施した。また、在職者訓練を実施する事業主団体等

に補助した。  

 委託訓練 42コース（受講者640人）  

 認定職業訓練費補助 3件 9,222,587円 

 

 
 

雇用労働 

政 策 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用労働 

政 策 課 
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－101－  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建 設 業 の 

新分野進出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知的財産の 

有 効 活 用 

 

 

  

Ｕ・Ｉターン企業就職等 

支  援  事  業  費 

 

6,486,000 5,043,298 1,442,702 本県へのＵ・Ｉターン就職の促進と企業の人材確保

を支援した。特に求人情報の増を目的に「Ｕ・Ｉター

ン求人企業開拓員」を 1名配置した。 

 登録求人企業 103社（求人数 363人） 

 登録求職者数  95人 

 就職者数      15人（うち職業紹介成立 3人） 

 職業斡旋      36件 

 訪問企業  1,002社（うちシステム登録 21社） 

計 289,365,000 270,847,407 18,517,593  

 

 

 

1  事業執行の目的 

  建設業の持つ能力を活かして、農林業や介護・福祉など、これからの本県の成長を支える新たな分野への進出を促し、地域で働く場を 

確保するため、新分野進出を行おうとする建設業者を支援する体制を総合的に整備する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

建設業新分野進出支援 

事 業 費 

6,002,000 2,186,225 3,815,775 建設業支援協議会運営事業費補助  

7件  1,478,425円 

 

 

 

1  事業執行の目的 

知的財産を尊重する土壌づくりに向けた事業や県有の知的財産の一元的な管理と運用を行うなど、知的財産に関する取り組みを通じて新た 

な産業振興を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商  工 

政 策 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知 的 

財 産 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商  工 

政 策 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新 産 業 

推 進 課 
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－102－  

大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究開発等 

の 推 進 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

知的財産活用促進事業費 

 

 

 

 

 

 

知的財産戦略推進事業費 

 

 

 

 

 

 

 

14,059,000 

 

 

 

 

 

 

2,390,000 

11,028,052 

 

 

 

 

 

 

950,658 

3,030,948 

 

 

 

 

 

 

1,439,342 

高知県知的所有権センター（2か所）に対して運営費

を支援した。 

・（社）発明協会高知県支部 

・（財）高知県産業振興センター 

県の試験研究機関等での発明成果について特許出願

等を行った。 

 

知財活用モデル支援事業として、知的財産の活用に

意欲的な2団体へアドバイザーを派遣し、商標登録され

た。 

情報交流ネットワークを形成するため知財サロンを

開催した。 

・幹事会4回 

・サロン3回 

日本弁理士会と連携し、市町村や団体職員向けのセ

ミナーを南国市、四万十市、安芸市で開催し、83人が

参加した。 

計 16,449,000 11,978,710 4,470,290  

 

 

1  事業執行の目的 

公設試験研究機関において、機動的な研究を推進するとともに、産学官の連携による本県の独自性や特性を活かした共同研究を行うなど、 

時代に即応した新しい技術開発・研究等を推進する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

科 学 技 術 共 同 研 究 費 6,887,000 6,744,554 142,446 大学等連携促進研究費 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

科学技術 

振 興 費 

 

水産業試 

験研究費 

 

工業試験 

研 究 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商 工 

政 策 課 
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－103－  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 . 5 次産業推進事業費 

 

 

 

 

産業技術人材育成事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海洋深層水試験研究費 

 

 

 

工 業 技 術 試 験 研 究 費 

 

 

 

 

工 業 技 術 振 興 促 進 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10,463,000 

 

 

 

 

12,030,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17,872,000 

 

 

 

40,971,000 

 

 

 

 

10,675,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9,992,136 

 

 

 

 

10,546,895 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13,237,645 

 

 

 

39,963,034 

 

 

 

 

9,064,622 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

470,864 

 

 

 

 

1,483,105 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4,634,355 

 

 

 

1,007,966 

 

 

 

 

1,610,378 

 

技術開発の高度化・効率化を図るため、県の応用技

術に大学等の技術シーズや基礎技術力を加えた１課題

の共同研究を実施した。 

 

自動車（内装材）産業モノづくり支援事業 

県内で育ってきた自動車内装部品の製造企業を核と 

して、技術革新を図るための研究開発３課題を実施し、 

従来の自動車産業の底上げと新規産業及び雇用創出を

図った。 

 

食品加工産業重点支援事業 

県内の農水産業者や商工業者と公設試験研究機関が

連携した 10課題の研究を行い、新たな食品産業の育成

を図った。 

 

産業技術人材育成事業 

 製造技術や品質管理の研修・指導をはじめ、食品加

工特別技術支援員による技術相談、巡回指導、商品開

発支援を行い、食品加工技術の底上げと食品産業の振

興を図った。 

 

技術指導アドバイザーによる企業活動支援事業 

 技術相談や巡回指導の中で把握した特定の課題につ

いて、技術指導アドバイザーを派遣し、現場の技術者と

課題を解決することで、企業技術者の育成や企業の技術

力の強化を図った。 

 

水産から生活関連まで、海洋深層水の資源特性を活か

した産業利用と地域振興を支援するための研究開発等

5課題に取り組んだ。 

 

県内企業の技術振興を図るために必要な技術開発や

新商品開発研究等 11課題に取り組むとともに、製品の

品質評価などのための依頼試験や技術相談等に対応し

た。 

 

技術情報の収集・提供を行うとともに、技術支援事

業 11課題を行った。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 



－104－  

大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中 小 企 業 

対策の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業に 

対する資金 

繰 り 支 援 

 

 

  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
紙産業技術試験研究費 

 

 

 

 

紙産業技術振興促進費 

 

22,887,000 

 

 

 

 

7,212,000 

 

22,157,896 

 

 

 

 

6,663,147 

 

729,104 

 

 

 

 

548,853 

 

県内製紙関連企業の技術振興を図るために必要な技

術開発や新商品開発研究等 5課題に取り組むとともに、

製品の品質評価などのための依頼試験や技術相談等に

対応した。 

 

施設開放化のためのライセンス研修や施設・業務の紹

介等を行うとともに、技術開発力の強化のため、客員研

究員招へい事業や技術支援事業6課題を行った。 

 

 計 128,997,000 118,369,929 10,627,071   

 

 

 

1  事業執行の目的 

中小企業者の支払う信用保証料を軽減し、事業活動に必要な資金を長期かつ低利・低保証料で供給することにより、経営の安定と経営体質 

の改善・合理化を支援する。 

特に、平成 21年度は融資枠を大幅に拡大し、国の緊急経済対策に呼応して平成 20年 10月に創設した「安心安全のための高知県緊急融資」 

により、中小企業者の資金繰りの一層の支援を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

中小企業制度金融貸付金 

保 証 料 補 給 金 

517,662,000 513,492,583 4,169,417 高知県信用保証協会に県内中小企業等が支払う信用

保証料への補給 

H21融資額   5,235件 75,334,969千円 

 経営支援融資 5,099件 74,433,613千円 

 特 別 融 資   136件   901,356千円 

H22.3.31現在融資残高 

 10,511件 112,910,286千円 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経  営 

支 援 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経  営 

支 援 課 
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－105－  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商工会・商 

工会議所の 

機 能 強 化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高 知 県 

産 業 振 興 

センターの 

機 能 強 化 

 

1  事業執行の目的 

小規模事業者の振興と経営の安定を通じ、地域経済の活性化を図るため、県下 25商工会と 6商工会議所及び高知県商工会連合会に対して、 

助成等を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

小 規 模 事 業 経 営 支 援 

事 業 費 

1,053,854,000 1,050,895,229 2,958,771 1.経営指導員による指導件数 

 巡回指導   29,548件 

 窓口指導   26,826件 

2.講習会開催回数及び受講者数 

705回  4,711人 

3.金融斡旋件数及び金額 

3,570件  60,609,260千円 

4.記帳継続指導件数 

指導延べ回数   29,433件 

対象企業者数   3,459件  

 

 

 

1  事業執行の目的 

県内中小企業に対して総合的な支援を行っている（財）高知県産業振興センターの企業支援体制の整備を行い、県内企業が必要とする経営 

資源を確保するためソフト面からの総合的な支援を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

中小企業経営資源強化対策 

事 業 費 

 

 

 

285,667,000 

 

 

 

283,250,481 

 

 

 

 

2,416,519 

 

 

 

中小企業支援センターとして、中小企業者からの新

商品開発や販路拡大などに関する相談を受け、課題の

解決に向けた取り組みを行った。 

 

 

経 営 

支 援 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商  工 

政 策 費 

 

 

経 営 

支 援 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工 業 

振 興 課 
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－106－  

大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇 用 労 働 

対策の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地 域 で の 

雇用創造の 

取組の促進 

 

  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

ふるさと雇用再生中小企業 

経 営 支 援 事 業 費 

 

 

ふるさと雇用再生県産品 

連 携 強 化 支 援 事 業 費 

7,018,000 

 

 

 

7,487,000 

5,888,672 

 

 

 

4,715,093 

1,129,328 

 

 

 

2,771,907 

ふるさと雇用再生中小企業経営支援事業委託 1件 

 経営の厳しい企業に対し企業訪問を行い、経営支援

等を行うとともに、業務の斡旋を行った。 

 

ふるさと雇用再生県産品連携強化支援事業委託 1件 

 食品加工事業者の企業情報等をデータベース化する

とともに、生産者と加工事業者とのマッチングを支援し

た。 

計 300,172,000 293,854,246 6,317,754  

 

 

 

1  事業執行の目的 

厳しい雇用情勢に対応するために、失業者等の雇用機会を創出する事業を実施し、生活の安定や地域に必要な人材の育成を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

ふ る さ と 雇 用 再 生 

特 別 基 金 事 業 費 

 

 

 

 

緊 急 雇 用 創 出 臨 時 

特 例 基 金 事 業 費 

 

 

 

 

599,503,000 

 

 

 

 

 

1,128,944,000 

 

548,779,411 

 

 

 

 

 

1,051,636,743 

 

50,723,589 

 

 

 

 

 

77,307,257 

 

地域の実情に応じた創意工夫に基づき、地域求職者

等を雇入れて事業を実施し、地域における継続的な雇

用機会の創出を図った。 

実施事業       174件 

新規雇用の失業者   393人 

 

離職を余儀なくされた非正規労働者、中高年齢者等

の失業者に対して、次の雇用までの短期の雇用・就業

機会を創出する事業を実施し、生活の安定を図った。 

実施事業       453件 

新規雇用の失業者  2,933人 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用労働 

政 策 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用労働 

政 策 課 
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－107－  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公 共 職 業 

訓練の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職業能力の 

向上と技能 

尊重の社会 

づ く り の 

促 進 

 

 
雇 用 促 進 対 策 事 業 費 1,336,000 

 

470,431 865,569 地域雇用開発促進法等による国の事業を活用し、地域

での人材育成や雇用創造の取り組みを支援した。 

事業採択 

  地域雇用創造推進事業 5市町 

  地域雇用創造実現事業 4市町 

 

 計 1,729,783,000 1,600,886,585 128,896,415   

 

 

 

1  事業執行の目的 

  高等技術学校において、新規学卒者及び離転職者に対して職業訓練を実施し、就職に必要な技能と知識を習得させる。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
    (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
高 等 技 術 学 校 費 104,689,000 98,081,587 6,607,413 高知、中村の高等技術学校において新規学卒者等に対

する職業訓練を実施した。 

          (H21.4現在) 

高知高等技術学校訓練生 95人 

中村高等技術学校訓練生 22人 

（うち短期訓練 3人） 

 

 

 

 

1  事業執行の目的 

  技能労働者の職業能力の向上と技能を尊重する社会づくりを促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用労働 

政 策 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用労働 

政 策 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用労働 

政 策 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用労働 

政 策 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

127 
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－108－  

大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子育て支援 

など働き方 

の見直しの 

促 進 

 

2  事業執行の状況及び成果 
    (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
技 能 開 発 向 上 対 策 費 43,822,000 40,768,151 3,053,849 技能検定や企業に対し職業能力開発に関する助言指

導を行う高知県職業能力開発協会に補助を行った。ま

た、高知県技能士会連合会に委託して、地域や学校に「も

のづくり名人」を派遣して陶芸教室などを行った。 

高知県職業能力開発協会補助金 33,139,000円 

ものづくり名人派遣事業委託料  1,708,410円 

 

 

 

 

1  事業執行の目的 

企業・経済団体・労働者団体等と協働で、仕事と家庭の両立（ワーク・ライフ・バランス）の推進など子育てしやすい職場環境づくりを促 

進する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
    (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
次世代育成支援事業費 1,724,000 1,498,325 225,675 次世代育成支援に取り組む企業を認証した。また、ワ

ーク・ライフ・バランス推進セミナーの開催や企業訪問

により県の認証制度や関係各法などの啓発を行った。 

認証企業 15社（累計 51社） 

企業訪問 200社 

セミナー開催４回（高知市 2、四万十市、田野町） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用労働 

政 策 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用労働 

政 策 課 
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－109－  

観光ビッグ 

・バン。400 

万人観光へ 

の 飛 躍 

効果的な観 

光ＰＲ、プ 

ロモーショ 

ン 活 動 の 

展 開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1  事業執行の目的 

ＮＨＫ大河ドラマ「龍馬伝」の放送に合わせ、「土佐・龍馬であい博」を開催することで、観光客の誘致を図り、高知県経済の活性化につ 

なげる。 

  観光コンベンション事業や「よさこい祭」の振興などにより、首都圏への情報発信及び観光客の誘客を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
    (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
観 光 交 流 拡 大 事 業 費 

 

 

 

 

観 光 振 興 企 画 調 整 費 

 

観 光 振 興 推 進 事 業 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

おもてなし推進調整事業 

644,535,000 

 

 

 

 

49,755,000 

 

526,536,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14,134,000 

622,038,850 

 

 

 

 

49,491,743 

 

478,027,894 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13,162,462 

22,496,150 

 

 

 

 

263,257 

 

48,508,106 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

971,538 

土佐・龍馬であい博推進事業費補助金 

1件 494,210,128円 

観光資源強化事業費補助金 

 サテライト会場支援事業 3件 90,000,000円 

 

旅行業等指導育成事業費 

 

ふるさと雇用再生旅行商品素材発掘等委託料 

1件 2,225,916円 

ふるさと雇用再生映像コンテンツ撮影誘致委託料 

1件 804,859円 

番組制作放送委託料 

1件 18,270,000円 

着地型旅行商品開発促進事業費補助金 

3件 4,589,805円 

よさこい祭支援事業費補助金 

2件 6,000,000円 

スーパーよさこい高知県チーム参加負担金 

1件 1,140,000円 

 

他空港での高知県ＰＲ及び「高知龍馬空港利用促進」

事業 

高知龍馬空港利用促進事業委託料 

3件 4,851,437円 

ふるさと雇用再生高知観光情報発信館運営委託料 

1件 1,921,475円 

 

 計 1,234,960,000 1,162,720,949 72,239,051   
 

観 光 

振 興 費 

 

 

 

 

 

おもてな 

し推進費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土佐・龍 

馬であい 

博推進課 

 

観 光 

政 策 課 

 

お も て 

な し 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

133 

 

 

 

130 

 

 

132 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－110－  

大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県内の観光 

地を結ぶ交

通 手 段 の 

確 保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

四国 4 県で 

の受け入れ 

態 勢 の 整 

備、ＰＲ活 

動 の 展 開 

 

1  事業執行の目的 

  ＮＨＫ大河ドラマ「龍馬伝」の放送に合わせ、本県を訪れた観光客の利便性向上のために、幕末維新をテーマにした周遊タクシープランの 

企画や、高知市内の龍馬関連施設などの観光地を周遊する定期観光バスの運行事業を実施する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
    (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
観 光 振 興 推 進 事 業 費 

（ 再 掲 ） 

526,536,000 478,027,894 48,508,106 観光振興推進事業費補助金 

1件 292,914,284円 

ふるさと雇用再生定期観光バス運行事業委託料 

1件 7,246,000円 

 

 

 

 

1  事業執行の目的 

 本四連絡三橋及び高速交通体系の整備に伴う観光行動範囲の広域化に対応するため、四国 4県が一体となって誘致宣伝事業や受入態勢整備 

等の諸施策を積極的に推進し、広域観光の一層の推進を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
    (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
観 光 振 興 企 画 調 整 費 49,755,000 49,491,743 263,257 四国観光立県推進協議会負担金 

1件 35,000,000円 

 

 

観 光 

振 興 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観 光 

振 興 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

観 光 

政 策 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観 光 

政 策 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

130 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

130 



 

－111－  

 地 域 の 自 

然・歴史・ 

文化などを 

活かした県 

民参加によ 

る体験型観 

光資源の発 

掘と磨き上 

げ の 推 進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観光振興に 

寄与する人 

材の育成と 

活 用 

1  事業執行の目的 

 産業振興計画で位置づけた地域アクションプランを支援するとともに、県内各地で実施されている観光プログラムに取り組む団体が行う観 

光資源の磨き上げや観光施設改修等の事業を補助する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
観 光 交 流 拡 大 事 業 費 

（ 再 掲 ） 

 

観 光 振 興 推 進 事 業 費 

（ 再 掲 ） 

644,535,000 

 

 

526,536,000 

622,038,850 

 

 

478,027,894 

22,496,150 

 

 

48,508,106 

 

観光資源強化事業費補助金（再掲） 

地域支援事業       21 件 11,514,849 円 

 

観光産業推進事業費補助金 

4件 9,746,700円 

観光圏整備事業費補助金 

1件 7,707,000円 

地域コーディネート組織確立支援事業費補助金 

1件 315,000円 

観光施設等緊急魅力向上事業費補助金 

観光施設等緊急改修事業 

10件 43,882,000円 

 公共トイレ整備事業 

14件 43,957,360円 

 観光案内板等整備事業 

25件 28,638,000円 

 

 計 1,171,071,000 1,100,066,744 71,004,256   

 

 

 

1  事業執行の目的 

  地域観光促進のために、アドバイザー等を招致し、県内観光地のさらなる磨き上げや観光に携わる人材育成を行うとともに、アドバイザー 

等と協働して県内観光資源のＰＲ戦略づくりに取り組む。 

 

観 光 

振 興 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観 光 

振 興 費 

 

 

おもてな 

し推進費 

土佐・龍 

馬であい 

博推進課 

 

観 光 

政 策 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土佐・龍 

馬であい 

博推進課 

 

お も て 

な し 課 

 

133 

 

 

 

130 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

133 

 

 

 

132 



－112－  

大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域コーデ 

ィネート組 

織 の 整 備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国際観光の 

推 進 

2  事業執行の状況及び成果 
                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
観 光 交 流 拡 大 事 業 費 

（ 再 掲 ） 

 

 

おもてなしアクションプラ 

ン 推 進 事 業 費 

644,535,000 

 

 

 

3,118,000 

622,038,850 

 

 

 

2,657,505 

22,496,150 

 

 

 

460,495 

土佐・龍馬であい博推進事業費補助金（再掲） 

総合アドバイザーの設置（2名） 

1件 494,210,128円  

 

観光ガイド育成事業         1,464,206円 

ガイド団体への研修費用支援（17団体） 

観光ガイドセミナーの開催（受講者 85名） 

 

 計 647,653,000 624,696,355 22,956,645  
 

 

 

 

1  事業執行の目的 

  幡多広域観光協議会の体制を強化し、観光客へのワンストップサービスを行うことのできる地域コーディネート組織への転換の取り組みに 

対して補助する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
観 光 振 興 推 進 事 業 費 

（ 再 掲 ） 

526,536,000 478,027,894 48,508,106 地域コーディネート組織確立支援事業費補助金 

（再掲） 

1件 315,000円 

 

 

 

 

1  事業執行の目的 

  東アジアを中心とした、海外からの誘客を図るため、国際観光推進会議を開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観 光 

振 興 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観 光 

振 興 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観 光 

政 策 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観 光 

政 策 課 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

130 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

130 



 

－113－  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業間連携 

による新た

な可能性へ 

の 挑 戦 

2  事業執行の状況及び成果 
                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
観 光 振 興 推 進 事 業 費 

（ 再 掲 ） 

526,536,000 478,027,894 48,508,106 国際観光推進事業費 

 アドバイザー謝金、その他事務費等 

 

 

 

 

1  事業執行の目的 

  産業振興計画に基づき、地域における観光資源の商品化やグリーンツーリズム、ブルーツーリズムなどの受入態勢の整備を行い、滞在型・ 

体験型観光を推進する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                  (単位 円)  

 区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明  

 
観 光 交 流 拡 大 事 業 費 

（ 再 掲 ） 

 

 

観 光 振 興 推 進 事 業 費 

（ 再 掲 ） 

644,535,000 

 

 

 

526,536,000 

622,038,850 

 

 

 

478,027,894 

22,496,150 

 

 

 

48,508,106 

観光資源強化事業費補助金（再掲） 

地域支援事業    21件 11,514,849円 

サテライト会場支援事業 3件 90,000,000円 

 

観光産業推進事業費補助金（再掲） 

4件 9,746,700円 

 

 計 1,171,071,000 1,100,066,744 71,004,256   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観 光 

振 興 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土佐・龍 

馬であい 

博推進課 

 

観 光 

政 策 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

133 

 

 

 

130 
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－115－  

大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

競合に打ち 

勝つ高知ブ 

ラ ン ド を 

再 構 築 

 

 

生産から流 

通・販売ま 

での一元的 

支援体制の 

構 築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1  事業執行の目的 

青果物等の流通、販売、消費行動の変化等に的確に対応し、本県産園芸品を有利販売するため、生産から流通・販売までの一元的な支援体 

制を構築し、農業団体等と生産流通販売戦略を展開し、農家の所得向上につなげる。 

また、県産園芸品の販売拡大につなげるため、「高知野菜」を広くアピールするとともに、販路の１つとして海外の市場開拓を行うため、輸 

出に関する情報収集・国内外での展示・商談会・テスト輸出等、産地の取り組みを支援する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区 分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

新需要開拓 

マーケティ 

ング事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

園芸こうち 

販 売 促 進 

事 業 費 

 

39,801,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

20,291,000 

 

34,583,343 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

20,024,646 

 

  

5,217,657 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

266,354 

 

 

  

(1)ジャパンフラワーフェスティバル出展委託料：6,657,000 

・委託期間：平成 20年度～平成21年度 

・委託内容：デザイン及び装飾等出展に要する事業 

(2)モニタリング分析委託料：1,200,000 

 ・委託内容：市場内における県産花き展示装飾及びモニタリング調査・ 

分析 

(3)新需要開拓マーケティング協議会負担金 

全体事業費：17,592,193（県：1/2、園芸連：1/2） 

○主な事業内容 

・環境保全型の先進的な農業の取り組みを販売に活用してくれる量販店等 

とのパートナーづくりや、業務需要等の取引拡大など、新需要開拓を行 

う。 

(4)特産野菜等コラボレーション事業費補助金 

交 付 先 事 業 費 補 助 金 

室戸市外 1町 1,165,150 580,000 

○主な事業内容 

・品目別販売戦略を核としたストーリーづくりによる地域資源の活用、量 

販店でのフェア等の展開により、販路開拓に取り組む。 

 

園芸こうち販売促進事業実行委員会負担金 

実行委員会事業費：30,000千円 

（県：15,000千円、園芸連：13,000千円、農協中央会：2,000千円） 

 
 

園 芸 

流 通 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

流 通 

支 援 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まとまりの 

ある園芸産 

地の再構築 

 

  

区 分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

 

 

 

 

 

 

農産物輸出 

促進事業費 

 

 

 

 

 

 

4,208,000 

 

 

 

 

 

 

 

2,795,835 

 

 

 

 

 

 

 

1,412,165 

 

○主な事業内容 

・レギュラー番組内での「高知野菜」特集放映による環境保全型農業等 

の取り組み紹介及び佐藤弘道氏による「高知やさい体操」を活用した高 

知野菜のイメージアップを図るキャンペーンの実施、イベントでの試食 

宣伝に参加する生産者への支援など。 

 

農産物輸出促進事業費補助金 

交 付 先 事 業 費 補 助 金 

高知市外 2町・1団体 3,945,142 1,749,000 

○主な事業内容 

・県産農産物の輸出を促進するため、情報収集を行うとともに海外での展 

示会への出展等の支援を行う。 

計 64,300,000 57,403,824 6,896,176  

 

 

 

1  事業執行の目的 

園芸農業を取り巻くさまざまな課題を解決するため、「高知県園芸戦略推進会議」を運営し、戦略会議で決定した取り組みを推進する。 

また、一部の篤農家が持つ技術を直接学び教えあう仕組みを構築することで、高収量・高品質な生産を行う園芸農家を育成する。 

  地域農業の担い手を確保するため、市町村が自主的・主体的に取り組む農業振興策を支援するとともに、園芸農業の規模拡大や新規参入等 

 に必要なハウスの整備を支援する。 

  (独)農畜産業振興機構等が行う野菜の価格安定制度（価格補填）に必要な資金造成について補助し、野菜の安定供給と農家経営の安定を図 

る。 

    農産物の高品質・高付加価値化及び低コスト化により、産地競争力の強化を図るため、低コスト耐候性ハウス、集出荷貯蔵施設、農産物処 

理加工施設等の導入を支援する。 

  県域及び地域における重要課題に対応するため、新品種や新技術の栽培実証、生産性の向上や作業性の改善などの技術実証に総合的に取り 

組み、すみやかな技術の普及と課題解決を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

園 芸 

流 通 費 

 

農 業 

技 術 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産 地 

づくり課 
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145 
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2  事業執行の状況及び成果 
  (単位 円)  

区 分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

園 芸 戦 略 

推進事業費 

 

レ ン タ ル 

ハウス整備 

事 業 費 

 

 

 

 

 

まとまりの 

あ る 

園 芸 産 地 

育成事業費 

 

野 菜 価 格 

安 定 対 策 

事 業 費 

 

3,779,000 

 

 

295,067,000 

 

 

 

 

 

 

 

9,311,000 

 

 

 

 

106,798,000 

3,097,099 

 

 

278,682,784 

 

 

 

 

 

 

 

9,122,619 

 

 

 

 

106,778,060 

681,901 

 

 

16,384,216 

 

 

 

 

 

 

 

188,381 

 

 

 

 

19,940 

○「高知県園芸戦略推進会議」の開催（2回） 

 （主な内容）これまでの活動の総括、一元集出荷体制の強化等 

 

レンタルハウス整備事業費補助金 

交 付 先 事 業 費 補 助 金 

高知市外 15 市町村 826,937,369 278,554,000 

○主な事業内容 

 農協等が行う園芸用ハウスのレンタル事業に必要なハウスを 9.29ha整

備 

 

○篤農家のほ場を「学び教えあう場」として県下 170か所に設置 

 

 

 

 

野菜の価格が著しく低落した場合に価格差補給金を交付するための必

要な資金造成に対して、当該年度の不足分について一定の割合で補助 

 

(1)指定野菜価格安定対策事業費補助金 

交 付 先 事 業 費 補 助 金 

(社)高知県青果物 

価格安定基金協会 
4,040,536,000 25,879,000 

○主な事業内容 

 冬春きゅうり等指定野菜の価格低落に対する価格差補填に必要な資金

造成 

 

(2)特定野菜等供給産地育成価格差補給事業費補助金 

交 付 先 事 業 費 補 助 金 

(社)高知県青果物 

価格安定基金協会 
1,247,365,680 5,264,138 

○主な事業内容 

 ししとうがらし等特定野菜の価格低落に対する価格差補填に必要な資

金造成 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

 

 

 

 

 

 

 

 

競争力強化 

生 産 総 合 

対策事業費 

 

 

 

 

 

 

 

戦 略 品 目 

等 技 術 

実証事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

164,497,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7,581,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

164,118,512 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7,163,711 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

378,488 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

417,289 

(3)県単独品目野菜価格安定事業費補助金 

交 付 先 事 業 費 補 助 金 

(社)高知県青果物 

価格安定基金協会 
225,734,080 75,244,687 

○主な事業内容 

 みょうがの著しい価格低落に対する価格差補填に必要な資金造成 

 

競争力強化生産総合対策事業費補助金 

交 付 先 事 業 費 補 助 金 

高 知 市 外 ４ 市 町 341,103,000 161,640,000 

○主な事業内容 

 ユズ搾汁施設（411.35㎡）、農産物処理加工施設（300.1㎡）、 

 省エネルギー設備（内張材 3.0ha、多段式サーモ装置 10台、循環扇 

592台等）を導入 

 

(1)実証ほの設置 

  ①園芸農家活用実証ほ 

  ・課題数 12課題 

・実証作物  ナス、米ナス、ニラ、キュウリ、オクラ、シシトウ、 

トマト、ミョウガ、ショウガ、メロン、アスパラガス 

  ②普及課題解決実証ほ 

  ・課題数  23課題 

  ・実証作物 ナス、ミョウガ、シシトウ、イチゴ、後作米ナス、 

メロン、キュウリ、ニラ、ネギ、オクラ、ユリ、 

新高ナシ ほか 

(2)品目別研究会の実施（農業振興センターで実施） 

  ①開催数  園芸農家活用実証ほの課題ごとに 1～2回開催 

        （計 14回） 

  ②参加者数 延べ 532名 

(3)実証成果発表会の開催（1回） 

  ①開催時期：3月 18日 

  ②内容   実証成果の報告 

(4)成績書の作成 200部 

(5)キュウリ・ニラ栽培指針の作成 各 150部 

計 587,033,000 568,962,785 18,070,215  
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環境保全型 

農業のトッ 

プランナー 

の 地 位 を 

確 立 

 

 

 

 

 

 

1  事業執行の目的 

環境保全型農業技術の確立や普及のため、実証ほの設置や講習会を実施するほか、環境保全型農業を実践する農家組織等に必要な生産資材 

等の導入に要する経費に対する補助を行い、環境保全型農業技術の普及を図る。また、環境保全型農業推進のために、総合的病害虫管理 

（ＩＰＭ）技術を確立し、減化学農薬を目指す。さらに、近年増加しているウイルス病の蔓延を防ぐために、試験研究機関及び普及組織と連 

携し、実態調査、診断、啓発を実施する。 

地域内の有機質資材を有効利用するため、地域における家畜ふん尿のたい肥化を推進し、たい肥の品質の把握を行うことで、総合的な指導 

体制の整備とともに、土づくりのためのたい肥利用の推進を図る。 

有機農業の実践者を育成し、県内への定住を図ることにより地域の活性化を促進するため、有機農業の研修施設（有機のがっこう「土佐自 

然塾」）への支援等を実施する。 

環境と調和のとれた農業生産活動や農産物の安全性を確保するため、農業生産工程管理手法（ＧＡＰ）の県内全域への普及を目指す。 

県内の農業者や関係者の環境保全型農業に対する意識を高め、トップランナーの地位を築くスピードを加速するため、世界のトップランナ 

ーであるオランダ王国ウェストラント市との友好協定を締結する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
  (単位 円)  

区 分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

環境保全型 

農 業 普 及 

推進事業費 

 

38,864,000 

 

 

29,329,863 

 

 

9,534,137 

 

 

環境保全型農業推進事業費補助金 

交付先：安芸市外 9市町村    

事業費：73,038,045 

補助金：22,965,000 

 

○主な事業内容         

・ISO14001自己宣言のための環境マネジメントシステム構築と推進 

・ISO14001実践農家への支援   

(14グループ、508戸) 

・環境保全型農業講習会の開催   

(78回 2,547名) 

・環境保全型農業にかかる啓発・PR 

(15回 12,283名) 

・環境保全型農業にかかる実証ほ  

(19か所) 
 

環境保全 

型農業費 

 

科学技術 

振 興 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境農業 

推 進 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

142 

 

 

140 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－120－  

 

 

大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

総合的病害 

虫管理技術 

実証事業費 

 

 

 

 

 

 

 

こうち環境 

安全・安心 

点検システ 

ム 推 進 

事 業 費 

 

 

 

 

ステップア 

ップ土づく 

り 事 業 費 

 

 

有 機 農 業 

支援事業費 

 

8,680,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5,716,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

3,701,000 

 

 

 

 

7,843,000 

 

8,239,430 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4,902,022 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,969,955 

 

 

 

 

7,583,497 

 

440,570 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

813,978 

 

 

 

 

 

 

 

 

731,045 

 

 

 

 

259,503 

 

○主な事業内容             

・ＴＹＬＣＶ、ＩＹＳＶなど新発生ウイルス病に対する防除対策の検討 

・ＩＰＭ技術再構築のための現地実証     

（ナス・雨よけ米ナス･シシトウ：計 4か所) 

・ＩＰＭ技術指導者のための指導マニュアル 

の改訂（新たな品目の追加：露地ショウガ・施設キュウリ） 

・映像マニュアルの活用 

（やってみよう！！ＩＰＭ） 

・地域版ＩＰＭ資料の作成（安芸、嶺北） 

 

○主な事業内容             

・こうち環境・安全・安心点検シートの作成 

（その 1：農業者用、その 2：集出荷場用、その 3：直販所用、品目別：

12品目） 

・普及映像資料の活用 

（消費者と環境と産地を守るＧＡＰ） 

・消費者と環境と産地を守るＧＡＰ研修会の開催（80名） 

・地域版点検シート等の作成（高吾、須崎） 

 

○主な事業内容             

・県施肥基準、堆肥マップの作成 

・土づくり・施肥管理に関する実態調査実施と報告書作成 

・家畜ふん堆肥仕様事例調査実施 

 

○主な事業内容             

・有機のがっこう「土佐自然塾」塾生 13名 

 への研修支援及び県内就農希望者への支援 

卒業生の進路：県内就農 6、県外就農 4 

研修継続 1、その他 2 

・有機栽培事例集作成 

・水稲有機栽培技術実態調査委託 

・高知県有機農業研修受け入れ農家調査委託 

・ふるさと雇用再生有機農業技術定着支援事業委託 

・第６回有機農業全国公開セミナーｉｎ高知 

共催開催（参加者：260名） 
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生活できる 

所得を確保 

するこうち 

型集落営農 

の 実 現 

 

環境保全型 

農業のトッ 

プランナー 

を 支 え る 

IPM 技術の 

確 立 

 

 

オランダウ 

ェストラン 

ト市―高知 

友好園芸農 

業協定締結 

事 業 費 

21,178,000 

 

 

 

 

 

 

 

9,994,000 

 

19,800,493 

 

 

 

 

 

 

 

8,980,888 

 

1,377,507 

 

 

 

 

 

 

 

1,013,112 

 

○主な事業内容 

農業技術センターにおいて、以下の研究課題を実施。 

・ピーマン、シシトウの難防除土壌病害虫に抵抗性を持つ台木の選抜に

関する研究 1課題 

・新たな病害虫に対する総合的防除対策の確立に関する研究 

7課題。 

・選択性農薬の登録促進に関する研究 2課題 

 

○主な事業内容 

・友好園芸農業協定締結 

・オランダ最先端技術講演会及び研修会 

・環境保全型農業の夢実現コンクールの開催 

 

計 95,976,000 81,806,148 14,169,852  

 

 

1  事業執行の目的 

中山間地域において、耕作放棄を防止し、農業・農村が有する多面的機能を維持するため、集落の農業生産活動の活性化を推進する。 

中山間地域の農業維持・集落活性化を図るための集落営農組織の育成や水稲の省力化・低コスト化を図るための農作業受託組織の育成を推 

進する。 

特に、園芸品目等の導入・生産拡大によって、集落で継続して生活できる所得を確保する新たな仕組みづくりを目指す「こうち型集落営農」 

のモデル集落を育成するとともに、優位性のある園芸品目の導入・定着の取り組み等を支援する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
  (単位 円)  

区 分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

中山間地域 

等直接支払 

事 業 費 

 

 

 

767,036,000 

 

 

 

 

 

766,789,995 

 

 

 

 

 

246,005 

 

 

 

 

 

 

(1)中山間地域等直接支払推進交付金 

交 付 先 事 業 費 交 付 金 

高知市外 20市町村 18,460,533 18,117,000 

(2)中山間地域等直接支払交付金 

交 付 先 事 業 費 交 付 金 

高知市外 30市町村 999,453,602 748,230,941 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業農村 

支 援 費 

 

農 業 

技 術 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業農村 

支 援 課 

 

産 地 

づくり課 
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144 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

区 分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

 

 

 

 

中山間地域 

集落営農等 

支援事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こ う ち 型 

集 落 営 農 

モ デ ル 

育成事業費 

 

 

 

 

 

100,245,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6,594,000 

 

 

 

 

 

96,848,764 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5,497,986 

 

 

 

 

 

3,396,236 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,096,014 

 

○主な事業内容 

 集落協定数 784件 集落協定交付金交付面積 70,942,257m2 

 個別協定数  6件 個別協定交付金交付面積  446,914m2 

 

中山間地域集落営農等支援事業費補助金 

交 付 先 事 業 費 補 助 金 

高知市外 13市町村 

宿毛市担い手育成総合支

援協議会外 6協議会 

171,630,608 96,292,000 

○主な事業内容 

 ・一般タイプ 

   基盤整備事業              4か所 

   農業用機械整備事業       53か所 

   農業用施設整備事業        5か所 

   機械施設レンタル事業       5か所 

   特認事業（機械整備）       6か所 

 ・モデル集落育成タイプ 

   基盤整備事業              2か所 

   農業用機械整備事業       25か所 

   農業用施設整備事業         4か所 

 ・集落営農推進支援タイプ 

   集落営農推進支援事業       7か所 

 

○主な事業内容 

(1)モデル集落の営農計画の認定 

・営農計画の認定     9集落（合計 14集落） 

(2)集落営農組織の設立・運営支援 

  ・集落営農組織設立    1組織（合計 15組織） 

・集落座談会、研修会の開催 

  ・先進地視察の実施 

(3)有望な園芸品目等の検討 

  ・園芸品目等の実証展示ほ設置 

  ・栽培講習会の実施 
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有 望 品 目 

導入・定着 

推進事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

レ ン タ ル 

ハウス整備 

事 業 費 

( 再 掲 ) 

 

4,698,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

295,067,000 

4,135,275 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

278,682,784 

 

562,725 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16,384,216 

 

有望品目導入・定着推進事業費補助金 

交 付 先 事 業 費 補 助 金 

高知県園芸農業 

協同組合連合会 
1,792,411 853,000 

○主な事業内容 

(1)有望品目の導入・定着に向けた実証ほの設置 

  ・10品目（14か所） 

(2)流通関係者との情報交換会 

  ・地域段階 29回 

(3)販売促進活動（補助事業：園芸連） 

  ・ハナニラ、アスパラガス、葉ニンニク、茎ブロッコリーの 

販売促進・販路開拓活動 

   ポップカード、ポスター等の作成等 

   商品提案・市場調査、試食宣伝、商品サンプル等 

(4)アスパラガス・加工用ワサビ栽培マニュアルの作成 

100部 

 

レンタルハウス整備事業費補助金 

交 付 先 事 業 費 補 助 金 

高知市外 15 市町村 826,937,369 278,554,000 

○主な事業内容 

 農協等が行う園芸用ハウスのレンタル事業に必要なハウスを9.29ha整 

 備 

計 878,573,000 873,272,020 5,300,980  

※再掲事業は計に含まない。 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

品目別総合 

戦略の実践 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1  事業執行の目的 

特産果樹の品質向上のために必要な機械・資材整備を支援し、高品質果実が安定的に生産・出荷できる条件を整備することで産地のまとま 

りづくりにつなげる。 

米農家の所得向上を図るため、地域特性を活かした特色のある米づくりへの取り組みと売れる米づくりに向けた販売促進活動な 

どを支援するとともに、中山間地域の基幹的な農産品である土佐茶の生産振興を図るため、生産者と関係団体が一体となって消 

費拡大等に取り組み、茶業の維持を図る。 

畜産関係では、再生稲や飼料用米による生産コスト低減や飼養管理改善など、生産性向上による畜産農家の経営安定を図ると 

ともに、土佐和牛や土佐ジロー、土佐はちきん地鶏など本県特産の畜産物について、生産から流通・販売までを一体的に支援す 

る。 

また、農業経営の安定・向上を図るため、優良品種の育成、栽培方法・施肥法の改善、病害虫防除技術の開発、省力生産技術の確立、農 

産物の鮮度保持技術の開発、家畜の生産性向上技術の開発等を行うとともに、地域特産物のブランド化に向け、ユズ優良種苗の開発・供給、 

土佐茶の仕上げ茶技術、特産鶏増産、土佐和牛での自給飼料利用について、技術開発、技術支援を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
  (単位 円)  

区 分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

特 産 果 樹 

振 興 

事 業 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

6,046,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4,973,662 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1,072,338 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高品質果実生産モデル事業費補助金 

交 付 先 事 業 費 補 助 金 

高知市外３市町 9,542,886 4,534,000 

○主な事業内容 

(1)共同利用機械等の導入 

   ・新高梨 非破壊糖度センサー   1か所 

(2)高品質果実安定生産技術の導入 

   ・土佐文旦 マルチ       30か所 2.6ha 

   ・新高梨  遮光ネット     19か所 2.0ha 

 
 

園 芸 

流 通 費 

 

農 業 

技 術 費 

 

農業農村 

支 援 費 

 

農業試験 

研 究 費 

 

科学技術 

振 興 費 

 

畜  産 

振 興 費 

 

農業試験 

研 究 費 

 

科学技術 

振 興 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産 地 

づくり課 

 

環境農業

推 進 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

畜  産 

振 興 課 

 

 

 

 

 

 

 

144 

 

 

142 

 

 

141 

 

 

140 

141 

 

140 

 

 

148 

 

 

147 

 

 

147 
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農 産 振 興 

対 策 

事 業 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土 佐 茶 

振 興 対 策 

事 業 費 

 

 

6,224,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18,255,000 

 

4,935,731 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16,822,701 

 

  

1,288,269 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,432,299 

 

○主な事業内容 

・水稲奨励品種決定調査現地調査 

・実証圃；県内 6箇所に設置 

・供試数；5品種､2系統 

こうち売れる米づくり産地育成事業費補助金 

交 付 先 事 業 費 補 助 金 

全農高知県本部 6,065,000 2,000,000 

(1)「土佐・龍馬であい博」ロゴマークを利用した米袋やのぼり作成 

(2)店頭販売員および生産者自身による試食宣伝販売（関東；イトーヨー

カドー、関西） ※店頭販売員のみは 150店舗、生産者は 2店舗で初め

て実施 

(3)ＴＶを活用した新米および消費拡大キャンペーン、ＤＶＤ作成 

(4)研究会等の開催 

・南国そだち研究会（3回)；品質向上(1等米比率 60％)と生産拡大(150ha) 

・稲作検討会(1回)；県産米を取り巻く情勢の把握と次年度に向けた課題

の整理 

・「売れる米づくり」米ワーキング(2 回)；販売強化策など産振計画の見

直し 

・若手稲作生産者の情報交換会(2 回)；コスト低減技術（新直播栽培)の

取り組み開始 

 

土佐茶販売対策協議会負担金 

交付先 事業費 負担金 

土佐茶販売対策協議会 4,874,163 1,972,000 

○主な事業内容 

・土佐茶の試飲・販売・ＰＲイベント活動  23回 

・小学校での出前授業  ７校 

競争力強化生産総合対策事業費補助金 

交付先 事業費 補助金 

仁淀川町外 1町 30,765,000 14,650,000 

○主な事業内容 

・荒茶加工施設の老朽化対策の実施 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区 分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

畜 産 経 営 

生産性向上 

緊 急 対 策 

事 業 費 

 

12,249,000 

 

11,914,243 

  

334,757 (1)乳用牛舎快適性向上モデル事業費補助金 

交付先 事業費 補助金 

全国農業協同組合 

連合会高知県本部 
   6,523,969    3,189,867 

○主な事業内容 

 モデル農家における牛舎環境の改善と実証展示 

 ・暑熱対策、給水施設、つなぎ方、牛床、飼槽の改善 

 ・バーンミーティングの開催 

(2)飼料生産共同利用機械導入事業費補助金 

交付先 事業費 補助金 

高知市酪農農業協同組合 10,753,575 4,730,000 

○主な事業内容 

 飼料生産共同利用機械の整備 

 ・稲発酵粗飼料用ロールベーラー、梱包格納用機械 

(3)再生稲飼料増産緊急対策事業費補助金 

交付先 事業費 補助金 

全国農業協同組合 

連合会高知県本部 
   1,366,400    1,360,000 

○主な事業内容 

 再生稲による稲発酵粗飼料の給与助成 

(4)肉用牛生産技術向上緊急対策事業費補助金 

交付先 事業費 補助金 

（社）高知県畜産会 3,669,492 1,759,323 

○主な事業内容 

 篤農家による現地指導、先進地研修、バーンミーティングによる生産技

術向上によって市場性を高め、所得向上を図る。 

(5)飼料用米利活用緊急対策事業費補助金 

交付先 事業費 補助金 

四万十農業協同組合      676,818     676,525 

○主な事業内容 

 ・飼料用米の利活用推進 

 ・飼料用米を給与した畜産物の付加価値化 
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地 域 畜 産 

振 興 

事 業 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農 業 試 験 

研 究 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

畜 産 業 試 

験 研 究 費 

 

 

 

 

 

地域特産物 

ブランド化 

技術支援事 

業費（環境） 

 

32,406,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

130,473,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39,800,000 

 

 

 

 

 

 

1,337,000 

 

28,745,135 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

128,740,332 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38,571,227 

 

 

 

 

 

 

1,303,635 

 

  

3,660,865 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,732,668 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,228,773 

 

 

 

 

 

 

33,365 

 

(1)土佐はちきん地鶏販路拡大事業費補助金 

交付先 事業費 補助金 

土佐はちきん地鶏 

振興協議会 
5,993,635    2,984,000 

○主な事業内容 

土佐はちきん地鶏の販路拡大を図る。 

 ・試食展示商談会、食べ歩きマップ作成、イベント誌広告、 

  特定ＪＡＳ取得 

 

(2)土佐ジロー生産流通拡大事業費補助金 

交付先 事業費 補助金 

高知県土佐ジロー協会 8,147,884    4,073,941 

○主な事業内容 

 土佐ジローの生産流通拡大に向けた施設整備やＰＲ活動 

 ・孵卵施設の整備、農家研修、試食展示商談会 

 

○主な事業内容            

農業技術センター、果樹試験場、茶業試験場において、以下の研究を実

施。 

・市場性、生産性の高い高知県独自品種の育成、有望品目の導入定着に関

する研究 37課題 

・野菜・花きの鮮度保持技術開発 8課題 

・園芸、水田農業の振興に関する研究 21課題 

・果樹の新品種育成、高品質生産、省力生産技術開発に関する研究 13課

題 

・茶の主要害虫防除のためのＩＰＭ技術や茶振興に関する研究7課題 

 

○主な事業内容 

高能力牛生産のための繁殖関連技術の開発、本県特産鶏の普及に向けた

飼養管理技術の開発や品種改良など 3課題に取り組むとともに、消費者

ニーズに基づく高品質な畜産物のブランド化に向けて 3 課題の技術支

援事業に取り組んだ。また、畜産現場や企業等からの緊急的な課題に対

応するため 4課題の技術支援事業に取り組んだ。 

 

○主な事業内容 

・日本一のユズ産地の維持・発展に向けた優良種苗供給支援事業 

 カンキツトリステザウイルス弱毒系統を保毒した優良選抜系統の安定

性と強毒ウイルスに対する干渉効果を検討した。また、トゲなしユズ優

良系統の作出に取り組んだ。 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担い手の育 

成と生産資 

源 の 保 全 

  

区 分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

 

 

 

 

地域特産物 

ブランド化 

技術支援事 

業費（畜産） 

 

 

 

 

 

3,317,000 

 

 

 

 

2,830,247  

 

 

 

 

486,753 

・土佐茶のブランド化を推進する「仕上げ茶」生産技術支援 

 県内で販売されている茶の特性を明らかにした。また、消費者の試飲に

よって、既存の土佐茶を評価した。 

 

○主な事業内容 

特産鶏の効率的なヒナ生産を支援する技術開発に取り組むとともに、自

給飼料を主体とした土佐あかうしの実証肥育試験を行った。 

 

計 250,107,000 238,834,913 11,272,087  

 

 

 

1  事業執行の目的 

効率的かつ安定的な農業経営体を確保・育成するため、認定農業者等の農業経営の改善や農地の流動化を推進するとともに、農地保有の合 

理化を促進するため、農地保有合理化法人が売買・貸借により農地を中間保有・再配分することで農地の集積を図る。 

  新規就農者の確保のため、就農希望者に対する支援や地域の受入体制の整備など、スムーズな就農に向けた就農支援策を実施する。 

  地域の特色を生かした農業の振興と担い手の育成・確保を図るために、市町村が自主的に取り組む農業振興策や生産体制の強化に向けた取 

組を支援する。 

さらに、地域が共同で行う農業用水路や農道等の資源保全活動に対して支援するとともに、農業者ぐるみでの先進的な営農活動を推進し、 

農村環境の保全を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
  (単位 円)  

区 分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

新 規 就 農 

総 合 対 策 

事 業 費 

38,527,000 

 

36,263,608 

 

2,263,392 

 

(1)就農促進対策 

 ・就農計画の新規認定（8人） 

 ・新規就農者営農計画の認定（6人） 

 ・就農相談活動等の実施（農業農村支援課、農業振興センター） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業農村 

支 援 費 

 

園 芸 

流 通 費 

 

農 業 

技 術 費 

 

土地改良 

指 導 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業農村 

支 援 課 

 

産 地 

づくり課 

 

環境農業 

推 進 課 

 

農 業 

基 盤 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

135 

136 

 

144 

 

 

142 

 

 

150 
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レ ン タ ル 

ハウス整備 

事 業 費 

( 再 掲 ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

295,067,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

278,682,784 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16,384,216 

 

 

 

(2)新規就農総合対策事業費補助金 

交 付 先 事 業 費 補 助 金 

（財）高知県農業公社 1,689,000 1,689,000 

高知県農業会議 4,137,825 4,116,000 

(3)新規就農研修支援事業費補助金 

交 付 先 事 業 費 補 助 金 

高知市外 13市町村 28,910,000 20,104,000 

  ・市町村が実施する研修事業研修生及び研修受入農家等への支援に対

して補助（研修生 21人） 

(4)ふるさと雇用再生就農支援活動委託料 

委 託 先 委 託 料 

高知県農業会議 1,695,238 

  ・ハローワーク等と連携した県内就農相談会の開催（3回） 

  ・過去の就農支援活動実績を取りまとめた就農情報等をＨＰで情報発

信 

(5)ふるさと雇用再生担い手支援総合情報提供業務委託料 

委 託 先 委 託 料 

（財）高知県農業公社 5,785,431 

  ・遊休農地等の情報を収集し、規模拡大農家や新規就農者等に対して

ＨＰへの掲載等により農地情報を提供 

(6)ふるさと雇用再生ＪＡ出資型法人設立支援業務委託料 

委 託 先 委 託 料 

土佐れいほく 

農業協同組合 
1,053,713 

  ・地域農業を担うＪＡ出資型法人のモデルとなる農業生産法人の設立

を検討（土佐れいほく農業協同組合） 

 

レンタルハウス整備事業費補助金 

交 付 先 事 業 費 補 助 金 

高知市外 15 市町村 826,937,369 278,554,000 

○主な事業内容 

 農協等が行う園芸用ハウスのレンタル事業に必要なハウスを 9.29ha整

備 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 
 

  

区 分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

農 業 経 営 

基 盤 強 化 

促 進 

事 業 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農 業 経 営 

改 善 支 援 

事 業 費 

8,499,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19,803,000 

 

 

7,781,410 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15,103,821 

 

717,590 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4,699,179 

 

経営対策事業推進費補助金 

交 付 先 事 業 費 補 助 金 

土佐市外 5市町村 

高知県農業会議 
6,197,022 5,908,000 

○主な事業内容 

 担い手育成総合支援事業 

   ・認定農業者等の育成支援活動等 

     認定農業者数  3,798人（対前年 86人増） 

     うち農業法人数  97法人（対前年 12法人増） 

  

担い手経営発展総合推進費補助金 

交 付 先 事 業 費 補 助 金 

高知県農業会議 1,050,183 1,049,000 

○主な事業内容 

企業的経営体育成・支援活動等 

  ・シンポジウム・ブロック別セミナーの開催 

   ・企業的経営志向農家 103戸リストアップ 

 

○主な事業内容 

・経営改善支援県プロジェクトチームの運営支援 

・支援対象の選定とカルテの整備 

・栽培技術、経営管理など総合的な経営改善支援 

普及 

課所数 

ＪＡ

数 

チーム 

会回数 

対 象 

人 数 

支援回数 

ｶｳﾝｾﾙ ｺﾝｻﾙ 

9 12 264 130 211 1,112 

・実績評価 

農業所得 
取り組み前に比べた変化（％） 

改善 維持 悪化 

農業所得 43% 20% 37% 

負債総額 45% 37% 18% 

経済余剰 36% 24% 40% 

農家意欲 38% 46% 16% 

・農家経済余剰の判定：46戸（37％） 

（黒字の農家戸数およびその割合） 

・ふるさと雇用再生農作業支援体制構築事業委託 
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こ う ち 

農 業 確 立 

総 合 支 援 

事 業 費 

 

 

 

 

農 業 生 産 

体 制 強 化 

緊 急 整 備 

事 業 費 

 

 

 

農地・水・ 

環 境 保 全 

向 上 対 策 

事 業 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

68,789,000 

 

 

 

 

 

 

 

290,147,000 

 

 

 

 

 

 

62,441,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

63,677,841 

 

 

 

 

 

 

 

257,805,000 

 

 

 

 

 

 

62,082,860 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5,111,159 

 

 

 

 

 

 

 

32,342,000 

 

 

 

 

 

 

358,140 

 

・無料職業紹介所の開設：７ＪＡ 

・雇用を確保すべき作業の把握・リスト化： 

農家意向調査 4,873戸、委託希望 257戸、研修会参加 369人、求人農家

の登録件数 134戸 

・農作業の従事希望者の把握・登録：54人 

・農家と従事希望者のマッチング：紹介 51回、成立 42件 

・農家と従事者の雇用契約成立後のフォローアップ： 47回 

ヘルパー組織の実態把握調査、マッチング活動：22回 

 

こうち農業確立総合支援事業費補助金 

交 付 先 事 業 費 補 助 金 

室戸市外 12市町村 174,357,339 63,532,000 

○主な事業内容 

 ・近代化施設    9か所 ・土地基盤整備   5か所 

 ・養液システム   3か所（45ａ） 

 

農業生産体制強化緊急整備事業費補助金 

交 付 先 事 業 費 補 助 金 

高知市外 14市町村 541,938,600 257,805,000 

○主な事業内容 

 ・近代化施設  25か所 ・大型園芸施設の改修 3か所 

 

農地・水・環境保全向上対策事業費交付金 

交 付 先 事 業 費 交 付 金 

室戸市外 24市町村 2,809,746 2,740,000 

地域協議会 249,153,960 58,788,860 

○主な事業内容 

 ・活動組織        190 

 ・活動対象面積 5,551ha 

計 488,206,000 442,714,540 45,491,460  

※再掲事業は計に含まない。 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

新たな取組 

に よ る 農 

業 ・ 農 村 

の 発 展 

1.5 次産業 

の 推 進 
1  事業執行の目的 

中山間地域の基幹的な農産品である土佐茶の生産振興を図るため、生産者と関係団体が一体となって消費拡大等に取り組み、茶業の維持を 

図る。 

土佐和牛、土佐ジローや土佐はちきん地鶏など本県特産の畜産物については、生産から流通・販売までを一体的に支援し、また、 

地域特産物のブランド化に向け、ユズ優良種苗の開発・供給、土佐茶の仕上げ茶技術、特産鶏増産、土佐和牛での自給飼料利用について、 

技術開発、技術支援を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
  (単位 円)  

区 分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

土 佐 茶 

振 興 対 策 

事 業 費 

( 再 掲 ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域特産物 

ブランド化 

技術支援事 

業費（環境） 

( 再 掲 ) 

 

 

 

 

18,255,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,337,000 

 

 

 

16,822,701 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,303,635 

 

 

 

 

 

1,432,299 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33,365 

 

 

 

 

土佐茶販売対策協議会負担金 

交付先 事業費 負担金 

土佐茶販売対策協議会 4,874,163 1,972,000 

○主な事業内容 

・土佐茶の試飲・販売・ＰＲイベント活動  23回 

・小学校での出前授業  ７校 

競争力強化生産総合対策事業費補助金 

交付先 事業費 補助金 

仁淀川町外 1町 30,765,000 14,650,000 

○主な事業内容 

・荒茶加工施設の老朽化対策の実施 

 

○主な事業内容             

・日本一のユズ産地の維持・発展に向けた優良種苗供給支援事業 

 カンキツトリステザウイルス弱毒系統を保毒した優良選抜系統の安定

性と強毒ウイルスに対する干渉効果を検討した。また、トゲなしユズ優

良系統の作出に取り組んだ。 

・土佐茶のブランド化を推進する「仕上げ茶」生産技術支援 

 県内で販売されている茶の特性を明らかにした。また、消費者の試飲に

よって、既存の土佐茶を評価した。 

 
 

農業農村 

支 援 費 

 

科学技術 

振 興 費 

 

 

 

 

畜  産 

振 興 費 

 

環境農業 

推 進 課 

 

 

 

 

畜  産 

振 興 課 

 

 

141 

 

 

140 

 

 

147 

 

 

148 
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「 高 知 の 

食」を活用 

し た 取 組 

の 拡 大 

 

  

地域特産物 

ブランド化 

技術支援事 

業費（畜産） 

( 再 掲 ) 

 

地 域 畜 産 

振興事業費 

( 再 掲 ) 

 

3,317,000 

 

 

 

 

 

32,406,000 

 

2,830,247 

 

 

 

 

 

28,745,135 

 

486,753 

 

 

 

 

 

3,660,865 

 

地域特産物ブランド化技術支援事業費 

○主な事業内容 

特産鶏の効率的なヒナ生産を支援する技術開発に取り組むとともに、 

自給飼料を主体とした土佐あかうしの実証肥育試験を行った。 

 

 

(1)土佐はちきん地鶏販路拡大事業費補助金 

交付先 事業費 補助金 

土佐はちきん地鶏 

振興協議会 
5,993,635    2,984,000 

○主な事業内容 

 土佐はちきん地鶏の販路拡大を図る。 

 ・試食展示商談会、食べ歩きマップ作成、イベント誌広告、 

  特定ＪＡＳ取得 

 

(2)土佐ジロー生産流通拡大事業費補助金 

交付先 事業費 補助金 

高知県土佐ジロー協会 8,147,884    4,073,941 

○主な事業内容 

 土佐ジローの生産流通拡大に向けた施設整備やＰＲ活動 

 ・孵卵施設の整備、農家研修、試食展示商談会 

※再掲事業は計に含まない。 

 

 

 

1  事業執行の目的 

生産者による食農教育と、給食への食材供給にかかる支援を通じて、本県の特産農畜産物（土佐文旦、メロン、土佐はちきん地鶏、土佐ジ 

ロー、土佐茶）をより深く理解する子どもを育て、将来の農畜産物の応援団づくりと消費拡大を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地 産 

地 消 費 

 

園 芸 

流 通 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産 地 

づくり課 

 

流 通 

支 援 課 
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146 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グリーン・ 

ツーリズム 

の 推 進 

2  事業執行の状況及び成果 
  (単位 円)  

区 分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

高知ジュニ 

ア博士育成 

事 業 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

園芸こうち 

販 売 促 進 

事 業 費 

 

 

 

 

 

 

好 き 好 き 

高 知 野 菜 

大好きっ子 

育 成 

事 業 費 

8,374,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20,291,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

394,000 

8,147,346 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20,024,646 

 

 

 

 

 

 

 

 

209,484 

226,654 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

266,354 

 

 

 

 

 

 

 

 

184,516 

高知の特産物ジュニア博士育成事業費補助金 

交 付 先 事 業 費 補 助 金 

(株)むらびと本舗 

外４団体 
10,732,998 8,147,346 

○主な事業内容 

 ・学校給食への食材提供 

   メロン      3,174玉 50,104食 

   土佐はちきん地鶏 3,057㎏ 49,346食 

   土佐ジロー    223.3㎏  2,100食 

 ・出前授業 9市町・25回 

 

園芸こうち販売促進事業実行委員会負担金 

実行委員会事業費：30,000千円 

（県：15,000千円、園芸連：13,000千円、農協中央会：2,000千円） 

○主な事業内容 

・レギュラー番組内での「高知野菜」特集放映による環境保全型農業等の

取り組み紹介及び佐藤弘道氏による「高知やさい体操」を活用した高知

野菜のイメージアップを図るキャンペーンの実施、イベントでの試食宣

伝に参加する生産者への支援など。 

 

○主な事業内容 

 ・出前授業 3市・4回 

 

計 29,059,000 28,381,476 677,524  

 

 

1  事業執行の目的 

集落がまとまりを持って生産、加工、体験、販売までを手がけ、集落を丸ごと情報発信し、所得向上と併せて集落を活性化するための取り 

 組みを支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地 産 

地 消 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産 地 

づくり課 
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高知競馬の 

健全な運営 

に 対 す る 

支 援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高知競馬の 

健全な運営 

に 対 す る 

支 援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2  事業執行の状況及び成果 
  (単位 円)  

区 分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

集落丸ごと 

グリーン・ 

ツーリズム 

推進事業費 

268,000 185,460 

 

82,540 

 

○主な事業内容 

 ・モデル集落 3集落の選定 

 ・事業推進団体の決定 

 ・資源活用による体験交流メニューの決定・実践 

 

 

1  事業執行の目的 

高知競馬における新たな赤字を生じさせないため、高知競馬事業運営協議会において事業計画の策定及び検証を行うとともに、平成 14年度 

末における高知県競馬組合の累積債務の解消を図る。 

  また、（財）高知県競馬施設公社が行う高知県競馬場施設建設事業費の円滑な償還を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
  (単位 円)  

区 分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

競 馬 対 策 

事 業 費 

 

 

 

 

 

 

 

競 馬 施 設 

事 業 費 

 

951,308,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

156,633,000 

 

951,307,793 

 

 

 

 

 

 

 

 

155,042,305 

 

207 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,590,695 

 

競馬対策事業負担金 

交 付 先 負 担 金 

高知県競馬組合 951,307,793 

○事業内容 

 運営による新たな赤字を出さないことを条件として、競馬事業の存続を

図るとともに、平成 14 年度末における高知県競馬組合の累積債務の解

消を図る 

 

競馬施設事業費補助金 

交 付 先 補 助 金 

（財）高知県 

競馬施設公社 
155,042,305 

○事業内容 

 （財）高知県競馬施設公社が行う高知競馬場施設建設事業費の償還経費

等に対する補助 

計 1,107,941,000 1,106,350,098 1,590,902  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

競 馬 

対 策 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

競 馬 

対 策 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

林業・木材 

産業の再生 

 

 

 

原木の生産 

の集約化・ 

効 率 化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1  事業執行の目的 

生産現場における集約化・効率化により、コストの削減を進め、林業事業体や森林所有者の収益の向上を図るとともに、併せて雇用の場を 

創出する。 

林業・木材産業の持続的な発展を図るため、生産の高度化や森林資源の有効活用に資する施設整備等を支援する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)   

区 分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
繰 越 額 不 用 額 

森 の 工 場 

活性化対策 

事 業 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

林 内 路 網 

アップグレ 

ード事業費 

     

 

 

森 林 組 合 

経 営 改 善 

事 業 費 

 

363,420,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

100,000,000 

 

 

 

 

 

6,086,000 

 

345,307,843 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

100,000,000 

 

 

 

 

 

4,736,000 

 

18,112,157 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,350,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18,112,157 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,350,000 

 

森の工場活性化対策事業費補助 

 香美森林組合外 41事業体 

 森の工場づくり 17団地 

間伐面積 681.64ha 

 作業道開設 92路線 

       100,293m 

 作業システム導入支援 

           1事業体 

 新規参入者等技術支援 

          1事業体 

 林業機械導入 34台 

 

 

林内路網アップグレード事業費補助 

 高知東部森林組合外 

  23事業体 

 作業道（改修、復旧等） 

         62路線  

 

森林組合経営改善事業費補助金 

経営者マネジメント研修 

経営ビジョン策定指導 

  ビジョン策定 5森林組合 

 

 

 

 
 

科学技術 

振 興 費 

 

森づくり 

推 進 費 

 

林 業 

改 革 費 

 

 

木 材 

産 業 費 

 

林 道 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

林業環境 

政 策 課 

 

森づくり 

推 進 課 

 

林 業 

改 革 課 

 

 

木 材 

産 業 課 

 

治 山 

林 道 課 

 

 

 

 

 

 

 

157 

 

 

160 

161 

 

162 

163 

164 

 

165 

166 

 

167 

168 



－138－  

 

 

大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区 分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
繰 越 額 不 用 額 

森 林 施 業 

プランナー 

養成事業費 

 

 

 

自伐林家等 

支援事業費 

 

 

 

 

 

中山間の副 

業型林業者 

を 育 て る 

事 業 費 

 

造林事業費 

 

 

 

 

林道事業費 

7,182,000 

 

 

 

 

 

20,950,000 

 

 

 

 

 

 

2,282,000 

 

 

 

 

1,508,410,000 

 

 

 

 

4,697,353,000 

5,246,994 

 

 

 

 

 

16,460,619 

 

 

 

 

 

 

2,251,000 

 

 

 

 

1,446,107,619 

 

 

 

 

2,690,067,370 

 

1,935,006 

 

 

 

 

 

4,489,381 

 

 

 

 

 

 

31,000 

 

 

 

 

62,302,381 

 

 

 

 

2,007,285,630 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

62,000,000 

 

 

 

 

2,007,282,000 

1,935,006 

 

 

 

 

 

4,489,381 

 

 

 

 

 

 

31,000 

 

 

 

 

302,381 

 

 

 

 

3,630 

森林施業プランナー養成事業費補助金 

 芸東森林組合外 16森林組合 

森林施業プランナー養成研修委託料 

 高知県森林組合連合会 

 

 

自伐林家等支援事業費補助 

 須崎地区森林組合外 

        8森林組合 

 小口素材搬入 4,898m3 

 間伐面積 10.22ha 

 

 

副業型林家育成支援事業費補助金 

 NPO 法人土佐の森・救援隊が OJT 研修

を実施(22名参加 16名修了) 

 

 

造林事業費補助 

 室戸市外 33市町村 

 間伐面積 5,666.71ha 

 

 

林道開設事業（県営） 

 安芸市畑山仲木屋線外 

 36路線 Ｌ＝7,003ｍ 

林道開設事業（補助） 

 香美市御在所線外 

23路線 Ｌ＝4,880ｍ 

林道舗装事業（補助） 

 安芸市畑山奥西川線外 

 16路線 Ｌ＝15,077ｍ 

林道改良事業（補助） 

 吾川郡仁淀川町桐見川白石川線外 

10路線 Ｌ＝2,854m 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 



 

－139－  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

中山間再生 

のための林 

業経営シス 

テムプラン 

の研究開発 

 

 

林業・木材 

産 業 構 造 

改革事業費 

 

 

 

木 材 加 工 

流 通 施 設 

整備事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域林業総合 

支援事業費 

 

 

 

 

 

480,000 

 

 

 

 

 

 

29,246,000 

 

 

 

 

 

361,145,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15,250,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

480,000 

 

 

 

 

 

 

28,466,000 

 

 

 

 

 

3,908,992 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14,888,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

780,000 

 

 

 

 

 

357,236,008 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

362,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

342,244,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

780,000 

 

 

 

 

 

14,992,008 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

362,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

搬出間伐作業について調査・分析を行い、

素材生産を種とした林業経営の手引きを

作成  

 

 

 

 

林業・木材産業等振興施設整備交付金 

路網整備１路線 3,770m 

フォークリフト 1台 

グラップル 1台 

 

 

木材加工流通施設整備事業費補助金 

 高性能林業機械 8台 

 加工流通施設 3施設 

 バイオマス加工施設 

        2施設 

 バイオマス利用施設 

        27台 

間伐材安定供給コスト支援 376㎥ 

流通経費支援 347㎥ 

 

 

地域林業総合整備事業費補助金 

特用林産作業道整備 

   17路線 3,300m 

林業機械導入     7台 

ハンディグレーダ 1台 

ソフト事業 4件 

 

計 7,111,804,000 4,657,920,437 2,453,883,563 2,411,526,000 42,357,563  
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大型工場の 

整備や中小 

加工事業体 

の 共 同 ・ 

協 業 化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

流 通 の 統 

合・効率化 

 

 

1  事業執行の目的 

製材品のＪＡＳ等の品質表示に要する経費に助成し、品質・性能の確かな木材の流通を促進することにより、県産材の信頼性の向上と需要 

拡大を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

性 能 表 示 木 材 流 通 

促 進 事 業 費 

 

 

 

性能表示木材供給体制 

整 備 事 業 費 

 

19,750,000 

 

 

 

 

11,468,000 

18,550,900 

 

 

 

 

8,303,000 

 

1,199,100 

 

 

 

 

3,165,000 

  

（株）中成外 8事業体 

  ＪＡＳ製品 4,312.2m3 

  含水率表示製品 1,131.8 m3 

  強度表示製品 208.4 m3 

 

（協）ドライウッド土佐会外 25事業体 

JAS認定取得 5工場(6項目) 

資格者養成 41名 

木材水分計 13台 

ハンディ式グレーデングマシーン導入 8台 

計 31,218,000 26,853,900 4,364,100  

 

 

 

1  事業執行の目的 

新たな製材品流通拠点の円滑な運営を支援するとともに、製品の積み合わせ等の物流システムづくりにより、新たな木材流通体制を構築す 

る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

新 し い 木 材 流 通 拠 点 

整 備 事 業 費 

6,000,000 5,250,000 750,000 （協）高知木材センター 

 

木 材 

産 業 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

木 材 

産 業 費 

 

木 材 

産 業 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

木 材 

産 業 課 

165 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

165 
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販 売 力 の 

強 化 

 

  

製 材 品 流 通 体 制 

整 備 事 業 費 

 

県産材需要拡大サポート 

事 業 費 

5,058,000 

 

 

1,458,000 

4,462,000 

 

 

1,458,000  

596,000 

 

 

 

（協）高知木材センター 

 

 

（社）高知県木材協会 

計 12,516,000 11,170,000 1,346,000  

 

 

 

1  事業執行の目的 

県外において、県産の優良な梁桁材を使用して建築される住宅等について、そのＰＲを条件に助成を行うとともに、建築主から提供を受け 

た建築写真等を活用したＰＲも併せて実施し、県産材の優良知名度向上と需要拡大を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

土 佐 の 梁 桁 材 普 及 

推 進 事 業 費 

 

 

 

こうち安心の木の住まい 

づ く り 助 成 事 業 費 

 

 

 

県 産 材 利 用 住 宅 促 進 

緊 急 対 策 事 業 費 

 

こ う ち の 木 の 家 普 及 

推 進 事 業 費 

 

 

地域材ブランド化推進事業 

 

4,550,000 

 

 

 

 

78,274,000 

 

 

 

 

49,189,000 

 

 

 

2,500,000 

 

 

522,000 

 

3,510,000 

 

 

 

 

78,274,000 

 

 

 

 

49,189,000 

 

 

 

2,500,000 

 

 

522,000 

 

 

1,040,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助金 2,700,000円 

県外工務店、設計事務所等 27件 

委託料 810,000円 

施主へ贈呈する県産品の調達・発送 27件 

 

県内住宅取得者（224戸） 

地域住宅基準、耐震基準適合 

県産乾燥材利用率 50%以上 2,000円／㎡ 

県産乾燥材利用率 70%以上 3,000円／㎡ 

 

県内住宅取得者（235戸） 

県産乾燥材利用に 13,500円／㎥ 

 

 

高知県木材普及推進協会 

木造住宅の普及に関するＴＶ番組制作放映 

 

四万十市 

 協議会開催 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

林業試験 

研 究 費 

 

木 材 

産 業 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

林業環境 

政 策 課 

 

木 材 

産 業 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

158 

 

 

165 

166 

 

 



－142－  

 

 

大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

木質バイオ 

マス利用の 

拡 大 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未利用資源 

の有効活用 

 

  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

木 づ か い 促 進 事 業 費 

 

 

 

 

 

 

県産材販売促進事業費 

補 助 金 

 

県産木造住宅における新規 

格化システムに関する研究 

 

高 知 型 低 コ ス ト 木 製 

ガ ー ド レ ー ル の 開 発 

22,764,000 

 

 

 

 

 

 

1,953,000 

 

 

700,000 

 

 

24,614,000 

21,283,999 

 

 

 

 

 

 

1,953,000 

 

 

700,000 

 

 

24,614,000 

 

1,480,001 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

木づかい促進事業費補助 

 26団体 42施設（保育園、小中学校等） 

間伐材利活用推進事業費補助 

 5団体 5施設（スーパーマーケット等） 

木の香るまちづくり推進事業費補助 

 バス停 3箇所 

 

（社）高知県木材協会 

 カタログ作成 2,000部 

 

県産木造住宅の主要接合部の基本仕様や床パネルを開

発 

 

木製の構造物用Ｃ種ガードレールを開発するため、車

両衝突試験等を実施 

計 185,066,000 182,545,999 2,520,001  

  

 

 

1  事業執行の目的 

未利用木質バイオマスの利活用を推進するため、地域での木質バイオマスの取り組みを支援するとともに、資源を低コストで安定的に供給 

する体制づくりを構築し、森林資源を活かした循環型社会の形成並びに新たな産業や雇用の創出を目指す。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

森 の 工 場 活 性 化 

対 策 事 業 費 

（間伐材搬出支援事業費）

（ 再 掲 ） 

 

88,400,000 

 

 

 

85,432,000 

 

 

 

2,968,000 

 

 

 

森の工場活性化対策事業費補助 

 香美森林組合外 32事業体 

 間伐面積 681.64ha 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

林 業 

改 革 費 

 

木 材 

産 業 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

林 業 

改 革 課 

 

木 材 

産 業 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

163 

 

 

166 
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森のものの 

活 用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

森の恵みを 

余すことな 

く活用する 

  

木 質 資 源 利 用 

促 進 事 業 費 

72,390,000  62,293,000  10,097,000 木質バイオマスエネルギー利用促進事業費補助 

 木質ペレットボイラー 

四万十町 18台、南国市 1台 

木質バイオマス普及事業費補助 

 仁淀川町・梼原町 

 ペレットストーブ 3台 

計 160,790,000 147,725,000 13,065,000  

 

 

 

1  事業執行の目的 

  山村の貴重な収入源である特用林産物を活用した地域林業の振興に取り組む。 

森林所有者だけでなく広く県民を主人公とする健全な森づくりを進めるため、森林環境税を活用して、県民参加による森づくりに向けた地 

域のネットワークづくりやボランティア活動、森林環境学習、木とふれあう機会の創出への支援などを行うとともに、県民生活に身近な森林 

において、県民が守り育てる森づくりのモデル的な整備等を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

地 域 林 業 総 合 

支 援 事 業 費 

（ 再 掲 ） 

 

 

 

 

県 民 参 加 の 森 づ く り 

推 進 費 

 

 

15,250,000 

 

 

 

 

 

 

38,746,000 

 

14,888,000 

 

 

 

 

 

 

31,216,860 

 

362,000 

 

 

 

 

 

 

 7,529,140 

地域林業総合整備事業費補助金 

特用林産作業道整備 

   17路線 3,300m 

林業機械導入 7台 

ハンディグレーダ 1台 

ソフト事業 4件 

 

高知県森林環境保全基金運営委員会委員報酬 

 

森林環境税情報誌作成等委託 

 

パンフレット作成委託 

 

こうち山の日県民参加支援事業委託 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

森 林 

政 策 費 

 

木 材 

産 業 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

林業環境 

政 策 課 

 

木 材 

産 業 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

159 

 

 

165 



－144－  

 

 

大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健 全 な 

森 づ く り 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

荒廃森林の 

解 消 

鳥 獣 被 害 

防止の推進 

 

 

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

 

 

 

 

  

  

 
森林保全ボランティア作業安全研修委託 

 

こうち山の日推進事業費補助 

 立川体験交流の会外 23団体 

 

山の学習支援事業費補助 

 高知市外 12市町村 33校 

 

山の一日先生派遣事業費補助 

 （社）高知県山林協会外 3団体 

 

生き活きこうちの森づくり推進事業費補助 

 整備面積 20.57 ha 

 

森林保全ボランティア活動推進事業費補助 

 整備面積 20.00 ha 

 朝霧森林倶楽部外 8団体 

計 53,996,000 46,104,860 7,891,140  

 

  

 

1  事業執行の目的 

森林所有者の管理意識の醸成と森林情報の把握に努め、適正に管理ができる仕組みづくりに取り組むとともに、公益的機能を十分に発揮す 

る健全な森林を保全するため、森林環境税や森林整備加速化・林業再生基金などを活用しながら、間伐を推進するとともに、山地災害の早期 

復旧に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

林業試験 

研 究 費 

 

森づくり 

推 進 費 

 

林 業 

改 革 費 

 

治 山 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

林業環境 

政 策 課 

 

森づくり 

推 進 課 

 

林 業 

改 革 課 

 

治 山 

林 道 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

157 

 

 

161 

 

 

162 

163 

 

169 

170 
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2  事業執行の状況及び成果 

(単位 円)   

区 分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
繰 越 額 不 用 額 

森 林 管 理 

適 正 化 

支援事業費 

 

 

森 林 整 備 

地 域 活 動 

支援事業費 

 

 

未整備森林 

緊 急 整 備 

事 業 費 

 

 

 

緊 急 間 伐 

総 合 支 援 

事 業 費 

 

み ど り の 

環 境 整 備 

支援事業費 

 

森 林 整 備 

加 速 化 

事 業 費 

 

 

 

治 山 事 業 

 

4,665,000 

 

 

 

 

267,441,000 

 

 

 

 

1,274,592,000 

 

 

 

 

 

89,250,000 

 

 

 

70,000,000  

  

 

 

481,218,000 

 

 

 

 

 

5,001,140,000 

 

2,650,799 

 

 

 

 

264,953,179 

 

 

 

 

901,564,250 

 

 

 

 

 

87,189,879 

 

 

 

56,413,250 

 

 

 

15,997,050 

 

 

 

 

 

3,669,329,500 

 

2,014,201 

 

 

 

 

2,487,821  

 

 

  

 

373,027,750 

 

 

 

 

 

2,060,121 

 

   

 

13,586,750 

 

 

 

465,220,950 

 

 

 

 

 

1,331,810,500 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

270,741,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

463,380,000 

 

 

 

 

 

1,322,933,000 

2,014,201 

   

 

 

    

2,487,821 

 

 

 

  

102,286,750 

 

 

 

 

 

2,060,121 

 

 

 

13,586,750 

 

 

 

1,840,950 

 

 

 

 

 

8,877,500 

森林管理代行導入モデル事業費補助金 

 高知東部森林組合 

森林境界明確化促進事業費補助金 

 しまんと林産企業組合 

 

森林整備地域活動支援推進交付金 

 高知市外 10市町村 

森林整備地域活動支援交付金 

 室戸市外 29市町村 

 

未整備森林緊急整備事業費交付金 

 室戸市外 24市町村 

 間伐面積 1,639.47ha 

 作業道開設 27路線 

56,160m 

 

緊急間伐総合支援事業費補助 

 室戸市外 28市町村 

 間伐面積 483.03ha 

 

みどりの環境整備支援交付金 

 室戸市外 30市町村 

 間伐面積 2,256.53ha 

 

森林整備加速化事業費補助 

 香美市外 10市町村 

 間伐面積 123.55ha 

 作業道開設 1路線 

              300m 

 

山地治山事業 

 安芸郡馬路村馬路外 97か所 

水源地域等保安林整備事業 

 土佐郡大川村加集外 20か所 

特定流域総合治山事業 

 土佐清水市穴ノ木山外 1か所 

地すべり防止事業 

 長岡郡大豊町三津子野外 9か所 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地球温暖化 

対策に取り 

組む低炭素 

社会づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地球温暖化 

対策の推進 

 

   

区 分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
繰 越 額 不 用 額 

 

 

 

 

 

野 生 鳥 獣 

被 害 防 除 

事 業 費 

 

低 コ ス ト 

育林技術の 

開 発 

 

 

 

 

 

3,999,000 

 

 

 

3,840,000 

 

 

 

 

 

 

 

2,961,000 

 

 

 

3,840,000 

 

 

 

 

 

 

1,038,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,038,000 

災害関連緊急治山等事業 

吾川郡仁淀川町柚ノ木谷外 1か所 

漁場保全の森づくり事業 

 安芸郡北川村大谷 NO.1外 8か所 

 

野生鳥獣森林被害実態調査委託 

 

 

 

低コストな育林技術を開発するため、低

密度植栽試験を実施 

計 7,196,145,000 5,004,898,907 2,191,246,093 2,057,054,000 134,192,093  

 

 

 

1  事業執行の目的 

「高知県地球温暖化対策地域推進計画（2次）」に基づき、地球温暖化対策を推進するため、県民の方々や事業者と連携・協力して、地球 

温暖化防止活動の推進を図る。 

また、木質バイオマス燃料を使用することによるＣＯ２の削減量を、オフセット・クレジットの発行につなげるとともに、環境先進企業と 

の協働の森づくり事業の推進により森林の再生と交流の促進を図る。 

グリーンニューディール基金を活用し、市町村等が実施する施設の省エネ・グリーン化に係る事業を支援することで、当面の雇用創出と中 

長期的に持続可能な地域経済社会の構築につなげる。 

県民の主体的な環境活動の活発化や環境にやさしいライフスタイルの拡大を図るため、県民の環境活動の支援や環境学習、地球温暖化の防 

止を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環 境 

共 生 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

林業環境 

政 策 課 

 

環 境 

共 生 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

157 

 

 

172 

174 
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2  事業執行の状況及び成果 

 (単位 円)   

区 分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
繰 越 額 不 用 額 

地球温暖化 

対 策 推 進 

事 業 費   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

温暖化対策 

地域モデル 

事 業 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共施設等 

省エネ･グリ 

ーン化推進 

事 業 費 

 

5,074,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22,437,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39,315,000 

 

3,505,739 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16,202,502 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

315,000 

 

1,568,261 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6,234,498 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39,000,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37,737,000 

 

1,568,261 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6,234,498 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,263,000 

 

クールビズ啓発用ポスター作成 

ウォームビズ啓発用ポスター作成 

体験型エコドライブ講習会 2回 

エコポイント制度検討委員会 2回 

デマンド監視委託 20施設 

ＣＯ2木づかい固定量認証専門委員会 

 2回 

高知県庁環境マネジメントシステム庁舎

管理者研修及び省エネサポーター研修の

開催 3回（本庁、安芸、幡多） 

省エネサポーター派遣 5回 

四国地球温暖化対策推進連絡協議会出席 

 2回   

 

企業などに対するアプローチ・提案の実

施 

パートナーズ協定の締結 新規5件 

更新 5件（計 44件） 

協働の森フォーラムの開催  1回 

協働の森づくり事業提案パンフレット・

森の力レポート作成 

ＣＳＲパンフレット作成 

協働の森のＣＯ2吸収証書を発行 28件 

森林資源調査委託      67か所 

木質資源エネルギー活用事業委託 

ＣＯ2削減専門委員会の開催 2回 

ＣＯ2吸収専門委員会の開催 4回 

バリデーション研修会 1回 

オフセット･クレジット認証運営委員会 

 1回   

 

公共施設等省エネ・グリーン化推進事業

費補助金 

 土佐町保健福祉センター 

の省エネ化    1件 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環 境 ビ ジ 

ネスの振興 

（分野横断 

的な取組） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区 分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
繰 越 額 不 用 額 

豊かな環境 

づ く り 

総 合 支 援 

事 業 費 

 

9,998,000 

 

 

 

 

9,246,380 

 

 

 

 

751,620 

 

 

 

 

 

 

 

 

751,620 

 

 

 

 

豊かな環境づくり総合支援事業費補助金 

 市町村等  11件  

 

絆の森環境活動応援事業費補助金 

4団体 4件 

計 76,824,000 29,269,621 47,554,379 37,737,000 9,817,379  

 

 

 

1  事業執行の目的 

「高知県地球温暖化対策地域推進計画（2次）」に基づき、地球温暖化対策を推進するため、県民の方々や事業者と連携・協力して、地球 

温暖化防止活動の推進を図る。 

また、木質バイオマス燃料を使用することによるＣＯ２の削減量を、オフセット・クレジットの発行につなげるとともに、環境先進企業と 

の協働の森づくり事業の推進により森林の再生と交流の促進を図る。 

グリーンニューディール基金を活用し、市町村等が実施する施設の省エネ・グリーン化に係る事業を支援することで、当面の雇用創出と中 

長期的に持続可能な地域経済社会の構築につなげる。 

牧野植物園の観光機能の強化及び来園者の安全をはかるため、老朽化した南園温室の建替え（耐震構造化）を行う。 

また、薬用植物等の分類研究や栽培・利用技術の開発を図るとともに、そこから得た成果によって高知県の新たな地域産業の振興や育成に 

寄与することを目的とする。 

「高知県リサイクル製品等認定制度」により県内で製造されるリサイクル製品と、環境に配慮した取り組みを行っている県内の事業所や店 

舗を認定し、その普及促進を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環 境 

共 生 費 

 

 

環 境 

対 策 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環 境 

共 生 課 

 

 

環 境 

対 策 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

172 

173 

174 

 

176 

 



 

－149－  

  
2  事業執行の状況及び成果 

 (単位 円)   

区 分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
繰 越 額 不 用 額 

地球温暖化 

対 策 推 進 

事 業 費 

（ 再 掲 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

温暖化対策 

地域モデル 

事 業 費 

（ 再 掲 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共施設等 

省エネ･グリ 

ーン化推進 

事 業 費 

（ 再 掲 ） 

5,074,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22,437,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39,315,000 

 

3,505,739 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16,202,502 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

315,000 

 

1,568,261 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6,234,498 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39,000,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37,737,000 

 

1,568,261 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6,234,498 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,263,000 

 

クールビズ啓発用ポスター作成 

ウォームビズ啓発用ポスター作成 

体験型エコドライブ講習会 2回 

エコポイント制度検討委員会 2回 

デマンド監視委託 20施設 

ＣＯ2木づかい固定量認証専門委員会 

 2回 

高知県庁環境マネジメントシステム庁舎

管理者研修及び省エネサポーター研修の

開催 3回（本庁、安芸、幡多） 

省エネサポーター派遣 5回 

四国地球温暖化対策推進連絡協議会出席 

 2回   

 

企業などに対するアプローチ・提案の実

施 

パートナーズ協定の締結 新規5件 

更新 5件（計 44件） 

協働の森フォーラムの開催  1回 

協働の森づくり事業提案パンフレット・

森の力レポート作成 

ＣＳＲパンフレット作成 

協働の森のＣＯ2吸収証書を発行 28件 

森林資源調査委託      67か所 

木質資源エネルギー活用事業委託 

ＣＯ2削減専門委員会の開催 2回 

ＣＯ2吸収専門委員会の開催 4回 

バリデーション研修会 1回 

オフセット･クレジット認証運営委員会 

 1回   

 

公共施設等省エネ・グリーン化推進事業

費補助金 

 土佐町保健福祉センター 

の省エネ化    1件 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境学習の 

推進とネッ 

ト ワ ー ク 

づ く り 

 

 

区 分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
繰 越 額 不 用 額 

牧野植物園 

第二期整備 

事 業 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環 境 保 全 

事 業 費 

（リサイクル 

製 品 普 及 

促進事業費） 

 

 

 

632,486,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

696,000 

609,620,214 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

573,909 

22,865,786 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

122,091 

20,291,000 2,574,786 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

122,091 

牧野植物園南園温室建替え工事 

 実施設計委託料  

49,813,050円 

 施設整備工事請負費 

       505,261,500円 

 土地購入費 18,398,634円 

 移転補償費  8,477,068円 

 

薬用植物等活用促進費補助金 

      27,669,962円 

 （財）高知県牧野記念財団 

 

平成 21年度認定   

2製品 2事業所 1エコショップ 

認定審査会の開催 1回 

普及促進検討委員会の開催 1回 

認定製品、事業所紹介パンフレット 

作成 

認定製品等普及啓発 

出展等１回 

計 700,008,000 630,217,364 69,790,636 58,028,000 11,762,636  

 

 

 

 

1  事業執行の目的 

県民の主体的な環境活動の活発化や環境にやさしいライフスタイルの拡大を図るため、県民の環境活動の支援や環境学習、地球温暖化対策 

の推進及び高知県地球温暖化防止県民会議の運営を特定非営利活動法人「環境の杜こうち」に委託し、高知県らしい低炭素社会の実現を目指 

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環 境 

共 生 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環 境 

共 生 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

172 
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環境への負 

荷の尐ない 

循環型社会 

づ く り 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃棄物の適 

正 処 理 の 

推 進 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

環 境 活 動 支 援 

セ ン タ ー 事 業 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

25,969,000 25,928,600 40,400 こどもエコクラブ 24クラブ 164 人 
こどもエコクラブ交流会の開催 1 回 
環境学習車「ECOまなぶ」及び環境学習器材等の貸出 

 95件      
環境学習講師データベース登録  95人 
環境学習講師の派遣  20件 
地球温暖化防止活動推進員の紹介 35回 
ﾌｨﾌﾃｨ・ﾌｨﾌﾃｨ事業（学校版コツコツ削減コンテスト） 

11校    
環境ｲﾍﾞﾝﾄ等情報ﾒｰﾙﾆｭｰｽの配信 56回 
環境活動見本市の開催 3回 
環境月間・地球温暖化防止月間ロビー展 2回 
高知県地球温暖化防止県民会議開催 
総会（設立時：241団体登録）1回 
運営委員会 5回 
部会 24回、ワーキング 19回 
全 5部会： 
県民活動促進部会 5回、ワーキング 6回 
レジ袋削減運動推進部会 4回、 

ワーキング 4回 
グリーン購入推進部会 4回、ワーキング 5回 
公共交通利用促進部会 6回、ワーキング 2回 
森林吸収対策部会 5回、ワーキング 2回 

 市町村地域ブロック会（３ブロック）各 1回 

 

 

 

1  事業執行の目的 

 廃棄物の適正処理等を図るため、排出事業者や処理業者等への立入調査や指導、不法投棄防止のためのパトロールや啓発活動を行うととも 

に、市町村による一般廃棄物処理施設の設置に関する助言等を行う。また、市町村と連携し、地域での不法投棄防止活動への支援を行う。 

 産業廃棄物を適正に処理し、環境の保全、産業・経済の発展を図るため、（財）エコサイクル高知の処理施設の整備や（財）高知県魚さい 

加工公社及び（財）高知県医療廃棄物処理センターの運営等に対する支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環 境 

対 策 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環 境 

対 策 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)   

区 分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
繰 越 額 不 用 額 

廃棄物処理 

対策事業費 

（環境美化 

推進事業費 

を 除 く ） 

 

 

 

 

 

エコサイク 

ルセンター 

設 置 推 進 

事 業 費 

 

ポ リ 塩 化 

ビフェニル 

廃棄物適正 

処理基金出 

え ん 金 

48,678,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

546,497,000 

 

 

 

 

13,000,000 

 

44,112,418 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

479,158,889 

 

 

 

 

13,000,000 

 

4,565,582 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

67,338,111 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38,408,000 

 

4,565,582 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28,930,111 

 

産業廃棄物処理業者への立入調査・指導

及び不法投棄の監視指導 

一般廃棄物の適正処理に係る指導・助言 

産業廃棄物の適正処理の促進 

不法投棄された廃棄物の撤去 

        22,288,580円 

微量ポリ塩化ビフェニル汚染廃電気機器 

等の調査 

 525,000円 

 

日高村への振興対策交付金 

       100,866,626円 

エコサイクルセンター建設事業費補助金 

  377,553,456円 

 

独立行政法人環境再生機構への出えん金 

   13,000,000円 

 

計 608,175,000 536,271,307 71,903,693 38,408,000 33,495,693  
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生活環境の 

保 全 

３Ｒの推進 

 

1  事業執行の目的 

環境行政関係会議への出席、市町村関係機関との連絡調整等を通じ、環境行政の円滑な推進を図る。 

環境関係諸法令に基づき、公害紛争の処理、公共用水域等の水質汚濁状況の調査、大気汚染状況やアスベストによる環境汚染の監視、測定 

等を行うとともに、騒音・振動等に関する調査・指導を行い、環境保全対策、県民の健康の確保等を推進し、県民・事業者のニーズに適切に 

対応するため、環境研究センターにおける調査研究、技術指導等を推進する。 

また、「高知県リサイクル製品等認定制度」により県内で製造されるリサイクル製品と、環境に配慮した取り組みを行っている県内の事業 

所や店舗を認定し、その普及促進を図る。 

平成 19年 12月 28日から施行された「清潔で美しい高知県をつくる条例」に基づき、県管理地等の美観の保持及び回復を行うとともに、 

ボランティア制度の創設、県民等美化活動の支援、事業者及びその関係団体等との美化活動協定の締結、県民一斉美化活動月間の制定、県民 

や事業者等へ美観の保持等についての学習の振興や広報活動、市町村との連携・支援等を行うことにより、清潔で美しい県土づくりを推進す 

る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

環 境 保 全 事 業 費 

（リサイクル製品普及 

促進事業費を除く） 

 

111,102,000 108,817,204 2,284,796 環境審議会生活環境部会の開催 1回 

環境審議会水環境部会の開催 1回 

公害紛争処理指導 

水質汚濁防止事業 

 公共用水域調査（県分） 46河川 61地点 

              6海域 42地点 

 地下水調査（県分）  12市町村 37地点 

工場・事業場立入検査数 延べ 62事業場 

 化学物質環境汚染実態調査 

  調査地点 四万十川河口部 

    調査項目 有機塩素化合物ほか 

 

大気保全等対策事業 

 大気監視測定局 5か所 

  航空機騒音調査 南国市 5地点 

 道路交通騒音調査 南国市 3地点 

  酸性雨モニタリング調査 

    調査地点 檮原町、香美市 

 
 

環 境 

対 策 費 

 

 

 

 

 

 

環 境 

対 策 課 

 

 

175 

176 



－154－  

 

 

大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環 境 研 究 セ ン タ ー 費 

 

 

 

石綿健康被害救済基金 

出 え ん 金 

 

 

廃棄物処理対策事業費 

（環境美化推進事業費） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

42,443,000 

 

 

 

12,340,000 

 

 

 

597,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

41,309,198 

 

 

 

12,340,000 

 

 

 

597,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,133,802 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  有害大気汚染物質モニタリング調査 

    調査地点 須崎市、いの町 

 

環境中ダイオキシン類濃度調査 

 大気調査 4地点  

水質調査 7地点   

 底質調査 7地点   

地下水調査 1地点 

土壌調査 1地点 

 

アスベスト対策 

 特定粉じん排出等作業立入調査 11事業所 

 

ペレットボイラー焼却灰調査（5施設） 

 ダイオキシン類 7検体 

 土壌基準 27項目 7検体 2回 

 

 

環境研究センターの管理運営及び環境の保全にかか

る調査研究 

 

 

石綿健康被害救済基金出えん金 12,340,000円 

 

 

 

ボランティア制度の創設 

登録数 1,702名  登録団体 185団体等 

清潔で美しい高知県をつくるパートナーズ協定の締

結    

17企業・団体 

県民一斉美化活動月間（2月）の制定 

 地域でのボランティア清掃 

（18市町村 29箇所で実施） 

県職員による清掃の実施 
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社会の基盤 

となる自然 

環境の保全 

に取り組む 

自然共生社 

会 づ く り 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自然環境の 

保 全 

 

環 境 保 全 事 業 費 

（リサイクル製品普及 

促 進 事 業 費 ） 

（ 再 掲 ） 

696,000 573,909 122,091 平成 21年度認定   

2製品 2事業所 1エコショップ 

認定審査会の開催 1回 

普及促進検討委員会の開催 1回 

認定製品、事業所紹介パンフレット作成 

認定製品等普及啓発 

出展等１回 

計 167,178,000 163,637,311 3,540,689  

 

 

1  事業執行の目的 

高知県希尐野生動植物保護条例に基づき、特に保護が必要な種の検討や生息状況の調査やその保護対策を行う。 

自然公園指導員研修の実施や月見山こどもの森及び四国のみち等の管理運営を市町村等へ委託して、自然公園等の保護管理体制を充実させ 

るとともに、老朽化施設の整備等を行い、快適な利用の増進を図る。 

牧野植物園の観光機能の強化及び来園者の安全をはかるため、老朽化した南園温室の建替え（耐震構造化）を行う。 

また、薬用植物等の分類研究や栽培・利用技術の開発を図るとともに、そこから得た成果によって高知県の新たな地域産業の振興や育成に 

寄与することを目的とする。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)   

区 分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
繰 越 額 不 用 額 

希尐動植物 

保 護 対 策 

事 業 費 

 

 

 

 

 

 

 

8,468,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7,545,026 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

922,974 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

922,974 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生息分布調査 

 調査対象種：アカメ 

 

希尐野生植物食害防止対策 

 ネット張り：6か所 

 (三原村今ノ山、三嶺、石立山) 

レッドデータリスト(植物編)見直し業務 

委託 

希尐野生動植物保護支援 

 県指定希尐野生動植物保護区での看板

設置、保護区パンフレットによる啓発、

保護団体支援 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環 境 

共 生 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環 境 

共 生 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

清流の保全 

と 活 用 

 

 

 

 

  

区 分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
繰 越 額 不 用 額 

自然公園等 

管 理 費 

 

牧野植物園 

第二期整備 

事 業 費 

（ 再 掲 ） 

13,577,000 

 

 

632,486,000 

13,489,148 

 

 

609,620,214 

 

87,852 

 

 

22,865,786 

 

 

 

20,291,000 

87,852 

 

 

2,574,786 

月見山こどもの森         

 利用者数 29,936人 

 

牧野植物園南園温室建替え工事 

 実施設計委託料  

49,813,050円     

 

施設整備工事請負費 

       505,261,500円 

 土地購入費 18,398,634円 

 移転補償費  8,477,068円 

 

薬用植物等活用促進費補助金 

      27,669,962円 

 （財）高知県牧野記念財団 

計 654,531,000 630,654,388 23,876,612 20,291,000 3,585,612  

 

 

 

1  事業執行の目的 

「高知県清流保全条例」に基づき、物部川清流保全計画の推進や仁淀川清流保全計画の策定を行うなど、地域に根ざした環境保全の取り組 

 みを実施する。 

四万十川の保全と四万十川を活かした流域の振興を図るため、四万十川流域保全振興委員会の運営や関係各機関との調整のほか 「高知県 

四万十川の保全及び流域の振興に関する基本条例」に基づく重点地域における許可制度の運用、流域振興ビジョンの策定など保全と振興に向 

けた事業を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環 境 

共 生 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環 境 

共 生 課 
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2  事業執行の状況及び成果 

(単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

清 流 保 全 推 進 事 業 費 

 

四 万 十 川 総 合 対 策 費 

 

1,769,000 

 

20,435,000 

 

 

1,196,772 

 

17,620,895 

 

572,228 

 

2,814,105 

 

清流保全推進事業事務費 

 
四万十川流域保全振興委員会の開催 1回 
四万十ルネッサンス協議会の開催 １回 
重点地域における許可制度の運用 
四万十くろそん会議の開催 5回 
流域市町（四万十川総合保全機構）等との調整 
四万十川財団運営費補助金 12,814,426円 

計 22,204,000 18,817,667 3,386,333  
 

  
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水     産     部     門 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

漁業生産の 

足腰を強化 

す る 

 

漁業資源の 

確   保 

1  事業執行の目的 

漁業資源を維持・確保するため、表層･中層型浮魚礁の設置を行うとともに、沈設型魚礁の現況調査、種苗放流や磯焼け対策による資源の 

維持増加、県外船を中心とした漁業取締の強化など近場の漁場整備に取り組む。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(1) 広域漁場の整備                                                 (単位 円)  

区  分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
予 算 額 執 行 額 差 引 額 内       訳 説     明 

繰 越 額 不 用 額 

広 域 漁 場 

整備事業費 

 

 

1,049,000,000 

 

242,172,000 806,828,000 806,800,000 28,000 回遊魚の集魚と漁獲を目的とした表層型浮魚礁

の設置 

 

浮魚礁設置 室戸岬沖 16工区 

浮魚礁設計 足摺沖 18工区 甲浦沖 19工区 

窪川沖 20工区 大月沖 21工区 

 

(2) 漁業生産の安定確保                                               (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

沈 設 型 魚 礁 

現 況 調 査 費 

 

磯 焼 け 対 策 等 

沿岸域機能回復 

支 援 事 業 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,857,000 

 

 

19,894,000 

 

 

 

 

 

2,857,000 

 

 

18,862,068 

 

 

 

1,031,932 

既存沈設型魚礁の現況を調査し、漁業者への情報提供により利用促進を

図るとともに今後の整備に向けた判断材料とする 

 

藻場等の機能回復活動に対する支援 

交付先 事業費 補助金 内容 

高知県環境

生態系保全

対策地域協

議会 

21,800,000 5,450,000 ウニ除去、干潟の機能 

低下を招く生物の除去、 

サンゴの食害生物の駆 

除に対する支援 

 

磯焼け対策効果調査委託 

 ウニ除去実施場所の事前調査及び効果調査を実施 

委託費 1,995,000円 

 

磯焼け対策事業実施委託 

 漁業者が実施するウニ除去を補完し事業を効率的に進める  

委託費 8,925,000円 
 

漁  業 

管 理 費 

 

水産業試 

験研究費 

 

水  産 

振 興 費 

 

漁 港 

建 設 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

漁 業 

管 理 課 

 

漁 業 

振 興 課 

 

 

 

 

漁 港 

漁 場 課 
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180 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

   

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

漁業取締活動費 

 

 

 

漁 業 調 整 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

栽 培 漁 業 振 興 

事 業 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

水産業試験研究費 

76,761,000 

 

 

 

7,635,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

74,811,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37,523,000 

66,296,603 

 

 

 

6,864,865 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

72,813,514 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33,080,680 

10,464,397 

 

 

 

  770,135 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,997,486 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4,442,320 

漁業取締 

取締日数 延  316日  県有取締船  3隻 

検挙件数  15件  警告・指導件数  11件 

 

漁業自主調整促進協議会補助金 

交付先 事業費 補助金 内容 

高知県沖合漁業 

自主調整促進 

協 議 会 

外 3 団 体 

2,217,272 779,000 操業指導活動 

標識設置事業 

違反防止等 

自主調整活動 

海面漁業権免許件数        0件 

海面漁業許可件数        838件 

内水面採捕許可件数       90件 

（特採 48件、採捕 42件） 

 

新漁業管理制度（漁獲可能量制度） 

1 ＴＡＣ法に基づく漁獲量管理 

2 県計画の見直し・検討 

  3 小型するめいか釣漁業の採捕報告体制の構築 

 

種苗生産 1まだい  102千尾 

     2えび類 1,420千尾 

     3ひらめ   97千尾 

マダイ種苗生産業務委託 

 委託費 14,334,200円 

ヒラメ・エビ類種苗生産業務委託 

 委託費 44,589,597円 

本県が会員となっている協会への負担金の拠出 

 負担金 2,000,000円 

 

水産業の振興に関係する試験研究費及び技術支援費 

負担金 1,000,000円 

計 219,481,000 200,774,730 18,706,270  
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生 産 流 通 

基盤の整備 

 

1  事業執行の目的 

漁業の生産基地機能の強化を図るため、国の漁港漁場整備基本計画に基づく広域水産物供給基盤整備事業、地域水産物供給基盤整備事業、 

漁港漁場機能高度化事業等により漁港施設を整備するとともに、製氷施設などの漁業近代化施設の整備などに対して助成を行う。 

 

2  漁港施設の状況 
(1) 県管理漁港（27港）                          (単位 ｍ) 

漁 港 施 設 名 施 設 の 延 長 

外かく施設 

防 波 堤 24,726 

護 岸 25,294 

防砂堤・導流堤等 29,338 

計 79,358 

係 留 施 設 

岸 壁 14,326 

船 揚 場 1,851 

物 揚 場 12,368 

計 28,545 

合     計 107,903 

 

(2) 市町村管理漁港（61港）                      (単位 ｍ) 

漁 港 施 設 名 施 設 の 延 長 

外かく施設 

防 波 堤 20,558 

護 岸 19,092 

防砂堤・導流堤等 24,949 

計 64,599 

係 留 施 設 

岸 壁 2,518 

船 揚 場 2,306 

物 揚 場 18,853 

計 23,677 

合     計 88,276 
 

水 産 

振 興 費 

 

漁 港 

建 設 費 

 

 

 

漁 業 

振 興 課 

 

漁  港 

漁 場 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

181 

 

 

186 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
3  事業執行の状況及び成果 

(1) 漁港の整備 

ア 県 事 業                                                                                               (単位 円)  

区 分 箇 所 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内   訳 

説  明 
繰 越 額 不 用 額 

広 域 水産物 

供 給 基 盤 

整備事業費 

 

 

 

 

地域水産物 

供 給 基 盤 

整備事業費 

 

 

 

 

 

 

水産基盤スト 

ックマネジメ 

ント事業費 

佐 賀 

漁 港 

外 3 港 

 

 

 

 

加 領 郷 

漁 港 

外 1 港 

 

 

 

 

 

 

宇 佐 漁 港 

 

2,629,919,000 

 

 

 

 

 

 

684,202,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

89,201,000 

 

2,054,128,000 

 

 

 

 

 

 

579,200,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

43,700,000 

 

575,791,000 

 

 

 

 

 

 

105,002,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

45,501,000 

 

575,532,000 

 

 

 

 

 

 

105,000,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

45,500,000 

 

259,000 

 

 

 

 

 

 

2,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,000 

 

防波堤       L=312.6m 

物揚場     L=50.0m       

用地       A=79㎡ 

測量      1.0式 

設計       1.0式 

技術審査補助  1.0式 

 

防波堤     Ｌ=20.0m 

岸壁         Ｌ=70.0m 

駐車場     1.0式 

臨港道路       1.0式     

橋梁       1.0式                   

測量           1.0式   

設計           1.0式 

技術審査補助  1.0式 

 

調査      1.0式 

設計      1.0式 

導流堤保全工事 1.0式 

計  3,403,322,000 2,677,028,000 726,294,000 726,032,000 262,000  

 

イ 市町村事業                                                  (単位 円)  

区 分 箇 所 
事 業 

主 体 

事  業  費 
予算額 執行額 差引額 

内訳 
説 明 

計画額 実績額 繰越額 不用額 

地域水産物 

供 給基盤 

整備事業費 

羽 根 

漁 港 

外 １ 港 

室 戸 市 

外 １ 町 

658,940,000 551,520,000 276,112,000 190,176,000 85,936,000 85,936,000 
 

防波堤  65.0m 

護岸    23.0m 

漁 港漁場 

機能高度化 

事 業 費 

灘 漁 港 黒 潮 町 

 

45,750,000 28,110,000 36,600,000 22,488,000 14,112,000 14,112,000  防波堤  30.6m 

用地   1,200㎡ 

測量   1.0式 

設計   1.0式 

計   704,690,000 579,630,000 312,712,000 212,664,000 100,048,000 100,048,000   
 

 

 

 
 



 

－163－  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

漁業経営の 

構造改善の 

促 進 

 

(2) 漁業、近代化施設等の整備                                            (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

漁業経営構造改善事業費 

 

 

 

 

種子島周辺漁業対策事業費 

183,526,000 

 

 

 

 

93,982,000 

153,049,630 

 

 

 

 

93,548,266 

30,476,370 

 

 

 

 

433,734 

沿岸海域の生産力に見合った健全な漁業の育成、衛生

管理対策及び需要や消費動向の変化に対応した供給体

制の確立等を目的として各種漁業施設の整備を推進す

る 

 

（独）宇宙航空研究開発機構種子島宇宙センター等に

おいて行うロケット打ち上げが種子島周辺漁業に及ぼ

す影響に対処するために行う事業に要する経費につい

て、補助金を交付する 

交 付 先 事 業 費 補 助 金 

室 戸 市 90,283,200 67,710,000 

黒 潮 町 10,290,000 7,323,000 

土佐清水市 24,083,000 16,378,000 

計 124,656,200 91,411,000 

共同利用施設設置事業 

  漁業用通信施設     1件 

  漁船漁具保全施設    4件 

  水揚荷捌施設       1件 

  漁業用補給施設     1件 

計 277,508,000 246,597,896 30,910,104  

 

 

1  事業執行の目的 

漁業者への低利融資や漁業信用基金協会の保証制度など漁業制度資金の適切な運用により、漁業経営の維持安定に努める。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(1) 沿岸漁業経営構造改善                                              (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

沿岸漁業者経営構造 

改善促進事業費 

 

 

 

24,032,000 

 

 

 

21,924,701 

 

2,107,299 

 

 

1 赤潮特約共済掛金補助金 

交付先 事業費 補助金 内容 

全 国 合 同 

漁 業 共 済 

組合高知県 

事 務 所 

16,702,805 5,567,604 養殖共済の赤潮特約に 

対する掛金の一部補助 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海 洋 

政 策 費 

 

(特別会計) 

沿岸漁業 

改善資金 

助 成 

事 業 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水 産 

政 策 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

2 沿岸漁業者経営構造改善促進事業補助金 

漁協が実施する沿岸漁船のエンジン換装を進めるリース事業を支援 

する 

交付先 事業費 補助金 

土佐清水市 39,841,672 6,554,000 

奈 半 利 町 25,215,225 4,202,000 

中 土 佐 町 33,100,000 5,516,000 

計 98,156,897 16,272,000 
 

 

(2) 沿岸漁業金融対策 

ア 予算執行の状況 

(単位 円)    

区     分 予  算  額 執  行  額 差  引  額 

漁 業 近 代 化 資 金 利 子 補 給 金 22,795,000 22,619,963 175,037 

水 産 業 地 域 改 善 事 業 資 金 利 子 補 給 金 29,000 25,943 3,057 

沿 岸 漁 業 等 経 営 育 成 資 金 利 子 補 給 金 2,104,000 2,088,901 15,099 

漁 業 災 害 対 策 資 金 利 子 補 給 補 助 金 481,000 366,322 114,678 

沿 岸 漁 業 経 営 再 建 特 別 資 金 利 子 補 給 金 620,000 614,934 5,066 

漁 業 後 継 者 資 金 利 子 補 給 金 7,000 6,383 617 

燃 油 高 騰 緊 急 対 策 資 金 利 子 補 給 金 971,000 953,998 17,002 

漁 業 経 営 維 持 安 定 資 金 利 子 補 給 金 908,000 778,392 129,608 

水 産 業 緊 急 経 営 安 定 資 金 保 証 料 補 給 金 508,000 506,635 1,365 

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 貸 付 金 （ 特 別 会 計 ） 70,000,000 69,915,000 85,000 

計 98,423,000 97,876,471 546,529 

 

イ 実施状況及び成果 

(単位 円、件)    

区     分 融 資 枠 承 認 額 件    数 

漁 業 近 代 化 資 金 800,000,000 420,270,000 25 

沿 岸 漁 業 等 経 営 育 成 資 金 660,000,000 263,180,000 41 

漁 業 災 害 対 策 資 金 300,000,000 60,000,000 3 
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沿 岸 漁 業 経 営 再 建 特 別 資 金 400,000,000 371,800,000 7 

漁 業 経 営 維 持 安 定 資 金 利 子 補 給 金 300,000,000 192,000,000 1 

水 産 業 緊 急 経 営 安 定 資 金 保 証 料 補 給 金 1,500,000,000 1,116,000,000 81 

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 貸 付 金 （ 特 別 会 計 ） 100,000,000 69,915,000 18 

計 4,060,000,000 2,493,165,000 176 

 

(3) 遠洋近海漁業金融対策 

ア 予算執行の状況                                    

                                           (単位 円)   

区     分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 

かつお・まぐろ漁業振興資金利子補給金 7,600,000 7,332,235 267,765 

漁 業 経 営 改 善 促 進 資 金 利 子 補 給 金 1,011,000 920,496 90,504 

計 8,611,000 8,251,731 358,269 

 

イ 実施状況及び成果               

                                                                 (単位 円、件)   

区     分 融 資 枠 承 認 額 件    数 

か つ お ・ ま ぐ ろ 漁 業 振 興 資 金 2,000,000,000 996,903,000 26 

漁 業 経 営 改 善 促 進 資 金 443,000,000 300,000,000 1 

計 2,443,000,000 1,296,903,000 27 

 

(4) 近海かつお一本釣漁業金融対策 

ア 予算執行の状況         

                                      (単位 円)   

区     分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 

漁 船 建 造 等 支 援 資 金 利 子 補 給 金 3,618,000 3,491,971 126,029 

漁 船 建 造 特 別 資 金 利 子 補 給 金 1,424,000 1,392,167 31,833 

漁 船 建 造 特 別 資 金 保 証 料 補 給 金 323,000 285,393 37,607 

計 5,365,000 5,169,531 195,469 

 

イ 実施状況及び成果 

(単位 円、件)   

区     分 融 資 枠 承 認 額 件  数 

漁 船 建 造 等 支 援 資 金 500,000,000 25,000,000 1 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 い 手 の 

育 成 確 保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1  事業執行の目的 

 金融対策のほか、地域における漁業の担い手の活動支援を通じ、漁業・地域の活性化を図るとともに、新規漁業就業者の確保を推進する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                             (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

沿岸漁業担い手 

活動促進事業費 

 

 

 

42,743,000 

 

40,142,787 2,600,213 ふるさと雇用再生新規漁業就業者確保対策事業委託料 

 新規漁業就業者獲得のため、県内の漁村等を巡回し勧誘活動を実施す

る 

 委託費 1,938,999円  

 

新規漁業就業者支援事業費補助金 

（新規漁業就業者支援事業） 

交付先 事業費 補助金 内容 

宿 毛 市 

外 2 市 

21,742,500 13,396,000 地元後継者・UI ターン者等

が自営の沿岸漁船漁業者と

して自立する者への支援 

 

（新規漁業就業者漁船リース事業） 

交付先 事業費 補助金 内容 

土佐清水市 16,518,000 5,000,000 新規漁業就業者への漁船リ

ースを目的に中古船を取得

する漁協に対する支援 

 

（漁業体験研修支援事業） 

交付先 事業費 補助金 内容 

中土佐町 

外 1 市 

398,423 197,000 UI ターン者等が漁村に滞在

し、漁業研修を行う為に必

要な経費への支援 

 

離島漁業再生支援交付金 

交付先 事業費 補助金 内容 

宿 毛 市 5,168,000 3,876,000 離島の水産業及び漁村の有

する多面的機能の維持及び

増進のための支援 
 

 

海 洋 

政 策 費 

 

(特別会計) 

沿岸漁業 

改善資金 

助 成 

事 業 費 

 

水 産 

振 興 費 

 

 

 

 

 

 

 

水 産 

政 策 課 

 

 

 

 

 

 

 

漁 業 

振 興 課 

 

 

 

 

 

177 

 

 

278 

 

 

 

 

 

182 
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県 1 漁協 

構想の推進 

                        

漁業金融対策費 

（ 再 掲 ） 

 

（ 特 別 会 計 ） 

沿岸漁業改善資金

貸 付 事 業 費 

（ 再 掲 ） 

42,577,000 

 

 

 

70,000,000 

41,450,793 

 

 

 

69,915,000 

1,126,207 

 

 

 

85,000 

漁業経営を開始するために必要な資金を無利子又は低利で融通するこ

とにより、新規漁業就業者の経営の安定化を図る 

計 155,320,000 151,508,580 3,811,420  

 

 

 

1  事業執行の目的 

県１漁協構想を円滑に推進するため、不参加漁協との対話を深めるとともに、高知県漁協と不参加漁協との人事交流や業務提携などを通じ 

た連携を支援する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                             (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

高知県１漁協構想 

推 進 事 業 費 

 

 

 

 

 

漁協系統組織改編 

支 援 事 業 費 

 

水産業協同組合 

検 査 指 導 費 

 

3,486,000 

 

 

 

 

 

 

2,162,000 

 

 

1,856,000 

2,496,180 

 

 

 

 

 

 

1,895,319 

 

 

1,702,246 

989,820 

 

 

 

 

 

 

266,681 

 

 

153,754 

広域連携機能強化事業費補助金 

交付先 事業費 補助金 内容 

高知県漁業 

協 同 組 合 

4,175,820 2,087,000 県漁協の公益的機

能の強化や不参加

漁協との連携推進

に対する支援 

 

平成 22年度末に県漁連が経済事業を廃止することに伴い、各漁協に及

ぼす影響の緩和を図る 

 

常例検査実績 

  沿海漁協 12件（5組合 7支所）  内水面漁協 2件  

業種別漁協 1件 連合会 1件           合計 16件 

計 7,504,000 6,093,745 1,410,255  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海 洋 

政 策 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水 産 

政 策 課 

 

合併・流 

通支援課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

177 

 

 

184 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

新たな流通 

・ 販 売 に 

挑 戦 す る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鮮魚の商品 

力 の 向 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有利販売の 

展 開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1  事業執行の目的 

魚を商品として扱い、魚の取引価値を上げるために、量販店のバイヤーなどを招き、漁業者や漁協職員に対し、鮮度保持、衛生管理等を徹 

底するなどの取り組みを進めていく。また、食品表示及び水産物卸売市場に関する指導監督を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                             (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

水産物流通加工 

対 策 事 業 費 

 

 

水産業試験研究費

（ 再 掲 ） 

53,331,000 

 

 

 

37,523,000 

42,927,589 

 

 

 

33,080,680 

 

10,403,411 

 

 

 

4,442,320 

1 漁業者、産地市場における衛生管理、鮮度保持、規格選別の向上 

2 水産物産地表示の適正化 

3 水産物卸売市場業務の指導 

 

水産業の振興に関係する試験研究費及び技術支援費 

計 90,854,000 76,008,269 14,845,731  

 

 

1  事業執行の目的 

産地魚価向上のため、高知県漁協の新たな流通販売の取り組みを支援する。 

また、県産水産物の消費を拡大するため、消費者等を対象にしたＰＲ活動、産地と県外消費地との交流促進、商談会情報等の県内漁協、加 

工業者等への提供等の取り組みを推進する。 

さらに、県産水産物の付加価値化を目的に生産者グループ等が取り組んでいる加工・流通販売事業を育成するとともに、前処理加工事業等 

の県内への普及拡大を図り、産地魚価の下支えと漁村での雇用の場づくりにつなげていく。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                             (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

高知県１漁協流通 

販売強化事業費 

 

6,063,000 

 

5,320,100 

 

742,900 

 

県１漁協流通販売強化事業費補助金 

 

 

水産業試 

験研究費 

 

水 産 

振 興 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海 洋 

政 策 費 

 

水 産 

振 興 費 

 

 

 

 

 

漁 業 

振 興 課 

 

合併・流 

通支援課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併・流 

通支援課 
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184 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

184 

 

 

184 
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消費者ニー 

ズの変化へ 

の 対 応 

  

 

 

 

 

 

 

水産物流通加工 

対 策 事 業 費 

（ 再 掲 ） 

 

 

 

 

 

 

 

53,331,000 

 

 

 

 

 

 

 

42,927,589 

 

 

 

 

 

 

 

10,403,411 

 

高知県漁協が取り組む、販路拡大、集出荷体制の整備、人材育成に係

る経費への助成 

交 付 先 事 業 費 補 助 金 

高知県漁業協同組合 9,532,600 4,766,000 

 

1 漁協・漁業者が行う流通販売事業への支援 

2 漁協・漁業者等が行う加工事業への支援 

3 水産加工業に関する情報収集 

4 魚食普及（食育）活動への支援 

5 県内外向けの消費拡大対策の実施 

計 59,394,000 48,247,689 11,146,311  

 

 

1  事業執行の目的 

消費者のニーズに対応するため、前処理加工・冷凍保管施設の整備を進める。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                             (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

リマ区域周辺漁業 

用施設設置事業費 

 

 

 

 

 

 

漁 業 経 営 構 造 

改 善 事 業 費 

（ 再 掲 ） 

144,103,000 

 

 

 

 

 

 

 

183,526,000 

138,620,671 

 

 

 

 

 

 

 

153,049,630 

5,482,329 

 

 

 

 

 

 

 

30,476,370 

 

リマ水域制定に伴う漁業上の障害を軽減し、漁民生活安定を図るため

に行う漁業用施設の設置に要する経費について、補助金を交付する 

交 付 先 事 業 費 補 助 金 

土 佐 清 水 市 188,428,000 135,037,000 

リマ区域周辺漁業用施設 

近代化施設：冷凍冷蔵施設 

設置事業 1件 

 

沿岸海域の生産力に見合った健全な漁業の育成、衛生管理対策及び需

要や消費動向の変化に対応した供給体制の確立等を目的として各種漁

業施設の整備を推進する 

計 327,629,000 291,670,301 35,958,699  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水 産 

振 興 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

漁 業 

振 興 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

地域の資源 

を 所 得 に 

結びつける 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域水産物 

を活用した 

高 付 加 

価 値 化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海洋資源を 

活用した滞 

在型・体験 

型 観 光 の 

推 進 

1  事業執行の目的 

漁業者の家族など、漁村住民の方々の所得の向上や雇用の場づくりに向け、地域の資源である水産物や海洋資源を活用する事業に、関係す 

る他の分野と連携を図りながら取り組む。 

水産加工では、浜加工グループの視点と行動をこれまでの地域活性化的な取り組みから、所得に結びつく経営的視点へ誘導するとともに、 

商品開発から販路開拓まで総合的に支援する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                             (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

水産物流通加工 

対 策 事 業 費 

（ 再 掲 ） 

 

漁業経営構造改善 

事 業 費 

（ 再 掲 ） 

53,331,000 

 

 

 

183,526,000 

42,927,589 

 

 

 

153,049,630 

10,403,411 

 

 

 

30,476,370 

1 漁協・漁業者等が行う加工事業への支援 

2 水産加工業に関する情報収集 

 

 

沿岸海域の生産力に見合った健全な漁業の育成、衛生管理対策及び需要

や消費動向の変化に対応した供給体制の確立等を目的として各種漁業

施設の整備を推進する 

計 236,857,000 195,977,219 40,879,781  

 

 

1  事業執行の目的 

地元の様々な素材を滞在型・体験型観光に仕上げていくために、専門業者による地域診断や、それを踏まえた地域住民を主体とした受入体 

 制づくり等を支援する。併せて、南海地震対策を始め、下水道整備など、集落環境の整備を進める。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
  (単位 円)  

区 分 箇 所 
事 業 

主 体 

事  業  費 
予 算 額 執 行 額 差 引 額 

内   訳 
説 明 

計 画 額 実 績 額 繰 越 額 不 用 額 

滞在型・ 

体 験 型 

観光推進 

事 業 費 

宇佐地区 

外19地区 

 

高知県

外１市 

 

 

8,055,000 

 

 

7,469,616 

 

  8,055,000 

 

 

 

  7,469,616 

 

 

585,384 

 

 

 

 

 

585,384 

 

 

調理体験施設  

  1.0式 

調査   1.0式 

 

水 産 

振 興 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

漁 港 費 

 

 

漁 港 

建 設 費 

漁 業 

振 興 課 

 

合併・流 

通支援課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

漁 港 

漁 場 課 

181 

 

 

184 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

185 

 

 

186 
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河 川 を 

活 用 し た 

中山間地域

の 活 性 化 

 

 

 

 

 

 

   

漁業集落 

環境整備 

事 業 費 

宇佐地区 

外 8 地区 

土佐市 

外 5 町 

 

1,161,480,000 558,480,000 742,166,000 390,789,000 351,377,000 349,272,000 2,105,000 漁業集落道  

1.0式 

防災安全施設 

   1.0式 

水産飲雑用水 

施設 

  1.0式 

用地整備 

1.0式 

用地費  

 1.0式 

補償費  

   1.0式 

積算工事監督 

     1.0式 

測量・設計・調査      

1.0式  

 

計   1,169,535,000 565,949,616 750,221,000 398,258,616 351,962,384 349,272,000 2,690,384  

 

 

 

1  事業執行の目的 

アユ等の河川資源の増強により資源豊かな河川環境の復活を図るとともに、河川の周年利用に必要な調査を実施することにより河川漁場の 

 有効利用を図り、内水面漁業の振興と中山間地域の活性化に繋げる。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                             (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

内水面漁業振興 

事 業 費 

 

 

97,105,000 

 

 

 

 

 

 

96,909,758 195,242 物部川天然アユ資源復元事業費補助金 

 物部川の環境のシンボルであるアユ資源を増強するため、産卵場整備

などの天然アユ資源を復元する取り組みを支援 

交付先 事業費 補助金 

香美市 1,834,053 1,767,000 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水産業試

験研究費 

 

水 産 

振 興 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

漁 業 

振 興 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

180 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内水面漁業試験 

研 究 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17,532,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16,447,617 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,084,383 

 

 

物部川沿岸域海底環境復元事業費補助金 

 物部川流域等から流出した流木などを除去するため、海底清掃などを

実施するとともに、漁業者による森林保全活動等の取り組みを行う 

交付先 事業費 補助金 

香南市外１市 4,195,485 3,600,000 

 

種苗放流委託 

 放流用うなぎ種苗の育成と県下河川への放流を実施 

 放流量  1,600kg 

 放流河川 四万十川など 17河川 

 委託費  11,256,000円 

 

外来魚被害緊急対策事業費補助金 

 吉野川、四万十川及び松田川でのブラックバス等の外来魚駆除及び関

係者による検討会の開催 

交付先 事業費 補助金 

高知県内水面漁業

協同組合連合会 

2,200,000 1,100,000 

 

カワウ食害防止対策事業費補助金 

 仁淀川、四万十川、伊尾木川など県内 9河川でのカワウの捕獲や被害

防除対策及び関係者による検討会の開催 

交付先 事業費 補助金 

高知県内水面漁業

協同組合連合会 

1,800,000 900,000 

 

内水面資源増養殖等基盤施設整備事業費補助金 

 本県内水面漁業の基幹施設である（財）高知県内水面種苗センター施

設の長寿命化補修を実施 

交付先 事業費 補助金 

（財）高知県内水

面種苗センター 

156,541,350 156,541,350 

 （森・川・海連携環境保全事業費 80,000,000円を含む） 

 

内水面漁業試験研究費 

 内水面漁業・養殖業の振興、内水面環境等の保全に関する調査、研究

開発及び技術支援を行った 
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ふるさと雇用再生内水面漁場管理保全計画策定委託料 

県内の主要河川を対象に、各流域の現況を既存資料の整理と現地調 

査により総括的に評価した上で、各河川の特性に適合した環境改善 

と漁場管理についての計画を策定する 

 委託費  38,325,000円 

平成 21年度  10,500,000円 

平成 22年度  18,900,000円 

平成 23年度   8,925,000円 

計 114,637,000 113,357,375 1,279,625  
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

重要プロジ 

ェクトへの 

対 応 

 

 

四国 8 の字 

を構成する 

高速道路等 

の整備促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高知駅周辺 

都市整備の 

概 成 

1  事業執行の目的 

厳しい地域間競争の中で骨格となる社会資本であり、南海地震や救急医療などにおいて、県民の命を守る社会資本である高速道路を早期に 

整備する必要がある。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                                           (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

国直轄道路事業費負担金 3,138,302,000 2,686,005,000 452,297,000 8の字を構成する高規格幹線道路等に係る地方負担額 

高 規 格 道 路 等 

建 設 促 進 事 業 費 

167,930,000 163,947,000 3,983,000 高規格道路関連公共施設の整備を実施するための補助 

高知市外 6市町 

日 本 高 速 道 路 

保有・債務返済機構出資金 

838,880,000 838,880,000  本四架橋建設に要した費用を償還するための(独)日本

高速道路保有・債務返済機構への出資 

計 4,145,112,000 3,688,832,000 456,280,000  

 

 

1  事業執行の目的 

  高知駅付近のＪＲ土讃線を高架化する連続立体交差事業を実施し、高知市中心部の南北交通の円滑化と、鉄道を挟む南北市街地の一体的で 

均衡の取れた発展を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
 (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
予 算 額 執 行 額 差 引 額 内       訳 説     明 

繰 越 額 不 用 額 

連 続 立 体 交 差 

単 独 事 業 費 

366,111,000 303,574,698 62,536,302 11,370,000 51,166,302 高架側道等工事 

連 続 立 体 交 差 

事 業 費 

908,167,000 597,489,539 310,677,461 50,420,000 260,257,461 旧踏切交差点工事、高架側道等工

事、事業損失調査・補償 

計 1,274,278,000 901,064,237 373,213,763 61,790,000 311,423,763  
 

道路橋梁 

管 理 費 

 

道路橋梁

改 良 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都 市 

整 備 費 

 

都市施設 

整 備 費 

道 路 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都  市 

計 画 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 
国直轄事業 

の整備促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1  事業執行の目的 

    県の社会資本として重要度が高い道路、河川、砂防、港湾、海岸の国直轄事業に対して費用負担を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                    (単位 円)   

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説       明 

国直轄道路事業費負担金 7,743,409,000  7,434,388,334  309,020,666 新直轄方式高速自動車国道分を含む 

国直轄河川事業費負担金 3,209,117,000  3,136,351,282  72,765,718  

国直轄砂防事業費負担金 535,999,000  530,331,834  5,667,166  

国直轄港湾事業費負担金 2,581,875,000  2,535,474,651  46,400,349  

国直轄河川海岸事業費負担金 335,667,000  329,021,333  6,645,667  

計 14,406,067,000  13,965,567,434  440,499,566  

 

平成 21年度国直轄道路事業費負担金明細                                         (単位 円) 

区    分 
道     路 機   械 計 

備 考 
事 業 費 負 担 額 事 業 費 負 担 額 事 業 費 負 担 額 

改     築 16,673,911,000 2,552,845,334   16,673,911,000 2,552,845,334  

維    持 1,108,324,000 498,745,000 45,306,000 20,388,000 1,153,630,000 519,133,000  

修    繕 3,003,131,000 1,351,410,000   3,003,131,000 1,351,410,000  

沿 道 環 境 改 善 3,731,529,000 534,637,000   3,731,529,000 534,637,000  

交 通 安 全 一 種 1,263,801,000 421,267,000   1,263,801,000 421,267,000  

交 通 安 全 二 種 869,011,000 434,504,000   869,011,000 434,504,000  

交 通 事 故 一 種 1,961,069,000 409,342,000   1,961,069,000 409,342,000  

交 通 事 故 二 種 274,713,000 137,355,000   274,713,000 137,355,000  

電 線 共 同 溝 119,546,000 44,829,000   119,546,000 44,829,000  

高速自動車国道 10,290,656,000 1,029,066,000   10,290,656,000 1,029,066,000  

計 39,295,691,000 7,414,000,334 45,306,000 20,388,000 39,340,997,000 7,434,388,334  
 

河 川 

改 良 費 

 

砂 防 

整 備 費 

 

道路橋梁

改 良 費 

 

港  湾 

建 設 費 

 

河川海岸 

保 全 費 

 

 

河 川 課 

 

 

防 災 

砂 防 課 

 

道 路 課 

 

 

港 湾 課 

 

 

海 岸 課 

 

 

196 

 

 

199 

 

 

203 

 

 

216 

 

 

220 
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平成 21年度国直轄河川事業費負担金明細             (単位 円)  

区    分 事 業 費 負  担  額 

河 川 改 修 事 業 5,482,360,000 913,725,333 

河 川 維 持 修 繕 事 業 1,394,936,000 627,718,249 

床 上 浸 水 対 策 特 別 緊 急 事 業 3,374,210,000 562,368,000 

総 合 水 系 環 境 整 備 事 業 ( 河 川 ) 357,806,000 178,903,000 

河 川 工 作 物 関 連 応 急 対 策 事 業 51,000,000 8,500,000 

多 目 的 ダ ム 建 設 事 業 1,717,342,000 214,667,000 

総 合 水 系 環 境 整 備 事 業 ( ダ ム ) 219,043,000 109,521,000 

堰 堤 維 持 費 1,138,060,000 512,126,000 

河 川 行 政 管 理 経 費 19,608,000 8,822,700 

計 13,754,365,000 3,136,351,282 

 

平成 21年度国直轄砂防事業費負担金明細             (単位 円)  

区    分 事 業 費 負  担  額 

砂 防 事 業 3,182,004,010  530,331,834  

 

平成 21年度国直轄港湾事業費負担金明細             (単位 円)  

区    分 事 業 費 負  担  額 

港 湾 事 業 9,127,214,000  2,544,061,000  

 

平成 20年度国直轄港湾事業費精算額               (単位 円)  

区    分 事 業 費 負  担  額 

港 湾 事 業 △ 27,472,920 △ 8,586,349 

 

平成 21年度国直轄河川海岸事業費負担金明細           (単位 円) 

区    分 事 業 費 負  担  額 

直 轄 海 岸 事 業 （ 高 知 海 岸 ） 1,974,130,000  329,021,333  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－178－  

 

 

大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

地域の経済 

活動を支え 

る社会基盤 

の 整 備 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域振興を 

支 援 す る 

道 路 整 備 

の 推 進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1  事業執行の目的 

  地域振興の支援や社会サービスの向上及び交通の安全を確保するため、県内道路網の改良整備及び維持管理を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果                                    (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
予 算 額 執 行 額 差 引 額 内       訳 説     明 

繰 越 額 不 用 額 

道 路 改 築 費 9,404,000,000 7,463,610,086 1,940,389,914  1,926,910,000  13,479,914  国道 439号 

外 18路線 33工区 

小 規 模 事 業 費 

（道路特殊改良費） 

100,000,000 100,000,000  
      

国道 439号 

外 1路線 2工区 

地域活力基盤創造 

交 付 金 事 業 費 

（改築費・1.5 車線的 

整 備 ・ 国 道 

特 殊 改 良 費） 

10,665,200,000 6,722,691,292  3,942,508,708  3,942,500,000  8,708  県道安芸物部線 

外 108路線 153工区 

地方道路交付金事業費 

（改築費・1.5 車線的 

整 備 ・ 国 道 

特 殊 改 良 費） 

2,060,704,000 2,060,688,249  15,751    15,751  県道伊野仁淀線 

外 28路線 34工区 

道 路 改 良 費 4,130,000,000  1,747,075,265  2,382,924,735  2,378,820,000  4,104,735    

 

せいかつのみち 

整 備 事 業 費   

800,000,000  400,000,000  400,000,000  400,000,000  
 
県道高知本山線 

外 41路線 48工区 

地 方 特 定 道 路 

整 備 事 業 費 

3,330,000,000  1,347,075,265  1,982,924,735  1,978,820,000  4,104,735  県道安田東洋線 

外 60路線 103工区 

計 26,359,904,000  18,094,064,892  8,265,839,108  8,248,230,000  17,609,108   

 

 

 

 

道路橋梁 

管 理 費 

 

道路橋梁 

改 良 費 

 

 

道 路 課 202 

 

 

203 
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地域振興を 

支 援 す る 

港湾整備の 

推 進 等 

 

 

1  事業執行の目的 

  産業基盤の強化や沿岸輸送力を増強し、船舶の大型化に対応する港湾施設の整備を図るため、外郭施設、係留施設、水域施設の整備及び 

 背後地の保全並びに堤防護岸の嵩上げ補強等を行う。 

 

2  施設の現況                                             (単位 m)  

種 別 港 湾 数 岸 壁 物 揚 場 等 防 波 堤 防潮堤導流堤等 護 岸 

重 要 港 湾 3 5,488  15,031.7  5,148  37,190.4  29,036.5  

地 方 港 湾 16 2,512  14,532.7  15,874.3  30,451.1  16,674.6  

（ 避 難 港 ） (2) (329) (1,657.2) (3,348) (4,257) (1,708) 

計 19 8,000  29,564.4  21,022.3  67,641.5  45,711.1  

 （避難港）は 地方港湾の内数 

 

3 事業執行の状況及び成果   

(1）一般会計                                                    (単位 円) 

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
          ▼区 分 ▼予 算 額▼ ▼執 行 額▼ ▼差 引 額▼ 

繰 越 額 不 用 額 

重 要 港 湾 改 修 費 251,200,000 251,200,000    宿毛湾港防波堤整備 

地 方 港 湾 改 修 費 817,300,000 668,087,091 149,212,909 149,200,000 12,909 防波堤、航路護岸等整備 3港 

港 湾 施 設 改 良 費 165,000,000 164,995,229 4,771   4,771 
岸壁等電気防食、 

防舷材取替等 4港 

港 湾 単 独 改 良 費 246,130,000 223,310,000 22,820,000 22,820,000  
宿毛港湾工業用地内道路整備 

橋梁耐震補強等 

ポ ー ト セ ー ル ス 

推 進 事 業 費 

15,806,000 12,764,702 3,041,298   3,041,298 重要港湾 3港の利活用を促進す 

るためのポートセールス活動 

姉妹港交流事業費 4,588,000 3,798,678 789,322   789,322 ＩＮＡＰ、姉妹港・友好港交流 

活動、経済訪問団の派遣 

用 地 先 行 取 得 費 3,980,652,000 3,980,651,587 413   413 用地先行取得貸付金 

計 5,480,676,000 5,304,807,287 175,868,713 172,020,000 3,848,713   
 

港 湾 

振 興 費 

 

港 湾 費 

 

港 湾 

建 設 費 

 

(特別会計) 

港湾整備 

事 業 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

港 湾 

振 興 課 

 

港 湾 課 

 

 

214 

 

 

215 

 

216 

 

 

280 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）特別会計 

 ア 施設の状況                                                                         (単位 ㎡) 

港 湾 名 
平成 20 年度末 

現 在 高 

当 年 度 中 増 減 平成 21 年度末 

現 在 高 増 減 

土 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地 

高 
 
 
 

知 
 
 
 

港 

種  崎 22,140.08      22,140.08  

仁 井 田 88,432.60    145.89  88,286.71  

港  町 34,763.68      34,763.68  

南 吸 江 36,999.69      36,999.69  

東  孕 9,834.56      9,834.56  

弘 化 台 52,258.99      52,258.99  

東 潮 江 85,283.33      85,283.33  

三  里 256,980.68      256,980.68  

若 松 町 外 17,875.87      17,875.87  

小  計 604,569.48    145.89  604,423.59  

須 崎 港 37,308.75      37,308.75  

宿 毛 湾 港 199,817.08  3,550.00    203,367.08  

下 田 港 21,173.64      21,173.64  

三 崎 港 18,781.00      18,781.00  

清 水 港 3,136.09      3,136.09  

甲 浦 港 10,470.65      10,470.65  

室 津 港 33,507.80      33,507.80  

奈 半 利 港 2,034.07      2,034.07  

下 ノ 加 江 港 11,126.00      11,126.00  

佐 喜 浜 港 15,751.00      15,751.00  

上 川 口 港 8,317.57      8,317.57  

合  計 965,993.13  3,550.00  145.89  969,397.24  
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都市機能の 

充 実 

 

建 
 

物 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

高 知 港 11,434.55      11,434.55  

須 崎 港 22.87      22.87  

宿 毛 湾 港 1,391.60      1,391.60  

佐 賀 港 73.96      73.96  

合  計 12,922.98      12,922.98  

 

 

イ 予算の執行状況及び成果                                           (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
          ▼区 分 ▼予 算 額▼ ▼執 行 額▼ ▼差 引 額▼ 

繰 越 額 不 用 額 

港 湾 施 設 維 持 費 28,909,000 19,861,543 9,047,457 5,040,000 4,007,457 船舶給水業務委託等 

高知新港管理運営費 95,104,000 78,507,529 16,596,471 10,819,000  5,777,471 高知新港管理運営委託料等 

地 方 債 元 利 償 還 金 717,046,000 717,045,165 835   835 地方債元利償還金 

港湾整備事業費小計 841,059,000 815,414,237 25,644,763 15,859,000 9,785,763   

宿 毛 湾 港 臨 海 

土 地 造 成 事 業 費 

58,507,000 58,443,313 63,687   63,687 宿毛湾港工業流通団地用地 

再取得等 

地 方 債 元 利 償 還 金 67,296,000 66,549,032 746,968    746,968 地方債元利償還金 

臨海土地造成事業費小計 125,803,000 124,992,345 810,655   810,655   

計 966,862,000 940,406,582 26,455,418 15,859,000 10,596,418   

 

 

1  事業執行の目的 

  地域振興の支援や社会サービスの向上のため、地域経済活動を支える社会基盤の整備を行い、都市機能の充実を図る。 

  また、総合的な都市交通体系の確立を行い、魅力的な都市空間を確保するとともに、道路・公園などの公共施設の整備と宅地区画の改善を 

一体的に整備し、安全で秩序ある市街地を形成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都 市 

計 画 費 

 

都 市 

整 備 費 

 

都市施設 

整 備 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都 市 

計 画 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                                (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
          ▼区 分 ▼予 算 額▼ ▼執 行 額▼ ▼差 引 額▼ 

繰 越 額 不 用 額 

都 市 計 画 街 路 

単 独 事 業 費 
1,764,000 1,764,000       はりまや町一宮線 

都 市 計 画 街 路 

事 業 費 
1,942,200,000 1,322,426,903 619,773,097 589,900,000 29,873,097 はりまや町一宮線 

外 6路線 

住 宅 宅 地 関 連 

公 共 施 設 整 備 

促 進 事 業 費 

855,800,000 730,432,150 125,367,850 123,500,000 1,867,850 はりまや町一宮線 

土 地 区 画 整 理 

事 業 費 

503,720,000 160,720,000 343,000,000 343,000,000   事業地区（1地区） 

土佐清水市清水第三地区 

道路築造 

高知駅前多目的 

広場整備事業費 
63,000,000 58,209,632 4,790,368   4,790,368 多目的広場の設計、舗装、照明等 

都市計画策定費 78,500,000 48,748,958 29,751,042 24,366,000 5,385,042 都市計画審議会の開催 2回 

都市計画の決定（変更） 

高知広域都市計画区域基礎調査 

高知広域都市計画総括図の作成 

高知都市圏ﾊﾟｰｿﾝﾄﾘｯﾌﾟ調査 

都市計画規制費 8,051,000 7,004,280 1,046,720   1,046,720 開発審査会の開催 4回 

開発行為等の調査、許可、指導 

開発許可台帳等のデータ整備 

屋 外 広 告 物 等 

指 導 規 制 費 

3,796,000 2,213,137 1,582,863   1,582,863 屋外広告物の指導・許可 

計 3,456,831,000 2,331,519,060 1,125,311,940 1,080,766,000 44,545,940   
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安全で安心 

できる県土 

づ く り 

 

 

 

主要プロジ 

ェクトを支 

援する事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河川の治水 

対 策 

 

 

1  事業執行の目的 

  県の主要プロジェクトを支援するため、関連道路の重点整備を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説     明 
          ▼区 分 ▼予 算 額▼ ▼執 行 額▼ ▼差 引 額▼ 

地 域 活 力 基 盤 創 造 

交 付 金 事 業 費  

（ 再 掲 ） 

 

87,786,000  87,786,000    エコサイクルセンター関連道路の整備 

庄田伊野線（名越屋）道路改良 

103,400,000  103,400,000    自衛隊誘致関連道路の整備 

奥西川岸本線（岸本）道路改良、用地買収   

計 191,186,000  191,186,000     

 

 

 

1  事業執行の目的 

  安全で安心できる県土づくりのため、河川改修事業を実施する。 

  また、公共土木施設災害復旧国庫負担法に基づき、公共土木施設の復旧を行う。 

 

2  施設の現状 

区  分 水 系 数 河 川 数 流路延長（両岸平均） 備     考 

一 級 河 川 4  396  1,923,114.7ｍ うち国管理 130,991.5ｍ、県管理 1,792,123.2ｍ 

二 級 河 川 97  269  1,241,839.0ｍ   

計 101  665  3,164,953.7ｍ うち国管理 130,991.5ｍ、県管理 3,033,962.2ｍ 

 

 

道路橋梁 

改 良 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河 川 

整 備 費 

 

河 川 

改 良 費 

 

土木施設 

災 害 

復 旧 費 

 

道 路 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河 川 課 

 

 

 

 

 

防 災 

砂 防 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3  事業執行の状況及び成果 
                                                (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
          ▼区 分 ▼予 算 額▼ ▼執 行 額▼ ▼差 引 額▼ 

繰 越 額 不 用 額 

広 域 河 川 改 修 

事 業 費 

2,466,686,000 1,656,029,244 810,656,756 810,220,000 436,756 波介川外 10か所 

護岸工、用地補償  

総 合 流 域 防 災 

事 業 費 

605,364,000 319,924,000 285,440,000 285,440,000   久礼川外 3か所 

掘削、護岸工、情報基盤 

土佐湾高潮対策 

事 業 費 

439,550,000 293,510,000 146,040,000 146,040,000   国分川、江ノ口川 

耐震対策 

河川等関連公共施 

設整備促進事業費 

11,400,000 11,400,000       烏川 

橋梁上部工、下部工 

床 上 浸 水 対 策 

特別緊急事業費 

730,782,000 690,835,537 39,946,463 36,540,000 3,406,463 萩谷川 

護岸工 

下水道関連公共施 

設整備促進事業費 

82,330,000 53,390,000 28,940,000 28,940,000   国分川 

護岸工、堰上下部工 

河川管理施設機能 

確 保 事 業 費 

290,000,000 128,180,000 161,820,000 161,820,000   香宗川外 3か所 

防潮水門改築、長寿命化計画策定 

流 域 貯 留 浸 透 

事 業 費 

3,000,000 3,000,000       大谷川 

概略設計 

河 川 改 修 費 2,214,130,000 1,528,451,614 685,678,386 685,670,000 8,386 久万川外 78か所 

河床掘削 

計 6,843,242,000 4,684,720,395 2,158,521,605 2,154,670,000 3,851,605   
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4  公共土木施設の災害復旧の状況 

（1） 災害公共事業                                                     (単位 円) 

区    分 箇所数 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

繰 越 額 不 用 額 

河 川 局 

 

1 9 年災 地すべり 1    37,092,850        

道 路 1    3,597,300        

事 務 費     512,536        

小 計 2  79,872,000  41,202,686  38,669,314    38,669,314  

2 0 年災 河 川 17    147,879,528        

道 路 9    39,574,365        

事 務 費     5,948,376        

小 計 26  250,824,000  193,402,269  57,421,731  43,491,000  13,930,731  

2 1 年災 河 川 58    275,482,988        

砂 防 1    6,851,000        

道 路 12    71,262,277        

事 務 費     19,970,420     

小 計 71  845,448,000  373,566,685  471,881,315   462,132,000 9,749,315  

港 湾 局 1 9 年災 港 湾 2            

小 計 2  7,778,000    7,778,000    7,778,000  

2 1 年災 港 湾 1    58,788,200        

事 務 費     2,177,000        

小 計 1  109,000,000  60,965,200  48,034,800  47,350,000  684,800  

合  計 102  1,292,922,000  669,136,840  623,785,160  552,973,000  70,812,160  

 

 

（2）災害公共事業の進捗状況                                           (単位 円) 

区    分 
査 定 工 事 費 実 施 金 額 進度率 

（％） 

残  工 事 費 

箇所数 金  額 箇所数 金  額 箇所数 金  額 

河 川 局 1 9 年 災 423  4,060,299,987  423  4,060,299,987  100.0%     

2 0 年 災 82  950,489,000  82  837,003,853  88.1%   113,485,147  

2 1 年 災 137  982,533,000  71  373,566,685  38.0% 66  608,966,315  

小 計 642  5,993,321,987  576 5,270,870,525  87.9% 66  722,451,462  
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土 砂 災 害 

防 止 対 策 

 

 

区    分 
査 定 工 事 費 実 施 金 額 進度率 

（％） 

残  工 事 費 

箇所数 金  額 箇所数 金  額 箇所数 金  額 

港 湾 局 

 

1 9 年 災 6  178,857,000  6  178,857,000  100.0%     

2 1 年 災 1  109,171,000  1  60,965,200  55.8%   48,205,800  

小 計 7  288,028,000  7 239,822,200  83.3%   48,205,800  

合   計 649 6,281,349,987 583 5,510,692,725 87.7% 66 770,657,262 

 

（3）県単独事業                             (単位 円) 

区    分 箇所数 予 算 額 執 行 額 差 引 額 

現 年 災 害 6  5,473,000  4,178,900  1,294,100  

災 害 査 定 事 業   37,028,000  36,887,557  140,443  

計 6  42,501,000  41,066,457  1,434,543  

 

（4）国直轄災害復旧事業費負担金 

ア 予算執行の状況           (単位 円) 

予 算 額 執 行 額 差 引 額 

9,432,000  9,267,000  165,000  

 

イ 実施状況及び成果 

    国直轄災害復旧事業費負担金内訳                             (単位 円) 

年   災 工 種 事  業  費 負   担   額 負担率 

2 0 年 災 河 川 27,830,000  9,267,000  0.333  

 

 

 

1  事業執行の目的 

  台風や集中豪雤等による土石流、がけ崩れ、地すべりなどの土砂災害を防止するため、砂防関係事業を実施し、県民の生命、財産を保護し、 

県民の生活の安定に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

砂 防 費 

 

 

砂  防 

整 備 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防 災 

砂 防 課 
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2  施設の現状 

区   分 水 系 数 箇 所 数 延  長 面  積 保全人家数 

砂 防 施 設 250  1,799  2,514.0km 16,752.67ha - 

急傾斜地崩壊防止施設 - 984  - 2,350.70ha 24,004戸 

地 す べ り 防 止 施 設 5  90  - 4,802.99ha - 

 

 

3  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
          ▼区 分 ▼予 算 額▼ ▼執 行 額▼ ▼差 引 額▼ 

繰 越 額 不 用 額 

通常砂防事業費 1,401,532,000  926,390,423  475,141,577  475,140,000  1,577  畝田谷川外 19か所 えん堤工 

地 す べ り 

対 策 事 業 費 

371,116,000  354,756,000  16,360,000  16,360,000    大砂子外 13か所 

地表水排除工、地下水排除工、 

法面工、アンカー工、調査観測  

総 合 流 域 防 災 

事 業 費 

113,000,000  100,260,000  12,740,000  12,740,000    中ノ川内川外 1か所 

えん堤工 

急 傾 斜 地 崩 壊 

対 策 事 業 費 

2,010,130,000 1,854,890,000 155,240,000 155,240,000  珍地外 54か所 

斜面対策工 2,668m 

砂防単独事業費 455,700,000  358,835,055  96,864,945  96,862,000  2,945  
 

 砂 防 事 業 費 165,843,000  152,382,055  13,460,945  13,458,000  2,945  弘ケ谷川外 12か所 

急傾斜地崩壊 

対 策 事 業 費 

198,371,000  179,507,000  18,864,000  18,864,000    有井川外 3か所 

砂 防 基 盤 図 

整 備 委 託 料 

91,486,000  26,946,000  64,540,000  64,540,000    整備されていない市町村における 

砂防基盤図の作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－188－  

 

 

大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道 路 防 災 

対 策 

 

 

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
繰 越 額 不 用 額 

がけくずれ住家 

防 災 対 策 費 

210,000,000  201,496,000  8,504,000    8,504,000  高知県「がけくずれ」住家防災対策

事業補助金交付要綱により、市町村

の行う災害及び予防事業に補助し

た 

 補助対象事業     115件 

  事業費   403,040,000円 

  補助率         1/2 

  対象市町村数      22 

砂 防 等 

基 礎 調 査 費 

105,000,000  104,987,855  12,145    12,145  土砂災害危険箇所の基礎調査、公示 

図書の作成 

砂防情報電子化 

事 業 費 

27,903,000  27,832,350  70,650    70,650  土砂災害危険箇所データ及び砂防 

施設台帳等の電子化 

緊急雇用創出砂防 

堰 堤 堆 積 土 砂 

調 査 費 

7,888,000  7,887,600  400    400  既設砂防堰堤の堆積状況調査 

 

計 4,702,269,000  3,937,335,283  764,933,717  756,342,000  8,591,717   

 

 

1  事業執行の目的  

  道路の落石による危険個所解消のための落石対策工や、東南海・南海地震による被災時の円滑な救急・救援活動や緊急物資の輸送、復旧活 

動の支援等において重要な役割を果たす緊急輸送道路の橋梁について、落橋防止対策を実施する。  

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
          ▼区 分 ▼予 算 額▼ ▼執 行 額▼ ▼差 引 額▼ 

繰 越 額 不 用 額 

あんぜんな道づくり 

事 業 費 
97,200,000  97,198,775  1,225    1,225  県道奥の谷日比原線 

外 8路線 10工区 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路橋梁 

管 理 費 

 

道路橋梁

改 良 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道 路 課 
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ダムの整備 

 

  

道 路 保 全 事 業 費 

（災害防除施設費） 
1,331,000,000  405,980,000  925,020,000  925,020,000    国道 439号 

外 10路線 14工区 

道 路 保 全 事 業 費 

（ 道 路 補 修 費 ） 
1,480,000,000  1,462,610,000  17,390,000  17,390,000    県道安田東洋線 

外 48路線 55工区 

小 規 模 事 業 費 

（災害防除施設費） 
867,000,000  867,000,000        国道 194号 

外 12路線 13工区 

地域活力基盤創造交付金 

事業費（交通安全費） 
2,013,200,000  1,291,300,000  721,900,000  721,900,000    県道桂浜はりまや線 

外 24路線 27工区 

地域活力基盤創造交付金 

事 業 費 （ 防 災 費 ） 
1,073,800,000  625,700,000  448,100,000  448,100,000    県道安田東洋線 

外 27路線 30工区 

地方道路交付金事業費 

（ 交 安 系 ） 
110,969,000  110,969,000        県道安芸物部線 

外 6路線 7工区 

地方道路交付金事業費 

（ 防 災 系 ） 
386,120,000  386,120,000        国道 197号 

外 7路線 13工区 

計 7,359,289,000 5,246,877,775 2,112,411,225 2,112,410,000 1,225  

 

 

1  事業執行の目的 

  洪水や渇水等の被害を解消するため、新たなダム建設や既設ダムの堰堤改良を実施し、豊かな県民生活の実現を図る。 

 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
          ▼区 分 ▼予 算 額▼ ▼執 行 額▼ ▼差 引 額▼ 

繰 越 額 不 用 額 

和食ダム建設 

事 業 費 

325,000,000 260,500,000 64,500,000 64,500,000   和食ダム 

 諸調査、工事用道路、付替道路  

生活貯水池ダム 

建 設 事 業 費 

20,000,000 20,000,000       春遠ダム 

 諸調査、付替道路、残土処理場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河   川 

管 理 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河 川 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海岸の整備 

 

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
          ▼区 分 ▼予 算 額▼ ▼執 行 額▼ ▼差 引 額▼ 

繰 越 額 不 用 額 

堰 堤 改 良 

事 業 費 

279,200,000 262,183,678 17,016,322 17,015,000 1,322 桐見ダム 

ダム管理用制御処理設備、テレメータ 

放流警報装置、放流設備更新 

統合河川環境 

整 備 事 業 費 

114,000,000 39,000,000 75,000,000 75,000,000   永瀬ダム 

 土砂撤去工 

計 738,200,000 581,683,678 156,516,322 156,515,000 1,322  

 

 

 

1  事業執行の目的 

  津波、高潮、波浪等による災害を防止するため、海岸保全施設の整備を図り県民生活の安定に努める。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
          ▼区 分 ▼予 算 額▼ ▼執 行 額▼ ▼差 引 額▼ 

繰 越 額 不 用 額 

漁港海岸老朽化対策 

緊 急 事 業 費 
46,417,000 23,617,900 22,799,100 22,797,000 2,100 宇佐漁港海岸 

海岸堤防補強 

市町村管理漁港海岸 

保 全 事 業 費 
108,120,000 108,120,000       穴内漁港・野見漁港海岸 

人工リーフ、陸閘 

河川海岸高潮対策 

事 業 費 
380,000,000 380,000,000       野根海岸 

離岸堤 

河川海岸侵食対策 

事 業 費 
640,000,000 639,994,578 5,422   5,422 岩戸海岸 人工リーフ 

西浜海岸 離岸堤 

河川海岸津波・高潮危 

機管理対策緊急事業費 
100,000,000 100,000,000       吉良川海岸外 4海岸 

水門改修、堤防補強 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海 岸 費 

 

漁港海岸 

保 全 費 

 

河川海岸 

保 全 費 

 

港湾海岸 

保 全 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海 岸 課 
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県土の有効 

利用を促進 

する土地情 

報の整備・ 

充 実 

 

港湾海岸高潮対策 

事 業 費 
997,880,000 955,366,953 42,513,047 42,510,000 3,047 奈半利港海岸外 3海岸 

護岸改良等 

港湾海岸津波・高潮危 

機管理対策緊急事業費 
10,000,000 10,000,000       久礼港海岸 

堤防補強 

耕地海岸単独改良費 23,592,000 13,548,150 10,043,850 10,000,000 43,850 小室浜海岸 

越波対策 

漁港海岸単独改良費 100,496,000 40,094,500 60,401,500 60,363,000 38,500 伊田漁港海岸、椎名漁港海岸 

堤防補強等 

河川海岸単独改良費 245,400,000 126,450,000 118,950,000 118,880,000 70,000 菜生海岸外 15海岸 

浸水対策、越波対策等 

港湾海岸単独改良費 38,600,000 38,600,000       手結港海岸外 2海岸 

養浜、緑地工等 

計 2,690,505,000 2,435,792,081 254,712,919 254,550,000 162,919  

 

 

1  事業執行の目的 

  土地についての公共の福祉優先の基本原則に立ち、「計画的かつ適正な土地利用」と「適正な地価の形成」及び「土地情報の整備・充実」 

の総合的な観点から県土の有効利用を進め、調和のとれた県土の発展を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説     明 

国 土 利 用 計 画 等 

管 理 運 営 費 

727,000  542,812  184,188 国土利用計画及び土地利用基本計画の管理運営・大規模開発 

計画の事前指導 

土 地 利 用 調 整 費 5,254,000  4,988,582  265,418 土地取引の届出審査 113件 

土地利用規制等対策費交付金（34市町村） 

国 土 調 査 費 1,001,606,000  1,000,554,903  1,051,097 調査面積 65.6ｋ㎡（28市町村） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土  地 

対 策 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用  地 

対 策 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

尐子高齢化 

社会に対応 

した施設の 

整 備 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者に優 

しい住宅の 

供給整備・ 

支 援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全で利用 

し や す い 

道 路 空 間 

づ く り 

 

 

 

 

 

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説     明 

地 価 調 査 費 18,142,000  17,833,485  308,515 毎年 7月 1日時点における基準地（240地点）の鑑定評価 

計 1,025,729,000  1,023,919,782  1,809,218  

 

 

1  事業執行の目的 

    高齢者に優しい住環境の整備を促進するため、県営住宅を建設して優良な賃貸住宅の供給を図るとともに、高齢者向け優良賃貸住宅の整備 

に対して助成を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説     明 

県営住宅整備事業費 849,468,000  843,749,416  5,718,584 介良団地建替 

高 齢 者 向 け 優 良 

賃 貸 住 宅 供 給 

促 進 事 業 費 

8,154,000 7,768,000 386,000 高齢者が安全で安定した生活のできる住宅の確保を図るた 

め、民間の土地所有者等の賃貸住宅経営を誘導しつつ、市町 

村が行う高齢者向け優良賃貸住宅制度による民間賃貸住宅 

への建設費補助に対して助成を行った 

計 857,622,000  851,517,416  6,104,584  

 

 

1  事業執行の目的 

  交通事故が多発している道路や、緊急に交通の安全を確保する必要がある道路について、ガードレール・道路照明・歩道等の整備を実施す 

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住 宅 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路橋梁 

管 理 費 

 

道路橋梁 

改 良 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住 宅 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道 路 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

210 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

202 

 

 

203 

 



 

－193－  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

快適な生活 

の基盤とな 

る公園・下 

水道・住宅 

の整備促進 

 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
          ▼区 分 ▼予 算 額▼ ▼執 行 額▼ ▼差 引 額▼ 

繰 越 額 不 用 額 

道路改良費（交通 

安全施設整備費） 

560,000,000  559,997,515  2,485    2,485  県道安芸物部線 

外 22路線 32工区 

交通安全施設等 

整 備 事 業 費 

916,975,000  611,774,550  305,200,450  305,200,000  450 国道 439号 

外 17路線 23工区 

道路情報化推進 

事 業 費 

29,386,000  28,644,539  741,461    741,461  道路情報等を道の駅で提供する 

など地域ＩＴＳに要した経費 

計 1,506,361,000  1,200,416,604  305,944,396  305,200,000  744,396    

 

 

1  事業執行の目的 

  都市に潤いを与え、快適な生活空間となる都市公園を整備し、尐子高齢化社会に対応した快適で豊かな空間づくりを促進するとともに、 

公共用水域の水質の保全・改善や、快適で衛生的な生活環境を確保するため、生活排水処理施設整備を促進する。 

 建築基準法に基づき、建築物の構造上の安全性について判定を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
          ▼区 分 ▼予 算 額▼ ▼執 行 額▼ ▼差 引 額▼ 

繰 越 額 不 用 額 

都 市 公 園 単 独 

事 業 費 
764,846,000 461,205,396 303,640,604 303,393,000 247,604 都市公園施設の改修及び維持管理 

過疎地域下水道 

建設代行事業費 
29,100,000 28,911,000 189,000   189,000 土佐町 幹線管渠工事 

浄化槽設置管理 

推 進 事 業 費 

169,132,000  164,678,234  4,453,766   4,453,766 浄化槽設置整備事業費補助金 

         145,793,000 

高知市外 32市町村 1,245基 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公 園 費 

 

 

下水道費 

 

(特別会計) 

流 域 

下 水 道 

事 業 費 

 

建 築 

指 導 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公  園 

下水道課 

 

 

 

 

 

 

 

 

建 築 

指 導 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海辺の環境 

整 備 

  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
          ▼区 分 ▼予 算 額▼ ▼執 行 額▼ ▼差 引 額▼ 

繰 越 額 不 用 額 

農業農村環境整備 

促 進 費 
11,000,000  11,000,000        香美市の農業集落排水施設整備 

を促進するための交付金 

浦戸湾東部流域 

下 水 道 管 理 費 

( 特 別 会 計 ) 

570,762,000  551,279,665  19,482,335   19,482,335 高須浄化ｾﾝﾀｰの管理運営委託 

産業廃棄物の処分委託 

浦戸湾東部流域 

下 水 道 事 業 費 

( 特 別 会 計 ) 

573,128,000  572,668,663  459,337   459,337 高須浄化ｾﾝﾀｰの建設工事委託 

流域下水道事業計画策定委託 

構造計算適合性 

判 定 委 託 料 

8,760,000  6,508,020  2,251,980   2,251,980 構造計算適合性判定受付件数 36件 

計 2,126,728,000  1,796,250,978  330,477,022  303,393,000  27,084,022    

 

 

1  事業執行の目的 

 物流・交流拠点の周辺に緑地や自然にふれあうことのできる施設を整備することにより、交流空間の創出を推進する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
 (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
          ▼区 分 ▼予 算 額▼ ▼執 行 額▼ ▼差 引 額▼ 

繰 越 額 不 用 額 

港 湾 美 化 対 策 

事 業 費 
93,075,000 85,762,821 7,312,179   7,312,179 高知港清掃船運行委託、 

緑地清掃委託、沈廃船処理委託 

プレジャーボート 

対 策 事 業 費 

29,194,000 24,967,898 4,226,102   4,226,102 ﾌﾟﾚｼﾞｬｰﾎﾞｰﾄ管理ｼｽﾃﾑ保守委託、 

係留施設管理、放置艇対策看板設置

等 

みなと振興交付金 

事 業 費 
176,723,000 146,425,043 30,297,957 30,000,000 297,957 宿毛湾港池島地区の緑地整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

港 湾 費 

 

港 湾 

建 設 費 

 

港湾海岸 

保 全 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

港 湾 課 

 

 

 

 

海 岸 課 
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既存施設の 

有効活用と 

延命化のた 

めの適正な 

維 持 管 理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既存ストッ 

クの適正な 

維持管理の 

充 実 

 

 

  

港 湾 環 境 整 備 

事 業 費 

110,584,000 87,515,771 23,068,229 22,380,000 688,229 宿毛湾港新田地区、池島地区の緑地 

整備 

港湾海岸環境整備 

事 業 費 

120,000,000 119,995,365 4,635   4,635 三崎港海岸 

遊歩道、植栽 

計 529,576,000 464,666,898 64,909,102 52,380,000 12,529,102   

  

 

1  事業執行の目的 

    既存公共施設の適正な維持管理により延命化を図る等、施設の有効利用を促進する。 

    また、土木事務所長の裁量で執行できる予算を確保し、緊急を要する修繕等に迅速に対応する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
          ▼区 分 ▼予 算 額▼ ▼執 行 額▼ ▼差 引 額▼ 

繰 越 額 不 用 額 

地域の安全安心 

推 進 事 業 費 
3,000,000,000  1,999,984,759  1,000,015,241  582,000,000  418,015,241  公共施設（河川、砂防、道路、 

港湾、海岸等）の維持管理等 

河川海岸等自然 

保 護 対 策 費 

45,395,000  44,842,777  552,223    552,223  土木巡視管理員（21名）による 

砂利採取の違反防止、公物の機能 

管理等 

砂 利 対 策 費 1,829,000  975,855  853,145    853,145  砂利採取計画の認可 

新規認可件数 

 河川 9件、海 43件 

 陸 7件、洗浄 11件 

河 川 管 理 費 173,727,000 155,251,205 18,475,795   18,475,795 一級河川の指定区間及び 

二級河川の管理 

ダ ム 管 理 費 140,222,000 132,014,509 8,207,491   8,207,491 永瀬ダム、鎌井谷ダム、鏡ダム、 

桐見ダム、坂本ダム及び以布利川 

ダムの管理 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土 木 

企 画 費 

 

用 地 

管 理 費 

 

河 川 

管 理 費 

 

道路橋梁 

管 理 費 

 

道路橋梁 

改 良 費 

 

港 湾 費 

 

海 岸 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土 木 

企 画 課 

 

用 地 

対 策 課 

 

河 川 課 

 

 

道 路 課 

 

 

 

 

 

港 湾 課 

 

海 岸 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市公園の 

管 理 運 営 

 

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
          ▼区 分 ▼予 算 額▼ ▼執 行 額▼ ▼差 引 額▼ 

繰 越 額 不 用 額 

道路維持管理費 3,409,712,000  2,820,916,080  588,795,920  520,000,000  68,795,920  県管理国道、県道の維持管理 

地域活力基盤創 

造交付金事業費 

（県道修繕費） 

1,067,400,000  688,900,000  378,500,000  378,500,000    県道桂浜はりまや線 

外 42路線 

53工区 

地域活力基盤創 

造交付金事業費 

（国道修繕費） 

414,000,000  384,100,000  29,900,000  29,900,000    国道 197号 

外７路線 

13工区 

地方道路交付金 

事 業 費 

（ 修 繕 系 ） 

320,511,000  320,511,000        県道安田東洋線 

外 19路線 

22工区 

道路ＧＩＳ整備 

事 業 費 

6,012,000  5,827,500  184,500    184,500  道路施設台帳等の管理情報を 

地図データと関連づけた汎用性 

のある道路ＧＩＳの整備 

港 湾 維 持 修 繕 

管 理 費 

449,076,000 328,295,997 120,780,003 113,010,000 7,770,003 泊地・航路浚渫、岸壁修繕等 

海 岸 維 持 修 繕 

管 理 費 

482,158,000 420,077,649 62,080,351 56,130,000 5,950,351 堤防・護岸・公園施設修繕 

排水機場維持管理等 

海岸漂流物処理 

推 進 事 業 費 

6,000,000 4,895,455 1,104,545   1,104,545 6海岸の漂着流木処理 

計 9,516,042,000 7,306,592,786 2,209,449,214 1,679,540,000 529,909,214  

 

 

1  事業執行の目的 

  県立春野総合運動公園をはじめとする 11か所の県立都市公園及び県立室戸体育館の維持管理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公 園 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公 園 

下水道課 
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県営住宅の 

適正な管理 

 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説     明 

都 市 公 園 管 理 費 756,859,000  748,246,796  8,612,204  指定管理者に対して支払う管理代行料及び管理運営に必要

な事務費 

春野総合運動公園   利用者数 445,216人/年 

のいち動物公園    利用者数 145,950人/年 

土佐西南大規模公園  利用者数  81,552人/年 

 

 

1  事業執行の目的 

  県民生活の安定と社会福祉の増進を図るため、高知県住宅供給公社及び関係 6市町への管理委託により県営住宅の適正な管理を行う。 

 

2  県営住宅の状況 

年度 

 

構造別 

Ｈ7 

までに 

竣工 

元～9 4～8 7～8 7～8 7～8 8～9 8～9 8～9 9～10 
10～ 

11 

11～ 

13 

11～ 

13 

12～ 

16 

17～ 

20 

20～ 

 21 
合計 

木造2階 

耐火2階 

中層耐火 

準耐3階 

高  層 

4 

74 

2,480 

 

76 

30 

 

284 

60 

76 

 

 

110 

 

32 

 

 

12 

 

 

12 

 

 

12 

 

 

12 

 

 

27 

 

 

 

41 

 

 

88 

 

 

40 

 

 

 

 

65 

 

 

50 

 

 

 

80 

 

230 

 

 

174 

 

 

60 

34       

74    

3,482       

60      

479 

計 2,634 450 142 12 12 12 12 27 41 88 40 65 50 310 174 60 4,129  

団 地 名 
羽根外 

49団地 
十 市 鴨 部 

野 根 

第 二 
菜 生 大 方 

羽 根 

第 二 
竹 島 朝 倉 若草南 大 津 若草町 八反町 船 岡 

介 良 

(一期～

三 期 ) 

介 良

(四期) 
 

 

3  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
          ▼区 分 ▼予 算 額▼ ▼執 行 額▼ ▼差 引 額▼ 

繰 越 額 不 用 額 

住 戸 改 善 推 進 

事 業 費 
47,709,000 38,279,574 9,429,426 9,394,000 35,426 船岡団地外 31団地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住 宅 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住 宅 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

南 海 地 震 

へ の 備 え 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

南 海 地 震 

へ の 備 え 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
          ▼区 分 ▼予 算 額▼ ▼執 行 額▼ ▼差 引 額▼ 

繰 越 額 不 用 額 

県営住宅管理費 319,802,000 308,742,309 11,059,691   11,059,691 県営住宅管理業務委託料 

   292,637,355  

 委託先：住宅供給公社、6市町 

  委託内容：47団地、3,793戸の 

管理業務 

計 367,511,000 347,021,883 20,489,117 9,394,000 11,095,117   

 

 

1  事業執行の目的 

南海地震への対策として、河川堤防及び水門の耐震化、避難場所の保全を目的とした急傾斜地崩壊対策事業、被災時の円滑な救急・救援活 

動や緊急物資の輸送、復旧活動の支援等において重要な役割を果たす緊急輸送道路の橋梁の落橋防止対策や津波対策のための防波堤・防潮堤 

の整備等を実施する。 

  また、既存住宅の耐震安全性の把握、耐震改修情報の提供、耐震診断技能者及び耐震改修工事技術者の育成などにより、安全な住宅ストッ 

クの形成を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
          ▼区 分 ▼予 算 額▼ ▼執 行 額▼ ▼差 引 額▼ 

繰 越 額 不 用 額 

土佐湾高潮対策 

事業費（再掲） 

439,550,000 293,510,000 146,040,000 146,040,000   国分川護岸耐震対策 

 182,370,000 

江ノ口川水門耐震対策 

 111,140,000 

急傾斜地崩壊対策 

事業費（再掲） 

411,150,000  405,110,000  6,040,000  6,040,000  
  

東 孕急傾斜地崩壊対策     

34,230,000 

山手町急傾斜地崩壊対策     

6,460,000 

小 浦急傾斜地崩壊対策     

30,560,000 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河 川 

改 良 費 

 

砂 防 

整 備 費 

 

道路橋梁 

改 良 費 

 

住 宅 費 

 

港 湾 

建 設 費 

 

港湾海岸 

保 全 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河 川 課 

 

 

防 災 

砂 防 課 

 

道 路 課 

 

 

住 宅 課 

 

港 湾 課 

 

 

海 岸 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

196 

 

 

199 

 

 

203 

 

 

210 

 

216 

 

 

220 
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      常賢寺急傾斜地崩壊対策  

27,960,000 

内外ノ浦急傾斜地崩壊対策  

 53,080,000 

小才角(西)急傾斜地崩壊対策 

30,000,000 

下 浦急傾斜地崩壊対策     

41,040,000 

以布利西急傾斜地崩壊対策   

69,820,000 

爪 白急傾斜地崩壊対策     

59,920,000 

梅ノ木谷急傾斜地崩壊対策   

22,680,000 

王 子急傾斜地崩壊対策     

29,360,000 

道路保全事業費 

( 道 路 補 修 費 ) 

( 再 掲 ) 

62,000,000  44,610,000  17,390,000  17,390,000    橋梁耐震補強 

地域活力基盤創造 

交 付 金 事 業 費 

( 耐 震 費 ) 

446,400,000  293,000,000  153,400,000  153,400,000    橋梁耐震補強 

住 宅 耐 震 対 策 

事 業 費 

104,069,000  84,887,079  19,181,921   19,181,921  木造住宅耐震対策推進事業委託料 

535,500 

住宅耐震相談窓口整備事業委託料 

3,231,900 

木造住宅耐震診断マニュアル改訂業務 

等委託料            3,551,520 

木造住宅耐震診断事業費補助金 

7,292,000 

木造住宅耐震改修設計費補助金 

17,880,000 

木造住宅耐震改修事業費補助金 

52,029,000 

事務費                    367,159 

港湾海岸高潮対策 

事業費 （再掲） 

167,880,000 167,880,000       高知港津波高潮防災ステーション整備 

167,880,000 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊 急 雇 用 

創 出 事 業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊 急 雇 用 

創 出 事 業 

  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
          ▼区 分 ▼予 算 額▼ ▼執 行 額▼ ▼差 引 額▼ 

繰 越 額 不 用 額 

国直轄港湾事業費 

負担金・港湾海岸 

高潮対策事業費 

（ 再 掲 ） 

1,029,375,000 990,714,152 38,660,848 21,340,000 17,320,848 須崎港津波防波堤の整備 

  842,054,152 

防潮堤の整備 

    148,660,000 

津波・高潮危機管理 

対策緊急事業費 

（ 再 掲 ） 

110,000,000 110,000,000       河川海岸堤防越波防止対策 

100,000,000 

港湾海岸堤防越波防止対策 

 10,000,000 

計 2,770,424,000 2,389,711,231 380,712,769 344,210,000 36,502,769  

 

1  事業執行の目的 

  国から交付される緊急雇用創出事業臨時特別交付金により設置された高知県緊急雇用創出臨時特例基金を活用して、河川の草刈り、 

 橋梁や街路樹など道路施設の台帳整備、歩道の点検、路面上部に延びた木の枝払い、浄化槽等の基本情報の整備、港湾美化対策、港湾 

 施設・海岸保全施設の調査等を実施し、失業者を対象に次の雇用までの短期の雇用・就業機会の創出・提供を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説     明 

用 地 対 策 費 512,000 511,304 696 緊急雇用創出県有地環境整備委託料 

アジロ山の県管理道路部分の環境整備 

河川管理費（再掲） 48,699,000 48,472,043 226,957 河川環境整備委託料（延べ 53河川）         46,809,100 

河川台帳等更新調製事業費                    1,662,943 

砂防情報電子化事業費

( 再 掲 ) 

4,480,000 4,410,000 70,000 砂防施設台帳整備委託料 

砂防施設台帳等の電子化 

緊急雇用創出砂防堰堤 

堆積土砂調査費（再掲） 

7,888,000 7,887,600 400 既設砂防堰堤の堆積状況調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用 地 

管 理 費 

 

河 川 

管 理 費 

 

砂 防 費 

 

 

道路橋梁 

管 理 費 

 

下水道費 

 

 

港 湾 費 

 

海 岸 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用 地 

対 策 課 

 

河 川 課 

 

 

防 災 

砂 防 課 

 

道 路 課 

 

 

公 園 

下水道課 

 

港 湾 課 

 

海 岸 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

192 

 

 

194 

 

 

198 

 

 

202 

 

 

208 

 

 

215 

 

218 
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市町村や民 

間との連携 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村や民 

間との連携 

 

  

道 路 橋 梁 総 務 費 

(緊急雇用点検台帳 

整  備  調  査  費) 

6,686,000 6,487,370 198,630 県管理橋のうち、15ｍ未満の橋梁の台帳整備 

歩道の陥没等危険箇所の調査 

道路街路樹の計画的な維持管理のための台帳等のデータ 

整備 

道 路 維 持 管 理 費 

(緊急雇用道路環境 

整備事業 ) (再掲 ) 

30,000,000 29,306,450 693,550 県管理道路の建築限界を確保するための高刈り 

(草刈り、枝払い) 

浄化槽設置管理推進 

事 業 費 （ 再 掲 ） 

18,327,000 16,845,427 1,481,573 浄化槽実態調査委託料 

浄化槽等の設置、管理状況の基本情報の整備 

港湾美化対策事業費

（ 再 掲 ） 

43,526,000 39,346,753 4,179,247 港湾施設調査測量、美化委託 

港湾海岸管理費（再掲） 6,104,000 5,775,000 329,000 海岸保全施設周辺生態系回復度調査 

計 166,222,000 159,041,947 7,180,053  

 

 

 

1  事業執行の目的 

    地域住民が自主的かつ円滑に道路美化をはじめとする地域活動に取り組むことができるよう、各団体の取り組みに対し、支援を行う。 

また、地域や市町村ができる日常管理を業務委託し、地域・市町村との連携を図り、円滑な道路維持を推進する。 

  河川・海岸のゴミ収集や草刈りなどの維持管理について、住民力を活用して協働による河川・海岸環境の保全管理を推進するとともに、 

自発的な河川・海岸美化活動に取り組む団体への支援を行う。 

  一般県道弘岡下種崎線、長浜種崎間の県営渡船運行業務を民間により運営を実施する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説     明 

河川管理費（再掲） 16,000,000  15,833,302  166,698  36団体、延べ 40河川 

河川管理推進事業費 3,790,000  3,372,882  417,118  146団体、延べ 98河川 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河  川 

管 理 費 

 

道路橋梁 

管 理 費 

 

海 岸 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河 川 課 

 

 

道 路 課 

 

 

海 岸 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

194 

 

 

202 

 

 

218 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共事業の 

効率的・効 

果的な実施 

に 向 け た 

取 組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高知キャル

ス 事 業 の 

推 進 

 

  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説     明 

道 路 維 持 管 理 費 

（ふれあいの道づくり 

支援事業費）（再掲） 

2,743,000 2,046,470 696,530 地域住民が自主的かつ円滑に道路美化をはじめとする地域 

活動に取り組むことができる仕組みを構築するため、各団 

体の取り組みに対し支援を行った 

道 路 維 持 管 理 費 

(地域・市町村委託) 

( 再 掲 ) 

123,950,000 123,910,700 39,300 円滑な道路維持を推進するために、地域や市町村のできる 

日常管理を業務委託し、地域・市町村との連携を図った 

渡 船 費 62,405,000 60,802,276 1,602,724 長浜～種崎間の渡船運航 

海岸管理費（再掲） 734,000  192,605  541,395  ビーチボランティア・海岸愛護団体への支援 

計 209,622,000  206,158,235  3,463,765    

 

 

1  事業執行の目的 

  公共事業の執行過程において、従来紙で交換されていた情報を電子化すると共に、インターネットを活用して公共事業に関連する多くの 

データベースを連携して使える環境を創出し、事業の品質向上、コスト縮減、公平性の確保等を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説     明 

高知キャルス推進 

事 業 費 

161,454,000  160,387,890  1,066,110  電子納品運用支援等委託料 

土木行政総合情報システム更新委託料 

電子入札システム導入委託料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建  設 

管 理 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建  設 

管 理 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

190 
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公共事業の 

円滑な執行 

を図る用地 

先 行 取 得 

 

 

 

 

 

 

 

1  事業執行の目的 

公共用地先行取得制度に基づき、高知県土地開発公社を通じ公共用地の先行取得を行い、公共事業の円滑な促進を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説     明 

公共用地先行取得 

対 策 費 

6,401,482,000 6,401,481,807 193 高知県土地開発公社への貸付金 

 

 

 

用  地 

管 理 費 

 

 

 

 

 

 

用  地 

対 策 課 

 

 

 

 

192 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教     育     部     門 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

「緊急プラ 

ン」五つの 

改革の強力 

な 推 進 

学校･学級 

改 革 

1  事業執行の目的 

到達度の把握や授業評価システムの活用により、児童生徒の実態に応じた指導方法の工夫・改善による授業の質の向上を図るとともに、校内 

研修等を充実するための支援を行う。また、学校がその特色を生かし主体的に取り組む学力向上対策であって、他の学校にとってモデル的・先 

進的な実践を支援し、その成果を他の学校に普及することにより、基礎学力の向上を図る。 

本県の児童生徒の学力の定着状況から課題となっている算数・数学の教材とその教材を活用するためのウェブ上のシステムを整備することに 

より、基礎・基本となる学力の確実な定着を図る。 

 基礎学力の定着と学力の向上を目指し、きめ細かな指導方法の工夫・改善を進めるため、非常勤講師を配置し、各学校の教育課題に即した 

取り組みへの支援を行う。 

体力・運動能力、運動習慣等調査結果を基に、高知県の児童生徒の体力低下要因について分析・検討し、課題解決に向けた取り組みの方向性 

を明確にする。また、トップアスリートによる夢の教室を実施し、スポーツの素晴らしさや努力することの大切さを学ぶことで、基礎体力の向 

上を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 

(1) 児童生徒の基礎学力の定着・学力の向上                                      (単位 円) 

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

到 達 度 把 握 ・ 

授 業 評 価 シ ス テ ム 

の 推 進 

 

 

算 数 ・ 数 学 学 力 

定 着 事 業 

 

 

 

 

学 力 向 上 実 践 

研 究 事 業 

 

 

 

 

 

5,992,000 

 

 

 

 

14,219,000 

 

 

 

 

 

1,200,000 

 

 

 

 

 

 

5,750,126 

 

 

 

 

13,980,277 

 

 

 

 

 

766,895 

 

 

 

 

 

 

241,874 

 

 

 

 

238,723 

 

 

 

 

 

433,105 

 

 

 

 

 

 

到達度把握・授業評価システム推進費補助 

高知市外30市町村（学校組合） 

県立中学校到達度把握検査委託 

県立3中学校 

 

単元テスト問題作成委託 

 小学校 1～6年 

単元テストシステム運用保守委託 

学習問題作成委託 

 算数・数学シート、学習シート、年度末確認テスト 

 

学力向上実践研究費補助 

 高知県小中学校長会 

 研究内容 

   単元テストシステムの有効活用 

   全国の統一的な学習状況調査の在り方 

   基礎学力を定着させるための効果的な家庭学習

（宿題)の在り方 
 

小 中 

学 校 費 

 

体  育

ｽﾎﾟｰﾂ費 

小 中 

学 校 課 

 

スポーツ 

健 康 

教 育 課 

236 

 

 

247 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

    

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

学 校 図 書 館 

図 書 整 備 事 業 

26,016,000 24,342,000 1,674,000 学校図書館図書整備費補助 

 高知市外21市町村（学校組合） 

計 47,427,000 44,839,298 2,587,702  

 

(2) 学力向上のための重点支援                                                                (単位 円) 

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

教 育 の ま ち づ く り 

プ ラ ン 推 進 事 業 

 

学 校 改 善 プ ラ ン 

実 践 支 援 事 業 

 

中 学 校 学 力 向 上 対 策 

非 常 勤 講 師 配 置 

 

教科指導エキスパート 

派 遣 事 業 

5,846,000 

 

 

1,981,000 

 

 

34,857,000 

 

 

9,470,000 

5,449,201 

 

 

1,889,846 

 

 

32,042,280 

 

 

9,362,665 

396,799 

 

 

91,154 

 

 

2,814,720 

 

 

107,335 

学力調査活用プラン推進事業委託 

 1市 

 

重点支援校46校に448回の学校支援訪問 

 

 

非常勤講師配置 

 56校 延べ15,986時間 

 

専門的な知識や技能を持った退職校長等を派遣 

 10校 8人 延べ3,332時間 

計 52,154,000 48,743,992 3,410,008  

 

(3) 子どもの体力向上の推進                                             (単位 円) 

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

子 ど も の 体 力 向 上 

支 援 事 業 

 

 

 

 

ト ッ プ ア ス リ ー ト 

夢 先 生 派 遣 事 業 

4,386,000 

 

 

 

 

 

7,170,000 

3,844,388 

 

 

 

 

 

6,972,500 

541,612 

 

 

 

 

 

197,500 

子どもの体力向上支援委員会 4回 

体力・運動能力、運動習慣等調査結果分析委員会 6回 

プログラム作成委員会 4回 

地域と連携した支援委員会 3回 

市町村体力関係担当者連絡協議会 1回 

 

「夢の教室」開催 

 小学校 33市町村 40クラス 

 中学校 4市町村  4校 

計 11,556,000 10,816,888 739,112  
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教員指導力 

改 革 

1  事業執行の目的 

教職員としての資質と各教科等の指導力を向上させるため、本県の教育課題に対応した研修を経験や職務に応じて体系的に実施するととも 

に、基本研修や職務研修及び専門研修の充実を図る。特に、基本研修では、初任者、5年次、10年経験者研修など年次研修の充実を図り、教員 

個々の課題や状況に応じた研修を実施する。また、中学校の数学・国語の中堅教員の教科実践力の向上に努め、全教員を対象とした自主的な 

教科研究のための環境整備を行うことで、教員の教科指導力の底上げを図るとともに、ＩＣＴ機器に不慣れな教員を対象に、ＩＣＴ活用の指導 

力の向上を図るための研修を実施する。さらに、本県の教育課題を解決するためには、限られた人的、物的資源の中で学校が効果的に運営され 

ている必要があることから、マネジメント能力の優れた管理職等の育成や効果的なＯＪＴの推進によるＰＤＣＡサイクルが機能する学校組織を 

構築し、学校の諸課題への組織的な対応力の向上を図る。 

各学校においては、授業評価システム等を中心とする指導力向上のための研修や今後の情報化に向けた情報教育に関する研修等の校内研修を 

行い、資質・指導力の向上に努める。 

 また、集合研修や学校での研究活動により、市町村や学校で指導的な役割を担う教科指導の中核となる教員を育成する。 

大学院派遣、留学生制度など、学校教育の課題解決に向け、教員個々の専門性の向上を図るための支援を行う。 

教育課程等研究協議会において教育課程編成、新教科・科目等の内容について研究協議し、新教育課程教科の円滑な実施に努める。 

小学校体育の運動領域は専門性が高い教科であるにも関わらず、教員が参考とするべき教科書がないため、新しい指導要領の趣旨及び具体的 

な単元例等の授業づくりの参考となる資料を作成し、配布する。また、平成24年度からの中学校武道必修化に向けた、教員の指導技術の向上 

を図る。 

すべての児童･生徒に質の高い授業を提供するため、教科研究センターを設置し、本県教員の自主的な授業研究・教科研究活動を支援するこ 

とで、教員の授業力向上を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 

(1) 教職員研修の充実                                                 (単位 円) 

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

教員指導力改革実践事業 

 

 

 

 

 

7,344,000 

 

 

 

 

 

5,955,439  

 

 

 

 

 

 

 

1,388,561 

 

 

 

 

 

中学校数学授業改善プロジェクト事業（5日間） 34人 

中学校国語授業改善プロジェクト事業（5日間） 31人 

ＩＣＴ活用指導力向上研修（10 日間）      206 人 

教材検索システム開発委託 

 

 

教 育 

政 策 費 

 

教 育 

ｾ ﾝ ﾀ ｰ費 

 

小 中 

学 校 費 

 

高 等 

学 校 費 

 

特別支援 

教 育 費 

 

体  育

ｽﾎﾟｰﾂ費 

教 育 

政 策 課 

 

 

 

 

小 中 

学 校 課 

 

高 等 

学 校 課 

 

特別支援 

教 育 課 

 

スポーツ

健 康 

教 育 課 

229 

 

 

229 

 

 

236 

 

 

238 

 

 

241 

 

 

247 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

学校組織活性化実践事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教 員 基 本 研 修 

 

4,339,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20,747,000 

 

4,048,817 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16,640,498 

290,183 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4,106,502 

教職員中央研修 

 教職員等中央研修（中堅教員）（28日間） 

小・中学校              6人 

高      校               1人 

特別支援学校           1人 

教育諸課題指導者養成研修（中央研修）（5日間） 

  小・中学校            4人 

   高   校             1人 

  特別支援学校            2人 

    事務局             13人 

学校組織マネジメント研修 

小・中学校             343人 

高      校              36人 

特別支援学校           5人 

主幹教諭・指導教諭育成研修（4日間） 

 主幹教諭 

小・中学校              14人 

高      校               4人 

特別支援学校                   2人 

 指導教諭 

小・中学校               5人 

 

初任者研修 

教育センター研修（22日間）宿泊研修（3日間） 

配置校研修（300時間） 

小・中学校              44人 

高      校              24人 

特別支援学校           7人 

10年経験者研修 

教育センター研修等（12日間）在籍等研修（20日間） 

小・中学校              45人 

高   校           50人 

特別支援学校           9人 

教員経験者研修 

採用5年次研修（4日間） 

小・中学校              23人 

高      校              22人 

特別支援学校            4人 
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教 員 専 門 研 修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6,634,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5,322,732 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,311,268 

養護教諭研修 

新規採用養護教諭研修外2講座（延べ31日） 

小・中学校        延べ  123人 

高   校        延べ   11人 

職種別研修 

新規採用栄養教諭研修外3講座（延べ30日） 

小・中学校        延べ 70人 

高   校             延べ 24人 

特別支援学校          延べ  84人 

管理職等研修 

新任用教頭研修外5講座（延べ19日） 

小・中学校             延べ 589人 

高      校             延べ 164人 

特別支援学校         延べ  33人 

事務職員等研修 

公立小・中学校事務職員研修外3講座（延べ13日） 

小・中学校              延べ 101人 

県立学校事務職員研修外1講座（延べ4日） 

中 学 校       延べ   2人 

高      校             延べ  52人 

特別支援学校         延べ  24人 

保育士・幼稚園教員研修 

新規採用保育士・幼稚園教員研修外5講座 

（延べ 26日） 

保育所・幼稚園         延べ 626人 

その他                  延べ   1人 

初任者研修指導教員研修会外1講座（延べ5日） 

小・中学校             延べ 109人 

高   校             延べ  34人 

特別支援学校         延べ   8人 

    その他          延べ 24人 

 

職務研修 

高知県ALT中間期研修会外11講座（延べ 25日） 

小・中学校            延べ   998人 

高      校            延べ  206人 

特別支援学校        延べ  179人 

その他                延べ   15人 

課題別研修 

保・幼・小連携教育講座外8講座（延べ 17日） 

保育所・幼稚園        延べ  167人 

小・中学校           延べ 1,382人 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産 業 教 育 研 修 

 

 

教 職 員 資 質 向 上 研 修 

 

 

 

 

教 育 研 究 奨 励 費 補 助 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,046,000 

 

 

1,118,000 

 

 

 

 

2,070,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

938,407 

 

 

978,806 

 

 

 

 

1,960,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

107,593 

 

 

139,194 

 

 

 

 

110,000 

 

高   校      延べ  163人 

特別支援学校     延べ  218人 

その他        延べ   57人 

幼保研修 

保育技術専門講座（延べ 3日） 

保育所・幼稚園         延べ  315人 

小学校         延べ   1人 

特別支援学校      延べ   2人 

その他                 延べ   10人 

教科等研修 

高等学校ホームルーム経営講座外1講座（延べ 2日） 

小・中学校       延べ  11人 

高      校       延べ  26人 

特別支援学校      延べ   3人  

心の教育研修 

教育相談推進講座外7講座（延べ21日） 

小・中学校         延べ  637人 

高   校         延べ  171人 

特別支援学校         延べ  86人 

その他           延べ  166人 

共催事業 

教科教育講座外10講座（延べ 20日） 

小・中学校      延べ 1,495人 

高   校      延べ   39人 

特別支援学校     延べ   12人 

その他        延べ   266人 

 

産業教育内地留学          3人 

産業教育短期研修                   6人 

 

県外研修派遣 

 環境教育指導者養成講座外 

県立学校人権教育主任研修     69人 

高知県ＡＬＴ中間期研修   延べ  168人 

 

土佐教育研究会外3団体 
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教 育 課 程 推 進 費 3,697,000 2,571,499 1,125,501 新教育課程説明会 

 高   校          135人 

特別支援学校              7人 

計 46,995,000 38,416,198 8,578,802  

 

(2) 教科ミドルリーダーの育成                                            (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

教 科 ミ ド ル リ ー ダ ー 

育 成 事 業 

 

5,907,000 

 

 

5,105,840 

 

 

801,160 

 

 

推進協議会開催 3回 

教科ミドルリーダー認定 

 39人（小学校21人 中学校18人） 

 

(3) 教科の枠をこえた校内研修の充実                                         (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

学 力 向 上 連 絡 協 議 会 695,000 614,495 80,505 学力向上連絡協議会開催 7回 

参加者数 283人 

公立小・中学校の研究主任又は研究担当教員 

 

(4) 学校体育の指導力向上                                              (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

学 校 体 育 の 

指 導 体 制 の 充 実 

 

 

 

4,043,000 

 

 

 

3,878,783 

 

 

 

164,217 

 

 

 

学校体育保健研究大会 170人 

体育指導力向上研修 

健やかな体を育む小学校体育推進事業 

小学校体育指導資料作成委員会 3回 

小学校全教員に指導資料を配布 

 

(5) 教員の自主的な研究活動への支援                                         (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

教 科 研 究 セ ン タ ー 

整 備 費 

35,308,000 

 

32,180,650 

 

3,127,350 

 

教科研究センター設置  4か所 

指導アドバイザーの配置 16名 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 
幼 児 教 育 

改 革 

1  事業執行の目的 

どこにいても質の高い保育・教育を推進するため、園内研修への支援や研修会等を実施することにより、保育士・幼稚園教員等の資質・専門 

性の向上を図るとともに、幼児教育と小学校教育の円滑な接続を図る。 

子育ての不安や悩みを緩和し、良好な親子関係を構築するために、保育所・幼稚園・子育て支援センターにおいて講話や子育て相談等を実施 

する。 

 認定こども園になることで必要となる人件費等に助成を行うことにより、認定こども園への円滑な移行を促進し、就学前の保育・教育環境の 

充実を図る。 

 幼児期の発達段階に応じた運動経験を通して、小学校につながる身体能力を高めるとともに、専門的な指導者の指導技術を学ぶことで、教員 

や保育士の指導力の向上を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(1) 幼保研修・研究への支援                                             (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

幼 保 連 携 推 進 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安心こども基金事業費 

 

5,725,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

500,000 

 

4,946,587 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

337,000 

 

778,413 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

163,000 

 

幼保研修・研究支援事業 

 園内研修等支援事業 

 園内研修事業    延べ51回 

 ブロック別研修支援 延べ33回 

 保育実践スキルアップ推進事業 

3市町1法人4施設 

公開保育参加者 延べ117人 

事例研修会 1回  参加者 81人 

保・幼・小連携推進モデル事業 3市町 7施設 

幼保研修等推進事業 

 幼保団体研修等推進事業費補助 6団体 

幼児教育推進費 

 保育所保育指針説明会・幼稚園教育課程説明会 

  15回 参加者 延べ2,851人 

 

保育士研修等事業費補助 4市村 

 

計 6,225,000 5,283,587 941,413  
 

幼 保 

支 援 費 

 

体  育

ｽﾎﾟｰﾂ費 

幼 保 

支 援 課 

 

スポーツ

健 康 

教 育 課 

234 

 

 

247 
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(2) 子育て・親育ち支援                                                    (単位 円) 

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

幼 保 連 携 推 進 費 

 

 

親育ち支援推進事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

142,000 

 

 

5,627,000 

 

 

106,867 

 

 

4,290,177 

 

 

35,133 

 

 

1,336,823 

 

 

幼保研修等推進事業 

 子育て支援研修 参加者 85人 

 

子育て・親育ち支援事業 

 親育ち支援啓発事業 

  保護者研修 46回 参加者 延べ1,420人 

  保育者研修 32回 参加者 延べ  441人 

子育て支援アドバイザー派遣事業 

  実施場所 23か所 

  実施回数 延べ28回 参加者 延べ417人 

新米ママ応援事業 

 「こうちプレマｎｅｔ」による情報提供と相談事業 

  携帯サイトやパソコンを利用し、メールマガジンな

どの情報提供やメール相談を実施 

利用会員 1,241人 

相談件数  122件 

計 5,769,000 4,397,044 1,371,956  

 

(3) 認定こども園への支援                                                   (単位 円) 

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

認 定 こ ど も 園 

推 進 事 業 費 

19,765,000 17,911,000 1,854,000 認定こども園推進費補助   4か所 

認定こども園施設整備費補助 2か所 

 

(4) 幼児の健康づくり                                                    (単位 円) 

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

遊 び を 通 し て 

健 康 づ く り 事 業 

673,000 672,581 419 外部指導者派遣   63園（4名） 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 
心 の 教 育 

改 革 

 

1  事業執行の目的 

児童生徒が仲間と共に学び合い、いじめや不登校などを生じさせない学校づくりを予防的な観点から進めるとともに、豊かな体験活動や子ど 

もの心に響く道徳の授業の推進、教員の道徳教育に対する意識及び指導力の向上を図り、人を尊重する心を育てる教育を進める。 

心の教育センターを中心に各関係機関等と綿密な連携を図り、長期的・予防的な展望に立ち子どもたちの心の問題に総合的に対応する。 

年々深刻化しているいじめ・不登校・児童虐待などへの対応として、電話相談の実施やスクールカウンセラー、子どもと親の相談員等の配置 

により、子どもや保護者等の悩み、不安を受容的に受け止められるよう、教育相談体制の充実を図るとともに、スクールソーシャルワーカーを 

派遣し、家庭生活等子どもを取り巻く環境に働きかけ支援の充実を図る。また、教育支援センター等での活動、指導の充実を図り、子どもたち 

の心の居場所づくりや学校生活への復帰を支援する。 

総合的な生涯学習を推進するため、学習機会の充実、情報の収集・提供、学習相談体制の整備、市町村の生涯学習の支援等、生涯学習環境の 

積極的な整備に努める。 

 

2  事業執行の状況及び成果 

(1) 心の教育の推進                                                  (単位 円) 

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

道 徳 教 育 の 充 実 

 

 

 

 

 

 

 

心 の 教 育 総 合 

推 進 事 業 

 

 

 

 

 

 

25,279,000 

 

 

 

 

 

 

 

13,501,000 

 

 

 

 

 

 

 

24,523,535 

 

 

 

 

 

 

 

13,154,698 

 

 

 

 

 

 

 

755,465 

 

 

 

 

 

 

 

346,302 

 

 

 

 

 

 

 

道徳教育指導者養成研修 

道徳教育推進のための中核教員64名育成 

道徳教育用教材活用支援事業 

 小・中学校道徳教育連絡協議会開催 4会場 

 県内小・中学生(高知市除く)に道徳教育用教材を購

入・配付 

 小学校 181校 中学校 94校 

 

非常勤カウンセラー配置             4人 

心の居場所「ふれんどるーむＣｏＣｏ」 

教育支援センター連絡協議会         3回 

心の教育の推進に関する委員会       2回 

教育相談講座 30回（初級15回 中級15回） 

研究員連絡協議会                   3回 

学生ボランティア連絡会             2回 

心の教育センター・研究員報告書作成 

保護者の会（やまももの会）          9回 
 

小 中 

学 校 費 

 

高 等 

学 校 費 

 

生 涯 

学 習 費 

 

人 権 

教 育 費 

 

児童生徒 

支 援 費 

 

小 中 

学 校 課 

 

高 等 

学 校 課 

 

生 涯 

学 習 課 

 

人 権 

教 育 課 

236 

 

 

238 

 

 

243 

 

 

249 

 

 

249 
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幼 尐 期 に お け る 

感 動 体 験 モ デ ル 事 業 

 

 

感性を育む教育の推進 

3,943,000 

 

 

 

5,200,000 

3,687,763 

 

 

 

5,200,000 

255,237 

 

 

 

 

自然体験活動等実施委託 4団体 

体験活動 15回 

指導者研修会 11回 

 

高知県教育文化祭開催 

高知県高等学校総合文化祭開催 15部門 

計 47,923,000 46,565,996 1,357,004  

 

(2) いじめ・不登校などへの対応                                                              (単位 円) 

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

い じ め ・ 不 登 校 ・ 

中 途 退 学 対 策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教 育 相 談 体 制 の 充 実 

 

60,955,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

128,636,000 

 

 

56,982,569 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

124,799,091 

3,972,431 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3,836,909 

不登校対策推進費補助 

高知市外6市町村・3団体 

人間関係づくり実践講座 

Ⅰ（3会場 延べ3日間）  83人 

Ⅱ（1会場 3日間）      23人 

問題を抱える子ども等の自立支援事業委託 

 14市町1学校組合 

24時間いじめ電話相談事業委託 

 社会福祉法人 同朊会 

 相談件数 249件（H21.4月～H22.3月） 

学級経営講座 

実施回数2回 参加者数150人 

Ｑ－Ｕアンケート及び活用研修の実施 

 申請校数：小学校218校 中学校102校 

 基本研修会      3回（53名参加） 

 分析・活用研修会  130回 

不登校等対策小中連携事業委託 

高知市外3市 

 

心の教育センター電話相談事業 

相談体制 電話相談員          5人 

相談件数 電話           1,010件  

            Ｅメール          350件 

      来所    延べ 1,522件 

スクールカウンセラー活用事業 

配置校 小学校        30校 

 中学校              75校 

    高 校                6校 

相談件数                 19,556件 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生 徒 指 導 体 制 の 充 実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16,616,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16,201,209 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

414,791 

 

心の教育アドバイザー活用事業 

配置校 高  校               21校 

相談件数                 2,484件 

子どもと親の相談員等活用事業 

11市町村 

配置校 小学校             20校 

相談件数               5,153件 

スクールソーシャルワーカー活用事業 

 高知市外17市町村 

 

生徒指導総合連携推進事業委託 

安芸市 

生徒指導主事会の開催 

全体会 参加者             78人 

地区別  ４地区 参加者        65人 

県体補導の実施 1日  参加者 延べ 65人 

補導専門職員の配置                7人 

計 206,207,000 197,982,869 8,224,131  

 

(3) 生涯学習の推進                                                  (単位 円) 

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

生 涯 学 習 推 進 

体 制 の 整 備 

39,453,000 35,126,122 4,326,878 若者の学びなおしと自立支援事業 

 こうち若者サポートステーション管理運営委託 

 若者支援フォーラム 4回 

 パンフレット作成 10,000部 

生涯学習活性化推進事業 

生涯学習ボランティアセンター運営等委託 
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放 課 後 

改 革 

1  事業執行の目的 

保護者が安心して働きながら子育てができ、子どもたちの健やかな育ちと豊かな学びを支援するため、放課後の学びの場の設置拡大と充実を 

図る。また、地域のニーズに応じた子育て支援活動を支援し、「早ね早おき朝ごはん県民運動」を推進する。 

  子どもたちの豊かな感性と想像力を育むために、自然体験活動等の機会や体験情報を提供する。 

  地域の優れたスポーツ指導者を活用し、運動部活動の充実とともに、子どもたちの心身の健全な育成と体力の向上を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 

                                             (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

放 課 後 子 ど も プ ラ ン 

推 進 事 業 

 

 

 

 

 

 

 

 

家 庭 教 育 支 援 

基 盤 形 成 事 業 

 

 

 

 

子 ど も の 生 活 リ ズ ム 

向 上 推 進 事 業 費 

 

学校支援地域本部事業 

 

地 域 ス ポ ー ツ 人 材 の 

活 用 実 践 支 援 事 業 

270,623,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9,920,000 

 

 

 

 

 

3,180,000 

 

 

34,498,000 

 

5,130,000 

258,060,194 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8,163,516 

 

 

 

 

 

3,123,690 

 

 

27,466,648 

 

5,129,600 

12,562,806 

      

      

   

 

 

 

 

 

 

1,756,484 

 

 

 

 

 

56,310 

 

 

7,031,352 

 

400 

放課後子どもプラン推進事業費補助 

 室戸市外31市町村・1学校組合 

小学校140か所 中学校23か所 

県推進委員会 3回 

指導者等研修 11回 

放課後児童クラブ施設整備助成事業費補助 

 南国市、香南市、日高村 

特別支援学校放課後生活支援事業委託 

山田養護学校学童クラブ保護者会 

 

安芸市外13市町村 

子育て講座実施委託 ＮＰＯ法人高知子ども図書館外 

4団体 

家庭教育サポーター 249名 

研修交流会 5回 

 

家庭学習推進事業委託 30団体 

生活リズム向上チェックカード 3回 延べ21,906人 

 

学校支援地域本部事業実施委託 

 

中学校運動部へ外部指導者を派遣 57部 

計 323,351,000 301,943,648 21,407,352  
 

生 涯 

学 習 費 

 

体 育 

ｽﾎﾟｰﾂ費 

生 涯 

学 習 課 

 

スポーツ 

健 康 

教 育 課 

243 

 

 

247 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

目標達成の 

ための新た 

な「しかけ」 

高知市教育 

委員会との 

連 携 強 化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本県を先導 

する学校を 

さらに支援 

する制度の 

創 設 

1  事業執行の目的 

本県公立中学生の4割近くを占める高知市において、授業と予習・復習(宿題)のサイクルを一連のプログラムに沿って行うことにより、学習 

習慣を確立する取り組みを実践する。 

さらに、放課後の学校管理下において、基礎学力の定着に課題のある生徒に対して、教員の指示のもと、個々の生徒の学力に応じた個別的な 

支援を行い、高知市中学生の基礎学力の定着を促して、本県の中学生の学力を全国水準にする。 

 

2  事業執行の状況及び成果 

                                             (単位 円) 

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

中学校学習習慣確立のため 

の 緊 急 支 援 事 業 

 

 

 

 

 

 

 

放 課 後 学 習 支 援 員 

配 置 事 業 

53,863,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

55,362,000 

52,151,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

53,975,932 

1,712,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,386,068 

中学校学習習慣確立緊急支援事業費補助金  高知市 

 学習習慣を確立するための教材整備 

  教材プリント冊子の作成 

  確認テストの問題作成、採点、分析 

   対象学年 中1～中3 対象教科 国社数理英 

学力向上スーパーバイザーの配置 

中学校学力向上補助員の配置 

  中学校 16校 16人 

 

放課後学習支援員の配置 

 派遣校 高知市立中学校19校 53人 

 1日4時間 週5日 

計 109,225,000 106,126,932 3,098,068  

 

 

1  事業執行の目的 

3年間で新教育課程の編成や実施、評価について他校の先導的な役割を担う学校づくりを行い、その先進的な取り組みを県内へ普及し、本県 

における新中学校学習指導要領の完全実施を円滑かつ効果的に行う。 

本県を先導する学校をさらに伸ばすことで、県全体の教育レベルを引き上げるため、学校が主体的に自校の課題や目標を学校改善プランや学 

校評価に明確に位置づけ、学校全体で主体的、実践的に取り組む市町村（学校組合）立小・中学校を支援する。 

小 中 

学 校 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教 育 

政 策 費 

 

小 中 

学 校 費 

小 中 

学 校 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小 中 

学 校 課 

236 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

236 

 

 

236 



－219－  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

五つの改革 

を推進した 

学校、教職 

員への奨励 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                             (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

中 学 校 新 教 育 課 程 

拠 点 校 指 定 事 業 

 

 

 

 

 

目 指 せ ！ 教 育 先 進 校 

応 援 事 業 

 

 

 

1,793,000 

 

 

 

 

 

 

25,984,000 

1,731,596 

 

 

 

 

 

 

25,406,053 

61,404 

 

 

 

 

 

 

577,947 

中学校新教育課程研究事業委託 

 3市 3校指定 

 実施報告書（生徒の学力の状況や授業力診断シート、

学校評価等のデータ分析結果に基づく成果の検証） 

 平成22年度の各教科経営案及び年間指導計画の作成 

 研究授業等の学習指導案の作成 

 

教育先進校創出事業費交付金 

 高知市外16市町 29校 

  事業評価会の実施 

  実績報告書 

  研究発表会やホームページによる取り組み成果の

普及・情報発信 

計 27,777,000 27,137,649 639,351  

 

 

 

1  事業執行の目的 

退職者、永年勤続者、功績のあったもの等をそれぞれ表彰する。 

また、学力向上・いじめ問題等対策計画に掲げる放課後改革などに関する優れた取り組みについても表彰を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                             (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

教 育 表 彰 

 

598,000 475,368 122,632 永年勤続表彰     384名 

功績表彰           12名 

奨励表彰           8名 

実践表彰          49名 

5 つの改革奨励賞  1 名 

学校表彰      17校 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教 育 

政 策 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教 育 

政 策 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

229 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 
教育先進県 

を目指した 

人 材 育 成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高 等 学 校 

入学者選抜 

制 度 及 び 

通学制度の 

見 直 し 

 

1  事業執行の目的 

学力問題、いじめ・不登校等生徒指導上の諸問題など高知県の抱える喫緊の教育課題を総合的に解決し、県民の期待に応えられる教育政策を 

推進していくため、政策研究大学院大学や教育先進県へ職員を派遣し、最先端の教育政策理論や先進自治体の施策及び取り組みを研究すること 

で、教育政策能力の高い人材を育成する。また、高知県で活用できる実践的な教育行政のノウハウを学ぶことで本県の教育行政のレベル向上を 

図る。 

さらに、鳴門教育大学大学院臨床分野に留学し、心の教育について実践的に研究することで、臨床心理士を計画的に養成する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                             (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

目 指 せ ！ 教 育 先 進 県 

派 遣 事 業 

 

7,510,000 6,452,656 1,057,344 東京都派遣          1名 

政策研究大学院大学派遣 1名 

鳴門教育大学大学院派遣 3名 

 

 

1  事業執行の目的 

県立高等学校教育問題検討委員会の報告をもとに、公立高等学校入学者選抜制度の変更を実施する。前期選抜定員及び後期選抜定員の割合、 

各選抜の実施時期、通学区域の見直しについて変更し、中学生の学習意欲の向上につなげる。 

また、県立高等学校の統廃合により、遠距離の県立高等学校に通学するもので、経済的な理由により就学が困難なものに対して通学にかかる 

奨学金を貸与し、進学、就学を経済的に支援することで教育の機会均等を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                             (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

高 校 再 編 推 進 費 

 

1,303,000 961,878 341,122 通学支援奨学金市町村事務処理交付金 3市町 

通学支援奨学金貸与         3人 

 

教 育 

政 策 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高 等 

学 校 費 

 

 

 

教 育 

政 策 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高 等 

学 校 課 

 

 

 

 

229 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

238 
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将 来 を 

見 据 え た 

教 育 環 境 

の 整 備 

 

高 校 生 の 

進路希望を

達成させる

ための支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校施設等 

耐 震 化 と 

施設環境の 

改 善 

1  事業執行の目的 

多様な学力や学習歴を持った生徒が多く入学してくる高等学校において、各学校の実情に応じて生徒への学習への意欲を喚起し、基礎学力の 

定着、学習習慣の確立を目指すとともに生徒の知的好奇心を育み、進学に対する意欲を高め、進路実現の向上につなげる。 

また、基礎学力の定着、進学学力の向上等につながる授業実現のため、教員の教科指導のスキルアップを目指す。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                             (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

学 力 向 上 対 策 事 業 費 

 

 

 

 

30,000,000 25,814,564 4,185,436 基礎学力の向上 

 つなぎ教材・家庭学習教材の作成 

 学力向上サポート員 8校 18人 484時間 

力のある学校づくり 

 学力把握調査テスト         12校 1,512人 

 学びの学習合宿           5校 

 フロンティアハイスクールサポート 12校 

教員の資質向上 

 外部講師招へい   13校 

 教科別研修協議会  6教科 各3名 

 先進校視察 実施校 13校 

進学学力の向上 

 大学キャンパス訪問事業 6大学 524人 

 進路手引書作成、進学入試問題集等購入 

 

 

1  事業執行の目的 

南海地震に備えた公立小中学校施設の耐震化の支援、県立学校施設整備の計画的な実施及び教育の森の充実等を行い、より良い教育環境の整 

備を進める。 

また、教職員住宅の整備等、教職員の福利厚生に努める。 

保育所・幼稚園等の施設整備等に助成を行うことにより、乳幼児期の子どもたちの良好な保育・教育環境の整備を推進する。 

 

 

高 等 

学 校 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総 務 

福 利 費 

 

学校施設 

等整備費 

 

児童生徒 

支 援 費 

 

幼 保 

支 援 費 

 

高 等 

学 校 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総 務 

福 利 課 

 

 

 

 

 

 

 

幼 保 

支 援 課 
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231 
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234 



－222－  

大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

  
2  事業執行の状況及び成果 

(1)  県立学校の施設整備等                                                            (単位 円) 

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
繰 越 額 不 用 額 

施 設 整 備 費 

 

 

 

 

教 育 環 境 

緊 急 整 備 費 

 

公 立 学 校 耐 震 化 

促 進 事 業 費 

 

1,286,088,000 

 

 

 

 

1,418,184,000 

 

 

467,258,000 

397,573,178 

 

 

 

 

1,328,431,260 

 

 

180,762,000 

888,514,822 

 

 

 

 

89,752,740 

 

 

286,496,000 

863,431,000 

 

 

 

 

 

 

 

264,789,000 

 

 

25,083,822 

 

 

 

 

89,752,740 

 

 

21,707,000 

既存施設再生整備費 

城山高校外19校 

南海地震に備える施設整備費 

安芸高校外24校 

 

室戸高校外42校 

 

 

公立学校施設耐震診断支援事

業費補助 

高知市外15市町村 

公立小中学校耐震化促進事業

費補助 

 高知市外4市町 

計 3,171,530,000 1,906,766,438 1,264,763,562 1,128,220,000 136,543,562  

 

(2)  教育の森造成事業                                                   (単位 円) 

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

教 育 の 森 造 成 事 業 費 73,084,000 71,252,177 1,831,823 教育の森の維持管理に対する補助 

 

(3)  教職員住宅の整備等                                                  (単位 円) 

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

教 職 員 住 宅 等 整 備 費 97,998,000 97,811,434 186,566 教職員住宅の維持管理 

 世帯用 397戸 単身用 130戸  計527戸 
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土佐海援丸 

の代船建造 

 

(4)  幼稚園・保育所等の施設整備等                                                     (単位 円) 

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
繰 越 額 不 用 額 

保 育 所 ・ 幼 稚 園 

耐震化促進事業費 

 

 

 

 

安 心 こ ど も 基 金 

事 業 費 

 

28,465,000 

 

 

 

 

 

19,934,000 

24,496,000 

 

 

 

 

 

19,337,000 

3,969,000 

 

 

 

 

 

597,000 

2,646,000 1,323,000 

 

 

 

 

 

597,000 

保育所・幼稚園耐震診断事業

費補助 

4市町1法人 8施設 

幼稚園耐震化促進事業費補助 

 1市1法人 2施設 

 

保育所等緊急整備事業費補助 

 1市 1施設 

幼稚園等緊急環境整備事業費

補助 

 10法人 

 

計 48,399,000 43,833,000 4,566,000 2,646,000 1,920,000  

 

 

 

1  事業執行の目的 

3級海技士免許を取得できる養成施設を継続し、漁業及び海事産業の人材育成を行い、その技術、文化の維持・継承をすることで、海洋産業 

の振興を図るために、高知海洋高校実習船「土佐海援丸」の代船を建造する。 

現在運航している「土佐海援丸」は船齢18年となり、全国で最も古い実習船で、老朽化が顕著であり、平成25年8月には検査期限が切れる 

ため、安全・安心な代船の建造が早急に必要である。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                            (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

土 佐 海 援 丸 

代 船 建 造 費 

 

 

 

4,200,000 4,200,000 
 

概略設計及び基本設計委託 

 概略設計 建造要目書及び概略一般配置図 各20部 

      概略船価見積書 2部 

 基本設計 建造仕様書及び一般配置図 各50部 

      船価見積書 2部 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高 等 

学 校 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高 等 

学 校 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 
県立学校の 

教育環境の 

整 備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校内外の 

安 全 確 保 

1  事業執行の目的 

情報化社会に適応できる情報活用能力の向上とＩＣＴ化を担う人材、科学的な知識、技能等を習得し、国の発展に貢献できる人材及び勤労に 

対する正しい信念を確立し、産業技術を習得して工夫創造の能力を養い、経済自立に貢献できる人材を育成するため、情報機器、理科教育設備、 

産業教育設備を整備する。 

また、国の地域活性化・経済対策臨時交付金により県立学校の設備等の整備を行い、教育環境の充実を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                            (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

情 報 教 育 推 進 費 

 

 

 

 

 

理科教育等設備整備費 

 

産業教育等設備整備費 

 

県 立 学 校 設 備 等 

緊 急 整 備 費 

341,804,000 

 

 

 

 

 

16,400,000 

 

17,850,000 

 

592,896,000 

285,030,830 

 

 

 

 

 

15,824,324 

 

17,797,500 

 

574,804,712 

56,773,170 

 

 

 

 

 

575,676 

 

52,500 

 

18,091,288 

県立学校校内LAN保守管理 

校務用パソコンリース 677台 

県立学校校内ＬＡＮ再構築 

県立学校校務用パソコン整備 1,625台 

県立学校パソコン等整備 教育用 659台 

 

理科教育設備の整備 20校 

 

産業教育設備の整備 1校 

 

産業教育高校設備           10校 

寄宿舎設備               1校 

地上デジタル放送対応テレビ 36校 

特別教室机・いす       4校 

図書購入                  34校 

その他一般備品             34校 

計 968,950,000 893,457,366 75,492,634  

 

1  事業執行の目的 

南海地震に備えた防災教育や安全教育の充実を図る。また、通学路や学校の安全対策の充実を図るとともに、学校の危機管理体制の整備に努 

める。 

情報教育 

推 進 費 

 

高 等 

学 校 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童生徒 

支 援 費 

高 等 

学 校 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スポーツ 

健 康 

教 育 課 
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社会教育施

設 の 整 備 

 

 

 

 

 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                            (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

学 校 内 外 の 

安 全 管 理 及 び 

安 全 指 導 の 充 実 

122,009,000 96,502,323 25,506,677 独立行政法人日本スポーツ振興センター災害共済給付 

原付自転車安全運転講習 

 講義 3,667人 実技 665人 

南海地震に備える教育推進事業 

防災教育研修会 3回 229人 

地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業 

地域ぐるみ学校安全活動推進事業 

日高村教育委員会（防犯） 

土佐市教育委員会（防災） 

 スクールガード・リーダー養成講習会 

  8市町村 353人 

スクールガード・リーダーによる学校等の巡回指導 

  25市町村 50人 250校 

学校安全管理費 

 自動体外式除細動機(AED)設置       

県立特別支援学校（寄宿舎） 7校  

 

 

 

1  事業執行の目的 

図書館、青尐年教育施設及び塩見記念青尐年プラザのより一層の機能充実や施設の整備を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                            (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

県 立 図 書 館 

の 整 備 充 実 

 

 

158,671,000 

 

 

150,680,018 

 

 

7,990,982 

 

 

運営の充実 

出版事業 

土佐国群書類従（第12巻）の出版 200冊 

閲覧用図書及び資料整備 

施設整備 

 各種修繕、図書及び備品の購入 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校施設 

等整備費 

 

生 涯 

学 習 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生 涯 

学 習 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県勢浮揚に

向けた施策

の 実 施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産 業 振 興 

計 画 へ の 

対 応 

 

 

 

 

 

 

 

 

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

県 立 青 尐 年 教 育 施 設 

の 整 備 充 実 

407,593,000 398,198,289 

 

 

9,394,711 

 

管理運営 

青尐年センター、幡多青尐年の家    

指定管理 

青尐年の家（香北、高知）、 青尐年体育館 

塩見記念青尐年プラザ 

施設整備 

各種修繕、備品の購入 

青尐年教育施設振興事業 

 幡多青尐年の家・青尐年センター主催 36事業 

計 566,264,000 548,878,307 17,385,693  

 

 

 

1  事業執行の目的 

学校において、地域の生産者や流通関係者、ボランティア団体等と連携し、学校給食へ地場産物の活用を図るためのネットワークづくりを進 

めるとともに食育・食農教育の実践、調査研究を行い、高知県の産業振興に資する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                            (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

産業振興食育推進事業 

 

5,389,000 4,276,669 1,112,331 地場産物活用状況調査 

平成21年9月～22年2月の6か月間 98施設 

高知県地場産物活用ネットワーク会 2回 

地域ネットワーク会議 5地域 9回 

地域独自のネットワーク会議等 8地域 71回 

食育・食農教育等体験学習 

 13市町村 37校 109回 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童生徒

支 援 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スポーツ

健 康 

教 育 課 
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龍 馬 伝 

へ の 対 応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生涯学習の

推 進 等 に 

よる教育的

風土づくり 

 

 

1  事業執行の目的 

坂本龍馬をはじめとする郷土の偉人や歴史等の学習や体験活動を通じて、ふるさとへの理解を深めてもらうとともに、郷土愛を育むために専 

門性や広域性を生かして活動する団体を支援することにより、ふるさと教育を推進し、大河ドラマ「龍馬伝」に対する県民の機運を高める。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                            (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

ふ る さ と 教 育 

推 進 事 業 費 

2,444,000 2,438,000 6,000 学習教材等作成委託 

 坂本龍馬についての小学校高学年向け冊子の作成及 

び配付  14,500冊 

ふるさと教育推進事業費補助 

 土佐史談会外2団体 

 

 

1  事業執行の目的 

生涯各期の学習課題に対応した講座、体験活動、地域活動を充実することにより、各期の学習活動を推進するとともに、社会教育関係職員等 

の養成、確保を行い生涯学習の観点に立った社会教育の振興を図る。また、平成22年度に全国生涯学習フォーラム高知大会を開催するにあた 

り、実行委員会を立ち上げ、内容の検討を行うとともに、県内外への周知を図り、大会開催の気運を高める。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                            (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

社 会 教 育 指 導 

体 制 の 整 備 

 

 

 

13,127,000 

 

 

 

 

11,790,496 

 

 

 

 

1,336,504 

 

 

 

 

社会教育支援事業 

社会教育振興事業費補助   7団体 

社会教育研修指導 

社会教育主事講習（高知大学） 6人 

社会教育主事講習（国社研）  1人 

社会教育主事等研修     219人 

学校・家庭・地域つながり再生事業 

 学校・家庭・地域連携推進事業委託 

 

 
 

生 涯 

学 習 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生 涯 

学 習 費 

生 涯 

学 習 課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生 涯 

学 習 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各分野に対 

応した教育 

施策の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育政策の 

強 化 

 

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

全 国 生 涯 学 習 フ ェ ス 

テ ィ バ ル の 開 催 

13,765,000 11,861,013 

 

1,903,987 全国生涯学習フェスティバル推進事業費 

 全国生涯学習フォーラム高知県実行委員会への補助 

  実施計画作成及びアドバイザー委員会運営等 

計 26,892,000 23,651,509 3,240,491  

 

 

 

1  事業執行の目的 

深刻な中学校の学力問題をはじめ、いじめや不登校などの本県が抱える教育課題の解決を図るため、平成20年に策定した「学力向上・いじ 

め問題等対策計画」について、新たに「体力づくり」を「5つの改革」と並ぶ重要な課題と位置づけ、改訂を行うとともに、引き続き本県の教 

育水準の向上と厳しい状況にある学校の早期の問題解決のための取り組みを推進する。 

また、今後の本県の教育の方向性について、中長期的な課題や恒常的に取り組むべき対策、教育の振興のための施策に関する「高知県教育振 

興基本計画」を策定し、教育懇談会の開催をはじめ、教育関係者や県民に広く周知を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                            (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

学力向上・いじめ問題等 

対 策 計 画 策 定 費 

 

 

 

教育振興基本計画策定費 

 

 

495,000 

 

 

 

 

2,766,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

491,575 

 

 

 

 

2,585,150 

 

 

 

 

 

 

3,425 

 

 

 

 

180,850 

 

 

 

 

 

 

学力向上・いじめ問題等対策計画改訂版作成 10,000部 

学校への説明派遣      5回 

事務局学習会 開催回数   2回 

参加者数  123名 

         

教育振興基本計画検討委員会 3回 

高知県教育振興基本計画【中間取りまとめ】に対するパ

ブリックコメント募集 

 団体 3団体 個人 74名 意見数 215件 

高知県教育振興基本計画 冊子       17,000部 

            リーフレット  125,000部 

教育振興基本計画推進会議 1回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教 育 

政 策 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教 育 

政 策 課 
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就 学 前 の 

保育・教育 

環境の充実 

 

 

 

教育版「対話と実行」 

推 進 事 業 費 

 

373,000 

 

261,064 

 

111,936 

 

教育懇談会 4回 

 県内4ブロック（高知市、四万十市、須崎市、安芸市） 

 出席者数 延べ371人 

教育版「対話と実行」座談会 

 市町村教育委員会         34回 

 ＰＴＡ               7回 

  小・中・高・特別支援学校 43回 

計 3,634,000 3,337,789 296,211  

 

 

 

1  事業執行の目的 

保育所や幼稚園の運営、保育サービス、子育て支援、多子世帯の保育料軽減事業等に助成を行うことで、仕事と子育ての両立支援と保護者の 

負担軽減を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(1) 保育サービス、子育て支援の推進                                                      (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

保 育 サ ー ビ ス 

促 進 事 業 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

私 立 幼 稚 園 振 興 費 

299,032,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

77,480,000 

293,812,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

74,611,000 

5,220,000 

      

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          

2,869,000 

保育対策等促進事業費補助 

一時預かり事業       11市町  14施設 

休日・夜間保育事業     1市    1施設 

病児・病後児保育事業    4市     5施設 

待機児童解消促進等事業   2市町   9施設 

地域子育て支援拠点事業   20市町村 29施設 

児童ふれあい交流促進事業  2町     5施設 

保育サービス等推進総合補助 

23市町村 126事業 

認可外保育施設支援事業費補助 

 ほのぼの保育事業     7 市町  11 施設 

 入所児童健康支援事業   3 市   5 施設 

 保育従事者健康管理事業  3 市   5 施設 

院内保育所運営支援事業費補助    21 施設 

 

私立幼稚園子育て支援推進事業費補助 22法人 

計 376,512,000 368,423,000 8,089,000  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幼 保 

支 援 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幼 保 

支 援 課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

義 務 教 育 

の 推 進 

 

(2) 幼児教育・保育の充実                                                               (単位 円) 

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

保 育 所 運 営 費 

 

 

 

私 立 幼 稚 園 振 興 費 

 

479,465,000 

 

 

 

541,533,000 

 

478,974,153 

 

 

 

541,397,000 

 

490,847 

 

 

 

136,000 

 

保育所運営費負担（私立保育所） 45施設 

保育所運営費過年度精算負担   13市町村 

産休等代替職員雇用事業費補助  13市町村11法人 

 

私立学校運営費補助       22法人 

私立幼稚園特別支援教育費補助  10法人 

計 1,020,998,000 1,020,371,153 626,847  

 

(3) 多子世帯への経済的支援                                                            (単位 円) 

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

保 育 料 軽 減 事 業 費 59,849,000 48,462,556 11,386,444 多子世帯保育料軽減事業費補助 20市町村 

 

 

 

1  事業執行の目的 

児童生徒の発達段階に応じた指導方法の工夫・改善を行い、それぞれの学年の基礎・基本となる学力を定着させることで、学力の向上を図る 

とともに、教科実技等の向上を図る。 

新学習指導要領の趣旨を周知するとともに、趣旨を踏まえた授業改善の促進を通して、教育課程の充実を図る。 

尐人数による授業や複数教員による指導など、きめ細かな指導方法の工夫・改善のための取り組みに加え、小学校1年生と2年生では希望す 

るすべての学校で30人学級を、また小学校 3年生と4年生では希望するすべての学校で 35人学級を実施する。さらに、中学校1年生及び3 

年生では、多人数学級を抱える学校の中から研究校を指定し30人学級を実施する。 

県立中学校においては、中学校・高等学校の 6年間を通した計画的・継続的な教育活動を行うことにより、生徒の学力の向上、個性の伸長、 

郷土愛の育成、地域の発展に貢献のできる人材の育成を図る。

                                                                                                                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小 中 

学 校 費 

 

高 等 

学 校 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小 中 

学 校 課 

 

高 等 

学 校 課 
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2  事業執行の状況及び成果 
(1) 義務教育の推進                                                              (単位 円) 

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

新教育課程の定着推進 

 

 

 

英 語 教 育 推 進 事 業 

 

 

 

 

 

学 力 向 上 等 

調 査 研 究 事 業 

 

 

 

 

小 中 学 校 専 科 等 対 応 

非 常 勤 講 師 派 遣 

 

 

 

理科支援員等配置事業 

 

 

 

 

学 校 図 書 館 

支 援 員 配 置 事 業 

 

学校マネジメント支援に 

関 す る 調 査 研 究 

 

 

5,584,000 

 

 

 

6,600,000 

 

 

 

 

 

1,555,000 

 

 

 

 

 

23,508,000 

 

 

 

 

11,307,000 

 

 

 

 

38,319,000 

 

 

700,000 

4,603,808 

 

 

 

6,600,000 

 

 

 

 

 

1,495,947 

 

 

 

 

 

19,842,446 

 

 

 

 

9,902,865 

 

 

 

 

36,774,564 

 

 

582,214 

980,192 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

59,053 

 

 

 

 

 

3,665,554 

 

 

 

 

1,404,135 

 

 

 

 

1,544,436 

 

 

117,786 

 

新教育課程連絡協議会（学習指導要領趣旨説明会） 

 開催地区：東部、中部、西部、高知市 

 参加者：小学校787人、中学校563人 

 

小学校英語活動推進事業委託 

 10市町 10校指定 

教材教具の開発、教員の指導力向上研修 

英語教育改善調査研究事業委託 

 1市 

 

学力向上等調査研究事業委託  南国市外3市町 

 評価の工夫改善に関する総合的推進地域事業 

 教育課程研究指定校事業 

 我が国の伝統文化を尊重する教育に関する実践モデ 

ル事業 

 

非常勤講師派遣 

 小学校教科担当 13校 6人 

 中学校教科担当  5校 3人 

 小中学校教科担当 小学校2校 中学校2校 2人 

 

理科支援員の派遣 

派遣者 20校 30名 

特別講師の派遣 

 派遣者 23校 17名 

 

学校図書館支援員の配置 

 21校 21人 

 

保護者や地域から学校への様々な要望等に対して、学校

や教育委員会が組織的に対応するため、第三者委員会を

設置し、その具体的な対応策を検討した。 

小中学校サポートチーム委員会 3回 4人 

調査研究事業研修会      1回 講師1名 

弁護士、臨床心理士相談会   6回 

啓発冊子（各市町村教育委員会、小中学校、高等学校へ

配布）           500部 

計 87,573,000 79,801,844 7,771,156  
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主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高 校 教 育 

の 推 進 

 

(2) 県立中学校の運営                                                                (単位 円) 

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

学 校 運 営 の 充 実 25,928,000 24,732,807 1,195,193 県立中学校の運営 3校 

 

(3) 中・高一貫教育の推進                                                             (単位 円) 

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

中 ・ 高 一 貫 

教 育 の 推 進 

509,000 

 

273,151 

 

235,849 

 

連携型中高一貫教育推進費 

 教員の相互交流による授業等での連携 

  嶺北、津野山、大正・十和地域 

 

 

1  事業執行の目的 

基礎学力の定着と学力の向上を目指し、きめ細かな指導方法の工夫・改善を進めるため、非常勤講師を配置し、各学校の教育課題に即した取 

り組みへの支援を行う。 

生徒の興味・関心や進路希望に応じた指導方法の工夫・改善を行い、それぞれの学年の基礎基本の徹底、学力の向上を図るとともに、実験・ 

実習及び実技等の向上を図ることにより教育の充実に資する。 

 近年の社会・産業の構造変化に対応できず、勤労観や職業観の希薄なままニートやフリーターに流れていく若者が増加している社会情勢に対 

応するため、勤労観や職業観を育成し、将来の展望や目的意識を持たせるキャリア教育の推進や取り組みを行う。また未就職卒業者を出さない 

ため、就職支援体制の強化を図る。 

各県立学校ごとの教育課題への対応や特色のある取り組みを校長の裁量により計画的に実施することで、教育活動の活性化や特色ある学校づ 

くりを推進し、学校教育の充実を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(1) 高校教育の推進                                                                      (単位 円) 

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

社 会 人 講 師 の 活 用 

 

学 習 指 導 の 充 実 

3,700,000 

 

11,381,000 

3,545,000 

 

11,161,933 

155,000 

 

219,067 

特別非常勤講師配置 15校 延べ376時間 

 

県立高校教務主任連絡協議会 56人 

総合学科推進 5校  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高 等 

学 校 費 

 

（特別会計） 

高等学校 

等奨学金

貸 付 

事 業 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高 等 

学 校 課 
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進 路 指 導 の 充 実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職 業 教 育 の 充 実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高 校 生 就 職 支 援 対 策 

 

 

 

定 時 制 通 信 制 教 育 

の 充 実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24,637,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11,649,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20,595,000 

 

 

 

2,542,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20,808,640 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10,402,930 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18,304,582 

 

 

 

2,018,943 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3,828,360 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,246,070 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,290,418 

 

 

 

523,057 

 

 

 

 

 

環境教育推進 1校 

原子力・エネルギーに関する教育支援事業指定校 6校 

教育課程研究指定校 2校 

学力の把握に関する研究指定校 1校 

我が国の伝統文化を尊重する教育に関する実践モデル 

校 1校 

 

就職促進指導 

就職対策連絡協議会  委員15人  3回開催 

求人事業所説明会（県内・県外） 各1回 

地区別進路指導主事会 

教員54人 就職アドバイザー7人 

中四国高校就職対策協議会 1人 

高知県事務所訪問（東京・名古屋・大阪）各1回 

事業所訪問 延べ2,422事業所 

進学指導推進 

進学学力向上対策費補助 高知県進学協議会 

ファインシステムの活用 12校 

 

産・学・公一体教育の推進 

産業教育生徒研究発表会 13校・18グループ 

産業教育民間講師招へい  9校 講師17人 

インターンシップの推進 

17校 1,250人 322事業所 

  農業・家庭・水産クラブ研究活動の奨励 

産業教育生徒実技競技会の開催 

  農業  1,146人    工業  326人 

  商業    220人  水産  144人 

  家庭     77人 

産業教育審議会 委員10人 1回開催  

 

高校生スキルアップ講習会 21校 延べ778人 

就職アドバイザー配置     7人 

保護者対象進路講演会     8校  368人 

 

定時制通信制教科書等給与 

  定時制 13校  185人 

  通信制  2校  80人 

定時制教育振興奨励費補助 22人 
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主管課名 

決算説明資

料のページ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

高 等 学 校 等 奨 学 金 

特 別 会 計 繰 出 金 

 

高等学校等奨学金貸付 

事 業 （ 特 別 会 計 ） 

 

国 際 理 解 教 育 の 推 進 

 

 

 

 

コミュニティスクール 

学 校 運 営 協 議 会 

 

2 1 ハイスクールプラン 

推 進 事 業 費 

 

 

111,191,000 

 

 

440,228,000 

 

 

142,646,000 

 

 

 

 

95,000 

 

 

30,000,000 

 

108,305,218 

 

 

438,646,870 

 

 

138,912,466 

 

 

 

 

82,055 

 

 

24,951,739 

 

 

2,885,782 

 

 

1,581,130 

 

 

3,733,534 

 

 

 

 

12,945 

 

 

5,048,261 

 

高等学校等奨学金特別会計への繰出 

 

 

貸付者数 新規  650人 

継続 1,001人 

 

外国青年招致事業 

外国語指導助手(ＡＬＴ) 

義務関係   3人 

県立関係  27人 

 

学校運営協議会 2校 8回 

 

 

県立高校  本校36校 分校3校 

主な事業内容 

開かれた学校づくりの推進 

生徒の自主活動の推進 

国際理解教育の推進 

創造性豊かなものづくりの推進 

豊かな心を育む教育の推進 

計 798,664,000 777,140,376 21,523,624  

 

 

(2) 学校運営の充実                                                               (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

学 校 運 営 の 充 実 

 

 

1,428,490,000 

 

 

1,382,517,051 

 

 

 

45,972,949 

 

 

高等学校運営 

 全日制 本校33校 分校3校 

 定時制 本校14校 

産業教育設備整備 38校 

農林水産実習費  10校 

水産指導実習船運営費 

 遠洋航海  2回 

 習熟航海  1回 

 沿岸航海等 9回 
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特 別 支 援 

教 育 の 

充 実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1  事業執行の目的 

特別支援学校の教育諸条件の整備や就学に係る保護者の負担軽減等、特別支援教育の充実に努める。 

障害のある幼児・児童・生徒の就学に係る調査、審議、判定を行い適切な就学を推進するとともに、医療、保健、福祉等の関係機関と連携し 

た教育相談を実施する。また、スクールバスを運行し就学に係る保護者の負担を軽減する。 

発達障害を含めた障害のあるすべての幼児・児童・生徒を支援するため、専門的な知識を有する教員を養成するとともにすべての公立の小・ 

中・高等学校に学校内の関係者や外部との連絡調整、保護者との相談窓口を担う特別支援教育学校コーディネーターを配置するなど、総合的な 

支援体制の整備に向けた取り組みを推進する。また、特別支援学校と特別支援学級が連携し、授業実践の交流を通じて特別支援学級の教育内容 

の改善、充実を図る。 

特別支援学校の生徒一人一人が卒業後に円滑な社会参加ができるよう、進路選択能力や職業意識を高めるためのガイダンス機能の充実を図 

る。また、卒業生に対するアフターケアとして就職先への訪問等を行う。 

特別支援学校の児童生徒が地域の人々や高等学校の生徒との交流を行うことにより、障害のある子どもや特別支援教育に対する理解啓発を推 

進する。 

各県立学校ごとの教育課題への対応や特色のある取り組みを校長の裁量により計画的に実施することで、教育活動の活性化や特色ある学校づ 

くりを推進し、学校教育の充実を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                             (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

学 校 運 営 の 

充 実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就 学 奨 励 の 充 実 

359,895,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

116,541,000 

347,792,140 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

98,748,954 

12,102,860 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17,792,046 

教育条件整備 

 教材整備等 本校7校 

       分校4校 

学校指導 

 一般管理費 

重度障害児の健康管理指導 

修学旅行医療介助者経費 

教職員指導 

 文部科学省主催研修会等 

参加者  7人 

教育課程研究集会 

特別支援学校関係 16回 参加者832人 

小中高等学校関係  5回 参加者  70人 

 

就学奨励費の支給 支給対象児童生徒数 721人 
 

特別支援 

教 育 費 

特別支援 

教 育 課 
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－236－  

大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

   

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

適 切 な 就 学 指 導 

 

 

 

 

教 育 相 談 活 動 

 

 

 

ス ク ー ル バ ス の 運 行 

 

 

特 別 支 援 教 育 

専 門 家 養 成 事 業 

 

 

進 路 指 導 の 充 実 

 

 

 

 

 

 

 

職 業 教 育 の 充 実 

 

ス ク ー ル ・ プ ラ ン 

ニ ン グ 推 進 事 業 費 

686,000 

 

 

 

 

1,221,000 

 

 

 

57,621,000 

 

 

692,000 

 

 

 

1,472,000 

 

 

 

 

 

 

 

2,703,000 

 

2,672,000 

 

 

 

569,505 

 

 

 

 

1,055,198 

 

 

 

56,699,664 

 

 

641,528 

 

 

 

1,235,916 

 

 

 

 

 

 

 

2,662,542 

 

2,225,442 

 

 

116,495 

 

 

 

 

165,802 

 

 

 

921,336 

 

 

50,472 

 

 

 

236,084 

 

 

 

 

 

 

 

40,458 

 

446,558 

 

高知県障害者就学指導委員会      2回    58人 

高知県就学指導研究協議会等      3回   121人 

高知県における特別支援学校の再編に関する検討委員 

会                 5回 

 

巡回教育相談活動 

ハートフル教育相談       4会場     59件 

教育相談員派遣事業        相談件数  289件 

 

山田養護学校、高知若草養護学校、日高養護学校、 

中村養護学校 

 

特別支援教育地域コーディネーターの養成  

特別支援教育学校コーディネーター養成研修の実施 

参加者  （2日間）                  200人 

 

進路開拓推進 

進路指導研究集会       1回 

進路連絡会          2回 

進路研修会・説明会      13回 

高等部卒業生アフターケア   219件 

生徒、保護者を対象としたガイダンス教室の開催 

職場体験実習、職場見学の実施 

 

職業教育実習      本校 5校 

 

県立特別支援学校  本校7校 分校4校 

主な事業内容 

特色ある学校づくりの推進 

開かれた学校づくりの推進 

豊かな心を育む教育の推進 

クラブ活動・余暇活動の充実 

計 543,503,000 511,630,889 31,872,111  
 

   



－237－  

 人権教育の 

推 進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1  事業執行の目的 

県民に身近な人権問題の解決のため、人権教育の総合的推進体制の充実を図るとともに、学校教育や社会教育における人権教育の推進と質的 

向上を図るため、各種研修会を実施し、指導者の資質・指導力の向上をめざす。また、対象地域の生徒等に貸与した地域改善対策奨学資金の適 

正な債権管理を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                            (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

人 権 教 育 推 進 

体 制 の 充 実 

 

 

教 員 専 門 研 修 

 

 

 

 

 

 

 

 

人 権 教 育 の 充 実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地 域 改 善 対 策 

奨 学 資 金 

2,148,000 

 

 

 

619,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,457,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

74,533,000 

2,004,320 

 

 

 

586,671 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,385,728 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

74,490,613 

 

143,680 

 

 

 

32,329 

 

 

 

 

 

 

 

 

71,272 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

42,387 

 

人権教育推進協議会  3回 

人権教育推進委員会  4回 

市町村教育行政担当者人権教育連絡協議会3会場74名 

 

職務研修 

 小・中学校人権教育主任研修会 8会場 286人 

 県立学校人権教育主任研修会  3会場  66人 

課題別研修 

 人権教育セミナー    7講座（延べ7日）286人 

 人権教育授業研究講座  3会場（延べ3日） 83人 

 人権教育実践スキルアップ講座 

Ⅰ・Ⅱ（延べ3日） 延べ56人 

 

事務局職員人権問題研修会    294人 

人権作文募集事業 

応募校数 129校 応募作品数 481編 

人権教育主任連絡協議会 

義務教育関係  4会場 286人 

県立学校関係  1会場  66人 

人権教育推進講座支援事業 

（ファシリテーター養成講座） 

3会場各3回 延べ40名 

人権教育啓発担当者ステップアップ事業 

 1会場 40名 

 

奨学資金返還相談員設置  3人 

国庫支出金精算返納金 

計 79,757,000 79,467,332 289,668  
 

人 権 

教 育 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人 権 

教 育 課 
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－238－  

大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 体育・スポ 

ーツの推進 

1  事業執行の目的 

児童生徒の体育諸活動の活性化を図り、体力や運動能力の向上と心豊かな児童生徒の育成に努める。 

県民一人一人が運動に親しむ習慣を身に付けるため、総合型地域スポーツクラブの育成・定着の支援など、県民に運動する機会を拡大する 

とともに、ジュニアからの競技力の向上を図るため、選手の育成・強化など、生涯スポーツの推進に努める。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
(1) 学校体育の充実                                                             (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

体力・運動能力の向上 

 

 

学 校 体 育 活 動 の 振 興 

739,000 

 

 

32,910,000 

 

607,336 

 

 

29,848,461 

 

131,664 

 

 

3,061,539 

 

 

体育実技指導者講習会 129人 

体格・体力・運動能力・生活実態調査 32,165人 

 

中学・高校・定通高校体育大会 

中  学 18競技 5,864人 

高  校 29競技 8,084人 

定通高校  9競技  518人 

地域スポーツ人材の活用実践事業 

 小・中学校体育授業への外部指導者派遣 240時間 

スポーツエキスパート活用事業 

高校の運動部活動への外部指導者派遣 23校 34部 

計 33,649,000 30,455,797 3,193,203  

 

(2) スポーツの推進                                                                    (単位 円) 

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
繰 越 額 不 用 額 

指 導 体 制 の 

充 実 及 び 生 涯 

ス ポ ー ツ 活 動 

の 推 進 

 

13,417,000 

 

10,354,889 

 

3,062,111  3,062,111 生涯スポーツ推進県民会議 

134人 

広域スポーツセンター指導者

派遣事業 

専門指導者派遣 

4クラブ 5回 2団体 2回 

職員派遣 

1村 10回 21クラブ 127回 

 
 

体 育 

ｽﾎﾟｰﾂ費 

 

スポーツ 

健 康 

教 育 課 
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競 技 ス ポ ー ツ 

の 振 興 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

197,893,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

194,073,092 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3,819,908 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3,819,908 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村スポーツ・健康教育担

当者研修会     38人 

スポーツ指導者養成講習会        

117人 

地域スポーツ推進事業費補助 

9クラブ 1体育団体 

全国スポーツ・レクリエーシ

ョン祭派遣     86人 

県民スポーツフェスティバル 

32種目   3,550人 

高知県ｽﾎﾟｰﾂ尐年団育成事業

費補助 

 

競技力向上総合対策事業費補

助 

中学生強化 

17競技18種目 7,965人 

国体選手 

育成指定強化・遠征     

41競技団体 

ｼﾞｭﾆｱ選手育成強化 

30競技団体 

強豪校招聘(高校生対策) 

10競技団体 

全国高校駅伝大会対策 

1競技団体 

競技用馬匹の購入 

 幡多農業高校 

スポーツの殿堂展示ケースの 

設置 

県民体育館 

スポーツ医科学健康体力増進

事業 

国民体育大会派遣費補助 

四国ブロック大会 

35競技 717人 

第64回国民体育大会本大会 

36競技 423人 

第65回国民体育大会冬季大 

会      

1競技  18人 

 
 

   



－240－  

大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康教育の 

充 実 

 

 

 

 

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
繰 越 額 不 用 額 

ス ポ ー ツ 施 設 の 

整 備 活 用 及 び 

管 理 

294,188,000 

 

269,072,151 25,115,849 13,884,000 11,231,849 県立ｽﾎﾟｰﾂ施設の管理委託等 

県立ｽﾎﾟｰﾂ施設の設備修繕及

び備品の購入 

 県民体育館 

 武道館 

第58回国民体育大会夏季主会

場施設整備費補助 

県立学校体育施設開放事業 

29校 

計 505,498,000 473,500,132 31,997,868 13,884,000 18,113,868  

 

 

1  事業執行の目的 

学校給食の普及充実及び食育・健康教育の推進により、児童生徒の心身の健康の保持・増進と望ましい生活習慣の定着を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                                          (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

保 健 指 導 の 充 実 

及 び 保 健 管 理 の 

充 実 

69,117,000 66,892,160 2,224,840 新採用養護教諭研修 9人 

採用5・10年次養護教諭研修 5人 

県立学校児童生徒健康診断 

心臓検診        5,358人 

〃   二次検診    5人 

検尿           15,832人 

結核検診        5,068人 

〃   二次検診    8人 

寄生虫検査        431人 

学校医等手当 

県立中学校及び特別支援学校(小学部・中学部)の要保

護・準要保護児童生徒の医療扶助 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童生徒 

支 援 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スポーツ 

健 康 

教 育 課 
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文 化 財 の 

保護と活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文 化 財 の 

保護と活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学 校 給 食 の 充 実 及 び 

生 活 習 慣 の 改 善 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

34,280,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29,697,813 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4,582,187 

 

 

 

性教育推進事業 

 性に関する教育指導者研修会 156人 

 性に関する教育推進検討委員会 2回 

子どもの健康を守る地域専門家総合連携事業 

 36校 80回 4,777人 

スクールヘルスリーダー派遣事業  9校 163回 

児童生徒等感染症対策事業 

 マスク配布 754施設 134,300枚 

 

学校給食施設整備市町村指導 

学校給食衛生管理食育研修会 617人 

食育・学校給食連絡協議会 83人 

学校給食運営指導 

定時制高等学校夜食費補助 

高知市 

県立学校給食運営 

完全給食実施校 14校 

補食給食実施校 13校 

 厨房機器（真空冷却機・冷蔵庫等）の整備 

県立高校      9校 

県立特別支援学校   6校 

児童生徒の生活スタイルに関する調査 2,978人 

生活習慣ふりかえり票による生活習慣改善指導 外 

新規採用栄養教諭研修 5人 

教職員等研修会派遣  6人 

計 103,397,000 96,589,973 6,807,027  

 

 

 

1  事業執行の目的 

高知城をはじめとした県民の貴重な財産である文化財を適切に保存・管理し、次世代に継承するとともに活用を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文化財費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

文化財課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

埋蔵文化財

の 保 護 

と 調 査 

2  事業執行の状況及び成果 
                                                          (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

文 化 財 の 保 存 ・ 管 理 

 

 

 

高 知 城 の 保 存 ・ 管 理 

21,905,000 

 

 

 

404,650,000 

20,923,270 

 

 

 

390,893,338 

981,730 

 

 

 

13,756,662 

文化財保存事業費補助 

 重要伝統的建造物群保存修理外  22件 

歴史の道整備活用推進事業 

 

高知城保存整備事業 

 石垣改修工事、建築物等修繕工事 

高知城の管理運営 

 懐徳館入場者 252,445人 

高知城北曲輪地区史跡用地取得 

 取得面積 1,264.57㎡ 

計 426,555,000 411,816,608 14,738,392  

 

 

 

1  事業執行の目的 

埋蔵文化財の円滑な発掘調査を進めるとともに、埋蔵文化財センターにおいて出土品の適切な保存管理と活用を行う。 

 

2  事業執行の状況及び成果 
                                                          (単位 円)  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明 

埋 蔵 文 化 財 の 調 査 

 

 

 

 

埋蔵文化財センターの 

管 理 運 営 

342,981,000 

 

 

 

 

61,401,000 

341,807,423 

 

 

 

 

60,096,553 

1,173,577 

 

 

 

 

1,304,447 

埋蔵文化財発掘調査 

高知南国道路等整備事業  調査面積 18,160㎡ 

波介川河口導流事業    調査面積  9,500㎡ 

  高知法務総合庁舎整備事業 調査面積  1,480㎡ 

 

埋蔵文化財センターの管理運営 

埋蔵文化財の保存・公開 

計 404,382,000 401,903,976 2,478,024  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文化財費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文化財課 
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私 学 の 振 

興・大学へ 

の 支 援 

 

 

 

私 立 学 校 

の 振 興 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県立大学の 

運営・改革 

1  事業執行の目的 

私立学校（小・中・高等学校、特別支援学校、専修学校及び各種学校）の振興を図るため、運営費等に対して助成するとともに、南海地震に 

備えた私立学校施設の耐震化を支援する。 

 

2  私立学校の現況（休校中の学校を除く。高等学校は通信制を含む）                 平成21年5月1日現在                                        

区 分 小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 専修学校 各種学校 計 

学  校  数 （校） 1  7  9  1  22  10     50  

児童･生徒数（人） 256  3,433  5,814  66  3,410  791  13,770  

 

3  事業執行の状況及び成果  

（単位 円）  

区   分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説   明  

私 学 支 援 費 3,326,397,000 3,324,799,738 1,597,262 私立学校運営費補助金        9 件 

私立特別支援教育運営費補助金    1 件 

専修学校運営費等補助金         8 件 

私立学校授業料減免補助金      3 件 

私立高等学校定時制通信制課程教科書  

学習書給与費補助金         1 件 

私立学校教育改革推進費補助金    10 件 

高知県私学退職金社団補助金     1 件 

日本私立学校振興・共済事業団補助金 1 件 

私立学校施設耐震対策支援事業費補助金 1 件 

私立学校建築費補助金        1 件 

 

   私立学校運営費補助に幼稚園は含まない。 

 

 

1  事業執行の目的 

高知女子大学及び高知短期大学の教育環境の充実と円滑な大学運営に努める。池キャンパスを拡充するとともに永国寺キャンパスのあり方に 

ついて検討する。併せて、公立大学法人高知工科大学との総合調整を行い大学改革の推進を図る。 

 

私 学 

支 援 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大 学 

支 援 費 

 

女 子 

大 学 費 

 

短 期 

大 学 費 

私学・大 

学支援課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

私学・大 

学支援課 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

  2  事業執行の状況及び成果 
                                                          (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
繰 越 額 不 用 額 

県立大学等支援費 

 

2,938,937,000 2,934,084,805 4,852,195  4,852,195 県立大学の管理 

県立大学改革の推進 

県内大学等との諸業務の総合

調整 

 

県 立 大 学 整 備 費 

 

 

工科大学学術研究等

支 援 基 金 積 立 金 

2,738,452,000 

 

 

2,002,361,000 

2,534,570,236 

 

 

2,002,124,471 

203,881,764 

 

 

236,529 

4,580,000 199,301,764 

 

 

236,529 

 

 

県立大学改革に関する施設整

備 

 

高知工科大学からの寄附金の

積立 

基金運用益の積立 

 

女 子 大 学 費 

 

1,590,846,000 

 

1,566,749,501 

 

24,096,499 

  

24,096,499 

 

高知女子大学の運営 

 

短 期 大 学 費 

 

195,696,000 

 

190,743,309 

 

4,952,691 

  

4,952,691 

 

高知短期大学の運営 

計 9,466,292,000 9,228,272,322 238,019,678 4,580,000 233,439,678  
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

治安の確立 

 

高齢者・女 

性・子ども 

の安全を守 

る 対 策 の 

推 進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1  事業執行の目的 

  犯罪及び交通事故の脅威から高齢者・女性・子どもを守り、安全で安心して暮らせる環境づくりを推進する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 

(1) 予算執行の状況                                                  (単位 円) 

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 

高 齢 者 対 策 の 推 進                                

被 害 者 対 策 の 推 進 

尐 年 非 行 防 止 対 策 の 推 進 

             34,116,000 

              4,549,000 

             24,018,000 

33,381,483 

4,370,113 

23,604,743 

734,517 

 178,887 

 413,257 

計 62,683,000             61,356,339 1,326,661 

 

(2) 実施状況                                                    

区    分 説    明 

高 齢 者 対 策 の 推 進 ○高齢者防犯教室の開催や高齢者宅訪問活動による振り込め詐欺、悪質商法等犯罪被害防止に向けた啓発 

活動を実施した。 

○高齢者アドバイザー（非常勤職員 16人）等による高齢者宅への訪問指導及び出前式交通安全教室を開 

催した。 

被 害 者 対 策 の 推 進 ○犯罪により被害を受けた被害者及びその家族や遺族に対して、各種公費負担制度を運用する等適切な支 

援活動を実施した。 

○社会全体の被害者支援意識の高揚を図るため、特定非営利活動法人こうち被害者支援センターが行う犯 

罪被害者支援推進事業に要する経費を補助した。                      

尐年非行防止対策の推進 ○平成 21年 4月県本部生活安全企画課に「子ども・女性安全対策班」（11名体制、うち専従 6名）を 

設置し、声かけなど性犯罪等の前兆事案に対する先制・予防的警察活動を積極的に推進した。 

○「こども 110番のいえ」、「地域安全推進の家」、「チョキちゃんの店」など地域の安全シェルターや 

「こども 110番のくるま」等の整備・拡充に努めた。 

○尐年非行抑止根源対策「三づくり活動」である「非行を許さない環境文化づくり」、「非行を防ぐ環境 

づくり」、「非行を拒む尐年づくり」を積極的に推進した。  

○スクールサポーター（非常勤職員 9人）を活用した非行・被害防止、薬物乱用防止教室の開催（開催校 

数 342校）  

○尐年警察ボランティアとの連携による街頭補導活動の実施（実施回数 635回、参加者数 1,007人） 

○非行尐年とその保護者に対する再非行防止サポート面接の実施（実施回数 325回） 
 

活 動 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公  安   

委 員 会 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 
犯罪のない 

社会を作る 

対策の推進 

 

 

1  事業執行の目的  

  県民の不安を増大させる、ひったくり等の街頭犯罪や侵入犯罪等の発生を抑止し、県民の体感治安の向上を図る。    

 

2  事業執行の状況及び成果 

（1） 予算執行の状況                                                  (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 

街頭犯罪・侵入犯罪抑止対策 

地 域 警 察 活 動 の 推 進 

警 察 安 全 相 談 業 務 の 充 実 

3,818,000 

          207,064,000 

            33,151,000 

3,135,967 

           206,673,035 

            33,145,114 

682,033 

           390,965 

               5,886 

計         244,033,000            242,954,116    1,078,884 

 

（2） 実施状況                                                    

区    分 説    明 

街頭犯罪・侵入犯罪抑止対策 ○青色回転灯装着車両（179台）を確保して、防犯パトロール活動を推進した。 

○タウンポリス（65組織）等自主防犯組織の結成と活発な活動の展開に努めた。 

○県警ホームページや各種広報紙を活用して最新の犯罪情報等を提供した。 

○携帯電話を利用した「あんしんＦメール」システムの登録者拡大に努めた。 

 登録者数 8,083人（対前年比 588人増） 

地 域 警 察 活 動 の 推 進 ○県下全 16交番に、交番相談員（非常勤職員 23人）を効果的に配置し、警察官の不在時における補完措 

置等交番機能の強化を図った。 

○制服警察官による積極的な警ら、巡回連絡、立番等による「見せる・見てもらう活動」を推進した。 

○職務質問による犯罪検挙の徹底に取り組んだ。 

警察安全相談業務の充実 ○県下 16署に警察安全相談員（非常勤職員 16人) を配置し、県民から寄せられる諸々の相談に対し、 

相手の立場に立った対応に取り組んだ。 

 相談件数 11,524件（対前年比 1,558件増） 

   ・生活安全関係 8,630件（74.9%） ・刑事関係 1,588件 (13.8%) 等 
 

活 動 費 

 

公  安  

委 員 会 
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重要犯罪等 

に対する捜 

査 の 強 化 

 

 

1  事業執行の目的 

  県民を震撼させる殺人や強盗、性的犯罪その他重要犯罪、更には身体犯罪に移行するおそれのあるひったくり、すり等重要窃盗犯罪の検挙 

率の向上を目指すとともに、暴力団等犯罪組織の壊滅、弱体化を図る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 

（1） 予算執行の状況                                                  (単位 円) 

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 

サ イ バ ー 犯 罪 対 策 の 強 化 

環 境 犯 罪 対 策 の 強 化 

捜 査 体 制 の 確 立 

暴 力 団 対 策 の 強 化 

科 学 捜 査 の 充 実 強 化 

 

2,469,000  

2,698,000 

283,190,000 

8,615,000  

79,711,000 

1,939,413 

2,432,580 

275,563,913 

8,006,599 

79,563,709 

529,587 

265,420 

7,626,087 

 608,401 

147,291 

計         376,683,000         367,506,214               9,176,786 

 

（2） 実施状況                                                   

区    分 説    明 

サイバー犯罪対策の強化 ○教育機関（主に中高生及び教職員、保護者）や事業者等に対するセキュリティカレッジ（講演）を実施 

した。（実施回数 36回（対前年比 42回減））  

○サイバーパトロールを実施し、違法及び有害情報の発見に努め、発見した場合には所要の捜査を実施す 

るとともに掲示板管理者等への削除要請を行った。  

○携帯電話や電磁的記録媒体等に記録されている情報を確認するため、捜査情報確認用端末を各署に整備 

 し、サイバー犯罪の捜査体制を強化した。 

環 境 犯 罪 対 策 の 強 化 ○高齢者等社会的弱者を対象にした悪質なリフォーム商法事件、ヤミ金融事犯等、県民に身近な生活経済 

犯罪を検挙するとともに、積極的な広報啓発活動による被害の未然防止、拡大防止を徹底した。 

○環境関係行政機関との連携により、廃棄物の不法投棄事犯を検挙するなど取締りの強化に努めた。  

○善良な風俗環境を確保するため、積極的な立入調査の実施等による実態把握を実施するとともに、風俗 

関係事犯の取締りを強化し、店舗型性風俗特殊営業の禁止区域営業違反事件等を検挙するなど良好な生 

活環境の確保に努めた。    
 

活 動 費 公  安 

委 員 会 
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決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区    分 説    明 

捜 査 体 制 の 確 立 ○重要犯罪等に対する捜査の強化 

  ・事件発生時、本部及び警察署の捜査員等を大量投入して的確な初動捜査活動を図るとともに、本部 

特別捜査班による合同捜査等の積極的推進や捜査支援システムの充実を図った。 

 ・身の代金目的誘拐等の重要突発事件等に的確に対応するための実戦的訓練の充実を図った。 

 ・県警ホームページや公開捜査ポスターによる情報提供の促進を図った。 

○捜査員全員に対する取調べ適正化教養の徹底 

 ・被疑者取調べ適正化に対する捜査員の意識向上を図るため、全署を対象とした巡回業務指導を実施 

した。 

 ・関係課と連携を図り、刑事部門以外の捜査員に対しても、取調べ適正化に対する教養を実施した。 

○通訳人の育成と確保 

 ・不良外国人犯罪の取締り及び居住先等の実態把握を強化するとともに、部内通訳人の育成(語学研修 

（韓国語 1人・インドネシア語1人））と部外通訳人の確保を図った。 

暴 力 団 対 策 の 強 化 ○資金源封圧対策 

  ・「建設業みかじめ料等縁切り同盟」を新たに結成するなどして、暴力団の資金源封圧対策を図った。 

○不当要求防止責任者講習の実施 

  ・暴力団員の不当な要求による事業者の被害を防止するため、(財)暴力追放高知県民センターに委託を 

し、不当要求防止責任者講習（25回、742人受講）を実施した。 

○暴力団事務所撤去活動の実施 

 ・高知市立江ノ口小学校付近の賃貸事務所に進出しようとした豪友会谷脇組及び高知市梅ノ辻の賃貸 

  事務所に進出しようとした豪友会二代目東仁会を、官民一体の撤去活動により進出を断念させた。 

科 学 捜 査 の 充 実 強 化 ○現場鑑識活動を徹底するとともに高性能鑑定資機材等捜査支援システムの活用やＤＮＡ型鑑定等科学 

捜査の徹底を図った。 

 

3  事業執行の成果（別掲分） 

（1）刑法犯認知、検挙状況（交通業過を除く。） 

区    分 21年 20年 
差   引 

増  減 率 

認 知 件 数 

検 挙 件 数 

検 挙 人 員 

う ち 尐 年 

9,751  件 

3,103  件 

2,034  人 

746  人 

10,439  件 

2,952  件 

1,991  人 

768  人 

   

△  688 件 

151 件 

 43 人 

         △  22 人 

△  6.6  ％ 

5.1     

2.2     

      △  2.9     
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（2）刑法犯罪種別認知、検挙状況 

区   分  

 

 

罪 種 別 

認     知 検     挙 

21年 20年 

差   引 

21年 20年 

差   引 

増 減 率 増 減 率 

凶 悪 犯        

粗 暴 犯        

窃 盗 犯        

知 能 犯        

風 俗 犯        

そ の 他 

  36件 

 241 

7,615 

364 

41 

1,454 

52件 

 264 

8,168       

468 

60  

1,427  

△ 16件 

△ 23 

△553 

△104 

 △ 19 

27 

△30.8% 

△ 8.7 

△ 6.8 

△22.2 

△31.7 

1.9 

   33件 

  184 

2,169 

  242 

   24 

  451 

46件 

  196 

2,151 

  139 

   32 

  388 

△ 13件 

△ 12 

18 

   103 

△  8 

   63 

△28.3 % 

△ 6.1 

0.8 

74.1 

△25.0 

16.2 

計 9,751 10,439 △688 △ 6.6 3,103 2,952 151  5.1 

 

（3）暴力団犯罪検挙状況 

区    分 21年 20年 
差   引 

増  減 率 

検 挙 件 数 

検 挙 人 員 

武 器 摘 発 数 

覚せい剤事犯検挙件数 

150 件 

75 人              

2 件              

25 件 

      84 件 

70 人 

2 件 

3 件 

66 件 

5 人 

0 件 

22 件 

78.6% 

7.1 

0 

733 

 

（4）特別法犯検挙状況（交通法令関係は除く。） 

区   分  

 

 

罪 種 別 

 送  致  件  数  送  致  人  員 

21年 20年 

差   引 

21年 20年 

差   引 

増 減 率 増 減 率 

風 営 適 正 化 法 

児 童 福 祉 法 

青尐年保護育成条例 

児童買春・ポルノ法 

出 資 法 

貸 金 業 法 

覚 せ い 剤 取 締 法 

そ の 他 

3件 

0  

22  

9  

5  

3  

107  

271  

3件 

1  

19  

13  

5  

4  

66  

237  

0 

△1 

3 

△4 

0 

△1 

41 

34 

0.0％ 

－ 

15.8 

△30.8 

0.0 

△25.0 

62.1 

14.3 

5人 

0 

14 

8 

2 

2 

75 

248 

3人 

1 

17 

13 

5 

4 

52 

225 

2 

△1 

△3 

△5 

△3 

△2 

23 

23 

66.7％ 

－ 

△17.6 

△38.5 

△60.0 

△50.0 

44.2 

10.2 

計 420  348  72 20.7 354 320 34 10.6 
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南海地震等 

から県民を 

守る対策の 

推 進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交通事故か 

ら 県 民 を 

守る対策の 

推  進 

 

 

 

（5）非行尐年等の検挙補導状況（触法尐年を含む。） 

区    分 21年 20年 
差   引 

増  減 率 

刑 法 犯 

特 別 法 犯 

ぐ 犯 

不 良 行 為 

955人 

28  

2  

6,168  

959人 

33  

2  

7,673  

△ 4人 

△ 5  

0  

△1,505  

△ 0.4％  

△15.2  

0.0  

△19.6  

計 7,153  8,667  △1,514      △17.5    

 

1  事業執行の目的 

    近い将来に発生が予想されている南海地震、大規模災害やテロ・ゲリラ事件から県民を守る。 

 

2  事業執行の状況及び成果 

  (単位 円)   

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 説    明 

南 海 地 震 対 策 の 推 進 33,667,000 31,456,658 2,210,342 ○災害用備蓄食糧（5 か年計画の 3 年目）として、 

保存食糧 3,042食と飲料水（1.5ℓ）2,028本を整備 

した。 

○布師田別館の耐震化設計委託を実施した。 

○運転免許センター2・3号館の耐震診断を実施した。 

       

1  事業執行の目的 

    交通事故の発生総量を抑制し、悲惨な交通事故による死者数を減尐させ安全で快適な交通社会を実現する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 

（1） 予算執行の状況                                                 (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内   訳 

繰 越 額 不 用 額 

交 通 安 全 施 設 の 整 備 1,643,742,000   1,309,506,114     334,235,886     305,917,000      28,318,886 
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交 通 指 導 取 締 り の 徹 底 

運 転 者 対 策 の 推 進 

    117,124,000 

    494,054,000 

 111,139,913 

    462,867,394 

      5,984,087 

31,186,606 

   
      5,984,087 

     31,186,606 

計 2,254,920,000 1,883,513,421 371,406,579 305,917,000 65,489,579 

 

（2） 実施状況    

区    分 説    明 

交 通 安 全 施 設 の 整 備 ○特定交通安全施設等整備事業としての「安全対策」及び「円滑化対策」等を推進し、信号機の新設 

16基、集中制御化 22基、集中制御機の高度化更新 5基及び改良 15基等を実施した。 

○道路標識・標示の整備についても緊急性の高いものから順次実施した。 

交 通 指 導 取 締 り の 徹 底 ○交通安全対策 

  ・高知の交通マナーをよくする運動・交通安全チャレンジ 103の実施と高齢者を対象とした無事故・無 

違反チャレンジ 100を実施した。 

  ・警察署交通安全対策会議の開催等による関係機関団体と連携した交通安全対策を実施した。 

○交通事故・事件対策 

 ・重大事故に直結する悪質・危険性、迷惑性の高い違反に重点指向した交通指導取締りを実施した。 

 ・「高知市等における共同危険行為等の禁止違反事件」、「高知市における偽装交通事故による保険金 

  詐欺事件 2件」等の交通関係特殊事件を検挙した。 

○駐車対策 

  ・民間委託契約による放置車両確認事務を適切に推進した。 

 ・駐車監視員資格者講習（11人受講）と修了考査（9人合格）を実施した。 

○暴走族対策 

  ・暴走族の取締り      延べ実施回数  1,117回         延べ取締要員  5,765人 

                     検挙件数        353件         検挙人員数      361人 

運 転 者 対 策 の 推 進 ○ＩＣ免許証の発行 

 ・平成 21年 11月から運転免許証の情報をＩＣチップに記憶させ、免許証表面の本籍を記載しないＩＣ 

  免許証の発行を開始し、平成 21年度末までの間に 64,626枚（県内免許人口の約 13%）を交付した。 

○高齢者講習予備検査（認知機能検査）の義務化 

 ・平成 21年 6月の道路交通法改正により、75歳以上の者に対して認知機能検査の受検が義務化され、  

  同年度中には 5,079人が受検し、記憶力等の判定に応じたきめ細かな講習を実施した。 

○講習実施状況 

 ・運転免許証更新時講習     108,909人 

 ・運転免許証更新時高齢者講習   16,981人 

 ・運転免許行政処分者講習      4,049人 
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大 項 目 小 項 目 施   策   の   実   施   経   過   及   び   そ   の   成   果 
事業との

関連費目 
主管課名 

決算説明資

料のページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3  事業執行の成果（別掲分） 

 （1）交通事故発生状況年次別推移 

区 分 17年 18年 19年 20年 21年 

発 生 件 数 

（うち高齢者） 

5,057件    

（1,446）     

4,831件     

(1,512)      

4,563件     

(1,508)      

4,005件     

(1,318）     

3,814件     

(1,291）     

死 者 

（うち高齢者） 

47人     

（25)      

58人     

(37)      

66人     

(34)      

57人     

(35)      

45人     

(15)      

傷 者 

（うち高齢者） 

5,968人     

（1,028）     

5,702人     

(1,082)      

5,371人     

(1,044)      

4,579人     

(921)      

4,450人     

(951)      

 

（2）道路別交通事故発生状況 

区  分 件数（件） 死者（人） 傷者（人） 

国    道 1,381 30 1,729 

県    道 979 9 1,115 

市町村道 1,260 5 1,397 

高 速 道 14 1 19 

そ の 他 180 0 190 

計 3,814 45 4,450 

 

（3）道路交通法等違反検挙状況 

   ア 一般の違反 

区 分 無免許 飲酒 速度 信号無視 通行区分 一時停止 
歩行者 

妨害 
駐停車 過積載 ｼｰﾄﾍﾞﾙﾄ等 その他 合 計 

21年 330 325 24,180 2,664 614 6,125 64 1,220 23 18,429 17,955 71,929件 

20年 736 386 21,294 3,212 785 6,054 67 858 97 16,978 20,427 70,894件 

 

イ 放置違反金納付命令（平成 18年 6月 1日運用開始） 

21年 9,747件 

20年 6,198件 
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治安を守る 

態勢の強化 

 

1  事業執行の目的 

  県民の期待と信頼にこたえる警察活動を効果的に推進するため、人的基盤や治安情勢等に対応した組織体制を確保するとともに、その支え 

となる警察施設等の治安基盤を強化する。 

 

2  事業執行の状況及び成果 

 (単位 円)  

区    分 予 算 額 執 行 額 差 引 額 
内       訳 

説     明 
繰 越 額 不 用 額 

精 強 な 第 一 線 

警 察 の 確 立 

2,175,576,000 1,894,388,954 281,187,046 183,644,000 97,543,046 ○庁舎等整備 

・中村署庁舎新築 ＲＣ－4 

（3か年最終年度） 

・駐在所新築    3 か所 

（安芸署伊尾木、香南署のい

ち、宿毛署三原） 

・宿舎解体     3 か所 

・特別修繕 

高知南署空調設備改修等 

 

○警察装備 

・車両（減耗更新） 36 台 

 （当初 14台、補正 22台） 

・船舶 

たけより（南署） 

定期検査整備 

・ヘリコプター 

操縦士資格取得   1 名 

整備士資格取得   1 名 
 

施    設 

整 備 費 

 

活 動 費 

公    安 
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「この冊子は再生紙を使用しています」 
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